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用語 
 
・ CEO（Chief Executive Officer；最高経営責任者） 
・ CFO（Chief Financial Officer；最高財務責任者） 
・ CIO（Chief Information Officer；最高情報統括責任者） 
・ CKO（Chief Knowledge Officer；最高知識責任者） 
・ CSO（Chief Security Officer；最高セキュリティ責任者） 
・ CTO（Chief Technology Officer；最高技術責任者） 
・ BSC（Balanced scorecard；バランス・スコアカード） 
・ BNC（Broadband Network Convergence；新世代ネットワーク） 
・ COSO（COSO Control Framework；内部統制のフレームワーク） 
・ CRM（Customer Relationship Management；顧客関係管理） 
・ DP（Data Processing：データ処理） 
・ DSL（Digital Subscriber Lines；デジタル加入者線） 
・ EA（Enterprise Architecture；エンタープライズ・アーキテクチャー） 
・ ERP（Enterprise Resource Planning；企業資源戦略） 
・ Federal CIO Council（連邦 CIO協議会） 
・ GSA（U.S. General Services Administration；連邦政府サービス調達庁） 
・ ITIL（Information Technology Infrastructure Library) 
・ IS（Information System；情報システム） 
・ ISPs（Internet Service Providers；インターネット・サービス・プロバイダー） 
・ J-SOX（金融商品取引法） 
・ NECTEC（National Electronics and Computer Technology Center；タイ政府国
 家電子コンピュータ技術センター） 
・ OMB（Office of Management and Budget；大統領府行政管理予算局） 
・ ROI（Return on Investment；投資利益率） 
・ SIS（Strategic Information System；戦略的情報システム） 
･ SOX（Sarbanes‐Oxley act；米国企業改革法 / サーベインス・オクスレー法） 
 1
第１章 序論 
 
 
1.1. 本研究の背景 
 
2007年，IT産業は全世界で 3兆ドルの市場規模となり，最大市場に浮上するといわれる．
世界的なブロードバンドの普及，情報社会の飛躍的進化による経営の質的変革，通信・イン
ターネット・放送の融合による新しいビジネスモデルの創造や新世代ネットワーク（BNC；
Broadband Network Convergence）の出現，そしてグローバルな企業間競争や大型合併な
どの新潮流が見られる． 
その中で近年，日本の国際競争力の低下が指摘されている．世界経済フォーラム（WEF）
の「2006年世界競争力ランキング」によると日本は 7位，英国エコノミスト誌と米国 IBM
が発表している「e-readiness rankings1」2006年版では 21位，日本経済研究センターの「世
界 50 カ国潜在力調査 20062」では 12位である3．ITを積極的に活用し，組織改革のイノベ
ーションによる生産性向上は，一部の産業を除き十分には発揮できておらず，競争力に差が
生じている．人材と技術の有効活用が機能せず，世界市場でのプレゼンスの低さが露呈し，
対売上比率 5％以下が大半であるとされる企業の低利益率や，技術は一流にもかかわらず，
グローバル・スタンダード戦略の欠如なども指摘4される． 
一方，前述の各調査における米国の順位はというと，それぞれ 6位，2位，そして 3位で
ある．こうした日米間における国際競争力の差にはいくつかの要因が考えられる．第一に，
米国企業における積極的な IT投資の増大が，1990年代後半以降の高い経済成長率に貢献し
た．日米における IT投資と労働生産性の関連性で鑑みると，民間設備投資に占める IT投資
の割合は，米国は日本の 1.7倍5である．第二に，米国は，日本の組織経営の手法をベストプ
ラクティスとして取り入れ，IT革命時代における産業全体の活性化に活かした．そして第三
に，巨額の投資が行われた国防関連の研究開発予算が研究開発や人材育成に大きな影響を与
え，高度 IT 人材および組織がともに成長した．日米間の国際競争力の差を拡大させた最大
の要因はこれら三つの要因のうち，特に第三の高度 IT人材育成と利活用である． 
高度 IT人材とは，通称“CIO”（Chief Information Officer；最高情報統括責任者）と呼
ばれる．CIOとは“組織において，情報管理，情報システムの統括を含む戦略の立案と執行
を主たる任務とする役員であり，変革のリーダー”と定義される6．かつて，CEO（Chief 
Executive Officer；最高経営責任者）が組織のすべてのプロセスを管理，経営するキーパー
ソンであったが，「様々な種類の IS（Information System；情報システム）がビジネス・プ
ロセスの面で決定的要素となって働き，CIOの存在が拡大した7」と言われる． 
それでは CIOは，国際競争力の強化にいかに貢献するのか．なぜ CIOは企業競争力を強
化し，産業全体を活性化させ，あるいは行政効率化や電子政府を促進できるのか．その解は
米国の先進事例が示唆している． 
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情報時代において，国際競争力を向上させるためには，ITを戦略的に利用することによっ
て組織の全体最適化を目指し，「見える化」を促進しなければならない．そして膨大な情報の
中から価値のある“適切”且つ“有効”な情報を取捨選択し，知識や知恵として蓄積し，活
かすことが求められる．こうした ITの利活用とその真価を形成するキーパーソンこそがCIO
である． 
CIO は，産業革命からの新しい時代の幕開けとなる IT 革命によって誕生した．したがっ
て，CIOには情報時代における国際競争力の強化や電子政府の推進など，多面的な領域で重
要なコア・コンピタンス（Core Competence；中核的能力）が求められている．CIOが誕生
した当初は，IT と経営を融合させることが CIO にとって主要な役割とされていたが，最近
ではビジネス戦略やコンプライアンスに至る幅広いスキルが要求されはじめている．また，
組織における CIO の役割がますます高く評価されるようになり，IT 投資予算をはじめとす
る本来ならば社長やトップが遂行すべき業務を委任する企業も増えている．有能な CIOを設
置している企業は，設置していない企業に比べ効果的な実績も多々紹介されている．いまや，
情報をコントロールし，戦略として活かすコア・コンピタンスが CIOに託されるようになっ
たといえよう． 
米国の国際競争力が向上した背景には，こうした CIOなどの高度 IT人材育成策と利活用
にカギがある．多くの企業で CIOの戦略性が効果的に諮られ，行政で政策推進に牽引してい
る．その CIOも国際 CIO学会などの研究活動や，官民 CIOの取り組みなどの現状から推察
するに，米国における CIOの社会的認知度や人材育成の質の高さは，世界の中でも突出して
いることは言うまでもない．行政，民間，その他あらゆる機関において CIOの存在意義が高
く評価されている．また，突発的な自然災害や緊急時における CIOの活躍やベストプラクテ
ィスが数多く紹介されてきたことで，CIOの存在は急速に脚光を浴びてきた．たとえば，2001
年の 9.11同時多発テロでのCIOの活躍が米国におけるCIOの専任化を促すきっかけにもな
った．この他，インターネットの爆発的普及に伴う IT 革命の進化にいち早く着手した点，
脆弱なネットワークの脅威に対処する危機意識の向上，情報社会の急激な変化に対する変革
（Innovation）への抵抗感が少ないことも米国で CIOが急増した一因である． 
米国では CIO の骨格ともなるコア・コンピタンスが 1997 年に公表され，これまで 1999
年，2004年，2006年と 3回改正されてきた．1996年 4月 4日に当時の米国大統領府行政
管理予算局のアリス・リブリン長官によって発布された米国 IT管理改革法（Clinger Cohen 
Act／一般に Information Technology Management Reform Act； ITマネジメント改革法8）
に基づき，CIOの役割やスキルが 12の“コア・コンピタンス”と，553項目の“学習目標”
に集約された（2006年改訂版）．これらは米国において CIOなどを育成する際のカリキュラ
ムベースとなっている．実際にコア・コンピタンスは米国で正式に CIO大学として認定を受
けた 6大学（2007年 4月時点）で利用されている．また，米国では企業における CIOの専
任率もほぼ 100％に近く極めて高い．民間と行政の CIOが双方の組織を行き来する人事交流
も幅広く行われ，産官学連携による CIOに対する取り組みや活動は成熟度が高い． 
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こうした米国における CIOに関する取り組みとを比較すると日本での CIOの人材育成や
政策は漸く始まったばかりである．総務省の『IT利用動向調査9』によると，高度 IT人材は
およそ 35万人不足していると推計され，中でも CIOの人材不足が極めて著しい．これまで
日本は欧米諸国やアジア諸国とのグローバル競争の中で，2005年までに世界をリードする最
高水準の IT立国を構築しようと，2001年に「e-Japan戦略」を掲げ，ITインフラの整備の
面で一定の成果を上げた．その成果を踏まえて，2003年 7月には「e-Japan戦略Ⅱ」が決定
され，政策の軸は ITインフラの整備から ITインフラを活かした社会・経済システムの変革
へと移行されるようになった10．そして今，日本は 2006年 1月にスタートした「IT新改革
戦略」に謳われる国策的課題に取り組んでいる．本戦略で，2010年のいつでも，どこでも，
誰でも IT の恩恵を実感できるユビキタス社会の実現を目指し，“世界に通用する高度 IT 人
材の育成と次世代を見据えた人的基盤作り”の一環として「高度 IT 人材育成パッケージの
作成」を進めている．そして IT 化を妨げる社会的制約を排除し，改革を支えるツールとし
ての ITの位置付けを明確にしている．また，ITの「新たな価値を生み出す力」や「課題解
決力」で構造改革の推進を図り，ユニバーサル・デザイン化された IT 社会を構築し，課題
解決量を通じた国際貢献，国際競争力強化を目指している．特に，電子政府・電子自治体の
促進や，グローバルな ITビジネスの拡大，デジタル・デバイド，インターネットやWeb2.0
の普及に伴うセキュリティやクオリティの追及，インターネット・ガバナンス，そして高度
IT人材育成への取り組みにも注力している． 
「IT新改革戦略」に策定された IT施策の重点計画は次の通りである．IT構造改革力の追
求のために，①IT による医療の構造改革，②IT を駆使した環境配慮型社会，③世界に誇れ
る安全で安心な社会，④世界一安全な道路交通社会，⑤世界一便利で効率的な電子行政，⑥
IT経営の確立による企業の競争力強化，⑦生涯を通じた豊かな生活が策定されている．さら
に，IT基盤の整備として，①ユニバーサル・デザイン化された IT社会，②デジタル・デバ
イドのないインフラ整備，③世界一安心できる IT 社会，④次世代を見据えた人的基盤づく
り，⑤世界に通用する高度 IT人材の育成，⑥次世代の IT社会の基盤となる研究開発の推進
を目指している．そのほか，世界への発信として，国際競争社会における日本のプレゼンス
向上や課題解決モデルの提供による国際貢献にも力を入れている． 
これらの重点計画の下で，IT基盤の整備に挙げられる“世界に通用する高度 IT人材の育
成”が CIO の人材育成である．本戦略において，CIO は企業，行政，その他教育機関など
での設置が求められている．たとえば行政では，2006 年度早期に各府省においては，各府
省情報化統括責任者（CIO）の下で，CIO 補佐官の支援・助言などを得て，府省内の情報シ
ステム企画，開発，運用，評価などの業務について責任を持って統括する体制（プログラム・
マネジメント・オフィス（PMO））を整備し，弾力的な執行が可能となる予算計上，戦略的
な情報システム調達を行うことを目指している．一方企業では，2010 年度までに大企業及
び公開企業を中心に CIO の設置を促進することが謳われている．さらに，行政や企業のみ
ならず，小中高など学校において情報システム担当外部専門家（学校 CIO）の設置を推進し，
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2008 年度までに各学校において IT 環境整備計画を作成するなど，IT 化のサポートを強化
する，としている． 
しかし，政策を他所に，前述の通り日本における CIOの圧倒的な人材不足は深刻である．
そして企業の中には，ITをビジネス戦略に活用する意欲は向上しているものの，その必要性
を感じながらも対応できていない企業が多数存在し，特に中小企業にこの傾向が多く見られ
る．中小企業では高度 IT人材を育成するための予算不足や政策的な観点から専任 CIOを設
置する企業が極めて少ない．また，日本国内においても CIOの進捗状況に地域格差が目立つ．
例えば，関東圏と関西圏では，CIOの企業戦略や政策の面でスピードに差が生じている．関
西圏のほうが遅れている状況は，（財）関西情報・産業活性化センターの報告で明らかである．
CIO による IT 戦略の枠組みを構築に関しては，各企業・行政間のデジタル・デバイドが目
立つ．日本では，いまだに CIOによる投資効果や存在意義が明確ではなく CIOの礎となる
コア・コンピタンスが収斂されていない．しかし例えば，日本版 SOX法（金融商品取引法）
の施行によって，CIOは上場企業への設置が求められるなど，IT内部統制の責任者としての
重要性はさらに拡大する．CIO人材の不足は業務に甚大な支障をきたすことが予測され，本
研究はこうした日本における高度 IT人材育成－いわゆる CIOを軸とした政策推進の遅れに
対する懸念，CIOの人材不足がもたらす国際競争力への影響が背景となっている． 
 
1.2. 先行研究 
 
CIOの役割や質的変化に関する研究はこれまでも論じられてきた．しかしながら，その多
くは次に述べる先行研究などに限られていた． 
たとえば，CIOが誕生した 1980年代初頭，CIOの役割は次の 7項目であると言われてい
た；①CIOの最も重要な特性は企業やその業務に精通していること，②CIOは頂点の経営者
として政策的，コミュニケーション・スキルを持ち合わせていること，③CIOは組織のいろ
いろな側面を管理し，特に販売や生産機能などを管理する経験を有すること，④CIOはハー
ドウェア・ソフトウェア・ネットワーク，そして他の技術機能に対するスペシャリストを管
理できること，⑤CIOは有効な企業内サークルの１メンバーであり，その地位はラインの従
業員の管理だけではなく，他の管理者も同様に管理できることが望ましい，⑥CIOは新技術
の長期の係わりを持った戦略的立案者であること，⑦CIOは人に対して，新技術の効果が実
用的かつ生産的であることを保証しなければならない11（W.R シノット 1981）．これらは，
当時の CIOの役割としては先進的であり，且つ技術と経営の両分野をバランスよく包含して
いる．しかし，近年，CIOの役割は当時に比べてさらに拡大傾向にあり，企業内のメンバー
として活躍する以上に CIO の活動領域は幅広い．また，CIO の主要任務については次のよ
うな見解もある．「情報資源を企業の重要な資源として管理することである．具体的には企業
の情報資源計画を立ててアーキテクチャーを整備すること，全社的に情報技術を普及させる
こと，情報技術に関する資源を管理すること，などである．こうした任務を遂行する CIOは，
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情報技術全般に通じていることはもちろんであるが，それだけでなく企業活動にかかわる業
務全般についても高い知識と経験を有することが必要である．SIS（Strategic Information 
System；戦略的情報システム）の展開のなかで，こうした CIO の重要性が問題にされるの
は，経営者と情報技術者との間の橋渡しができ，業務上の問題解決と競争力の向上に資する
ところの情報技術を適用する知識をもっているからである．なぜなら，CIOの最大の挑戦課
題は，情報技術を活用して企業の競争力を向上させることであり，そのために事業計画と情
報計画を結合する責任者として期待されている12（宮下 2000）」． 
この他，「CIO とは，特に自身の企業の IT マネジメント業務に関して説明責任がある
corporate executives（経営幹部）であって，中心的な役割は，組織の ITマネジメント業務
を可視化，先導，そして実施することである13（デトルブ 2006）」とも言及され，「情報技術
を活用して企業の競争力を向上させ，情報システム，コンピュータ・オペレーション，通信，
オフィスのオートメーション化，そしてエンド・ユーザーオペレーションを責任範囲とする14
（シャーロット 1994）」とみなされた． 
また，CIO の役割は，“技術”よりも“経営”を重視する傾向にあると言及されてきた．
これは，近年多くの学者や専門家，社会調査において通念である．CIOが誕生してから，そ
の役割の主体は技術から経営へ大きな変貌を遂げている15（スコット・ベルナルド 2001）．
さらに CIOは次第に経営の範疇を超えた戦略的な役割を担うようになった．たとえば，1980
年代の終わりから 1990年代の初めにかけてCIOの役割は戦略的というよりはむしろ戦術的
であり，明らかに純粋な技術的スキルが重視されていた．しかし今では経営の領域を超えた
戦略，いわばビジネス戦略が重視される．「CIO は多くの組織においてビジネス変革
（business innovation）のキーパーソンとなりつつあり，変革的な IT潮流の概念と 2つの
変革的な IT潮流の重要性－現実的な抑制（Reality-checking）と信頼性の推進（Promoting 
credibility）を有する16（ステファニー・ワッツ 2006）」とも言及される．CIOにとって「コ
スト削減には“戦略性”が必要であり，この傾向は CIOに芽生え始めているが，今後の経済
成長の見通しがやや楽観的になり，企業の優先課題がコスト全般の削減から長期的な効率性
の追求に変わったものによる17（ジェームズ・カプラン 2006）」． 
今から 5年前には，「今後 CIOは 2つの異なるタイプ－ITの活用を通じて企業に新たな価
値や競争力をもたらすことを最優先に考える“戦略的（Strategic）タイプ”と，IT 部門を
効率的に運営することを最優先に考える“戦術的（tactical）タイプ”に二極化され，後者の
戦術的タイプの CIOの役割は，最終的にアウトソーサーもしくは他のビジネス部門によって
代行されるようになる18」と予測された．しかし現在は，「戦術的 CIO の職責は，先進的な
企業では職務内容が重なる CTO（最高技術責任者）に取って代わられつつあり」（ピーター・
ワイル 2006），「“攻め”の経営を実践するうえで，戦略的 CIO はもはや欠かすことができな
い存在19（エレン・キッチス 2006）」になっている．CIOには「戦略的思考や ITによって可
能となる競争力のある差別化，情報技術の変革的，あるいは創造的利用を促進するための組
織を構築することへの関心の高さが重視されるようになっている（デトルブ･スマルツ
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2006）」とも言われる． 
CIO に最も価値のあるイニシアチブについて調査した米国の ITAA （Information 
Technology Association of America）による CIO調査では，表１の通り，2004年は①シス
テム並びにプロセスインテグレーション，②戦略的計画，ITと組織ゴール，③プロジェクト・
マネジメント改革，④セキュリティとプライバシー，⑤コスト削減，2005年度は，①プロジ
ェクト・マネジメント改革，②システムとプロセスインテグレーション，③セキュリティと
プライバシー，④戦略的計画，ITと組織ゴール，⑤コスト削減，2006年度は①戦略的計画，
ITと組織ゴール，②セキュリティとプライバシー，③システムとプロセス，④電子政府の推
進，⑤プロジェクト・マネジメント改革，という結果であった．このように，米国の CIOに
とって価値のあるイニシアチブは，わずか 3年の間でも優先順位が変化している．特に，近
年，戦略性やセキュリティ問題に対する偏重は本調査結果から明らかである． 
 
表 1 過去 3年間の CIOに最も価値のあるイニシアチブは何か 
Table 1 What is the most effective initiatives for CIOs over 3 years 
 2004年 2005年 2006年 
1 システム並びにプロセスイ
ンテグレーション 
プロジェクト・マネジメン
ト改革 
戦略的計画，IT と組織ゴー
ル 
2 戦略的計画，IT と組織ゴー
ル 
システムとプロセスインテ
グレーション 
セキュリティとプライバシ
ー 
3 プロジェクト・マネジメン
ト改革 
セキュリティとプライバシ
ー 
システムとプロセス 
4 セキュリティとプライバシー 戦略的計画，IT と組織ゴー
ル 
電子政府の推進 
5 コスト削減 コスト削減 プロジェクト・マネジメン
ト改革 
資料：ITAA（Information Technology Association of America）｢CIO調査 2006年｣調査結果を筆者が翻訳
した． 
 
このほか，CIOの役割の重要性については次のような意見がある．2003年 10月に早稲田
大学で開催した「電子政府サミット20」で，当時米国商務省 CIOであったカレン・ホーガン
女史（その後，ホワイトハウス CIO政策部長に就任）は次のように触れた．「技術と情報は
関連する資産であり，厳重に管理される必要がある．CIOは CFOが重要であるのと同じよ
うに，その重要性には多くの理由がある．CIOには組織の技術と情報リソースに対する責任
がある．さらに情報技術は複雑であり，管理職の立場としての注意が必要である．もし CIO
の存在がなければ，組織の各ユニット（単位）は各自の技術に対する投資や設備に責任を負
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うことになる．そうなれば，組織のユニットのそれぞれが，技術体制や資産を各自で作らな
ければならなくなり，結果として資源の重複や不必要な浪費を招くだけでなく，組織のユニ
ット同士の間に情報とシステムの深刻な不一致を引き起こしかねない．情報と IT プロセス
は企業を運営していくうえで，ある程度の共有制が必要である．CIOはリソースの共有状況
に焦点をあてたり，方針を決定したりすることで，効率や経済規模を獲得する．また CIOは
ITアーキテクチャーや一般的な手段を用いて互換性と経済性を確立する21」．カレン女史は，
CIOの役割を高く評価し，米国ではCIOが組織の横断的且つ重要な役割を演じると述べた． 
 米国のみならず欧州でも，1999年の時点で“CIOの戦略性”22（ピーター・ガスチョーク
1999）については言及されている．また，IT インフラの拡大や電子商取引などが普及・発
達し，ビジネス戦略と IT 戦略を一致させて推進する役割も重視されてきた．ガートナーに
よる CIO調査結果（2006年）では，「世界的に CIOが“顧客”や“市場ニーズ”という外
部からの要求圧力に立ち向かうことは CIOと社内 IT部門がテクノジーからビジネスそのも
のにフォーカスを転換させていることと同義23」とみなしている．CIO 誕生当初は明らかに
技術ベースであった役割も次第にビジネスへと力点を移していることを証明している． 
CIO のニーズや領域は「新しい職種や分野，たとえば医療分野へも拡大している24（デト
レブ･スマルツ 2006）」．「IT が組織にもらすもっとも顕著なインパクトは効率性／生産性の
向上を通じたコストの削減であり，劇的な変化は，業務時間内に取り組むべき業務としての
IT戦略に基づくビジネスの計画／立案である25」とされる． 
本研究が主眼とする CIO の国際比較に関しては，CIO の役割と責任に関する米台の比較
研究（シュ・フェ・ツェン 2007），CIOとトップマネジメントの理解と発展に関する米仏比
較研究（プレストン 2006）などに限られる． 
これらことから先行研究の結果をまとめると，次の諸点に関する研究はこれまでに行われ
ていない．一つ目は，歴史的変遷の中での CIOの役割の質的変化要因分析である．二つ目は，
CIOの役割に関する日米比較である．CIOに求められる役割の差異についても言及されてい
ない．三つ目は，CIO の設置形態の日米比較である．組織における CIO は専任型，兼任型
のどちらが効果的か．あるいは，いずれかでなければならない要因はあるのか．「CIO の設
置と組織 IQ の高さとは相乗効果がある26（飯島 2006）」と CIO設置効果の高さが評価され
るが，CIOの専任化／兼任化の議論には及んでいない．そして，四つ目は，CIOコア・コン
ピタンスの選択と優先順位である．本研究では，既存の研究では論じられてこなかったこれ
らの諸点を解き明かすことを目的としている． 
 
1.3. 本研究の目的 
 
日米比較に基づく CIOコア・コンピタンス／学習目標に関わる学術的考察は，先行する米
国では多少類似する議論は存在したかもしれないが，日本では皆無である．仮に米国で同様
の議論がなされたにせよ，IT革命以降，あるいは SOX法の施行などを経て CIOの役割やニ
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ーズは大きく変化してきたことは間違いない．それゆえに筆者は，米国の CIOや CIO関係
者などが現行の米国版 CIOコア・コンピタンスに対する期待や，彼らのニーズとの差異につ
いて，CIOコア・コンピタンスの本質と意義を考察する必要性を感じていた．CIOのあるべ
き姿や担うべきコア・コンピタンスと現実との乖離を論じることは CIOの設置論上，必要不
可欠である． 
CIOによる企業価値や国際競争力の強化は，機能的なコア・コンピタンスの構築によって
享受できる．企業や行政の CIOにとってこうした時宜を得た最適なコア・コンピタンスが策
定され，それが CIO活動に直結し，業績に反映できることが望ましい．急激な進歩を遂げる
情報社会に適応できる CIO，及び CIO 予備軍のためのコア・コンピタンスを確立すること
で，CIOの機能性は向上し，高度 IT人材不足を解消にも牽引するだろう．また CIOが機能
しやすい環境の整備，CIOの役割の必要十分条件を満たすコア・コンピタンスの確立は，次
の点でメリットがあると考える． 
 
CIOコア・コンピタンス・モデル構築のメリット 
1. ITマネジメントや業務の効率化 
2. 膨大な IT投資のコスト削減 
3. 組織の生産性向上 
4. 全体最適の確立 
5. 電子政府の推進 
 
これらの諸点が重層的に機能する意味において，CIOコア・コンピタンス・モデルの構築
は大きな役割を果たし，国際競争力の強化の一助となるだろう．情報社会の進展に即した
CIO の育成と，ベースとなる CIO のコア・コンピタンスを構築することが急務である．そ
こで本研究は，CIO 活動に活発な米国と日本を比較研究することで，現行の CIO コア・コ
ンピタンスを考察し，あるべき CIOの理想モデルの構築並びに政策提言を主たる目的として
いる． 
 
1.4. 本研究の意義 
 
CIOとは元来，ITと経営の融合を目指して誕生した役職であるが，前記の通り1980年代に
IT革命が幕を開け，情報社会システムの変容とともにその存在価値は少しずつ変化してきた．
IT分野の成長の一翼を担う人材として，経営管理やビジネス戦略，エンタープライズ・アー
キテクチャー（EA），内部統制など，経営レベルの業務に従事するCIOが増えつつある．飛
躍的な情報システムの向上が，情報の“量”だけでなく“質”の変化をもたらしている．CIO
には，意思決定におけるスピードや，縦割り組織に横串を指す調整能力といった技術領域を
超えたところでの戦略的，変革的能力が要求される．現在のCIOは，情報社会の進展に伴う
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環境の変化によって形成されたものであり，日々進化している．そのため，時代に適応する
ためのイノベーションこそ，CIOにとってのキーファクターとなる．この傾向は，先行する
米国のみならず，世界的潮流になり始めている．今後，産業の活性化や国際競争力の向上を
目指す上でCIOは，国際ビジネス展開に向けたグローバルな視点がますます重要になるだろ
う．もちろん，グローバル化にともなう組織内外の異なる部署間の相互接続や標準化も求め
られる． 
本研究の意義は，情報社会における付加価値向上に寄与する最適なCIOのコア・コンピタ
ンスを統計解析手法で分析し，国家，企業，行政など異なる組織間におけるCIOの質的相違
とその歴史的進化を明示することによって，コア・コンピタンスの普遍性，ならびに国際標
準化（グローバル・スタンダード）の可能性を客観的に検証したことにある．機能的なCIO
コア・コンピタンスの明示は，組織の枠組を超えた新しいフレームワークに基づく企業戦略，
電子政府の促進，新規ビジネスモデルの創出に牽引する．日本だけでなく先進国が抱えるIT
経営分野の諸問題を解決する糸口となり，ひいてはIT化を推進中の途上国にとっても格好の
先進事例になるといえよう． 
これまで主要国の国際CIO学会で調査した結果として，日米CIOのコア・コンピタンスに
関わる本研究は，以上述べたように，日本において先駆的な研究であり，学術的意義と貢献
が大きい．結果的に，CIOコア・コンピタンスの重要性やその意義が明らかになれば，CIO
に対する期待がより具現化し，円滑な企業・行政活動に貢献できるだろう．そして，組織に
おけるCIOの設置が加速することで，CIOの人材不足の解消に繋がり，情報社会のイノベー
ションにも大きく寄与するだろう． 
本論文では，日米比較に基づいてCIOコア・コンピタンスの進化と現状を述べている．イ
ノベーションに積極的な米国と，協調性を慮る日本との間には，当然，IT革命以降の歴史観
や人材育成に対して異なる認識を抱いてきたため，進化のプロセスも異なる．積極的なCIO
の専任化によって利潤を追求する米国と，専任化に消極的な日本との間にはCIOの効用にも
当然差が生じる．本論文では，日米におけるコア・コンピタンスの優先順位，ならびに普遍
性，あるいは進化について論じている．こうした要因，プロセス分析の視点からCIOコア・
コンピタンスの進化を明示している．そして，本論文の成果が新しいビジネスモデルとして
の「コア・コンピタンス優先モデル（岩崎モデル）」の構築である．これまで標準化されえな
かったCIOの役割や機能を確立することは，業績効果や電子政府の飛躍を可能にし，望まし
い情報社会の構築に貢献すると確信している． 
 
1.5. CIO学としての日米 CIOコア・コンピタンスの比較分析 
 
本研究で，米国の CIO 事例をケーススタディとして，日本における高度 ICT 人材不足を
解決し，組織における CIOの重要性を認識させ，専任比率を高めるための最善の解決策は，
民間と行政間の CIOの人事交流を可能にするような CIOのスタンダードモデルを構築する
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ことであると考える．そのためには，まず CIOを学問的見地から捉えなければならない． 
CIO学とは情報化時代における現象・原因・影響などの一連の過程ならびに，社会的かつ
技術的な関係，制度を研究対象とし，最適な解決策を見出す学問である．そして，CIOが果
たすべき役割を明確にし，情報戦略を中心に組織全体の立場から文系・理系の区別なく幅広
い知識・能力を活かす，すなわち総合的な価値判断ができる人材を育成する為の戦略的思考
や手法を学ぶものである．したがって，まさに広範な周辺分野に影響を与える学際分野の一
形態となる．CIO 学は包括的に組織体や社会環境，現象を捉えることを基礎とする．“高度
ICT人材”，特に“情報リーダー”を対象とした学問と言及できる． 
CIOの活動を普遍化して，CIO学を定義する場合は次の通り狭義と広義の 2通りの研究対
象が考えられる．狭義には，CIO の理論的，実証的，応用分野の研究を行なうことであり，
広義には，社会組織や IT 環境の動向などの社会現象を，歴史的な分析に基づいた研究対象
とする． 
CIO 学は主として IT と企業経営，公共経営両分野の境界線上，あるいは融合領域に生ま
れた複合的学問であるため，ITの専門的知識や技術力などのみならず，政治・政策学や経済
学，商学，経営学などを含めた多領域にわたる学際研究であることを認識しなければならな
い．また，CIOの責任や役割は歴史的変遷とともに進化することも注視しなければならない．
これまで CIO学が立証されなかった要因は，理論よりも実践，つまり，戦略・調達・予算・
IT投資・広報・業務革新など多岐にわたる分野で実務的な能力が要求されてきたからではな
いだろうか． 
本研究ではこうした諸点を鑑み，文献調査や歴史論的見地から CIOコア・コンピタンスを
考察し，且つ多くの CIOや CIO関係者にインタビューならびにアンケート調査を実施する
ことで，実践的なコア・コンピタンスの特徴を分析した．また，経営学や経済学などの学際
的領域を包含している CIO学の視点にも基づき，日米コア・コンピタンスの進化を解き，普
遍性と革新性に適応した結論を導いている． 
 
1.6. 本論文の構成 
 
本論文は，全 8章で構成される． 
第 1章「序論」では，国際情報通信学の視点で本研究の背景，先行研究，目的，意義をま
とめている．先行研究では，CIOの役割の質的変化を中心に，これまでに論及された諸点を
まとめている．一方，これまでの研究では皆無であった CIO の質的変化の要因分析，日米
CIOコア・コンピタンスの機能性，CIO専任化の効果を検証する目的と意義についてまとめ
ている． 
第 2章「CIO概論」では，CIOと CIOを取り巻く現状について概論をまとめている．CIO
の定義，機能と役割についても言及している．さらに CIOを第一次，第二次，第三次世代に
分類し，歴史的系譜に基づいて米国 CIO の質的変化についてまとめた．CIO の設置状況に
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ついては，第 5章以降で検証する CIOの専任化，兼任化の議論の理解を深めるために本章で
触れることにした． 
第 3 章「CIO のコア・コンピタンス」では，米国で CIO コア・コンピタンスが策定され
ることになった 1996年の米国 IT管理改革法（クリンガー・コーエン法）によって，CIOコ
ア・コンピタンスと学習目標制定に至る過程について調査した．その後，1999年，2004年，
2006 年の過去 3 度にわたり改正された米国版コア・コンピタンス／学習目標を項目別に時
系列比較し，CIOの役割の潮流と新機能についてまとめている． 
第 4章「仮説と検証方法」では，仮説に至る経緯，仮説とその検証方法を述べている．す
なわち，本研究の仮説は次の通りである．もし，CIOコア・コンピタンスと組織環境におい
て，CIO が目指すべき目標と現実の乖離がなければ，理論的には日米ともに CIO の効果的
活動は実現しやすい．つまり，換言すれば，CIOが目指すべき目標と現実の乖離が大きいゆ
え，組織における CIOの活動が効果的ではない．よって，日本において急務の CIOの人材
育成並びに効果的活動が妨げられているのではないか．本仮説の立証結果から最終的に「コ
ア・コンピタンス優先モデルの構築（岩崎モデル）」を構築し，問題解決への政策提言として
いる． 
第 5章「検証による米国型 CIOコア・コンピタンスの特徴」では，米国型 CIOコア・コ
ンピタンスの質的変化と新潮流の要因分析について，情報社会を取り巻く環境や情報社会シ
ステムの変化が与える CIOへの影響，且つ社会的歴史的観点から推察している．また，米国
で実施してきたアンケート調査を基に，CIOにとって優先的と考えられているコア・コンピ
タンス／学習目標を分析し，現場のニーズと現行コア・コンピタンス／学習目標の差異，SOX
法が及ぼす CIOへの影響について検証している． 
第 6 章「検証による日本型 CIO コア・コンピタンスの特徴」では，日本型 CIO のコア･
コンピタンスについてまとめている．日本企業や行政，並びにその他様々な機関の CIOなど
を対象に実施してきたヒアリングやアンケート調査をまとめ，第 7章で言及する日米比較に
繋げている．また，インタビュー調査によって得られた日本型 CIOの特徴を把握し，共通項
を抽出した．製造業を代表するトヨタ自動車，金融サービス業の東京証券取引所の CIOをケ
ーススタディとして取り上げ，日本の先進的な CIOの特徴と共通項を解き明かした．コア・
コンピタンス／学習目標の優先順位も明確にしている． 
第 7章「検証結果に基づく CIOコア・コンピタンスの日米比較」では，第 5章並びに第 6
章の日本と米国における CIOコア・コンピタンス／学習目標の検証結果を比較分析し，優先
順位の差異と米国コア・コンピタンスの普遍性，日本版コア・コンピタンスの機能性につい
て検証した．また，ASEANの中でもとりわけ CIO政策を官民で推進し，発展しつつあるタ
イで実施したコア・コンピタンス調査結果を比較し，日米 ASEAN における優先的な CIO
コア・コンピタンス比較を行った．米国版コア・コンピタンスの普遍性を追求する材料とし
ている． 
第 8章「結論」では第 5章～第 7章にかけて検証した結果をもとに，CIOコア・コンピタ
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ンスの進化，機能性，ならびに普遍性について論及し仮説の立証を結論としてまとめた．今
後の CIO人材育成試案とし，「コア・コンピタンス優先モデルの構築」を作成し政策提言と
した．巻末には参考文献や参考資料を載せている． 
 
1.7. 用語の定義ならびに解説 
 
 本論文を進めるにあたり，以下の用語に関する定義，ならびに解説について，本節でまと
めておきたい．尚，「CIO」の定義に関しては，本論文の第 2章で詳しく述べるため，ここで
の説明は省略する． 
まず，「専任 CIO」については，業務の 3分の 2以上を CIO業務に充当させている者とし，
「兼任 CIO」は実質的に CIO業務を遂行している者とする．「コア・コンピタンス」と「学
習目標」は，米国の IT管理改革法によって定められている CIOに必要不可欠なスキルであ
る．1996 年に本法が施行されて以降，内容が 3 度改正された．序列は，コア・コンピタン
ス（大項目），学習目標（中項目），そして小項目と分類される．本論文では大項目となる「コ
ア・コンピタンス」を CIO に必要となる中核能力とし，中項目となる「学習目標」を CIO
にとって必要不可欠な要素／スキルとしている．尚，CIOの「コア・コンピタンス」並びに
「学習目標」については，第 3章で詳述している． 
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第２章 CIO概論 
 
 
2.1. CIOの定義と役割 
 
多くの研究者や民間シンクタンク，コンサルタントによって言及されてきた CIOのコ
ア・コンピタンスは，1980年代以降，時代の変化や組織形態の変革によって少しずつ進
化してきた1．CIOという概念は，1981年にボストン銀行副社長兼 CIOであったシノッ
ト（W.R.Synott）がその著『Information Resource Management』のなかで，「今日，
CIOの役割は想像力豊かな指導者の胸の中にしか存在しない．それは今後，情報を資源
として管理しようとする，情報管理職によって創設されるべきものである2」と述べたこ
とが発端となり，その後急速に米国中の企業に広まった．同氏は CIOとは「情報管理を
担当する最高の経営管理者である3」と定義している． 
当時，CIOにとっては“IT管理”が IT経営環境における中心的な役割であった．そ
の後，パソコンの普及やネットワーク環境が整備されると競争力を強化する動きが出て
きた．1990年代には，“IT戦略”や“業務革新”，あるいは“研究開発”が新しい CIO
の任務課題として浮上してきた．CIOには，情報システムの構築や運営に関する技術的
能力だけでなく，CEOなどの経営陣や役職者に対して適切な報告・助言を行うことも求
められ，経営戦略に対する深い理解と能力が要求されるようになる．さらに，情報戦略
を立案・実行し，情報技術に基づいた形で業務プロセスを改革し情報システムに適合さ
せ，人材や IT 資産の管理，調達を最適化することによって，経営や業務を変革するこ
とも求められた．2000 年以降になると，CIO にはさらにコミュニケーション能力やリ
ーダーシップといった可視化しにくい知識や経験則の重要性が認識され始める． 
こうした歴史的な変遷に基づく CIOの役割の変化から，本研究分析では次の 5点に留
意し，CIOを定義した．第一に，行政，民間，NPOなど特定企業や行政に固執せず，“組
織”というより広範な枠組みを用いた．第二に，官民 CIOの役割は多少の相違点はある
ものの，CIO活動の目的は類似していると判断した．第三に，情報システムの統括のみ
ならず，情報システム管理も依然として重要な，且つ基本的な役割として理解した．第
四に，IT 戦略のみならず，IT を利用したビジネス戦略，経営戦略など多様な活動戦略
が重視されることから，ITに固執せず全体的な“戦略”とした．第五に，CIOのリーダ
ーシップ，イノベーションがビジネス戦略の原動力になるという新潮流に着目した． 
これらを鑑み，本研究では，「CIO とは，組織において，情報システムの管理・統括
を含む戦略の立案と執行を主たる任務とする役員であり変革の指導者である」と定義し
ている． 
文献調査によれば，CIOは情報時代の進歩，あるいは社会や組織のニーズに合わせて，
その役割を進化させていることは日本でも米国でも同様である．CIOは社会環境の変化
に影響を受けやすい．米国同様に今後施行される J-SOX 法の成立によって CIO の役割
は，「IT に係る内部統制を実現するためには，企業の経営ビジョンに沿って，企画・立
案し，実際に IT システムを開発・導入し，さらには運用までを見渡して統率する，す
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なわち IT ガバナンスを実践する役割を担う人材が不可欠4」であると言及される．CIO
には，意思決定におけるスピードや縦割り組織に横串を指す調整能力といった，技術領
域を超えたところでの戦略的，変革的能力が要求され始めている．こうした CIOの役割
の変化は，情報社会の進展に伴う環境変化によって形成されたといえよう．さらに新潮
流としては，業務の継続性に甚大な被害を及ぼす人的，物理的災害から組織を守るため
の危機管理をベースにした防災リーダー，いわゆる「防災 CIO」としての役割である．
CIOは不測の事態においてリスクに対する迅速な行動力，判断力が要求される． 
このように CIO には多様な役割や機能を担うスペシャリスト兼ゼネラリストとして
の要素が求められている．また，CIOは複雑且つ膨大な情報の中から価値ある情報の取
捨選択を行い，速やかに導入していくイノベーター（innovator）でなければならない．
必然的に起こりうる変化，あるいは突発的な事象に脅威を抱くのではなく，積極的に行
動を仕掛ける事が CIO に求められる．一般的に CIO の役割は，情報管理，情報戦略の
みならず，図 1の通り拡大傾向にある． 
 
CTO；新技術、通信と放送の融合、ハー ド・ソフトウェアなど
CRO；リスク・マネジメント、コンプライアンス、デジタル・コン
テンツによる知的所有権など
CIO　（最高情報統括責任者）
ITと経営の融合、マネジメント、ビジネス戦略
CFO；IT投資、財務、BNCに伴う巨額IT投資への理解、
戦略
CSO；セキュリティ、危機管理、防災など
CKO；知識・ノウハウ、デー ター ベー ス、情報管理、組織、プロセ
スの再編成
CEO
CIOの役割として浮上
 
図 1 CIOの拡大する機能と役割 
Fig. 1 The expanding roles and functions of CIOs 
資料；2005年 9月サイアム大学（タイ）での学会発表資料に基づき筆者が翻訳，作成 
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CEOの直轄下において，ハードウェアやソフトウェアなどテクノロジーを元に事業戦
略を立案し，新たな業務組織や業務プロセスを創造し，通信と放送の融合も目指す CTO
（Chief Technology Officer；最高技術責任者）や，企業が所有するノウハウや知識，デ
ータベースを再構築して組織やプロセスを再編成し，情報システムに適用する CKO
（Chief Knowledge Officer；最高知識責任者），リスク・マネジメントや IPR，コンプ
ライアンス，デジタル・コンテンツによる知的所有権を担当する CRO（Chief Risk 
Officer；最高リスク責任者），そのほか，CFO（Chief Financial Officer；最高財務責任
者），CSO（Chief Security Officer；最高セキュリティ責任者）など，多面的なコンピ
タンスが求められるようになった．最近は，新世代ネットワークの促進に伴う巨額の IT
投資に対する理解や予算決定などの役割をも包含するようになりつつある． 
 
2.2. CIOの歴史 
 
CIOは，IT革命の開花と同時に誕生した役職であり，急激な IT社会の変化と発展に
伴って，その役割も変化してきた．そこで，CIOの歴史は大きく次の 3つの部類に分け
ることが出来る．まず 1980年代初頭から 90年代初頭が第一次世代 CIO，次に 1990年
代中頃が第二次世代 CIO，そして 2000年代が第三次世代 CIOである．「情報システム
は 1980年代から 90年代初頭にかけてのクライアント，サーバコンピューティングとネ
ットワーク LANの構築，1990年代中頃のWWW（World Wide Web）の誕生とインタ
ーネットの爆発的な普及，そして 1990 年代後半のインターネット接続へのブロードバ
ンド・アクセスの拡大，急激な ISPs（Internet Service Providers；インターネット・
サービス・プロバイダー）や，DSL（Digital Subscriber Lines；デジタル加入者線）の
成長5過程を遂げてきている． 
参考までに CIO が誕生する以前の 1960 年代から 70 年代後半は，一般的に「コンピ
ュータ時代」と呼ばれていた．当時，情報技術は DP（Data Processing：データ処理）
部門が管理するものであり，DP管理職がデータ処理を行っていた．「パレートの原理に
よれば，DP職が必要とする技能のうち 80％は情報技術関係，20％が管理関係である6」．
DP職の多くは技術が中心であったため，主たる業務は事務処理の範疇に留まっていた．
DP職は CIO職の前進ともされるが，CIOの役割の決定的な違いは経営管理能力の有無
である．CIOはコンピュータ時代の次に到来する情報時代において管理や経営が重視さ
れるが，DP職はそうした業務経験を有していなかった．さらに，CIOは IT投資の決定
や業務の根幹に携わるケースも多く役職者であることも望ましいとされるが，DP 職に
はそこまで要求されていなかった． 
1970年代にはじまった業務のオンライン化は 80年代に加速した．たとえば，米国ホ
スピタル・サプライ社，ゼネラル・モーターズ社，フォード社，アメリカン・モーター
ズ社，クライスラー社，シアーズ社，アメリカン・エキスプレス社，メリル・リンチ社
などで情報化，ペーパーレス化を促進し，処理速度を格段に速めた．こうした業務のオ
ンライン化や金融サービスの電子化に伴い事務処理が効率的に行われ，コストを削減す
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ることができ，新しいビジネス活動がもたらされた．このように，「コンピュータ」から
「情報」への質的変化は，特にサービス産業に顕著に見られる．経営コンサルティング
会社のスタンレイ・M・デイビス・アソシエーツ社のスタンレイ・デイビス博士による
“デイビス・モデル”は，「サービス中心の情報社会における製品／サービス計画を検討
するのに有用なモデルとされ，情報経済には新しい製品やサービスが求められる7」と謳
っている．そして，1980年代に情報システムの地位がますます向上すると，中央のメイ
ンフレームで集中管理されていたデータは分散した．これらのネットワークは情報資源
の重複を防ぎ，整合化することが求められた．情報システム部門において，強力な調整
やマネジメント能力が要求され，経営的視点から全社の情報システムの統合，プランニ
ング，組織変革，システム調達，などを執り行うための「情報技術をも学んだ業務管理
職8」が誕生する．前述のシノットは「CIO は情報管理を担当する最高の経営管理者で
あり，情報技術の全般に通じている必要があるものの，専門家である必要は決してなく，
経営管理者と情報技術者の橋渡しが出来，業務上の問題解決と競争力の向上に情報技術
を適用できればよい9」，と述べている．この時代の CIOの使命／職責／個人的資質とし
ては次のように述べられている． 
まず，CIO の使命は，経営幹部として，社内，及び長期的競争力強化の両面を含む，
情報システム及び情報技術に関する当社の投資効果が最大にするための陣頭指揮を執る
ことであるとされた．そして CIOの責任は，①会長に直属し，全社的情報アーキテクチ
ャーの方向を設定し維持する，②進んだ情報技術の利用を最適化するとともに，互換性，
統制，統合性，機能に関する適切な全社的方針を発布する，③全社の管理職の間に情報
の収集，処理，伝達が生産の向上，優れた意思決定，競争力の強化に不可欠であるとの
認識とビジョンを備え付ける，④情報システム及び情報技術の新規取得及び，拡充に対
する資源配分に関する意思決定に参画する，⑤上記の事柄を遂行しうる優秀な専門家を
育て後継者を育成する，と言及している． 
次に個人的資質としては，①情報資源管理の諸分野（データ処理，システム，データ
管理，通信）に 10 年以上の経験があり実績を上げていること，②進歩する情報技術を
絶えず吸収すること，③実務環境において優れた指導力とコミュニケーション能力を示
していること，④複雑な問題に関しては効果的な対策を迅速に模索しながら柔軟な対応
が取れること，⑤専門家及び先進的ハードウェア／ソフトウェア供給業者との間の仲立
ちをすることであると述べている10． 
また 1984 年に，米国情報管理協会とミネソタ大学が行った調査では，情報管理職が
挙げた最も重要な課題は，情報システム計画の改善であった．80年代初頭は，システム
管理能力が求められている，ということである． 
筆者が行ったアンケート調査11（図 2）でも，CIOの誕生の目的は“ITと経営の融合
の必要性”が最も高く 38％，そして“エンロンなどコーポレート・ガバナンスの強化，
「米国企業改革法」施行（16％）”，“コンピュータ大衆化や IT革命の促進（15％）”，“「ク
リンガー・コーエン法」の施行に伴う電子政府促進と省内 CIOの導入（11％）”と続く．
筆者は 1980 年代初頭から，1990 年代初頭の CIO を「第一次世代 CIO」とみなしてい
る． 
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ITと経営の融合の必要性
エンロンなどコーポレートガバナンスの強
化、「米国企業改革法」施行
コンピュータ大衆化やIT革命の促進
「クリンガー・コーエン法」の施行に伴う電
子政府促進と省内CIOの導入
グループ経営やコングロマリット組織強
化、国際競争力の確保
分散型組織構築による、情報システム部
門の調整能力の強化
情報スーパーハイウェイ構想実施による
電子商取引化開始
Y2Kや2001年同時多発テロ、ハリケーン
等の自然災害など事件・事象
金融デリバティブ商品取引開始や金融業
界自由化
 
図 2 CIO誕生の目的 
Fig. 2 The goals of the birth of the CIOs 
出典；筆者作成 注１；エクセル 2006基本統計量を利用した． 
 
前述のシノットによると，1990年代には CIOの前身である DP職に代わって CIOが
台頭すると予測した．その必然的な理由としては，①企業資産としての情報資源の有効
活用，②システムの事後的処理から競争力の強化によるコスト・収益の向上，③分散化
した情報資源の管理調整，経営計画の作成，統合アーキテクチャーの構築，④エンドユ
ーザーによるコンピュータ利用の爆発的展開と管理業務の生産性向上の管理，⑤情報技
術の推進，潜在力の全面的な企業利益との成長に対する利用などである． 
1990年代には，インターネットの急速な普及に伴い，米国では“ニュー・エコノミー”
と特徴付けられた．ITは経済の発展と成功に重要な役割を担うようになった．「ITは最
高経営責任者（CEO）が組織を運営していくために利用できる重要資源の第 4位に位置
するようになった12」．これには，IT の可能性が格段に大きくなってきたためであり，
光ファイバーやネットワークのデジタル化，無線周波数領域の開放によって，コンピュ
ータ異常のコスト効果と能力を拡大している点，業務管理プロセスの開発，インターネ
ット，米国・オンライン（AOL），プロディジー，マイクロソフト・ネットワークに代
表されるネットワーク・エイジの出現による新しい手段の登場13が背景にある．90年代
において ITの最も重要な点は，統合基幹業務システム（ERP）の本格的な実施である． 
そして「企業経営のみならず，国家の浮沈に関わる決定的要因とされた IT 革命は，
米国を舞台に急激に発展した14」．たとえば，ゼネラル・エレクトリック（GE）やシス
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コシステムズ（Cisco Systems）は IT によって強固な競争力を身につけた．「従来の市
場手法や，戦略分析手法が役に立たないのは，規制緩和や，グローバル化，科学技術の
大幅な飛躍，情報技術の戦略的重要性の増加などによるものであり，産業の境界線が広
い範囲であいまいになり始めると，そこには他との差異を生みだすことで，組織の存続
と発展を目指す理念が生み出された15」．当時，“コア・コンピタンス経営”や，新領域
分野への挑戦を目指すための，“変革的マネジメント”が CIO の新しい任務課題として
浮上した．そして，経営戦略の一部として情報戦略を立案・実行し，経営を変革する能
力にシフトし始めたのもこの頃である．CIOには，IPR，コンプライアンス，ナレッジ・
マネジメント，データベース管理，R&D，セキュリティなども求められるようになった． 
また，連邦政府も IT分野の取り組みに対して対策を講じ始めた．背景としては 1990
年代以前に米連邦政府では，IT分野に多大な投資を行っていたが，ROI，並びにパフォ
ーマンスの改善に至らず，技術および技術投資に関するマネジメントに問題が生じてい
た．米国会計検査院では，戦略的な情報技術の革新に力点を置き始める．そして 1994
年にベストプラクティスとして，CIOを設置することで問題の改善を見出す動きが見ら
れ，新しい法律として 1996年に「米国 IT管理改革法」が制定された．さらに，CIOを
設立することでそれまでの米連邦政府が抱える問題の所在を明らかにし，情報化ビジネ
スの改善に向けた解決策として，会計検査院では，ゼネラル・モーターズや，チェース
マンハッタン，ゼロックス，IBM，その他の企業と意見交換を実施し，CIO設立時の原
則を定めた（図 3）． 
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情報管理の役割
を認識して，価値
を創造する 
 ITは総合的なビジネス・プロセスと結合．ITの役割や組織の能
力に影響を与えることをよく理解する 
成 功 を 目 指 す
CIOの位置づけ 
 CIOモデルはビジネスニーズや CIOの役割や権限と一致する．
CIO は技術，マネジメント，リーダーシップなどの適切な技能
を持ち，経営陣の一部である 
CIO 組織の信頼
性を保証する 
 CIO は IT をビジネスに導入することに正当な役割を持ち，他
の幹部社員からの委任と信頼を持つ．CIO は幹部社員と互いに
学びあい，長期的なニーズを持ち，影響力があるプロジェクト
を考慮する 
成功を予測して
達成する 
 IT の成果測定には IT マネージャーは内部・外部のパートナー
と協働する．技術的な尺度はビジネスの尺度と調和する． 
ビジネスニーズ
に合致させるた
めに情報資源を
組織する 
 ITはビジネスニーズを満たすために集結分散され，柔軟な組織
が適切に位置される．アウトソーシングはビジネスニーズと必
要とされる技能に基づく 
情報マネジメン
ト人材資産を開
発する 
 CIO は組織の重要な技能を定義し，トレーニング，ツール，手
段などを提供する 
 
図 3 CIOの原則 
Fig. 3 The fundamental rules of CIOs 
資料：『CIO』より，米国会計検査院（GAO；U.S.Government Accountability Office）デビ
ッド・マクルーア氏の資料に基づく． 
 
CIOの原則は，図 3の通りである．CIOは ITの重要性を市民や顧客に理解せしめ，
マネジメントやリーダーシップの責任を十分に持つ人材である必要があった．政府は業
務改善，IT 投資の効果を得るために，IT 経営の役割を認識して価値を創造し，CIO 組
織の信頼性を促進することや，成功を予測して結果を明らかにすること，ビジネスニー
ズに合致させるために情報資源を組織化すること，情報マネジメント人材資産を開発す
ることに注力した．しかし実際には，情報マネジメントはサポート機能であって，CIO
はビジネス戦略に含まれず，また CIOの技能はニーズや役割に合致せず，常に明確に定
義されないことが問題となっていた．あるいは，IT投資と組織の能力目標の関係性が薄
く，CIO と CFO あるいは他の役職者との連携が保てないという組織の脆弱性が露呈し
た． 
この当時，マクルーア氏が企業や行政の CIO にインタビューし，「企業，民間におけ
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る CIO のモデルは存在せず，どの組織でも CIO のイメージは存在しない，つまり，ど
の組織においてもその組織にあった CIO が存在する16」と結論づけている．2003 年に
は，パフォーマンスの観点から CIO の組織化，あるいは CIO に責任や権限を持たせ，
ベストプラクティスを取り込むといった新たな革新を目指し，電子政府戦略の一環とし
て CIOの有効利用による省庁の効率化，品質や時間，コストの削減，透明性を追及した．
その後，米国では，ポートフォリオ・マネジメント，組織全体のアーキテクチャーに主
眼を置き始めるようになった． 
IT 革命が本格化した 90 年代の半ばから IT 産業分野が上昇し，そして民間主導のも
とで CIOの確立と拡充が促進した．やがて米連邦政府の情報化が急速に進展し，電子政
府や電子商取引，電子調達などの業務が電子化され，当時のクリントン政権が，全米規
模のコンピュータネットワークを構築し社会基盤として利用する計画として，「情報スー
パーハイウェイ構想（NII；全米情報基盤）」を導入した．こうした産業構造の変化によ
って，金融ビックバン，あるいは自由化が促進し，業界という壁が払拭され，サービス
業や小売業をはじめとする他業界までもが金融業界に参入し始めた．たとえばサービス
業界では人事や経理業務をアウトソーシング化し，リソースを戦略的な分野に集中，投
入する動きが活発化した．CIOはこれらの政策や活動をリーダーとして牽引する重要な
人材であった． 
急速に普及したインターネットは，既存の社会経済構造を大きく変革させる一大潮流
となった．そしてこの潮流をさらに加速化させたのが，第 2次 IT革命とも称される“ブ
ロードバンド革命”の波であった．しかし，大容量の情報のやり取りが瞬時に実現でき
るようになった反面，ユーザーが利用する通信機器とインターネットが常時接続された
状態が続くことによって，ウィルスやサイバー・テロが潜在するという脅威に悩まされ
るようになった．そのためにセキュリティ対策への認識が芽生え，「米国ではクリントン
政権時代にサイバー・テロ対策費予算として 14 億ドルが計上されたが，日本はその同
時期に 30分の 1の額でしかなく17」，日米間のセキュリティ対策のギャップが浮き彫り
となる． 
この頃になると CIOはより一層，経営色を強めてきた．逆に，「優れた経営者は CIO
的な資質や能力，可能性を秘めている18とさえ言われるようになった．さらに CIOに求
められる資質として，①経営的なセンス，②プロジェクト・マネジメントに長けている，
③社内外に対する説明能力がある，④IT投資を判断する上で必要になる知識がある，⑤
常に危機意識をもって会社を変革し続けるマインドがある人物であり，CIOに必要なの
は全体最適を推進するスキル19と言及された．また，CIOは経営全体を鳥瞰し，ITを活
用して何ができるか考え，実行する能力が求められており，CEOとほぼ同じ要素が要求
される20とも言われた．具体的には，リーダーシップや社内・社外の調整力，ITの知識，
業務知識，英語力などが必須能力として挙げられた． 
野村総合研究所が 2003 年と 2004 年に企業の IT マネジメントに関する実態調査21を
行った結果，多様化，高度化する IT活用目的を達成するためには，CIOを中核として，
経営者や事業責任者がそれぞれの立場から IT に積極的に関与する必要があり，CIO は
単なる ITの管理者でなく，経営と IT，ビジネスと ITをつなぐ役割が期待されるとして
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いる． 
日経 BP社日経情報ストラテジーによる 2005年 3月の有力企業 135社の「CIO調査」
でも，CIOに期待される役割は年々広がり，その中でも特に以下の点が中核業務とみな
されるようになった．同調査結果は，①IT 戦略の立案（60％），②システム部門の管理
（56％），③情報化投資予算の立案（51％）であった．また，翌年の同社による 357 社
を対象にした「CIO調査」では，経営陣との連携や調整能力が新たに主たる任務として
浮上し，①情報システム部門の管理（43％），②システム活用に関する経営陣との調整
（41％），③IT投資予算の策定・管理（40％）などが主要な役割と結論づけている． 
「CIO に期待されているのは，その会社の経営改革・改善といったことを IT という
道具立てを使いながら進めていくことであり，そのためには当然会社の経営課題は何か
ということを把握し，方法を考え，実施していかなければならない22」と述べている．
基幹業務に携わる CIOであるならばなおさら経営に参画すべきであり，「CIOが参画す
ることによって得られるメリットは，経営者の立場でシステムを構築できるという点23」
にある． 
一方，行政においても CIO導入の動きが見られた．1996年の IT管理改革法によって
米連邦政府各省庁が CIO ポストに最適な人材を求めたが，2000 年代になると，外部か
らの政治任用が急激に増加し，民間から CIOを登用する官民人事交流のケースが増加し
た．米国 CIOは単に情報システムの専門家だけでなく，コミュニケーション能力，組織
改革を実行する戦略的思考，IT プログラムの管理能力，セキュリティや IT 調達などの
専門性，さらには予算・法律分野での行政，議会対策の政治力なども必要条件になった． 
また，それまで多くの組織が進めてきた ERP やイントラネットの導入，データ・ウ
ェアハウスの構築が，グランド・デザインの統一性の欠如や，技術標準が存在しない，
あるいは設計ドキュメントの非共有などの問題を抱える24」ことになり，全組織的な対
応が必要とされ，「エンタープライズ・アーキテクチャー」の概念が広く浸透した．それ
と同時に，組織内部の知識を顕在化させ，共有して循環させる仕組みを構築する「ナレ
ッジ・マネジメント」も主流となり，さらに組織改革を導く「リーダーシップ」や「コ
ミュニケーション能力」といった知識や経験則に基づいた能力も重視され始めた． 
さらに，ブロードバンドの一層の進展は，企業経営の形も大きな変化をもたらした．
たとえば，「米国の場合，e-BAY，ヤフー，アマゾンといったサイバー上でビジネスを行
う企業においては，CIOの役割は一層重要となるため，CIOは経済の動向や企業経営な
どについても同様に関心を持たなければならなくなった．こうした環境における CIOの
相互性は，オープン，ストレスフリー，セキュアな環境整備が重要要素であり，さらに
ビジネスの継続性を確立しなければならない25」とされた． 
要するに，2000年代以降の CIOの役割をまとめると，組織内の CIOの職位が向上し，
他の役職者やステークホルダー，株主への説明責任も要求され，高度なコミュニケーシ
ョン能力が問われるようになった．さらに経営権も有するようになり，行政も民間のベ
ストプラクティスを基に，CIOの導入が活発化した．めざましい情報社会の進展の中で，
CIOはシステム環境の大きな変化に対応し，ビジネス，技術，セキュリティの新領域を
任されるようになった．これらの役割や機能を持つこの時代の CIOを本研究では「第三
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次世代 CIO」とみなしている． 
さて，第一次から第二次，第三次世代 CIOについて述べてきたが，それを歴史年表（表
2）にまとめてみた．主として米国における CIOの歴史を中心にまとめている．しかし
年表の一部には，日本における CIO の歴史事情も付記している．これは後述する第 5
章～第 7章における日米の時代関係を明確にするための資料としている． 
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表 2 CIOの歴史年表 
Table 2 The history of CIOs 
 
年代 1960－1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 
社会変化 コンピュー タ時代 情報社会（後半） インター ネット時代 
（米）ニュー ・エコノミー  
ブロー ドバンド時代 
（日）モバイル時代 
世代 （日米）誕生 第一次～90年代初頭 第二次～90年代中頃 第三次 
役割 DP管理職 情報技術の専門家 経営 ビジネス・戦略 
教育   （米）コア･コンピタンス （米）CIO大学 
（日）2004日本版CIOコ
ア･コンピタンス 
ITの目的 コスト削減／ペーパーレ
ス 
業務改善・効率化 EA（90年後半以降）  
情報ｼｽﾃﾑ DP管理職 
ハー ドウェア 
メインフレー ム 
業務のオンライン化 
金融サー ビスの電子化 
SIS 
ダウンサイジング汎用コ
ンピュー タの全廃 
WWW誕生 
コンピュータ処理／デー
タ記録／ソフトウェア／
デジタル化／LAN／分散
化／大衆化／プランニン
グ 
統合基幹業務システム／
ERP／インターネット接
続／BBアクセスの拡大／
ISPs 
法規制   （米）1996 
IT管理改革法 
（米）2001電子政府法 
（日）e-Japan 戦略Ⅰ 
（日）e-Japan戦略Ⅱ 
（日）IT新改革戦略 
主要な事件   （米）エンロン事件 （日米）Y2K／2004イン
ド洋津波 
（米）2001年9.11同時多
発テロ／2005 ハリケー ン
カトリー ナ･リタ 
（日）2004 台風 23号／
新潟中越地震 
企業 （米）1978 アメリカン･
ホスピタル･サプライ社 
（日）セブン・イレブン・
ジャパンPOSシステム利
用／花王「カオー ・エコシ
ステム」 
（米）1984ゼネラル･モー
ターズ社電子商取引開始
／1985 シアー ズ社「ディ
スカバー 」カー ド導入／ア
メリカン･エキスプレス社
／メリル･リンチ社 
（米）ネットワー ク・エイ
ジ／アメリカン・オンライ
ン（AOL）／マイクロソ
フト／ゼネラル・エレクト
リック（GE）／シスコシ
ステムズ（Cisco Systems） 
 
出典；筆者作成 
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尚，本節では日本における CIO の誕生と歴史的系譜について少し触れたい．日本で
“CIO”という役職が初めて設けられたのは 1980 年代後半であるが，実はそれ以前に
情報化を積極的に促進してきた企業が存在した．時期は，1980年代前後である．米国で
は金融業界から情報化が始まったが，日本では小売やサービス業が出発点となった． 
たとえば，そのひとつが 1970 年に『流通近代化 5 ヵ年計画』，1975 年には『ジャス
トインタイム』の流通を目指して『ロジスティックス・システム開発 3ヵ年計画』をス
タートさせた花王石鹸である．1978年には『カオー・エコシステム26』を消費者相談窓
口に導入し，相談内容を新製品の開発にフィードバックし，統計処理して経営戦略の立
案にも役立つ27と注目され，先導役として CIO的な情報戦略に携わる人物が既に導入さ
れていた．このように，花王石鹸は，1970年代末にすでに積極的な情報化を進めていた．
花王石鹸の増収増益は，この情報化戦略にあると言われており，LIS（Logistics 
Information System；ロジスティクス情報システム）を完成させ，1978 年から市場動
向を把握するための情報収集システムとして MIS（Marketing Intelligence System；
マーケティング・インテリジェンス・システム）を開始した．MISとは外部の情報機関
が収集・分析した市場情報や，花王石鹸の製品を販売する小売店からの情報，ユーザー
からの苦情などあらゆる情報などが集積するシステムである． 
日米において CIOが誕生した背景や業界は異なるが，情報戦略を柱に経営戦略と他社
との差別化を目標に CIO が誕生したのは言うまでもない．米国同様，IT 革命によって
積極的な取り組みを展開してきたことが伺える．こうした企業では 70 年代半ばから情
報システムを自社の戦略として組み込み，戦略的位置づけとしてのシステムを使える社
員教育さえ行っていた． 
花王以外にも，1970年代から 1980年代にかけて，積極的な情報化を促進した企業が
ある．表 3は 1970年代末から 1980年代初頭に情報化を導入した代表的な日本企業につ
いてまとめている． 
 
表 3 1970年代末から 1980年代初頭に情報化を促進した代表的な日本企業 
Table 3 The Leading companies which promoted informatization from the end of 1970 
to the beginning of 1980 
企業名 導入時期 内容（CIOに匹敵する代表的な人物） 
花王石鹸 1970年代末 カオー・エコシステム（丸田芳郎社長や渡辺正太郎専務など）
三井物産 1970年代末 ORION（ペーパーレス・オフィス） 
丸紅 1970年代 SIS（戦略的情報システム） 
ﾒﾘｰﾁｮｺﾚｰﾄ･ｶﾑﾊﾟﾆｰ 1971年 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの導入，販売・生産・在庫管理などｼｽﾃﾑの社内開発 
三菱グループ 1981年 三菱 CC研究会／販売在庫管理サービス（鈴木秀郎日本郵船
情報システム室長） 
資料：当時の新聞記事を基に，導入時期や内容を筆者がまとめて作成した． 
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 他には，三井物産では 70年代末にペーパーレス・オフィスを目指した『ORION』計
画を開始し，OA化を推進している28．また，総合商社の丸紅はすでに 70年代から企業
戦略に関わる役職として，SIS（戦略的情報システム）を導入した29．メリーチョコレー
ト・カムパニーは 1971 年にはコンピュータを導入し，販売管理，生産管理，在庫管理
などのシステムを社内で開発していた30．三菱グループは，データ通信回線の開放後を
にらみ，グループ内で回線の共同利用へ動き始めていた．そして，データ通信回線の開
放後をにらみ，回線の共同利用として主要 12社の電算機室担当役員・部長が『三菱 CC
研究会』を結成，回線問題の研究に入った．研究会の会合は（1）郵政，通産両省，日
本電信電話公社，それに政界をも含めた回線開放への動きの把握（2）地上回線，衛星
通信などデータ通信回線の共同利用の研究を行った．中でも，回線利用の共有利用が最
大の焦点であり，1社当たりの通信コストが安くなるほか，これまで不可能だった工場，
倉庫，販売店を結ぶ販売在庫管理サービスなどが行えるようになった31． 
このように IT 革命も開花したばかりの時代に，日本では積極的な情報化を推進した
企業が存在していた．その一方で，現在，企業における CIOの設置状況には日米で大き
な差が見られる．米国ではその後 CIOの導入が普及したが，日本では IT革命の変化や
インターネット環境の変化に呼応できず，なかなか浸透しなかった．それゆえに，日本
では CIOに準ずる人材が誕生してから，その存在意義と重要性が認められるまでにかな
りの年数を要した．こうした日米における CIOが普及するまでのスピードの相違は，そ
れぞれの歴史的系譜から解することができる． 
要するに米国では CIOが誕生する以前，当時低迷していた産業の再生化を目指すため
に，組織内のコミュニケーション手法や産業メカニズムの変革の必要性を認識していた．
国際競争力を逸し，生産性や品質管理，技術力などの面において後塵に配した 80 年代
の不況を乗り越える鍵になると期待していた．そこで米国は積極的な IT 投資と情報化
を柱とした選択と集中によって不況から脱却すべく足がかりにしたと考えられる．既存
体制からの抜本的な改革とも称される IT 革命こそ，当時の米国が最も必要としていた
ものであった．そして組織内の円滑なコミュニケーションを構築するため，当時優位と
された日本の組織型経営手法を積極的に取り入れたが，そこでは IT や経営，あるいは
管理能力を有する人材が必要となった．「IT革命によって，”Winner takes all” の状況
が増え，トップ企業が業界内の利益の大半を稼げるような環境になりつつ32（伊丹
2006）」あった．こうした中で，情報収集能力と管理経営能力の両面に長けた舵取り役
としての CIOの地位が瞬時に高まったのである． 
一方，日本における CIOが普及しなかった要因は「第一に，明治維新や第 2次世界大
戦後の外圧に基づく改革と異なり，Japan as number oneからの自己改革で且つ危機意
識の原因とその克服のシナリオが生まれてこなかった点，第二に，工業化とモノづくり
の成功に基づく Japan as number oneという概念を引きずって来た結果，モノづくりか
ら必要な改革への意識転換ができないままできた点，第三に，戦後の長期にわたる安定
期によって結ばれた利害者集団が権力と結び，既得権益を握り続けたため改革が既得権
益の喪失を意味する場合，戦後の長期にわたる安定期に結ばれた利害者集団から大きな
改革に対する抵抗が強かった点，第四に，西欧社会の民主主義の要素である『議論を通
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じて真理（改革）を追求するプロセス』が日本では生まれなかった点（長谷川 2002）」33
と言及される．また，既存の日本型経営システムと IT 革命による経営システムは異質
とみなされていた．つまり，典型的な日本企業には終身雇用や年功序列のような雇用形
態によって，IT革命に対する変革力や順応力がなかったといえよう． 
近年においても「日本の基幹産業のひとつである製造業の設備投資が国内よりも，中
国をはじめとする海外に向けられている点，2つ目が，ITの有効活用によって，事業拡
大が図れるという認識をもつ経営者が少なく，いまだに業務の効率化や，コスト削減を
するための施策に留まっている点である．新規の顧客を獲得し，新しいサービスを提供
するといった戦略的 IT 投資の必要性の認識が薄い34」ことが CIO の設置の普及の遅れ
に繋がっているともいえよう． 
あるいは，IT革命の変遷の中で日米両国が国策として推進してきたインターネット対
ブロードバンドの差も，日本における専任 CIOの設置の遅れの原因の 1つである．日本
は IT 革命で米国に後塵を拝したが，ブロードバンド市場では日本がリードする．イン
ターネット先進国としての米国は，90年代後半の ITバブルの崩壊を受けブロードバン
ド化が遅れた35．この構造的な原因として谷脇氏は，①ブロードバンドサービスは日本
に比べて相対的に低速度，②一般的に利用されている家庭内の固定電話の料金定額制，
③衛星放送や CAT の普及，④広大な国土，敷設距離，であると述べる．一方，米国の
ブロードバンド推進政策の遅れは，さらに FCC，商務省，大統領府，連邦政府，州政府
といった各機関，省庁を跨る意思決定ルートが複雑化している点である． 
このように，CIOが導入された当時の背景や誕生の時期，目的は日米において差は見
られない．しかし，IT 革命後の CIO 政策は明らかに異なる．米国では積極的な特に，
CIOの設置に関しては，組織文化や歴史的背景のみならずインターネット対ブロードバ
ンドの情報システム環境の相違も考えられる． 
 
2.3. CIOの設置状況 
 
IT革命によって著しく変化した経済や社会，産業構造における情報システムの大規模
な転換点において多大な影響力を行使してきたのは，CIOといっても過言ではない．「エ
クセレントカンパニーとして戦略的に成功している企業には，必ずトップかあるいはト
ップを形成する役員の中に CIOと米国で呼ばれる情報統括役員がいて，彼等が全権を任
されて活躍している36（杉浦 1992）」とさえ言及される． 
実際に米国では，IT革命の促進に伴って 1980年代前後を境にCIOの導入が増加する．
たとえば，「ディーボルトグループの 130 社主要企業調査結果では，1979 年には CIO
は 5％に過ぎなかったが，1984年には 3分の１に増えている37」としている．米国では，
経済・金融システム・産業構造改革，IT投資，CIOなどの高度 IT人材の育成と普及が
産業再生力を強化する基盤となったといえよう．さらに，もともと企業で誕生した CIO
は，1996年の IT管理改革法の制定に基づき米連邦政府にも設置された．また，本法に
よって定められた CIOの必須条件“コア・コンピタンス”に基づいて人材育成が行われ，
CIO や CIO 候補者向けの大学院レベル教育プログラムとして「CIO 大学」での教育体
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制も整備された．米国では CIOの誕生から現在に至る軌跡をみても，人材育成レベルや
CIOの成熟度において他国に比べ先行している． 
一方，日本の CIOの専任率は低い．日本において“CIO”という言葉が用いられるよ
うになってからまだ 20年足らずである．東洋経済と情報管理協会の 1987年 11月時点
での大企業 286社を対象とする調査では，「CIO制度あり」とするものが 3.1％，「制度
はないが実質的な機能はある」とするものが 27.6％であり，「制度も機能もない」とす
るものが 69.2％であった38．」 
2004年 12月に筆者も関係している早稲田大学電子政府・自治体研究所が横須賀商工
会議所会員企業 420 社に対して行った調査では，CIO 設置企業の割合は約 20％であっ
た39．このほか，総務省，経済産業省，日経情報ストラテジー，並びに CIO Magazine
が毎年実施している大規模な国内企業向けの社会調査結果からも，設置率の低さは明白
である．たとえば，日経 BP『日経情報ストラテジー』の調査では，「ほぼ専任」CIOを
置く企業は全体の 34.7％に過ぎず，IT 戦略の責任者が「全社の最高意思決定機関のメ
ンバー」である企業も 32.1％に留まる40．IDCジャパン『CIO Magazine』による専任
CIO調査では，「専任のCIOがいる」と回答した企業は 2004年が 7.5％，2005年が 9.4％，
2006年41が 9.1％という結果になった．2004年から比べると増加しているが，依然とし
て専任 CIO設置率の低さが露呈している．米国における専任比率と比較すると格段にそ
の違いが明らかである． 
総務省の「平成 17年度通信利用動向調査」によると，「専任」CIO設置業は 2％と非
常に少なく，「兼任」を含めても 16％，設置予定もないところが半数以上（72.4％）で
ある．企業規模別では，専任／兼任を問わず，大企業ほど CIO の設置率は高く，中堅，
中小となるにつれて，その割合が下降する．『日経情報ストラテジー』によると，「売上
高 500 億円以上の企業では 46.6％の企業が専任 CIO を設置しているのに対し，500 億
円未満の企業では 25.1％と約半減する42」．また，関西情報化実態調査（2005）では「中
小企業における業務への IT導入状況は 75％が積極的に活用し業務に活かしているが，
残りの 25％は導入済みではあるが，業務に活かされていない43」とする．CIOの設置状
況は，日米においても，また業種間においても異なっている． 
 
2.4. 第 2章のまとめ 
 
CEO の元で，CTO，CKO，CRO，CFO，あるいは CSO など，多種多様なコンピタ
ンスが要求されるようになったことは，組織における CIOの職位の向上の表出といえよ
う．役職者でなければ意思決定が困難な案件も担うようになり，IT革命後わずか 30年
弱で CIOはその地位を確固たるものとしてきた．しかし，この動きは米国が政策的にも
先進している．IT 革命後の CIO 政策は日米で明らかに異なる．特に，CIO の設置に関
しては，後塵を拝した 80年代の不況から，産業再生を図るために積極的な IT化を促進
した．CIO の人材育成や官民への導入は，その一環である．日本でも一部の企業に 70
年代末にすでに情報化を促進していた企業は存在していたが，全企業やあらゆる業種に
普及することはなかった．理由としては，IT革命と日本型経営，終身雇用や年功序列な
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どの雇用体制，変革に対する適応力や情報システム環境の相違が分岐点といえよう． 
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第３章 CIOのコア・コンピタンス 
 
 
3.1. 米国 IT管理改革法（クリンガー・コーエン法） 
 
米連邦政府における CIOの設置が義務付けられたのは，「IT管理改革法」の制定に基
づく．当時の大統領府行政管理予算局のアリス・リブリン長官は 1996年 4月 4 日にこ
の法律を発布し，理想の電子政府へ向けて挑戦が始まった．クリントン大統領は，「官僚
組織のタテ割り行政の弊害を打破し，省益・局益優先の体質を変革することを最優先事
項にしたい」と述べている． 
本法により CIOは直接各省庁の長官に報告する義務を有し，また政治任用による高い
地位が保証された．そして，各省庁が CIOポストとして最適な人材を求めたが，当初は
省内のスタッフを CIOとして採用したケースが多かった．大至急人材が必要であり，キ
ャリア公務員の新設ポストと見られた．2000年以降になると，外部からの政治任用が急
激に増加し，民間からの CIOが主流になった．民間からの雇用の長所は，既に民間活動
での経験を有し，アーキテクチャーや投資計画及び，パフォーマンスを十分理解してい
る点が挙げられる．民間出身者は，企業のベストプラクティスの経験を政府に応用でき
る，IT導入や業務変革での熟達した人材として貴重な戦力となった．一方短所は，政府
の運営方法を十分理解しておらず，官僚との融和が十分行われない点である．結果とし
て，民間人登用の成功要因は，ITによる組織変革の方法に熟知している能力，特に EA
の導入や，変革管理能力に優れている点に要約される．各省庁のトップの関心は，ITに
関する重要な決定・遂行能力を示す業績にあるため，短期間の成果を求める潮流も否定
できない． 
その後，2002年に「電子政府法」が施行された．これによって，連邦政府における電
子政府の管轄は，大統領府行政管理予算局（OMB；Office of Management and Budget）
に一括して置かれた．その活動の目的は「ITを活用した行政サービスの改善や行政事務
のペーパーレス化，生産性向上とコスト削減などである．また FEA（連邦エンタープラ
イズ・アーキテクチャ）の採用についても明文化され，その枠組みが盛り込まれている．
当時から米国国民にとっては多額の税金を政府が効率的に遣っているのかを評価するこ
とへの関心が高く，IT 投資，IT マネジメントの最適化についても厳しい判断が求めら
れるようになった．しかしいざ始めてみると人材が不足しており，CIOの育成が急務で
あるとされた1」．それにより，CIOの集合体である連邦 CIO協議会が発足した．「電子
政府法」は，連邦 CIO の役割，IT 予算の立案と支出管理，連邦－州－地方自治体間の
連携，などを名分化し，現在の電子政府活動の根源を成すことになった． 
当時，OMB の電子政府担当副長官としてマーク・フォーマン氏が民間企業ユニシス
から抜擢され，大胆な行財政改革への省庁横断的なプロジェクトをいくつも立ち上げた．
具体的には，省庁横断型電子政府イニシアチブ（クイック・シルバー・イニシアティブ）
が 2001 年秋から設けられ，市民関与 9 件を含む 25 のプロジェクトを推進している．
CIOは，政府の中で最もストレスの大きい職とも皮肉られる程，官僚組織の抵抗勢力と
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の戦いとなる．前述のデビット・マクルーア氏との 4回の懇談で，同氏は「連邦 CIOの
平均在職期間は 2年弱で，短期間で役所に同化し，実績を示す必要がある」と指摘して
いる． 
こうしてみると，米国型 CIOの職務は単に情報システムの専門家だけでなく，コミュ
ニケーション能力，組織改革実施の戦略的思考，ITプログラムの管理能力，セキュリテ
ィ・IT調達などの専門性，さらに予算・法律分野での行政，議会対策の政治力なども必
要条件になっている．改革には，組織にしがらみのある人材よりも外部からの登用者の
ほうが実行しやすい環境にある．“小さな政府”の実現に向けて，横断的組織のシームレ
ス化を超えた“連邦政府の完全統合システム”の実現を目標とする大胆な構想が描かれ
ている．現在は，連邦政府 IT予算が 651億ドル（約 7兆円）に膨張し，ITケイパビリ
ティの向上と IT投資管理（ITIM）の徹底で，目標達成支援と業務最適化の推進に力点
を置く． 
連邦 CIO 協議会は，電子政府法で職務が明確化され，28 省庁が参加している．メン
バーは，CIO及び副 CIOで組織されるため 54人，議長は行政管理予算局副長官（情報
政策・IT・電子政府担当）が就任する．傘下に委員会を設け，ベストプラクティス，ア
ーキテクチャー，インフラ，サイバーセキュリティ，プライバシー保護，人材育成など
の活動を行っている．電子政府基金による省庁間のプロジェクト向けに 4 年間に 3 億
4500万ドル（2006年 1月当時）が用意された．また，IT管理政策，規格などに関する
勧告，情報共有，IT活動の評価，なども含まれる．現在，Executive Chairとして，Clay 
Johnson（クレイ・ジョンソン）氏が議長を，Karen Evans（カレン・エヴァンス）女
史が事務局の責任者を務めている． 
本法は，行政効果の改善のための米国政府内の IT 調達など，IT マネジメント改革を
目指している．そして本法に基づき，CIO 評議会が連邦 IT ワークフォースの能力評価
調査（Competency Assessment Survey）を実施し，第 1回調査は 2003年 9月に実施
され，2004年 5月に発表された．第 2回調査は，2004年 12月に発表されている．2005
年春には IT ワークフォース能力の需要側の分析を行い，第 2 回調査で明確になった供
給側とのギャップ分析と勧告を盛り込んだ継続レポートを発表した．そして，各省庁に
おける情報管理や情報インフラを管理する CIO職が設置され，エンタープライズ・アー
キテクチャーの導入などを規定し，各省庁に IT 知識・技術要件を確立し，職員の到達
度を評価することも義務付けた．そして，本法によって設置を定められた CIOのための
ベースラインとして，クリンガー・コーエン・コア・コンピタンス（Clinger-Cohen Core 
Competencies）が発表された．尚，2007年 6月には，2007年から 2009年までの連邦
CIO協議会戦略プランが発表された2．そこには，目標（GOAL）として，これまでに策
定されてきた IT スタッフに必要不可欠なコア・コンピタンス／学習目標が要求される
普遍的な知識として認められてきたが，連邦 CIO大学，国防大学，情報資源マネジメン
ト大学，そしてUSDA大学院などを含む IT人材育成をサポートする教育機関のために，
今後も 2年に一度の改正を目指すことが謳われている．次回の改正は 2008年，2010年
を予定している． 
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3.2. コア・コンピタンスと学習目標とその変遷 
 
CIO コア・コンピタンスは大・中・小項目から構成される．大項目がいわゆる CIO
コア・コンピタンスである．そして，さらに細分化したものが中項目，いわゆる学習目
標である．そして中項目に対してそれぞれ小項目が設けられている3．コア・コンピタン
スは IT管理改革法に明言された 2年に 1度の改定に合わせて，1999年4，2004年5，2006
年に改正された．最新版の CIOコア・コンピタンスと学習目標は，13の連邦政府官庁，
国防情報経営大学と CIO大学連合体の代表者，産業アドバイザリー・グループの企業代
表者などによって改正され，2006 年 12 月 29 日に連邦 CIO 協議会（Federal Chief 
Information Officers Council）によって発表された．国際 CIO 学会（International 
Academy of CIO）連合会の米国代表校であり，早稲田大学とも連携協力（MOU）を締
結している CIO大学のジョージ・メースン大学（George Mason University）の J.Pオ
ーフレット教授は改正メンバーの一人である．同教授に 2006 年 6 月にインタビューを
した際には，「内容の見直しを行っているところで，（同年の）初秋には改訂版が発表さ
れるだろう」と述べていた．当初の予定より 3ヶ月程遅れ，同年 12月 29日に改正版が
連邦 CIO協議会から発表された． 
CIOのコア・コンピタンス数や学習目標数の量的な変化は表 4の通りである．例えば，
1999 年版のコア・コンピタンスは大項目が 12 項目，中項目が 56 項目，小項目は 370
項目，2004年版では大項目が 12項目，中項目が 75項目，小項目が 564項目，2006年
版は大項目が 12項目，中項目が 83項目，小項目が計 553項目となっている． 
 
表 4 CIOコア・コンピタンス／学習目標数の経年比較 
Table 4 The historical comparison of the number of CIO core competencies and 
Learning Objectives 
（単位；項目） 
 1999年 2004年 2006年 
大項目（コア・コンピタンス） 12 12 12 
中項目（学習目標） 56 75 83 
小項目 370 564 553 
資料；米国で発表されている CIOコア・コンピタンス／学習目標を元に，筆者作成 
 
小項目に関しては，2004年改正時に，約 200項目も大幅に増加され，その後は約 550
項目で落ち着いている．図 4 は，「CIO コア・コンピタンス数／学習目標数」の中で，
１～12の各コア・コンピタンスに含まれる小項目数をチャート式で経年比較した．例え
ば，コア・コンピタンスの「1．政策と組織」は，1999 年に 46 項目，2004 年に 54 項
目，2006年に 52項目策定されていることを表している．項目数の増減などをもたらす
要因分析は第 5章にまとめているので参照されたい． 
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図 4 CIOコア・コンピタンス項目数の時系列比較（1999年，2004年，2006年） 
Fig. 4 The historical trends of the number of Core Competencies for CIOs 
出典：筆者作成，“Measuring Effective Core Competence for Business CIOs in the United 
States”：Naoko IWASAKI，Toshio OBI Journal；「I-WAYS」Ohmsha / IOS press， ISSN 
1084-4678， Volume 30，2007 First quarterに掲載した図表に 2006年版のデータを追加
し，邦訳した． 
 
このチャートをみると，年によって大きく項目数に違いが見られる．最も大きな改正
は，コア・コンピタンス「12．技術経営と評価」であり，1999年から 2004年の学習目
標は，49 項目→16 項目で 68％減少したが，2004 年から 2006 年の学習目標は，16 項
目→61 項目で 381％増加している．また，学習目標数が年々縮小傾向にあるのは，「4．
情報資源戦略・計画」，「9．電子政府」（2004 年に策定），「10．情報セキュリティと情
報保護」（2004年に策定），「11．EA」（2004年に策定）である． 
米国では CIOコア・コンピタンスが策定され 10年が経過するが，CIOコア・コンピ
タンス／学習目標の質・量・範囲の評価に関する調査を行った．調査方法は，米国ジョ
ージ・メースン大学大学院生 47名に対して，2004年版のコア・コンピタン及び，学習
目標を範囲・量・質の面で評価した．選択肢は，範囲（5.広い，4.やや広い，3.普通，
2.やや狭い，1.狭い），量（5.多い，4.やや多い，3.普通，2.やや少ない，1.少ない），質
（5.満たしている，4.やや満たしている，3.普通，2.やや満たしていない，1.満たしてい
ない）である．結果は図 5の通りである． 
※数字は項目数を表している 
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図 5 CIOコア・コンピタンスの質・量・範囲 
Fig. 5 The Quality, quantity, and area of CIO Core Competencies 
資料；筆者作成 
 
コア・コンピタンスの量については，「やや多い」と回答するものが最も多く 46％，
「多い」が 25％で約 70％が量的に多いと感じている．さらにコア・コンピタンスの範
囲について「広い」と回答したものは 41％，「やや広い」が 38％にも上った．CIOコア・
コンピタンスの範囲を約 80％が広いと認識している．一方，コア・コンピタンスの質に
関しては，「やや満たしていない」12％，「満たしていない」が 8％で，約 20％がコア・
コンピタンスの質に不満を抱いていることが浮き彫りになった． 
次に，コア・コンピタンスと学習目標の改正内容についてみていきたい．連邦政府の
公表文書によれば，1999年の改正時には“ナレッジ・マネジメントの原則と実践”，“電
子政府／e-ビジネス／電子商取引”，“情報セキュリティ”，“情報の保護”が追加された．
2004 年には，“技術分野の中で先端技術の評価”，“システムのライフサイクル”，“ソフ
トウェア開発”が削除，“データ管理”が全体最適分野に移行した．さらに，全体最適分
野の学習目標が全て更新された．つまり，“連邦政府の全体最適フレームワーク”，“ネッ
トワークアーキテクチャー”，“システム・アーキテクチャーの設計と構図”，“スタンダ
ードモデル”，“アーキテクチャーの移行計画”，“システムインテグレーション”，“シス
テムの最適化と有効性”が削除され，代わりに“全体最適の機能とガバナンス”，“コア
となる全体最適の概念”，“全体最適の発展と維持”，“IT投資の意思決定における全体最
n；47 
 37
適の利用”，“全体最適モデルの理解や解釈”，“データ管理（データ標準化，データマイ
ニングなど）”，が追加された．また，システム部門だけでなく，全社的な全体最適の促
進と発展を目標とした改革がなされた．2006年には，“ITポートフォリオ・マネジメン
ト”，“記録管理”，“ソフトウェア調達マネジメント”，“技術経営とその評価”，“異業種
間のプロセス共同作業”が追加され，さらに立法機関の要求や情報セキュリティの標準
化を反映した“情報セキュリティ，情報保護”が強化され，“高付加価値経営”や“プラ
イバシー”，“情報共有”に関するコア・コンピタンスが重視されている．前述のジョー
ジ・メースン大学の J.Pオーフレット教授は，大規模な質的変化はそれほどなく，小さ
な箇所で若干の修正を加えた6と述べている． 
1999年，2004年，2006年版のコア・コンピタンス／学習目標は表 5の通りである．
表中の斜体太字は，前回改正内容と比較し（2004 年版は 1999 年版と比較，2006 年版
は 2004年版と比較），新規に追加，あるいは修正が施された学習目標である．表中の二
重線（==）は，削除された学習目標である． 
 38
表 5 米政府が定めた連邦 CIO資格証明に必要な知識・能力条件 
Table 5 Clinger-Cohen Core Competencies and Learning Objectives (1999, 2004, 2006) 
1999年版 2004年版 2006年版 
1.  政策と組織 1.  政策と組織 1.  政策と組織 
1-1  任務・組織・機能・政策・
手順 (情報部門のトップと経
営幹部としての CIOの役割)  
1-1  任務・組織・機能・政策・
手順 (情報部門のトップと経
営幹部としての CIOの役割) 
1-1  任務・組織・機能・政策・
手順 (情報部門のトップと経
営幹部としての CIOの役割) 
1-2  法・規制管理（IT マネ
ジメント改革法，電子政府法，
政府業績成果法などの行政改
革関連法規の習熟，GPEA，
OMB，A11，A-130，PDD63） 
1-2  法・規制管理（IT マネ
ジメント改革法，電子政府法，
政府業績成果法などの行政改
革関連法規の習熟） 
1-2  法・規制管理（IT マネ
ジメント改革法，政府業績成
果法などの行政改革関連法規
の習熟） 
1-3  連邦政府の意思決定・政
策立案プロセス，予算編成・
執行プロセス 
1-3  連邦政府の意思決定・政
策立案プロセス，予算編成・
執行プロセス 
1-3  連邦政府の意思決定・政
策立案プロセス，予算編成・
執行プロセス 
1-4  経営トップ，COO（最
高執行責任者），CIO，CFO
（最高財務責任者）の間の相
互連携 
1-4  経営トップ，COO（最
高執行責任者），CIO，CFO
（最高財務責任者）の間の相
互連携 
1-4  経営トップ，COO（最
高執行責任者），CIO，CTO
（最高技術責任者），CFO（最
高財務責任者）の間の相互連
携 
1-5  政府機関相互にわたる
プログラム，政策，プロセス 
1-5  政府機関相互にわたる
プログラム，政策，プロセス
1-5  政府機関相互にわたる
プログラム，政策，プロセス
1-6  プライバシーとセキュ
リティ 
1-6  プライバシーとセキュ
リティ 
1-6  プライバシーとセキュ
リティ記録管理 
1-7  （技術，法規類，その他
の各種要因の動向に関する）
知識の管理 
1-7  （技術，法規類，その他
の各種要因の動向に関する）
知識の管理 
1-7  （技術，法規類，その他
の各種要因の動向に関する）
知識の管理ナレッジ・マネジ
メント 
2.  リーダーシップと管理能
力 
2.  リーダーシップと管理能
力 
2.  リーダーシップと管理能
力 
2-1  上級 IRM 幹部，CIO，
IRM職員，その他関係者のそ
れぞれの役割・能力・責任の
明確化 
2-1  上級 IRM 幹部，CIO，
IRM職員，その他関係者のそ
れぞれの役割・能力・責任の
明確化 
2-1  上級幹部，CIO スタッ
フ，職員，その他関係者のそ
れぞれの役割・能力・責任の
明確化 
 
2-2 「連邦型」IT管理体制の
構築と技術専門職員の育成方
法 
2-2 「連邦型」IT管理体制の
構築と技術専門職員の育成方
法 
2-2  「連邦型」IT 管理体制
の構築と技術専門職員の育成
方法 
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2-3  要員の能力査定（基準，
資格，業績評価） 
2-3  要員の能力査定（基準，
資格，業績評価） 
2-3  要員の能力査定（基準，
資格，業績評価） 
 
2-4  協力関係やチームの構
築能力 
2-4  協力関係やチームの構
築能力 
2-4  協力関係やチームの構
築能力 
2-5  人事・業績管理方法 2-5  人事・業績管理方法 2-5  人事・業績管理方法 
2-6  優秀な IT 要因の確保・
維持方法 
2-6  ナレッジ・マネジメント
の理論と実践 
2-6  ナレッジ・マネジメント
の理論と実践 
 2-7  優秀な IT 要員の確保・
維持方法 
2-7   
2-6  優秀な IT 要員の確保・
維持方法 
3.  プロセス・変革の管理 3.  プロセス・変革の管理 3.  プロセス・変革の管理 
3-1  モデリング・シュミレー
ション用のツール・手法（デ
ータ・ウェアハウスなど） 
3-1  組織発展・変革の手法・
モデル（SWOT 分析，「抵抗
勢力」への対処法など） 
3-1  組織発展・変革の手法・
モデル（SWOT 分析，「抵抗
勢力」への対処法など） 
3-2  クオリティ（品質）改善
のモデル・手法（活動基準原
価計算など） 
3-2  プロセス管理・統制の手
法・モデル（あるべき姿との
ギャップ分析，）シミュレーシ
ョン 
3-2  プロセス管理・統制の手
法・モデル（あるべき姿との
ギャップ分析，）シミュレーシ
ョン 
3-3  組織発展・変革の手法・
モデル 
3-3  モデリング・シミュレー
ション用のツール・手法（デ
ータ・ウエアハウスなど） 
3-3  モデリング・シミュレー
ション用のツール・手法（デ
ータ・ウエアハウスなど） 
3-4  プロセス管理・統制モデ
ルの手法・モデル（あるべき
姿とのギャップ分析） 
3-4  クオリティ（品質）改善
のモデル・手法（ABC＝活動
基準原価計算＝など） 
3-4  クオリティ（品質）改善
のモデル・手法（ABC=活動
基準原価計算＝など） 
 3-5  BPR（ビジネス・プロセ
ス再構築）のモデル・手法（総
合的品質管理など） 
3-5  BPR（ビジネス・プロセ
ス再構築）のモデル・手法
（TQM＝総合的品質管理＝
リーン・シックスシグマなど）
 3-6 企業・業種を超えたプロ
セス連携（ビジネスプロセ
ス・アウトソーシングなど）
3-6  企業・業種を超えたプロ
セス連携（ビジネスプロセ
ス・アウトソーシングなど）
4.  情報資源戦略・計画 4.  情報資源戦略・計画 4.  情報資源戦略・計画 
4-1  IT 計画実施における現
有 IT資源（ハードウェアや要
員の能力など）の能力評価分
析 
4-1  IT 計画実施における現
有 IT資源（ハードウェアや要
員の能力など）の能力評価分
析 
4-1  IT 計画実施における現
有 IT資源（ハードウェアや要
員の能力など）の能力評価分
析 
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  4-1 IRMの基本的な評価分析
 
 
4-2  組織間における IT機能
分析（部門横断システムの構
築手法など） 
4-2  組織間における IT機能
分析（部門横断システムの構
築手法など） 
4-2  組織間における IT機能
分析（部門横断システムの構
築手法など） 
4-3  IT 計画の方法論（優先
順位付け，ギャップ分析など） 
4-3  IT 計画の方法論（優先
順位付け，ギャップ分析など）
4-3  IT 計画の方法論（優先
順位付け，ギャップ分析など）
4-4  危機管理計画（データの
バックアップ，災害復旧プラ
ンなどの緊急プラン） 
4-4  危機管理計画（データの
バックアップ，災害復旧プラ
ンなどの緊急プラン） 
4-4  危機管理・業務継続計画
（COOP）計画（データのバ
ックアップ，災害復旧プラン
などの緊急プラン） 
4-5  モニタリング・評価の手
法（ITの業務改善に関する費
用対効果） 
4-5  モニタリング・評価の手
法（ITの業務改善に関する費
用対効果） 
4-5  モニタリング・評価の手
法（ITの業務改善に関する費
用対効果） 
5.  成果評価のモデル・手法 5.  IT成果評価のモデル・手
法 
5.  IT成果評価のモデル・手
法 
5-1  IT の業務的価値の評価
法（IT戦略計画とビジョン，
政府業績成果法） 
5-1  IT の業務的価値と顧客
満足度の評価法（IT戦略計画
とビジョン，政府業績成果法）
5-1  IT の業務的価値と顧客
満足度の評価法（IT戦略と事
業目標の連動など） 
5-2  新システムのモニタリ
ング・評価法（現システムの
破棄と新システム導入の時
期・方法） 
5-2  新システムのモニタリ
ング・評価法（現システムの
破棄と新システム導入の時
期・方法） 
5-2  新システムのモニタリ
ング・評価法（現システムの
破棄と新システム導入の時
期・方法） 
5-3  IT における成功度の成
果法（バランス・スコアカー
ド・ベンチマーキングなど） 
5-3  IT における成功度の成
果法（バランス・スコアカー
ド・ベンチマーキングなど）
5-3  IT における成功度の成
果法（バランス・スコアカー
ド・ベンチマーキングなど）
5-4  ユーザー調査の作成・管
理・分析方法 
5-4  ユーザー調査の作成・管
理・分析方法 
5-4  ユーザー調査の作成・管
理・分析方法 
 
5-5  有効な成果測定法の定
義・選択法 
5-5  有効な成果測定法の定
義・選択法 
5-5  有効な成果測定法の定
義・選択法 
5-6  成果評価の実例と基準 5-6  成果評価の実例と基準 5-6  システム成果評価の実
例と基準 
5-7  IT レビュー・監査プロ
セスの管理 
5-7  IT レビュー・監査プロ
セスの管理 
5-7  IT レビュー・監査プロ
セスの管理 
6.  プロジェクト・マネジメ
ント 
6.  プロジェクト・マネジメ
ント 
6.  プロジェクト・マネジメ
ント 
 41
6-1  プロジェクト範囲・要件
の管理 
6-1  プロジェクト範囲・要件
の管理 
6-1  プロジェクト範囲・要件
の管理 
 
6-2  統合的なプロジェク
ト・マネジメント（複数プロ
ジェクトの管理） 
6-2  統合的なプロジェク
ト・マネジメント（複数プロ
ジェクトの管理） 
6-2  統合的なプロジェク
ト・マネジメント（複数プロ
ジェクトの管理） 
6-3  プロジェクトの時間・費
用・成果の管理 
6-3  プロジェクトの時間・費
用・成果の管理 
6-3  プロジェクトの時間・費
用・成果の管理 
6-4  プロジェクトの品質管
理 
6-4  プロジェクトの品質管
理 
6-4  プロジェクトの品質管
理 
6-5  プロジェクトのリスク
管理 
6-5  プロジェクトのリスク
管理 
6-5  プロジェクトのリスク
管理 
6-6  プロジェクトの調達管
理（プロジェクト・ライフサ
イクルにおける CIO の責任
など） 
6-6  プロジェクトの調達管
理（プロジェクト・ライフサ
イクルにおける CIO の責任
など） 
6-6  プロジェクトの調達管
理（プロジェクト・ライフサ
イクルにおける CIO の責任
など） 
 6-7  システムのサイクルマ
ネジメント 
6-7  システムのサイクルマ
ネジメント 
 6-8  ソフトウェア開発 6-8  ソフトウェア開発とテ
スト，実装（オブジェクト指
向，スパイラル開発など） 
7.  資本計画と投資評価 7.  資本計画と投資評価 7.  資本計画と投資評価 
7-1  投資管理のベストプラ
クティス 
7-1  投資管理のベストプラ
クティス 
7-1  投資管理のベストプラ
クティス 
7-2  費用対効果・経済性・リ
スク分析 
7-2  費用対効果・経済性・リ
スク分析 
7-2  費用対効果・経済性・リ
スク分析 
 
7-3  リスク管理のモデル・手
法 
7-3  リスク管理のモデル・手
法 
7-3  リスク管理のモデル・手
法 
7-4  各種 IT 投資（あるいは
非 IT投資）を選別するための
評価法 
7-4  各種 IT 投資（あるいは
非 IT投資）を選別するための
評価法 
各種 IT 投資（あるいは非 IT
投資）を選別するための評価
法 
代替案（IT投資以外の案を含
む）の比較検討 
7-5  投資分析のモデル・手法
（バランス・スコア・カード
など） 
7-5  投資分析のモデル・手法
（バランス・スコア・カード
など） 
7-5  
7-6  投資分析のモデル・手法
（バランス・スコア・カード
など） 
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7-6  ビジネス・ケース分析 7-6  ビジネス・ケース分析 7-6   
7-7  ビジネス・ケース分析 
7-7  任務目標遂行と予算策
定の整合性 
7-7  任務目標遂行と予算策
定の整合性 
7-7  任務目標遂行と予算策
定の整合性 
 
7-8  投資レビューのプロセ
ス 
7-8  投資レビューのプロセ
ス 
7-8  投資レビューのプロセ
ス 
7-9  連邦政府・州・地方をつ
なぐ横断プロジェクトにおけ
る連携 
7-9  連邦政府・州・地方をつ
なぐ横断プロジェクトにおけ
る連携 
7-9   
7-5  連邦政府・州・地方をつ
なぐ横断プロジェクトにおけ
る連携 
8.  調達 8.  調達 8.  調達 
8-1  代替機能の選別方法論 8-1  代替機能の選別方法論
（必須，政府，IT 分析）（実
質的に業務上の同じ機能の代
替案を考え，最適な選択をす
る） 
8-1  代替機能の選別方法論
（実質的に業務上の同じ機能
の代替案を考え，最適な選択
をする） 
  8-1  戦略調達 
8-2  調達における代替モデ
ルの選別（内製と外注，単一，
マルチベンダー体制など） 
8-2  調達における代替モデ
ルの選別（内製と外注，単一，
マルチベンダー体制など） 
8-2  調達における代替モデ
ルの選別（内製と外注，単一，
マルチベンダー体制など） 
8-3 伝統的，あるいは最新の
調達のモデル・方法論 
8-3  伝統的，あるいは最新の
調達のモデル・方法論 
8-3   
8-2 伝統的，あるいは最新の
調達のモデル・方法論 
8-4  決定後の IT 契約管理
（ベンチマーキング，出来高
制など） 
8-4  決定後の IT 契約管理
（ベンチマーキング，出来高
制など） 
8-4   
8-3  決定後の IT 契約管理
（ベンチマーキング，出来高
制など） 
8-5  IT 調達のベストプラク
ティス 
8-5  IT 調達のベストプラク
ティス 
8-5   
8-4  IT 調達のベストプラク
ティス 
  8-5  ソフトウェアの調達マ
ネジメント 
 9.  電子政府と電子商取引 9.  電子政府と電子商取引 
 9-1  e-政府・e-ビジネス・e-
コマースに伴うビジネス戦略
上の課題と変化 
9-1  e-政府・e-ビジネス・e-
コマースに伴うビジネス戦略
上の課題と変化 
 
2006 年版にはソフトウ
ェア関連の調達が追加
された． 
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 9-2  ウェブサイト構築・運営
戦略（アーキテクチャーとコ
ンテンツ管理） 
9-2  ウェブサイト構築・運営
戦略（アーキテクチャーとコ
ンテンツ管理） 
 9-3  コミュニケーション方
法の業績標準と実践 
9-3  コミュニケーション方
法の業績標準と実践 
 
 9-4  チャンネル，サービス提
供の「サプライチェーン」の
問題 
9-4  チャンネル，サービス提
供の「サプライチェーン」の
問題 
 9-5  機動的な価格設定（無料
と有料の線引きの仕方など）
9-5  機動的な価格設定（無料
と有料の線引きの仕方など）
 9-6  顧客・市民向け情報提供
サービス（CRM＝カスタマ
ー・リレーションシップ・マ
ネジメント＝など） 
9-6  顧客・市民向け情報提供
サービス（CRM＝カスタマ
ー・リレーションシップ・マ
ネジメント＝など） 
 9-7  社会的課題（個人情報保
護，デジタルディバイドなど）
9-7  社会的課題（個人情報保
護，デジタルディバイドなど）
と社会的問題 
 
 10.  情報セキュリティ（情報
保護） 
10.  情報セキュリティと情
報保護 
 
 10-1  セキュリティの基本原
則とベストプラクティス 
10-1  CIOのセキュリティの
基本原則と情報保護における
ベストプラクティス 
 10-2  情報システムの脅威と
脆弱性 
10-2   
10-4  情報システムの脅威と
ぜい弱性 
  10-2  情報セキュリティと法
規制，政策，手順 
 10-3  経営者とエンドユーザ
ーに関する法的・政治的課題
経営者とエンドユーザーに関
する法的・政治的課題 
プライバシーと個人情報 
 10-4  セキュリティ強化手法 セキュリティ強化手法 
情報（システム）の脅威と脆
弱性 
 
 
「10．情報セキュリテ
ィ（情報保護）」の学習
目標は 2004 年に追加
された． 
2006 年版には項目数
が増加した． 
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 10-5  情報システムへの侵入
や誤用に対応する標準手段 
情報システムへの侵入や誤用
に対応する標準手段 
情報セキュリティ管理の計画
とマネジメント 
  10-6 情報保護のリスク・マ
ネジメント 
  10-7 企業の情報セキュリテ
ィプログラムのマネジメント
  10-8  法令状必要な情報セキ
ュリティとコンプライアンス
の報告 
  10-9  重大な基幹インフラ保
護と災害復興計画 
 11. EA 11. EA 
 11-1  EA の機能とガバナン
ス 
11-1  EA の機能とガバナン
ス 
 
 
 
11-2  コアとなる EA の概念
（連邦政府の EA フレームワ
ークなど） 
11-2  コアとなる EA の概念
（連邦政府の EA フレームワ
ークなど） 
 
 
11-3  EAの発展と維持 11-3  EA の理解と発展と維
持 
 11-4  IT 投資の意思決定に
おける EAの利用 
11-4  IT 投資の意思決定に
おける EAの利用 
 11-5  EA モデルの理解や解
釈 
11-5  EA モデルの理解や解
釈 
 11-6  データ管理（データ標
準化，データ品質の向上など）
11-6   
11-5  データ管理（データ標
準化，品質の向上など） 
 11-7  EAのための評価手法 11-7   
11-6  EAのための評価手法 
9  技術 12.  技術 12.  技術経営と評価 
9-1  情報システム・アーキテ
クチャー，クライアント／サ
ーバー，協調処理，通信事業 
9-1  情報システム・アーキテ
クチャー，クライアント／サ
ーバー，協調処理，通信事業
12-1   
12-8  最先端技術 
9.2  最先端技術 12-1  最先端技術 12-1  ネットワークと通信技
術 
 
 
「11．EA」に関わる学習
目標は 2004年に追加． 
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9-3  情報配信技術（インター
ネット・イントラネット・キ
オスクなど） 
12-2  情報配信技術（インタ
ーネット・イントラネット・
キオスクなど） 
12-2  情報配信技術（インタ
ーネット・イントラネット・
キオスクなど） 
9.4  セキュリティ対策，災害
対策，ビジネス（業務）継続
計画 
パソコン・ツールを習熟する
ための学習計画 
9.4  セキュリティ対策，災害
対策，ビジネス（業務）継続
計画 
12-2  電波・無線の管理 
9-5  システムのライフサイ
クル 
9-5  システムのライフサイ
クル 
12-3  パソコン・ツールを習
熟するための学習計画 
9.6  ソフトウェア開発 9.6  ソフトウェア開発 12-3  コンピュータシステム
の基本（ハードウェアの必要
能力の予測や拡張の判断等）
9.7  データマネジメント 9.7  データマネジメント 12-4  ユーザーの状況把握 
  12-4  WEB技術（XML=拡張
可能なマークアップ言語＝，
SOA＝サービス志向アーキ
テクチャーなど） 
  12-5  アクセシビリティやユ
ーザビリティの基本原則 
  12-5  データマネジメント技
術（データマイニングなど）
  12-6  ソフトウェア開発技術
（オープンソース・ソフトの
活用など） 
  12-7特殊用途技術（機械監視
制御システム＝SCADA＝，
生体認証など） 
注 1；表中の斜体太字は，前回と比較し，新規に追加，あるいは修正された学習目標を意味する． 
注 2；表中の二重線（==）は，削除された学習目標を意味する． 
資料；米国で発表されたコア・コンピタンス（1999年，2004年，2006年版）の学習目標を筆者が翻
訳，比較した．学習目標を含めた全文（英語）は，次の URL で参照が可能である．
http://www.cio.gov/documents/2006ClingerCohenCCLearningObj.pdf 
資料：尚，本データの日本語版の出典は次の通り．小尾敏夫，岩崎尚子，特別寄稿「CIOに必要な 83
の能力 米国でコア・コンピタンス改定，災害や法規制対応重視」日経 BP 社“日経情報ストラテジ
ー2007年 5月号”p.88-91 
 
 
「12．技術」に関わる学
習目標は 2006 年に大幅
な内容改変が行われた．
さらに 2006年度に「技術
経営と評価」に名称変更 
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次に具体的な学習目標の内容についてみていきたい．1999年以降，大幅に改正された
項目は「情報セキュリティ／情報保護政策」である．情報漏えいなど外部からの危機管
理要請の高まりが背景にある．この分野が CIOのカバーする業務の範囲を拡大させてい
る．電子政府も質量の両側面で変化してきた．これは，IT技術の進展と大きな関連性が
あり，インターネットや WEB サービスが人々の日常生活に浸透した結果ともいえる．
その他，「技術経営」に関しても内容が大きく改変された．近年，国際標準化（グローバ
ル・スタンダード戦略）に大きな関心が集まり，熱烈な競争が展開される現代の IT 産
業分野において，IT 標準化のための技術経営と評価に対する役割の重要性が高まる．
1999 年版の CIO コア・コンピタンスから 2004 年には，CIO に求められる「技術スキ
ル」が縮小され，代わりに“パソコン・ツールを習熟するための学習計画”，“ユーザー
の状況把握”，“アクセシビリティやユーザビリティの基本原則”が追記された．2006
年版は，“最先端技術”以外はすべて学習目標が入れ替えられた．ネットワーク系，さら
に技術経営といった，技術をいかにマネジメントに利用し戦略を講じるかというスキル
が要求されていることが理解できる． 
最新版コア・コンピタンスには，初めて「コンプライアンス」が言及され，インフラ
の保護と災害復興計画が重視されるなど，2004年までの「情報セキュリティ」に対する
理解や手段から，リスクをマネジメントする能力，それに関わる法案を重視する傾向に
ある．特筆すべき点は，前回までは，ブロードバンド時代への適応の面で決して十分で
はなかったが，今回は，情報社会がインターネットから無線系に変化しつつある状況が
考慮されている点である．また，SOAや SOX法対応にも言及している． 
その中でも「プロジェクト・マネジメント」は，CIOの役割の中でも最も重視される
一つとして，2004 年，2006 年で他の項目と比較して最もニーズが高い．また，最新版
には開発ソフトウェアのテストや実装まで要求されている．プロジェクト・マネジメン
トは官民何れにも共通して要求される項目であり，プロジェクトの範囲，要件を整理し，
統合的，且つ複雑なプロジェクトを時間，費用，成果，品質，リスク，調達の面も含め
て管理する能力である．プロジェクト・マネジメントを着実に実施することによって，
失敗プロジェクトの削減や不十分なパフォーマンスの回避による大幅な IT 投資予算な
どのコスト削減も可能になる．しかし実際には，米国でのプロジェクト・マネジメント
人材の不足が深刻化されている問題もある． 
 
3.3. コア・コンピタンスの普遍性 
 
米国では早くから CIOが普及した．米国の CIOは企業で始まり，その後行政 CIOの
ための法案が策定された．米連邦政府には，前述の通り 1996年の IT管理改革法に基づ
いて設置されている（日本政府は 2002年より設置された）．元は官民別々に誕生したが，
米国 CIO大学では行政の CIOにも民間の CIOにも共通のカリキュラムで人材育成が行
われるなど，官民に対する評価が可能とされる．CIO の人事交流，つまり民間の CIO
が行政の CIOに就任する，あるいはその逆のケースも盛んに行われている． 
米国では 90 年代初めに民間のリーディング企業のベスト・プラクティスを学ぶこと
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から，電子政府への取り組みが進められた．具体的には，ビジネスとしてリスクの視点
から投資を行うこと，どうすれば勝ちを提供し続けられるかというパフォーマンス管理
の考え方やバランス・スコアカード（BSC；balanced scorecard）／投資収益率（ROI；
return on investment）といった経営的手法や経営指標を取り入れること，投資に対し
て金額的な面だけでなく定性的・定量的な分析を通して評価することなどである7． 
「米国では官民の協業はコスト主導，スキル主導で進められている．特にブッシュ政
権になってからは，本質的に政府がやらなければいけないこと以外はアウトソーシング
していくという方針で動いている．省庁の CIOに求められる機能は幅広く，当然，民間
にアイデアやスキル，ソリューションを求めることが重視され，大きな役割を占めてい
る．また CIO協議会の SIG（Shared Internet Group）のように，官・民・NGOが協
力して，ベストプラクティスやアイデアを共有し合い，共通課題の特定や解決に取り組
むことも継続的に行っている8」． 
民間からの人材登用することのメリットは，連邦政府よりも進んだ民間の手法やノウ
ハウ，ベストプラクティスを取り入れることができる点にある．さらに，外部の人材を
登用することによって，改革や変革に対して抵抗感が少なく業務に取り組むことができ
る点，内部人材よりも，大統領や州知事任命による人材のほうが，権威を持って改革を
断行していくことが出来る点などである． 
 
3.4. 米国における CIOの人材育成 
 
米国におけるCIOの人材育成に関しては，米国 IT管理改革法によって定められたCIO
の必須条件“コア・コンピタンス”とさらに細分化された“学習目標”に基づき着手し
てきた．これらは，CIO予備軍や CIO候補者を育成するための基盤である．CIOや CIO
候補者向けの大学院レベル教育プログラムとして，ジョージ・メースン大学，ジョージ・
ワシントン大学，カーネギー・メロン大学，シラキュース大学，ラサール大学，メリー
ランド大学，といった「CIO大学」6校のほか，NDUの IRMC大学，USDA大学院な
どで利用されている9． 
CIO大学の教育方針や運営方法は，連邦 CIO協議会（Federal CIO Council）によっ
て評価されている．連邦政府サービス調達庁（GSA；U.S. General Services 
Administration）と米国行政予算管理局（OMB；Office of Management and Budget）
に設置された本協議会，政府機関，CIO 大学関係者，民間 CIO 関係者のコンソーシア
ムによって，年に 2回 CIO大学の活動が審査される．また，何れの大学も連邦政府から
本改革法に基づいた認定を受けており，修了者には「連邦 CIO資格証明書」を授与して
いる．受講生がこの資格証明書を取得するためには，約 70 のコア・コンピタンスに基
づく 500余りの学習目標を網羅した各大学の教育プログラムに則って科目を履修しなけ
ればならない． 
2004年 1月にワシントンDCにキャンパスを構えるジョージ・ワシントン大学（GWU）
とジョージ・メースン大学（GMU）を訪問し，CIO コースの教授を含む関係者と意見
交換を行った．GMU の場合，当時で毎年 40 名の修了生を輩出しており，学生は平均
 48
14年の企業，行政経験を有し，AOL，IBM，KPMG，Oracle，Verizonなどからの出身
であった． 
米国では行政で定められたコア・コンピタンスと学習目標が人材育成のカリキュラム
ベースであるが，各大学院の特色や研究科の得意とする点で内容は若干異なる．CIO大
学のカリキュラムも全く新しいカリキュラム，コンテンツを開発したのはカーネギー・
メロン大学のみで，他の CIO 大学は既存のプログラムに CIO 大学としてのコンピタン
スを組み込んで提供していた．GMU の一例では，リーダーシップとマネジメント分野
として，組織構築，ビジネス・プロセス・デザイン，チーム形成，起業家育成，クライ
アント管理，経済分析，市場分析，プロジェクト・マネジメント，産業構造調整，そし
て，技術分野では戦略，商品化，イノベーションモデル，アセスメント，予測モデル，
システム構築，包括的分析，意思決定などを科目としている． 
2004年 6 月 22日にワシントン DCにある GSAを訪問し，電子政府政策担当部長の
ゲイリー・ウィンター氏，並びに同プログラムマネージャーのギンニ･シェイファー女史
と意見交換した．ゲイリー氏によると，「CIO 大学の開設を希望する大学は多数あり，
設立の本来の目的は連邦政府職員を対象としていたが，民間からの受講生が多くなって
いる．修了者数も IT 管理改革法が制定され，クリンガー・コーエン・コア・コンピタ
ンスが発表された時点では受講生は約 20名だったが，2004年には約 150名に増加した．
CIO修了証が取得後の昇進や，その他正式なベネフィットとして組織に組み込まれてい
るわけではなく，あくまで職員の教育・研修プログラムの一環であるが，このプログラ
ムを受講したという認識が，intangibleな（目に見えない），ないしは間接的な Benefit
（利点）となっているケースはある」と述べていた．たとえば，元 GSAにいたバリー・
C.ウェスト氏が UMUC のプログラムを受講し，その後 FEMA（Federal Emergency 
Management Agency；米国合衆国連邦緊急事態管理庁）の CIOに就任したケースであ
る（現在バリー氏は，2006年 6月以降，米国商務省；the U.S. Department of Commerce 
（DOC）の CIOに就任している）．さらにゲイリー氏は，CIO大学は産官学が共に利点
を享受できる三位一体の“win-win-game”である，と述べていた． 
米国に CIO大学が設立された当初は受講生の大半が民間出身者であったが，現在は民
間・行政からの受講生の比率は均衡してきている．行政は，商務省や社会保険庁，国防
総省，空軍や世銀などから，民間は様々な業界からの出身者によって構成されている．
講義はケーススタディを中心とした研究や議論が中心となっている．こうした官民の受
講生が，年齢，性別，業種や職位に関係なく，活発な議論を交わすことによって，CIO
としての問題解決能力を養い，相互理解を深めることに成功している． 
 
3.5. 日本におけるコア・コンピタンスと CIO人材育成 
 
日本でも経済産業省が 2004 年 3 月に情報経済基盤整備「情報システムの政府調達の
高度化に関する調査研究」として，CIO育成のための「日本版コア・コンピタンスと学
習目標」を策定し，公表している．日本版コア・コンピタンス並びに学習目標の詳細は，
巻末の資料を参照されたい．経済産業省のコア・コンピタンスに対する考え方としては，
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CIOのコア・コンピタンスは基本的にはどの国でも変わらず，コア・コンピタンスが若
干変わるとともに，法や組織が異なるために学習目標が変わることに注目している．ま
た，米国の学習目標は文章化されており，網羅性は高いがカリキュラムを作る際には，
一覧性が低いなどの問題がある，と指摘している．また，米国の学習目標は項目が多く，
十分に整理が行われていないとも言及している． 
このことから，経済産業省は米国版 CIOコア・コンピタンスを参考にして，日本の現
状に合わせたコア・コンピタンス・学習目標の取捨選択，あるいは追加を行い，学習目
標をタイトルレベルで作成している．日本版コア・コンピタンスと米国版コア・コンピ
タンスの大きな違いは，日本の行政機関の特徴を加えたことと，アクセシビリティなど
の重要項目を付加している点にある10としている． 
日本版 CIOコア・コンピタンスで評価できる点は，米国版に比べ，学習目標ごとによ
く整理されている．そして，「13．社会環境と技術」という新しいコア・コンピタンス
を追加し，米国版で不足している将来観測や，社会問題解決の領域まで踏み込んでいる
点である．しかし日本版コア・コンピタンスには次のような問題もある． 
第一に，コア・コンピタンス／学習目標の量的問題である．経済産業省が発表してい
る，日米 CIOコア・コンピタンスの対比表は表 6の通りである．日米の既存のコア・コ
ンピタンスと学習目標の相違点を把握するために検証データとして紹介した．左側が米
国版であり，右側は日本版である．各学習目標の標記の仕方は全く同一ではないが，同
一とみなされるものは“やじるし記号（→）”で表されている．日本版で薄く色づけさ
れている学習目標（たとえば 1.6 官民の役割分担や，1.7予算策定と執行）は，経済産
業省が新規に追加した項目を表している． 
すると，経済産業省が指摘する米国版学習目標の量的問題については，実際には日本
版のほうがそれをはるかに上回ることが分かるだろう．また，小項目レベル（巻末資料
参照）も同様であり，日本版は合計 589項目で，米国版の 370項目（1999年），564項
目（2004年），553項目（2006年）より格段に多い． 
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表 6 日米 CIOコア・コンピタンス対比表 
Table 6 The comparative table of CIO Core Competencies between Japan and US 
 
出典：経済産業省が公表している日米 CIOコア・コンピタンス比較表 
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 第二に，日本版学習目標の項目の曖昧さである．米国版の学習目標は文章化されてい
る一方で，日本版はキーワードで集約されている．カリキュラムを作成する場合の一覧
性を追及する目的としているが，How Toまで網羅されていない．たとえば次の日本版
コア・コンピタンス 1.0政府・自治体 1.7“予算策定と執行”を例に挙げてみる． 
1.0（大項目＝コア・コンピタンス）「政策・組織」 
 1.7（中項目＝学習目標）“予算策定と執行” 
  （小項目） ①予算制度 
    ②予算策定プロセス 
    ③予算案評価 
    ④予算執行調査 ・・・ 
たとえば上記の場合，予算策定プロセスの策定なのか，あるいは既存プロセスの見直し
なのか，予算執行調査のフレームワーク作りなのか，実施なのか曖昧である． 
第三に，日本版コア・コンピタンス／学習目標の浸透率の低さである．本来 CIOの核
であるコア・コンピタンスや学習目標は，CIOの活動の指針となるべきものであり，ま
た CIOの導入や設置を実現化できない組織にとっては羅針盤となるべきものである．し
かしながら，日本では CIOを育成するための大学院レベルの教育機関はほとんど存在し
ない．早稲田大学に CIO・ITコースが大学院レベルで 2005年秋にスタートしたが，日
本の CIOの人材不足を補完するには，こうした教育機関が早急に設立され，環境体制が
整備されなければならない． 
そのほか，高度 IT人材の不足を解消するために，2006年 1月からスタートした「IT
新改革戦略」の元で，大学院などの高度 IT 人材育成の拠点整備に向けた取り組みが推
進されており，高度 IT 人材育成もこの枠組みに含まれる．日本政府の各府省庁／自治
体における高度 IT 人材の育成は，役割やスキルを標準化しつつ，それぞれの組織に見
合う適切なコア・コンピタンスを構築することに始まる．官民の差はあるものの，高度
IT 人材には“差異”や“特異性”を追求し，IT とイノベーションの融合の実現のため
の使命がある．その IT リーダーの資質・条件の骨格が，コア・コンピタンスであると
するならば，時宜に見合ったコア・コンピタンスを構築し，組織の独自性と効率的なシ
ステムを生み出してこそ，組織全体のアーキテクチャーの寄与に貢献することができる
だろう． 
さらに，2006 年 7 月 26 日には「重点計画 2006」が IT 戦略本部で決定された．「世
界に通用する高度 IT 人材の育成，産学官連携体制の構築」に関し，様々な視点から論
じられている．高度 IT 人材の育成に向けた総合的な取り組みとして，プロジェクト・
マネジメント，IT アーキテクト，IT コーディネーター，組み込みソフトの専門家など
の高度 IT人材の育成推進，さらに産業界における高度 IT人材の需給のミスマッチを解
消するのが狙いである．具体的には， 
―大学などにおける実践的高度 IT人材の育成 
―世界に通用する高度 IT人材育成拠点の形成 
―高度情報通信人材育成プログラムに関する調査・開発 
―産学連携による実践的 IT教育の確立 
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―社会における高度 IT人材の育成 
―インターネットなどを用いた遠隔教育の促進，が挙げられる． 
また，政府機関における情報セキュリティ人材分野の戦略的な人材育成の必要性を唱
えている．同時に 2006 年度に情報セキュリティ関連の高等教育機関での多面的，総合
的能力を有する人材育成などの推進を重点計画として述べている． 
2006 年 8 月 31 日には，「電子政府推進計画」が各府省 CIO 連絡会議で決定された．
内容は各府省の PMO などを整備し，多くの業務システムにおける最適化を推進するた
め，これらを担う内部人材を計画的に育成する事が必要であり，CIO連絡会議の下に総
務省が中心となって 2006年度末までのできる限り早期に各府省の実態などを把握の上，
内部研修の充実・強化，民間研修の積極的な活用や PMO などの部門における人事交流
の推進などを目的とするものである．各府省は同指針に基づき，「情報システムに精通し，
業務改革を推進する内部人材の具体的な育成を図る」と言及している． 
既に CIO補佐官制度が開始されて 4年が経ち，同時に業務・システム最適化計画も同
様な段階であり，今後 PMOの設置からシステム開発という次の段階に入る．IT人材育
成は各府省でいろいろな形式で実施されている．たとえば経済産業省の場合は次の通り
である．2，3 年前から各プログラムにつき 10 名から 20 名位の規模で，次のような研
修を実施している． 
・ 情報政策，技術，産業基礎研修（7日間） 
・ ITスキルアップ基礎研修（8日間） 
・ システムアドミニストレーター基礎研修（4ヶ月及び 15日間） 
・ 情報関連法令研修（7日間） 
・ 情報セキュリティーアドミニストレーター研修（4ヶ月及び 15日間） 
・ IT調達技術法研修（8日間） 
・ CIO／CTO研修（3日間） 
対象職員は，新人事制度で，情報分野で将来登用されることを希望する人たちという
事で，講師はほとんどが経済産業省の情報政策課などの職員だが，「CIO／CTO 研修」
のみ，外部 ITコンサルタントの講師をむかえて研修を実施している． 
経済産業省の研修はもとより省庁によっても人材育成策は異なる．言うまでもなく高
度 IT人材育成の標準化モデルは皆無である．日本版 CIOコア・コンピタンスの普及と
人材育成の早急な定着が望まれる．人材不足の原因は，こうした CIOに求められるニー
ズを満たす研修プログラムや大学院教育が十分に整備されていない点にある． 
 
3.6. 第 3章のまとめ  
 
米国では CIOコア・コンピタンス／学習目標は，需要と供給サイドの利害を一致させ
るために，2年に一度，評価改善され，連邦 CIO協議会によって公表されてきた．定期
的に CIO コア・コンピタンス／学習目標が改正されることは，米国における CIO 人材
の重要性を認識した政策的要因も伺える．還元すれば，米国での CIOに対する認知度の
急激な拡大と地位の向上の表れであり，CIOは連邦政府，州など自治体のみならず，米
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国企業において，その存在意義を確立したといえよう． 
CIOコア・コンピタンスの内容に関しても 1999年版，2004年版は，項目数や内容に
偏りが見られたが，3 回の改正を経て整理され，定着した感がある．特に，細分化され
た学習目標数からは，項目数の増減によって連邦政府の力の入れ様が理解できる．たと
えば，「2．リーダーシップと管理能力」に関しては，2004年に最も重視されていたが，
2006 年には比較的落ち着いたことから，CIO のリーダーシップスキルが他の役職に分
散されたと考えられる．また「6．プロジェクト・マネジメント」，「8．調達」（2004年
以降），「12．技術経営と評価」（2004年以降）の項目数は増加傾向にあることから，前
回のコア・コンピタンスでは不十分な内容であったか，あるいは CIOに必要なスキルで
あるとの認識の上であろう．「10．情報セキュリティ」に関しては情報セキュリティ対
策を講じる際に発生する初期コストだけでなく，日々の連続した対策が必要になるため，
企業の中でも重要な役割を担う分野になっており，連邦政府の注力が伺える．「11．エ
ンタープライズ・アーキテクチャー（EA）」に関しては，1999年の時点では情報システ
ムが独立して存在しており，レガシー・システムのように適応性が弱かったことから EA
は考えられておらず，CIO の役割もその点まで追求されなかった．前述の連邦 CIO 協
議会戦略では，2007 年以降の重要案件とみなされている．「9．電子政府」の項目数の
増加について本格的な電子政府の施策がとられていると考えられるが，十分な浸透を図
るための対策がとられているとは言えず，そのために多くの人が注目している．近年，
CIO の調達に関する役割が増えつつあり，米国では製品生産中心を IT サービス中心に
変更していることから，調達管理のサイクルが非常に短くなり，CIOへの要望が厳しく
なっている．特に，大幅に増加された技術に関しては，“コンピュータシステム”，“web
技術”，“データマネジメント技術”，“ソフトウェア開発技術”，“特殊技術”などへの回
帰も高まっている．IT技術の進展によって，インターネットやWEBサービスが人々の
日常生活に浸透した結果といえよう．このほか，CIOの位置づけが向上し，CIOの活躍
の場が広まったことを背景に，レポートラインが CEOに変わりつつある．また，“コミ
ュニケーション”スキルに関しては大項目，中項目では記載がなくても学習目標として，
様々なコア・コンピタンス／学習目標に跨って要求されている．たとえば，「1．政策と
組織」，「2．リーダーシップと管理能力」，「4．情報資源戦略・計画」，「6．プロジェク
ト・マネジメント」，「10．情報セキュリティ」などのコア・コンピタンスで多数記載さ
れている．「組織において成功を得るために，確固たる技術的なスキルと，鋭い洞察力，
期待に応じたコミュニケーション・スキルが要求11（グレゴリー・スミス 2006）」され
ている．コミュニケーション・スキルが求められるのは，例えば必要且つ十分な IT 予
算枠を獲得するためには，CIO と CEO の良好なコミュニケーションがあってこそ実現
するためである．その結果，CIOには常に双方でビジネス戦略との歩調を合わせておく
ことが肝要である． 
コア・コンピタンスが策定された当初は，CIOの役割は企業の中でも情報システムな
どミクロの部分に注視していたが，2004年からマクロ的な管理能力が要求され，さらに
近年は経営能力にシフトし始めている．CIO の役割が CEO に接近し，CIO が CEO へ
の登竜門とされる企業も増える中で，ビジネス戦略の成功を目指す CIOの役割に力点を
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置いている点が特徴である． 
しかしながら実際にコア・コンピタンスを利用し，学習している CIO予備軍に，コア・
コンピタンスの質・量・範囲に関して調査したところ，少なからず疑問を抱いているこ
とが露呈した．必ずしも現行のコア・コンピタンス／学習目標は機能性の面において十
分ではないことが問題点として指摘できる． 
一方，日本版 CIOコア・コンピタンスと学習目標について調べた結果，米国版を参考
にし，ほぼ踏襲する形で策定されていることが明らかになった．また，米国版を量的な
面で広範にわたる点を指摘していたが，日本版は項目数でみればそれ以上であった．さ
らに，日本の場合，高度 IT 人材を育成するための教育機関が不足しており，且つ行政
においても人材育成の標準化が定められていないため，CIOの役割は統一されていない．
このように，米国が先進する形で CIO活動が産官学で推進されていることが理解できる． 
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第４章 仮説と検証方法 
 
 
4.1. 本論文のフローチャート 
 
本論文の論理展開のフローチャートは次の通りである． 
表 7 フローチャート 
Table 7 Flowchart 
米国優先的CC調査 日本優先的CC調査
重要・非重要大別
官民CC優先順位
の差異
重要・非重要大別
官民CCは共有
【結論1】理想と現実の乖離が大きいゆえに、現行のCIO活動は効果的ではない。
【結論2】日米間のCCの優先順位の差異をもたらす要因＝専任／兼任型の効用
CIO人材育成並びに活動への障害
【提言】日米合作優先的コア・コンピタンス・モデル
日本版CC・学
習目標
（経済産業省）
米国版CC・
学習目標
（CIO協議会他）
1999/2004/2006
時系列データ
仮説
現実（現行CC） 理想（現場のニーズ）
 
出典；筆者作成 
 
4.2. 仮説に至る経緯 
 
これまでの先行研究や入手データの分析，ならびにCIOに関する歴史，役割，機能の観
点を俯瞰することによって，CIOの概観を明らかにすることができた．すなわち，CIO活
動の推進状況，人材育成の取り組み方には日米で違いがある． 
米国はCIOコア・コンピタンスの確立と普及のための情報通信技術政策の推進，積極的
なCIOの人材育成策，専任化を促進した．IT管理改革法に基づくコア・コンピタンスと
してCIOの役割を明確にし，さらに内容の改正もしながらCIOによるIT投資の付加価値を
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高めることにも力を入れてきた．さらに米国は，民間におけるCIOのベストプラクティス
を基に，連邦政府へのCIO導入を促進してきた．これは官民CIOの人事交流の基礎となっ
ている．官民でCIOは重要な役割を演じ，民間の先進事例を行政CIOに活かし，企業や行
政におけるROIやアーキテクチャー，パフォーマンスの改善に向けた最適解を見出してい
る． 
一方，日本では情報システムの歴史的変遷は経験しつつも，インターネット対ブロー
ドバンド振興の分岐点においてCIOの促進に差が開いた．CIOをはじめとする高度IT人材
の育成も機関によって標準化しておらず，大学院などの教育機関での育成は遅れている．
また，官民CIOの人事交流は企業と行政の組織文化の差異が足かせとなり，アドバイザー
としてのCIO補佐官制度に留まっている． 
このように，CIOが活動する環境や社会には差があることは明確である．しかし，1980
年以前の汎用コンピュータから，80 年代以降のワークステーション，90 年代のクライ
アントサーバ，そして 2000 年代の進化型クライアントサーバにみられるように情報シ
ステム形式1が発展し，業務の合理化から効率化，戦略化へと大きく変貌（第 2 章 CIO
の歴史年表参照）を遂げる中で，CIO は IT 革命が開花した当時には想像もつかないよ
うな時代と技術の変化に適応していることは想像に難くない． 
現実的に，前述した CIO の現状，歴史，問題点に関わる先行研究の結果，CIO が IT
革命によって誕生して以降，情報システムの形式や，その目的の変化に伴い，CIOの役
割は質量共に変化してきていることが判明した．当然ながら米国版，あるいは米国版を
踏襲した日本版の CIO コア・コンピタンス／学習目標は，進化する技術，経済，企業，
社会のニーズに一致しない．換言すれば，米国で現在使用されているコア・コンピタン
ス／学習目標は，現場の CIOや CIO関係者，CIO予備軍などのニーズや期待を十分に
反映しておらず，適応性や機能性があまり高いとはいえない．さらに日本では，米国版
を参考にし，日本版 CIOコア・コンピタンス／学習目標が経済産業省によって策定され
ているが，米国版 CIO コア・コンピタンス／学習目標が米国 CIO などに機能的でない
以上，日本版も日本の CIOなどにとっても理論上機能的ではない．つまり，米国版 CIO
コア・コンピタンス／学習目標は歴史的推移，地域・文化的広がりの両領域において普
遍的とはいえないのである．CIOモデルを標準化することの難しさが指摘されたように，
米国版 CIOのコア・コンピタンスは世界各国が採用することが可能な標準的機能性は低
い．実際に，コア・コンピタンスと学習目標の機能性に関して，質・量・範囲的に問題
があることが明確である．多領域，且つ広範にわたる CIO の役割を網羅すべく，CIO
コア・コンピタンス／学習目標は，すべて同列に扱われ，必須であると規定されている．
500以上の学習目標は優劣や強弱は見られず，CIOにとって現行のコア・コンピタンス
は実務上機能的ではないと言わざるを得ない． 
また，米国は他国に先駆けて官民における CIOの導入を促進し，同業者間，あるいは
官民の異なる機関でそれぞれの CIOによるベストプラクティスを利活用してきた．しか
し基本的には官民 CIOのコア・コンピタンスは異質である，というのが筆者の主張であ
る．そもそも IT管理改革法が“行政効果の改善”のための“米国政府内の IT調達など，
IT マネジメント改革”を目指しており，コア・コンピタンスは行政 CIO を主体とする
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内容であった．もちろん，コア・コンピタンス／学習目標が改定される過程のなかで，
企業 CIOを考慮した内容も包含するようになってきたが，やはり同一視するには双方の
バランスに問題がある． 
さらに，日米CIOを比較すると決定的な違いがある．それは，効果的なCIOの設置体制，
つまり専任化，兼任化の議論である．米国はほぼ100％に近い割合で専任CIOを設置して
いる．一方，日本は専任より兼任CIOのほうがはるかに多い．日米間で兼任の意味すると
ころが異なるため，本研究では日本の専任CIOとは，CIO業務に業務の3分の2以上の時間
を費やしているCIOを米国の専任CIOと同様の意味で捉えているが，筆者はCIO専任化こ
そがIT経営戦略上，兼任CIOを設置している企業や機関よりも効果があると考える． 
 
4.3. 仮説 
 
すなわち上記点をふまえ，本論文の仮説は次の通りである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
したがって，本仮説の立証結果から，最終的に「コア・コンピタンス優先モデルの構
築（岩崎モデル）」を CIO のための目標モデルとして構築し，問題解決への政策提言と
したい． 
尚，本研究における“目指すべき目標”とは，CIOが果たすべき役割となるコア・コ
ンピタンス／学習目標を意味する．一方“現実”とは，米国あるいは日本で現在使用さ
れている現行コア・コンピタンス／学習目標を意味する． 
また，“効果的”とは CIO を設置することで恩恵や利益を得ることができる，あるい
はまた，他の組織や他者との差別化が可能な状態を意味する．一方で，“非効果的”は“効
果的”と相反を意味する．具体例として後述する“防災 CIO”を一例に挙げると，緊急
時においては，危機管理並びに ICTシステムを認知した“防災 CIO”が業務復旧に最大
の効果を発揮する．“防災 CIO”を企業／行政／地方自治体に設置している場合と設置
していない場合においては，前者の方が災害復旧の面で非常に効果があり，防災力が増
加し，減災に大きな役割を果たした事例が日米で報告されている．つまり，“非効果的”
とは“防災 CIO”を設置していないために，あるいは設置していても機能的ではない場
合に，災害復旧に貢献することが出来ない状態を指す2． 
このほか，最近ではビジネス戦略やコンプライアンスに至る幅広いスキルが CIOに要
求され，IT 投資予算をはじめとする本来ならば社長やトップが遂行すべき業務を CIO
に委任する企業も増えている．こうした中で，有能な CIOを設置している企業は，設置
 
もし，CIOコア・コンピタンスと組織環境において，CIOが目指すべき目標と現実の
乖離がなければ日米ともに CIOの効果的活動は実現しやすいが，乖離が大きいゆえ，効
果的ではない． 
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していない，あるいは CIOが機能しにくい企業と比べ業績や業務の改善，コスト削減な
どの実績が紹介されている．これが CIOの役割と機能によってもたらされる“効果”で
ある． 
 
4.4. 仮説の検証方法 
 
本研究では，仮説を立証するために次の研究モデルによって検証を試みた． 
まず，米国 CIO の役割の質的変化について，米連邦 CIO 協議会が策定している時系
列データ（1999，2004，2006年）を利用し，変動要因分析を行った．次に，CIOコア・
コンピタンス／学習目標の優先順位を明らかにするために，「IT の付加価値を向上させ
るコア・コンピタンスの優先度に関するアンケート」を実施した．調査項目は，2004
年版のコア・コンピタンス 12項目，学習目標 75項目に，日本政府（経済産業省）が発
表した日本版コア・コンピタンス 1項目，学習目標 20項目を追加し，さらに筆者が CIO
に必須と考える学習目標 10 項目を追加，コア・コンピタンス計 13 項目と学習目標計
105項目をベンチマークとして優劣比較から要因分析を行った．被験者は，米国 CIO大
学ジョージ・メースン大学の受講生（全員社会人）である．被験者の詳細は巻末資料を
参考にされたい． 
次に，コア・コンピタンス 13項目／学習目標 75項目の平均値，並びに標本標準偏差
を測定した．このデータを元に，優先順位の高いコア・コンピタンスと，優先順位の低
いコア・コンピタンスを抽出し，それぞれの要因分析を試みた．この作業によって，既
存の米国版コア・コンピタンスに対する被験者のニーズや期待との差異，日本版コア・
コンピタンス／学習目標（経済産業省策定）の米国での利用の可能性が明確になる． 
また，優先的コア・コンピタンス／学習目標は，業種や売上高，IT投資決定権限の有
無，あるいは企業規模や雇用者数といった組織的なバックグラウンドによって特異性を
有するものか否か，についてフェースシートとのクロス集計を行った．とくにフェース
シートとの相関関係が高い学習目標を抽出し，多変量解析を用いて要因分析を行った．
この作業によって，CIOのバックグラウンドとコア・コンピタンス／学習目標との相関，
あるいは優先的且つ普遍的コア・コンピタンス／学習目標を解明することが出来る．そ
して，これらの結果の確からしさを明確にするために，CIO 並びに CIO 関係者に対し
てインタビュー調査を実施し，検証結果に基づく要因分析の正当性を客観的に評価した．
日本でも米国同様に CIO コア・コンピタンスの優先度に関するアンケートを実施した．
分析手法は米国と同様である．この作業によって，被験者のニーズや期待との相違点，
日本版コア・コンピタンス／学習目標の機能性が明らかになる．さらに，CIOの特徴や
進化を検証するために CIOなど主として役職者へのインタビュー調査を実施，内容をレ
ビューし，優先的且つ重要な CIOコア・コンピタンス／学習目標について平均値比較を
用いて行った． 
日米でのこれらの作業を通して，既存の日米コア・コンピタンス／学習目標に対する
被験者との現実的な差異を理解することが出来る．そして，これらの結果を踏まえ，筆
者が社会，企業，行政，組織，歴史的推移の観点から，理想的なコア・コンピタンス・
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モデルを構築し，理想と現実との乖離の縮小に努めた．筆者が構築するモデル「コア・
コンピタンス優先モデルの構築（岩崎モデル）」は第 8 章にまとめている．アンケート
調査の概要を紹介する調査用紙などは巻末に添付している．日米で調査した概要は次の
通りである． 
 
第 1回調査「ITの付加価値を向上させるコア・コンピタンスの優先度に関するアンケ
ート」をジョージ・メースン大学大学院 CIO コースの協力の下で，2006 年 3 月 18 日
に実施した．有効回答数は 80である．ベンチマークは，2004年版のコア・コンピタン
ス 12 項目，学習目標 75 項目に，日本政府（経済産業省3）が発表したコア・コンピタ
ンス 1 項目，学習目標 20 項目，さらに筆者が CIO に必須と考えられる学習目標 10 項
目を追加し，計 13 のコア・コンピタンスと 105 の学習目標の優先順位を調査した．経
済産業省のコア・コンピタンス，及び学習目標で追加した項目は，行政分野，並びに将
来の社会変化，環境，技術トレンドなどの予測，などである．筆者が追加した項目は，
①組織内外における幅広い情報ネットワークの構築，②説明責任並びに組織への周知徹
底，③組織内部，部門間での情報化成果についてのベンチマーク評価，④同業他社（組
織）との情報化成果についてのベンチマーク評価，⑤IT 投資における PDCA サイクル
の実施，⑥ユーザー部門に IT 投資対効果の定期的な報告並びに評価の義務付け，⑦撤
退ルールの策定，⑧情報公開，⑨SOX法に基づく組織内コンプライアンスの調整，⑩IT
投資評価と分析，である．これらの学習目標は，先行研究や既存のアンケート調査の対
象項目を参考に，CIOへのニーズと照合した結果，選択したものであり，既存の日米版
CIOコア・コンピタンス・学習目標には含まれていないことで独自性がある．被験者の
特性は全員社会人（専門家），平均 14年のキャリアを持つ． 
 
第 2回調査「CIO概論に関するアンケート」は，第 1回目と同様に，ジョージ・メー
スン大学大学院 CIOコースの受講生に対して，2006年 5月 25日，並びに 29日に実施
した．第 1回調査の妥当性，並びに CIOの歴史，誕生の目的，現状，問題点を明らかに
している．検証結果は，第 5章に，調査内容及び項目は巻末資料に添付している． 
 
第 3回調査「CIOコア・コンピタンスの普遍性と質的変化の諸要因に関するアンケー
ト」は，第 1回から第 2回目までの調査を受け，2006年 9月 25日に米国ジョージ・メ
ースン大学で実施した．対象者は，ジョージ・メースン大学大学院 CIOコース受講生並
びに，上記大学にて開催された「国際 CIO会議」に参加した CIO，並びに CIOに準ず
る他の役員，部長クラスである．本調査の目的は，CIOに影響を与える社会環境の要因，
並びに ITの付加価値やガバナンスの向上と CIOとの関係，SOX法によってもたらされ
る CIOへの影響などを把握することである．本研究分析の検証結果を踏まえ，日米 CIO
のコア・コンピタンスの差異，潮流，米国 CIOコア・コンピタンスの普遍性について検
証している．また，この調査結果をもとに，さらに SOX法と CIOの関係を明確にする
ために，次の検証を行った．CIO の役割が変化した要因のひとつは SOX 法の施行によ
るものであるが，現行のコア・コンピタンスは SOX 法に対応せず，機能性は低いこと
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を立証するものである．CIOの核となる 13のコア・コンピタンスから SOX法に必要と
考えられる項目を分析した．13項目とは次の通り；①政策と組織，②リーダーシップと
管理能力，③プロセスと変革の管理，④情報資源戦略・計画，⑤業務評価モデル・手法，
⑥プロジェクト管理，⑦資本計画と投資評価，⑧調達，⑨電子政府と電子商取引，⑩情
報セキュリティと情報保護，⑪全体最適，⑫技術とユーザー，⑬予測．米国 IDG“CIO 
Online”に掲載された企業 CIOの発言内容をもとに，“SOX法”対策に必要となる CIO
の役割を列挙し，優先付けを行った．調査期間は，米国 SOX法が適用された 2004年末
から現在までとした．検証結果は，第 5章でまとめている． 
 
第 4回調査「日本における CIOコア・コンピタンス優先度に関するアンケート」は，
日本において，日本版 CIOの役割を把握するために検証した．経済産業省が策定してい
るコア・コンピタンス／学修目標を評価し，2006 年 6 月 2 日に日本におけるコア・コ
ンピタンスの優先順位を把握するために実施した．調査内容及び項目は巻末資料に添付
している．有効回答数は合計 180であり，被験者は早稲田大学 CIOコース受講生，CIO
予備軍，CIOに関わる社会人，学生（内訳は社会人：61人／学生：119人）である． 
しかしながら，本結果に偏りが見られたため，対象者を CIO ならびに CIO 関係者に
限定し，再調査として，第 5回「日本における CIOコア・コンピタンス優先度に関する
アンケート」を 2007年 5月 23－25日に実施した．被験者は 9であり，CIO並びに CIO
関係者（全員社会人）である．調査項目は第 1 回調査と同様である．この結果を元に，
日本における CIOコア・コンピタンス／学習目標の優先順位を標本標準偏差で測定した．
本論文の日本のデータは本結果を活用している． 
 
次に，第 6回調査「日本における CIOの新潮流に関するアンケート（インタビュー調
査）」を実施した．これは，日本における CIO の特徴と傾向を把握するための調査であ
る．インタビュー対象者は，2003年度から開催してきた国際会議，ワークショップ，セ
ミナーに登壇した，あるいは直接インタビューを行った CIO，並びに CIO に準ずる者
に，CIO の役割，特徴，新潮流，社会環境の変化が CIO に及ぼす影響などについて質
問した．主な国際会議，セミナーは次の通りである；CIO 国際会議（2003 年 10 月 26
－28日），グローバル e-ガバナンス国際会議（2006年 6月 26－29日），第 1回 CIO経
営セミナー（2004年 2月 16日），第 2回 CIO経営セミナー（2004年 7月 13日），第 3
回 CIO経営セミナー（2005年 6月 14日），CIOフォーラム（2006年 1月 19日），国
際 CIO学会（2007年 3月 23日）． 
総数は，延べ 79名（内訳行政 12名，企業 59名，その他 8名）であり，いずれも CIO
あるいは CIO関係者である．さらにインタビュー結果から要点をまとめ，キーワードを
抽出し，標本標準偏差に基づく CIOの役割の優先順位を明確にし，結果は第 6章にまと
めた． 
 
また，第 7回調査として CIOの設置形態と企業規模の相関関係を明確にするために，
企業規模などと CIO設置の相関関係と検証し，専任化の条件を明確にした．対象企業は
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これまでにインタビューした企業（トヨタ，JR 東日本，ソニー，リコー，損保ジャパ
ン，セコム，NTTデータなど）計 23社である．これらの企業の売上高，雇用者数，利
益額，IT投資額と専任 CIO設置の相関関係を検証し，結果は第 6章にまとめた． 
 
さらに，データ分析の信憑性を高め，客観的評価となる次の 2つの社会調査（IDG『CIO 
Magazine』ならびに日経 BP『日経情報ストラテジー』）を分析の参考にした．両調査
は CIO関連の社会調査においてサンプル数並びに属性の面で十分な調査といえる．一つ
目は，CIO Magazineによる「米国 CIO実態調査」並びに「国内 CIO実態調査」であ
る．本調査は，2001年から毎年実施している．調査機関は，CIO Magazine，ドイツ証
券，アイ・テイ・アールである．被験者は，各企業の情報システム系及び経営企画系部
署の部長以上の役職者，並びに取締役者や企業 CIO，CTO，IT 担当副社長を無作為方
式で選出している．本調査の目的は，CIOの経営への傾向分析や，CIOの役割を検証す
るための調査であって，CIOが企業の中で何を期待され，どのような形で使命を遂行す
るのかを明分化することを試みている． 
二つ目は，日経 BP『日経情報ストラテジー』誌による CIO調査である．これは，毎
年秋に実施している．「日本における CIO の実態調査」や「情報化実態調査」など，年
度別，経済，景気などに合わせてテーマを変更している．本調査の実績はすでに 8回実
施している．調査機関は，日経 BP「日経情報ストラテジー」である．被験者は，東京
証券取引所第 1 部・第 2 部上場企業と主要未上場企業のうち，調査協力の承諾を得た
CIO とそれに準じるもの（情報戦略を統括している人など），情報システム担当役員で
ある．「日経情報ストラテジー」の調査では，厳密な経年比較は難しいが，年度や時代別
による CIOの役割や課題などが把握できる．しかし，上記 2つの調査は，年度毎で母体
数に差があるため経年比較が難しく，日本と米国それぞれに限定した調査であり，日米
比較ではない．また，民間企業に限定している点を鑑み，本研究調査においてはこうし
た限界点を考慮した設問を独自に作成し検証している． 
 
このように，独自のアンケート並びにインタビューによる社会調査のみならず，既存
の調査結果との比較分析を行うことによって，近視眼的な論理展開にならないよう努め
た．さらに，分析結果の客観性を追求するために，独自の調査方法による検証は，米国
CIO大学のジョージ・メースン大学の全面的な協力を得て行われている．日米比較の観
点から，同大学の CIOコース担当部長であり，教授である J.P.オーフレット氏には，多
大な協力を頂いた．また同大学 CIOコースの社会人受講生には 3度のアンケート調査な
らびに，多くのインタビューに回答して頂き，実に重要な指摘や助言を頂いた．彼らは
専門家，あるいは実務家としての視点を十分に持ち合わせており，彼等から得た有意義
なコメントや知見は本研究成果に大きな貢献を果たしている． 
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4.5. 被験者とその有効性について 
 
これまでの先行研究では，企業，あるいは行政，あるいは特定の職種に限定したデー
タ分析が主流であった．幅広いデータを収集し，確度の高い分析を行った研究は皆無で
ある．したがって，本論は，CIOのコア・コンピタンスについての事実をさまざまな比
較対象を用いて確定することを目指した． 
本研究の被験者は民間と行政の CIO のみならず CIO 予備軍や IT スタッフ，さらに
CEO や CTO など他の役職にまでレイヤーを広げた．CIO が誕生してから歴史も浅く，
先行する米国でさえその定義や機能が確立していない．そのためあらゆる組織の CIOに
とって価値の高いコア・コンピタンスを検証するためには，こうした組織形態や役職を
差別化しない広範に跨るデータが有効的であると考える．したがって，本論はサンプル
の多様性に重視した．本研究のコアとなる検証方法の被験者は，米国の場合，CIO大学
大学院に在籍する CIO 予備軍や現役 CIO を対象とした．またデータの信憑性を高める
ために，属性を限定せず，他の役職者や専門家，有識者の意見もインタビュー調査など
で収集した．このことから，本研究の調査分析は信頼性の高い分析結果であると考えて
いる． 
現時点では最も定着していると考えられる米国版のコア・コンピタンスが果たして普
遍的なものか否かを，日本のみならず ASEANと比較して調査した結果も補足として付
け足した．そして，日本，米国，ASEAN諸国で求められる CIOのコア・コンピタンス
に存在する相違とその背後にある要因についても分析を加えている． 
 
4.6. 本研究の新規性 
 
本研究は CIO コア・コンピタンス進化の日米比較分析である．米国の CIO事情や既
存の事例と日本のそれらとの比較研究を行うことなしに日本における CIOのコア・コン
ピタンスの潮流を理解することはできない．ゆえに，意外にもこれまで調査研究が乏し
い新しい領域である CIOコア・コンピタンスが誕生してから現在に至るまでのプロセス
と変遷，あるいは優先的とされるコア・コンピタンスを明確にし，その進化と，理想と
現実との矛盾点を日米比較の観点で論及した．少なくとも，筆者の知る限り，且つ国際
CIO 学会の調査ではこうした意味における日米比較の CIO コア・コンピタンスに関す
る調査は例がない． 
本研究は，CIOの骨格とも言うべきコア・コンピタンスの観点から，米国にはその評
価を，日本にはその重要性を説き，特に CIO不足が深刻な日本企業，行政への早急な対
策の必要性を示唆している．CIO関係の資格化をはじめとする法整備の確立，また，IT
投資効果の測定，そして，CIO並びに CIO予備軍などの高度 IT人材育成の重要性を説
く． 
CIO のコア・コンピタンスといっても，単なる IT と経営の融合，情報管理や情報戦
略，リーダーシップなどで集約できるほど単純ではない．それは日米で公表されている
コア・コンピタンス／学習目標の既成事実によって明らかである．したがって，本研究
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では，独自に構築した「コア・コンピタンス優先モデルの構築」を提言とし，日米での
既存のコア・コンピタンス／学習目標と現場との差異，理想モデルとの矛盾点や問題点
についても言及した． 
このように，本研究は，IT 革命や SOX 法の施行などによって変化を受けた CIO と
CIOコア・コンピタンスの相関関係を明示し，既存のコア・コンピタンスの評価と普遍
性の追求を初めて行った国際比較研究分析である． 
さらに，CIO の先駆的役割を演じる米国と日本版 SOX 法（金融商品取引法）施行に
基づく，多数の CIOが急遽必要となる日本との比較分析を世界で初めて行っている．情
報社会における CIOの職務がますます広範囲にわたり，深層化する今後に新たな指針を
与えている．本論文のエッセンスである「コア・コンピタンス優先モデルの構築」は 2006
年 9月に米国 CIO大学のジョージ・メースン大学での国際 CIO学会で発表され，その
後の各国の評価・検討を踏まえ，2007 年 4 月 28 日の APEC 主催 CIO 研修会議にて 3
人の共同議長の会議にてモデル化採用が合意された．仮説を検証する第 5 章以降にて，
各種データの分析から生じた共通項，相違点，特異性を整理分析している． 
 
 
 
                                                  
1 坂田淳一，鈴木勝博，細矢淳“あたらしい IT投資評価フレームワーク策定に向けたマ
ルチメソッド・アプローチにもとづく研究”国際 CIO学会ジャーナル 2007，P.37 
2 筆者が研究している「防災 CIO」の設置効果については，“「防災 CIO」システムの確
立と有効性の研究”：小尾敏夫，岩崎尚子「GITS／GITI 紀要 2005－2006」（p.219-225）
2006年 7月 31日発行にまとめている． 
例えば，“ユネスコ国際共同研究プロジェクトの一端を紹介しているが，本論を通して，
仮説の通り，「防災 CIO」は日米事例及びアンケート調査によって，あらゆる災害，緊
急時において果たす役割は大きいことが実証された．特に，業務復旧の面においては，
CIOの設置有無によって被害規模や，復旧スピード，市民や顧客への信頼性，等の面で
差が生じると理解できた”など． 
3経済産業省商務情報政策局情報政策課『平成 15年度情報経済基盤整備 情報システム
の政府調達の高度化に関する調査研究』
http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/ea/data/report/r5/ 2003年 
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第５章 検証による米国型 CIOコア・コンピタンスの特徴 
 
 
5.1. 米国における優先的 CIOコア・コンピタンス 
 
本節では，米国 CIOの優先的コア・コンピタンス／学習目標を検証するために，2006
年 3 月 18 日に米国 CIO 大学のひとつであるジョージ・メースン大学大学院（George 
Mason University ） の CIO コ ー ス （ Information Systems and Operations 
Management）受講生 80人に第 1回調査「ITの付加価値を向上させるコア・コンピタ
ンスの優先度に関するアンケート」を実施した（サンプル数 80，回収率 100％）．被験
者の属性は次の通りである． 
 
 
役職
 その他
44%
 マネージャー級
40%
 部長級
13%
 無回答
3%
 
図 6 被験者の役職について 
Fig. 6 The examinee’s position 
出典；筆者作成 
 
被験者の属性は，マネージャークラスが 40％，部長クラスが 13％であり，その他に
分類される役職は，主に CEO，CTO，システムアナリスト，スーパーバイザー，SE，
コンサルタントも含まれる．何れも CIO予備軍としての位置付けである． 
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業種
航空宇宙/防御請負業者
18%電気通信/電力/ガス　4%
政府/連邦機関(軍事関係含
む）　15%
無回答　14%その他　13%
金融/銀行/会計　9%
コンピューター製造/周辺機
器/システムネットワークイ
ンテグレーター　5%
コンサルティング　5%
教育　4%
ヘルスケア/製薬/医療サー
ビス　3%
インターネットサービスプロ
バイダー　3%
政府(州/地方）　3%
保険　1%
調査/研究　3%
 
図 7 業種について 
Fig. 7 A line of category of business  出典；筆者作成 
業種に関しては，航空宇宙／防御請負業者が 18％，政府／連邦機関（軍事関係含む）
15％，金融／銀行／会計 9％，コンピュータ製造／周辺機器／システムネットワークイ
ンテグレーターが 5％，コンサルティングが 5%，教育，電気通信／電力／ガスが 4％，
インターネット・サービス・プロバイダー，ヘルスケア／製薬／医療サービス，政府（州
／地方），調査／研究が 3％，保険が 1％という構成になっている． 
IT投資予算などの決定権限の有無について
無回答
3%
ない　45%
ある　52%
 
図 8 IT投資予算などの決定権限の有無について 
Fig. 8 The Authorization to decide IT investment 出典；筆者作成 
IT 投資予算などの決定権限の有無については，決定権限を持つものが 52％，持たな
いものが 45％，であった．最近は，CIO予備軍の位置づけでも IT投資予算の決定権限
を持つ者が半数以上いることが分かる． 
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雇用者数について（単位；人）
40,000以上
22%
500-999
17%
1,000-4,999
13%
500以下
11%
20,000-29,999
10%
10,000-19,999
9%
5,000-9,999
8%
無回答
5%
30,000－39,999
5%
 
図 9 雇用者数について  
Fig. 9 Number of Payrolls  
出典；筆者作成 
雇用者数については，40,000人以上が 22％と，大企業，連邦政府に勤める被験者が 2
割以上いる． 
レポートラインについて
その他　70%
CIO　14%
CEO　6%
COO　6%
無回答　3% CFO　1%
 
図 10 CIOのレポートラインについて 
Fig. 10 Report line of CIOs 
出典；筆者作成 
レポートライン（誰に報告するか）について調査した結果，CIOが 14％，CEO，COO
が 6％，CFO が１％であった．その他に関しては，副社長，CTO，CISO など他役員，
部長，プログラムマネージャー，となっている．組織における高い役職に報告している
ことから，CIOの位置づけも高いと判断できる． 
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企業規模
0.005兆円以下
18%
0.1兆-0.49兆円
14%
無回答
14%
0.5兆-0.99兆円
10%
0.01兆-0.049兆円
9%
4兆円以上
9%
0.01兆-0.049兆円
8%
0.005兆-0.0099兆円
5%
1兆-1.49兆円
5%
3-4兆円
3%
1.5-2.99兆円
5%
  
図 11 企業規模について 
Fig. 11 The size of enterprise 
出典；筆者作成 
 
 企業規模については，50億円以下が 18％，1,000－4,999億円が 14％，5,000－9,999
億円が 10％，100－499億円が 9％と続く． 
IT投資額
増加した
58%
ほぼ変わらない
21%
減少した
15%
無回答
6%
 
図 12 IT投資額について 
Fig. 12 The Amount of IT investment 
出典；筆者作成 
 
IT 投資額については，「前年度と比較して増加した」という回答者が 58%，「ほぼ変
わらない」という回答者が 21％，「減少した」という回答者 15%がであった．IT投資額
が増加している企業が半数を超えている． 
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次に，米国 CIOコア・コンピタンスの優先順位を検証するための調査項目には，CIO
コア・コンピタンス 13 項目，学習目標 105 項目を利用し（具体的な調査項目は巻末資
料を参照），各項目を 4段階評価で優先順位を検証した（4段階調査の有効性については
第 5 章“＊平均値並びに標本標準偏差のデータの有効性について”に記載している）．
調査を実施した時期が 2006年版発表前の 2006年 3月（2006年版は 06年 12月に発表）
であったため，第 2 回改訂版の 2004 年度のコア・コンピタンスと学習目標を基準に調
査項目を作成した． 
はじめに，コア・コンピタンス 13項目の優先順位をみていきたい．2006年 3月の時
点で，米国 CIOのコア・コンピタンスの優先順位は，図 13の通りとなった．最も重要
とされるのは，「情報資源戦略・計画」で 3.37，次が「政策と組織」で 3.06，そして「プ
ロセス・変革の管理」が 3.03 と続く．また，上限値（3.37）と下限値（「資本計画と投
資評価」で 2.75）の差は，0.62である． 
 
CIOコア・コンピタンスの平均値（優劣比較）
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図 13 優先順位の高いコア・コンピタンス 
Fig. 13 The top priorities of CIO core competencies 
出典：「IT 付加価値を向上させるコア・コンピタンスの優先度に関するアンケート」小尾・
岩崎（2006年） 
 
本調査では，サンプルの属性；役職，業種，位置付け，IT投資など決定権の有無，企
業（組織）規模，売上高，で差別化せず，全体の特徴を把握するために，平均値でコア・
コンピタンスの優先順位を測定した．表 8は，コア・コンピタンスの優先順位を平均値
で比較し，降順にまとめたものである． 
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表 8 優先的コア・コンピタンス 13項目 
Table 8 The top priorities of CIO Core competencies 
優先順位 コア・コンピタンス 平均値 
1 情報資源戦略・計画 3.372 
2 政策と組織 3.064 
3 情報セキュリティと情報保護 3.031 
4 プロセス･変革の管理 3.029 
5 プロジェクト・マネジメント 3.026 
6 業務評価モデル・手法 2.990 
7 リーダーシップと管理能力 2.973 
8 技術とユーザー 2.905 
9 予測 2.863 
10 EA 2.853 
11 電子政府と電子商取引 2.821 
11 調達 2.821 
13 資本計画と投資評価 2.754 
出典：筆者作成 注；小数点第 4位は四捨五入した． 
 
行政分野において CIOは電子政府推進の要とされるが，調査結果からは電子政府・電
子商取引に関するコア・コンピタンスの重要性は低いことが明らかである．因みに調査
対象者（詳細は巻末資料を参照）の中で航空宇宙／防御請負業者が 18％でもっとも多く，
次に政府・連邦機関（軍事関係含む）が 15％，金融／銀行／会計が 9％，そしてコンピ
ュータ製造／周辺機器／システムネットワークインテグレーター5％，と続くことから，
電子政府・電子商取引関係の優先順位は高いと予測されるが，結果的には異なる結果と
なっている． 
また，9 位の「予測」に関しては，既存の米国版コア・コンピタンスの 2004 年版に
も，2006年版にも策定されていない．経済産業省が発表している日本版コア・コンピタ
ンスに追加されたコア・コンピタンスであり，果たして米国でも同様に必要か否かを調
査するために追加した．結果的に CIOにとっては「資本計画と投資評価」，「電子政府関
連」，「調達」などよりも「予測」は重視されることが分かった． 
 
5.2. 優先的な学習目標 
 
次に上記のコア・コンピタンスをさらに細分化した学習目標の優先順位を見ていきた
い．米国 CIO コア・コンピタンスには 75 項目の学習目標が設定されている．それに，
経済産業省が発表している日本版の学習目標 20項目，そして独自に筆者が学習目標 10
項目を追加して，合計 105 の学習目標の優先付けを行った（対面調査）．学習目標の優
先順位は，表 9 の通りである． 
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コア・コンピタンスと同様に，105項目の学習目標を 4段階評価し，平均値，並びに
標本標準偏差値を測定した．平均値は，各学習目標の合計得点をサンプル数 80 で割っ
たものである．標本標準偏差値の抽出には，エクセル統計 2006 を使用した．尚，本論
で使用している多変量解析などの数式は，巻末に添付している． 
 
＊平均値並びに標本標準偏差のデータの有効性について 
 
本研究の米国調査においては 4段階で評価した．4段階評価のうち， 
 1；組織において CIOが ITマネジメントの効果，膨大な IT投資のコスト削減，業
務改革，全体最適化を図るうえでまったく必要なスキルではない， 
 2；組織において CIOが ITマネジメントの効果，膨大な IT投資のコスト削減，業
務改革，全体最適化を図るうえでそのスキルの重要性は低い， 
 3；組織において CIOが ITマネジメントの効果，膨大な IT投資のコスト削減，業
務改革，全体最適化を図るうえでそのスキルの重要性は大きい， 
 4；組織において CIOが ITマネジメントの効果，膨大な IT投資のコスト削減，業
務改革，全体最適化を図るためには必要不可欠なスキルである 
の 4つに分類した． 
 
4 段階評価の結果，平均値，並びに標本標準偏差値を測定した．4 段階評価ゆえに回
答結果の差異はあまり明確ではない．しかしながら，微細な差異と調査データの有効性
を証明するために，日本では同様の調査を 8段階評価で実施した．（結果は，第 6章「日
本における優先的 CIOコア・コンピタンスと学習目標」“表 17．CIOに必要とされる学
習目標優先順位”に記載している）． 
8段階評価による各項目の差異は 4段階評価よりも明確であり，米国でも 8段階評価
を実施したと仮定した場合，日本以上にサンプル数（被験者の数）も多いため，より鮮
明な分析データが得られると考える．したがって，4 段階であってもデータの有効性は
十分にあるとみなしている． 
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表 9 CIOに必要とされる学習目標優先順位（米国） 
Table 9 The Priority of the Learning Objectives for CIOs in US 
優先
順位 
学習目標 平均値 標本標準偏差
1 ＊IT予算管理 3.59 0.81 
2 プライバシーとセキュリティ 3.50 0.98 
3 (技術，法規類，その他各種要因の動向に関する)情報の
管理 
3.45 1.02 
3 ＊情報システムマネジメント 3.45 0.98 
3 ＊情報技術のマネジメント 3.45 0.81 
6 情報システムの脅威と脆弱性 3.41 0.99 
6 IT計画の方法論 3.41 0.82 
8 危機管理計画 3.39 0.97 
9 任務・組織・機能・政策・手順（情報部門のトップと
しての CIOの役割と組織全体の経営幹部としての CIO
の役割） 
3.38 0.92 
10 EAの機能とガバナンス 3.36 0.93 
11 IT投資の意思決定における EAの利用 3.35 0.92 
12 最先端技術 3.34 0.97 
12 上級幹部，CIO，職員，その他関係者のそれぞれの役割・
技能・責任の明確化 
3.34 0.94 
12 e-政府，e-ビジネス，e-コマースの出現に伴うビジネス
戦略上の課題と変化 
3.34 0.93 
15 ＊予算策定と執行 3.33 1.04 
15 優秀な IT要員の確保・維持方法 3.33 1.02 
17 ＊情報セキュリティの実行計画 3.31 0.96 
17 IT計画実施における現有 IT資源の能力評価分析 3.31 0.89 
17 ナレッジ・マネジメントの理論と実績 3.31 0.84 
20 コアとなる EAの概念 3.30 0.92 
20 ITにおける成功度の評価法 3.30 0.86 
22 プロジェクトのリスク管理 3.28 0.93 
23 情報システムへの侵入や誤用に対応する標準手順 3.26 0.98 
24 各種 IT投資を選別するための評価方法 3.25 0.95 
24 EAモデルの理解や解釈 3.25 0.89 
26 経営トップ，COO(最高執行責任者)，CIO，CFO(最高
財務責任者)の間の相互連携 
3.24 1.07 
26 EAのための評価手法 3.24 0.97 
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優先
順位 
学習目標 平均値 標本標準偏差
26 組織間における IT機能分析 3.24 0.93 
29 費用対効果・経済性・リスク分析 3.23 1.04 
29 任務目標遂行と予算策定の整合性 3.23 0.97 
31 セキュリティ強化手法 3.21 0.96 
31 経営者とエンドユーザーに関する法的・政治的課題 3.21 0.9 
33 EAの発展と維持 3.20 0.95 
33 プロセス管理・統制の手法・モデル 3.20 0.88 
35 ベストプラクティスの収集と活用 3.19 1.01 
35 セキュリティの基本原則とベストプラクティス 3.19 0.98 
35 ITレビュー・監査プロセスの管理 3.19 0.94 
38 IT管理体制の構築と技術専門職員の育成方法 3.18 1.04 
38 データ管理 3.18 0.88 
40 コミュニケーション方法の業界標準と実践 3.16 0.88 
41 プロジェクトの時間・費用・成果の管理 3.15 1.01 
41 新システムのモニタリング・評価法 3.15 0.94 
43 モニタリング・評価の手法 3.14 1.00 
43 組織発展・変革の手法・モデル 3.14 0.98 
43 ＊日常業務において利用される技術習得 3.14 0.96 
46 情報配信技術(インターネット・イントラネット・キオ
スクなど) 
3.11 0.95 
47 法・規制管理(ITマネジメント改革法，政府業績成果法
＝GPRA=などの行政改革関連法規の習熟 
3.10 1.18 
47 ＊コミュニケーション 3.10 1.11 
47 プロジェクト範囲・要件の管理 3.10 1.05 
47 ＊技術トレンドの予測 3.10 0.99 
51 統合的なプロジェクト管理 3.09 0.97 
51 BPRのモデル・手法 3.09 0.9 
53 協力関係やチームの構築能力 3.06 0.93 
53 プロジェクトの品質管理 3.06 0.9 
55 IT調達のベストプラクティス 3.05 0.93 
56 システムのサイクルマネジメント 3.04 1.05 
56 リスク管理のモデル・方法 3.04 1.04 
56 投資レビューのプロセス 3.04 1.02 
56 投資分析のモデル・方法 3.04 0.97 
60 要員の能力査定(基準・資格・業績評価) 3.03 1.02 
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優先
順位 
学習目標 平均値 標本標準偏差
61 ビジネス・ケース分析 3.01 1.0 
62 連邦政府の意思決定・政策立案プロセス，予算編成・
執行プロセス 
3.00 1.18 
63 人事・業績管理方法 2.99 1.0 
64 ＊サービス・レベル・アグリーメント 2.98 1.11 
64 有効な業績測定法の定義・選択法 2.98 0.94 
66 ＊ベストプラクティスの収集と活用 2.94 1.08 
66 ＊プロジェクト・マネジメントの概要把握 2.94 0.92 
68 政府機関相互にわたるプログラム，政策，プロセス 2.93 1.1 
68 プロジェクトの調達管理 2.93 1.04 
68 ＊システム監査 2.93 0.96 
71 ＊ソフトウェア経営 2.91 0.97 
72 品質改善のモデル・手法 2.90 0.92 
72 実績評価を含む IT契約管理モデル・方法 2.90 0.91 
74 ソフトウェア開発 2.88 1.1 
74 ウェブサイト構築戦略 2.88 0.99 
76 業績評価の実例と基準 2.84 0.95 
77 IT業務的価値と顧客満足度の評価法 2.83 1.18 
77 合理的かつ統一的な調達方法論 2.83 0.98 
79 ＊＊IT投資評価分析 2.80 1.52 
79 ＊官民の役割分担の明確化 2.80 1.11 
81 ＊供給計画と評価 2.75 1.06 
81 ＊アクセシビリティやユーザビリティの基本原則 2.75 1.06 
83 代替機能の選別方法論 2.74 0.92 
84 顧客・市民向け情報提供サービス 2.70 0.99 
85 パソコン・ツールを習熟するための学習計画 2.69 1.07 
86 ユーザー調査の作成・管理・分析方法 2.68 1.08 
87 ＊社会変化の予測 2.66 1.05 
87 モデリング・シュミレーション用のツール・手法 2.66 0.98 
87 調達における代替モデルの選別 2.66 0.9 
90 連邦政府・州・地方をつなぐ横断プロジェクトにおけ
る連携 
2.65 1.07 
90 ＊政府・自治体の仕組み 2.65 1.06 
92 ＊＊情報公開 2.64 1.41 
92 ＊ユーザーの状況の把握 2.64 1.03 
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優先
順位 
学習目標 平均値 標本標準偏差
92 サプライチェーンの問題 2.64 0.9 
95 社会的課題(個人情報保護・デジタル・デバイドなど) 2.63 0.99 
96 ＊社会環境の把握 2.55 0.94 
97 ＊＊SOX法に基づく組織内コンプライアンス調整 2.53 1.58 
98 ＊＊同業他社との情報化成果のベンチマーク評価 2.49 1.38 
99 機動的価格設定（無料と有料の線引きの仕方など） 2.41 1.04 
100 ＊＊組織内外における幅広い人脈の構築 2.30 1.68 
101 ＊＊IT投資における PDCAサイクルの実施 2.28 1.41 
102 ＊＊ユーザー部門に IT投資対効果の定期的な報告・評
価の義務付け 
2.16 1.33 
103 ＊＊組織内部門間での情報化成果についてのベンチマ
ーク評価 
2.13 1.60 
104 ＊＊撤退ルールの策定 2.09 1.35 
105 ＊＊説明責任並びに組織への周知徹底 1.56 1.81 
出典；筆者作成 
資料；2004年版の米国版 CIOコア・コンピタンスの学習目標の全 75項目に，日本政府（経済産業省）
が発表した学習目標 20 項目（＊），筆者が CIO に必須と考えられる学習目標 10 項目（＊＊）を追加
し，合計 105項目の学習目標をベンチマークとして優劣比較を統計解析手法で行った． 
 
はじめに，105項目の優先順位の検証結果によって得られた新潮流は次の通りである．
米国 CIOはリスク・マネジメントに注力している．セキュリティやリスク・マネジメン
ト，自然災害への対策に関する項目が上位 10項目中，3項目も占めている．具体的には，
105 項目中第 2 位の“プライバシーとセキュリティ”（平均値 3.5），第 6 位の“情報シ
ステムの脅威と脆弱性”（平均値 3.41），第 8 位の“危機管理計画”（データのバックア
ップ，災害復旧プランなどの緊急プラン）（平均値 3.39）である． 
近年，米連邦政府も情報セキュリティ予算を 2004年度の約 42億ドルから 2007年度
は 52億ドルにあげている．また，米連邦政府は，2005年 4月 15日に「セキュリティ」，
「EA」，「IT マネジメント」を重要課題として OMB Memoranda に明記している．そ
して，同年 8月 30日に各省庁は重要な IT能力やスキルのギャップを埋めるための計画
案を策定して OMBに提出し，CIO協議会はとくに「情報セキュリティ」「ITアーキテ
クチャー」を重要スキルとして選定した1．セキュリティに関する学習目標は CIO が誕
生した頃にはまったく CIOの役割として認識されていなかった．あるいは情報セキュリ
ティの概念そのものも存在していなかったといえよう．1999年版では，コア・コンピタ
ンス「9.技術」の中に，“9.4セキュリティ対策，災害対策，ビジネス（業務）継続計画”
が記載されているが，それ以外に，情報セキュリティに関連する項目は全く存在しなか
った．これは 2004 年版に関しても同様であり，「10.情報セキュリティと情報保護」に
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おいて“情報システムの脅威と脆弱性”がはじめて追加された以外は，プライバシーや
危機管理計画に関する項目は策定されていなかった． 
情報セキュリティが重視されるようになった最大の要因は，昨今の自然災害やテロ，
SOX 法の施行，ガバナンスの強化などによる社会背景や環境の変化である．米国では
Y2K（2000年），米国同時多発テロ（2001年），米国南部を襲ったハリケーン・リタや
カトリーナ（2005年）などによる人的，物理的災害に見舞われてきた．こうした災害を
機に緊急時におけるハード・ソフトの両側面からリスク・マネジメントとして業務継続
計画（Business Continuity Plan；以下 BCP）やリスクマネジメントプランを策定する
企業が増加した．災害時の早急なコミュニケーション体制の確立とバックアップ対策を
強化する企業も増えた．災害後の業務復旧で成果を挙げた CIO が脚光を浴びた．また
CIOを設置している企業とそうでない企業では，災害後の業務継続や復興計画のスピー
ドに大きな差が生じたことが報告されている．ベストプラクティスとしては，イースト
マン･コダック社のジョン・チアザ CIO，ウォルマートのケビン・ターナーCIO，アエ
イエス･インターネット・アンド・テレフォンのジョシュ・ハート CIOである． 
情報システム部門に災害対策の根幹を置き，その他の各事業部門に対する徹底的な教
育を施すことによって被害復旧や効果をサプライ・チェーン・マネジメントにのせて伝
授するイーストマン・コダック社の先進事例はジョン・チアザ CIO の采配による2．ま
た「9.11」同時多発テロ以降，災害予防策に投資の 8割を投入し，サプライ・チェーン
と在庫管理の継続的な業務を遂行するための企業システムへの侵入検知や，ストレージ
管理など新技術を導入すること3が，世界最大規模の小売業ウォルマートの成長戦略を支
える，とウォルマートのケビン・ターナーCIOは言及する．ターナーCIOは開発や戦略
費を縮小させても，セキュリティ対策に費やす決断をすると主張している．アエネイス・
インターネット・アンド・テレフォンのジョシュ・ハート CIOは，設立時から緊急事態
対応計画を策定し，毎年災害復旧戦略を CIOの元で強化してきた．そして，いくつか考
えられる被害の中から，竜巻への災害対策が最重要であると判断した結果，「共有」「分
散」「バックアップ」を基本にし，それぞれ 3 つの側面から問題対処する対応策を講じ
た4．技術，マネジメント，予算管理，コミュニケーション，などに精通している CIO
が，防災対策の一環として CIOが労力とコストを注ぐことによって，減災対策の一助と
なっている． 
そのほか，技術の分野に関して最新版のコア・コンピタンスの重要性は理解できたが，
学習目標の優先順位ではそれほど高くなく，連邦政府が公表（期待）するコア・コンピ
タンス／学習目標と，現場 CIO のニーズとは異なると理解した．しかし，CIO にとっ
て技術スキルは重要であることは当然であり，「技術」の中にも重要度の高いものとそう
でないものが散在していると判断した．CIOにとって「技術」スキルの重要性について
調査した結果が図 14の通りである． 
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図 14 CIOにとっての「技術」スキルの重要性 
Fig. 14 The importance of “Technology” skill for CIOs 
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グローバルな拡張と戦
略 11%
新技術の導入 6%
サプライチェーンマネジ
メントの自動化／最適
化 4%
新技術の概念の理解
2%
メタ的視点に基づく技
術リスクの把握 1%
システムとビジネス・プロセスの統合／改善 ITアーキテクチャの設計／効率化
データのセキュリティと完全性の確保 グローバルな拡張と戦略
新技術の導入 サプライチェーンマネジメントの自動化／最適化
新技術の概念の理解 メタ的視点に基づく技術リスクの把握
電子商取引の対応強化
 
出典；第 2回 CIOアンケート調査に基づき筆者作成 
 
この調査結果から CIOは，システムとビジネス・プロセスの融合や全体設計，効率化
を重要と考えている．CIOにとって「技術」は基本的スキルの一つである．効率的な IT
経営を行うためには IT アーキテクチャーの設計や効率化が重視されるべき，という回
答の高さからも伺える．検証結果を裏付ける要素として，たとえば，米国の CIO大学に
認定されているジョージ・メースン大学の J.Pオーフレッド教授は技術回帰とビジネス
戦略の重要性を指摘している．世界の大学ランキングで 23 位に位置する欧州の工科大
学，スイス工科大学のマーシャス・フィンガー教授も CIO の役割が技術経営（MOT）
の重要性について言及している． 
次に，学習目標の優先順位から，平均値のみならず，標本標準偏差値も含めた検証を
行った．学習目標のうち，最優先項目は“IT予算管理”（平均値 3.59／標本標準偏差 0.81）
であった．一方，最下位は，“説明責任並びに組織への周知徹底”（平均値 1.56／標本標
準偏差 1.81）であった．平均値の差は 2.03である．このことから，米国版 CIO学習目
標は優先すべきものと，そうでないものに二分されることが明白である．つまり，現場
の CIO などが期待する学習目標の優先順位を無視し，全ての学習目標が同質に扱われ，
CIOの必須スキルとして捉えられていることに問題がある．CIOコア・コンピタンス／
学習目標には，項目によって優劣があることから各項目には強弱をつける必要がある．
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CIOなどにとって，必要な学習目標と必要でない学習目標の集中と選択は円滑な業務推
進のためにも有益であると考える．この作業を行うことで，必要不可欠な学習目標の能
力レベルを向上させることが可能になる．次節からは本分析結果に基づく CIOコア・コ
ンピタンス／学習目標について具体的に述べていく． 
 
5.3. 優先的学習目標を決定付ける要因 
 
本章 5.1. ならびに 5.2.で，第 1回目の優先的コア・コンピタンス調査の結果，コア・
コンピタンスと学習目標を，重要度，非重要度に大別することができた．本節では，平
均値と標本標準偏差を利用して米国での被験者が日本版学習目標に対してどのように認
識しているかを検証した．まず，調査結果を次のように 4つに分類した；①平均値は高
く，標本標準偏差が低い学習目標（被験者のほぼ全員が重要であると認識している），②
平均値が低く，標本標準偏差が低い学習目標（被験者のほぼ全員が非重要と認識してい
る），③平均値が高く，標本標準偏差が高い学習目標（被験者のほぼ全員が重要と認識し
ているが，回答にばらつきあり），④平均値が低く，標本標準偏差が高い学習目標（被験
者の多くは非重要と認識しているが，回答にばらつきあり）（表 10）． 
 
表 10 検証結果に基づく CIOコア・コンピタンス／学習目標の機能性 
Table 10 The functionality of CIO core competencies and learning Objectives based on 
the questionnaires 
 平均値（高） 平均値（低） 
標本標準偏差
（低） 
①（理想的 CC＝重要 CC） 
被験者のほぼ全員が重要と認識 
②（必要性低） 
被験者のほぼ全員が非重要と認
識 
標本標準偏差
（高） 
③（機能性に問題） 
被験者のほぼ全員が重要と認識
しているが，回答にばらつきあり
④（機能性に問題） 
被験者の多くは非重要と認識し
ているが，回答にばらつきあり 
 
注 1；CCはコア・コンピタンスの略 
出典；筆者作成 
 
これらの 4分類の中で，④平均値が低く，標本標準偏差が高い学習目標（被験者の多
くは非重要と認識しているが，回答にばらつきあり）について検討したい．これらの学
習目標は，被験者の多くは非重要と認識しているが，必ずしも全員が非重要であると認
識しているわけではない．この学習目標は表 11 の通りである．この学習目標のほとん
どは優先順位の下位 20位付近にランクする項目である．
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表 11 被験者の意見が分かれる学習目標 
Table 11 The Learning objective which has response variance 
優先 
順位 
学習目標 平均値 
標本標
準偏差 
80 ＊官民の役割分担の明確化 2.80 1.11 
81 ＊供給計画と評価 2.75 1.06 
82 ＊アクセシビリティやユーザビリティの基本原則 2.75 1.06 
83 代替機能の選別方法論 2.74 0.92 
84 顧客・市民向け情報提供サービス 2.7 0.99 
88 モデリング・シュミレーション用のツール・手法 2.66 0.98 
86 ユーザー調査の作成・管理・分析方法 2.68 1.08 
90 連邦政府・州・地方の横断プロジェクト連携 2.65 1.07 
92 ＊＊情報公開 2.64 1.41 
93 ＊ユーザーの状況の把握 2.64 1.03 
94 サプライ・チェーンの問題 2.64 0.9 
95 社会的課題 2.63 0.99 
96 ＊社会環境の把握 2.55 0.94 
97 ＊＊SOX法に基づく組織内コンプライアンス調整 2.53 1.58 
98 ＊＊同業他社との情報化成果のベンチマーク評価 2.49 1.38 
100 ＊＊組織内外における幅広い人脈の構築 2.3 1.68 
101 ＊＊IT投資における PDCAサイクルの実施 2.28 1.41 
102 ＊＊ユーザー部門に IT投資対効果の定期的な報告評価義務 2.16 1.33 
103 ＊＊組織内部門間での情報化成果のベンチマーク評価 2.13 1.6 
104 ＊＊撤退ルールの策定 2.09 1.35 
105 ＊＊説明責任並びに組織への周知徹底 1.56 1.81 
資料；筆者作成 
注１；＊は経済産業省作成の学習目標である． 
注 2；＊＊は筆者が独自に作成した学習目標である． 
注 3；優先順位は前傾の 105項目の優先順位に該当する． 
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図 15 機能性に問題がある学習目標（1） 
Fig. 15 Ineffective Learning Objective 1 
 
図 15 によると，コア・コンピタンス「１．政策と組織」の学習目標“組織内外にお
ける幅広い人脈の構築”は，平均値 2.30，標本標準偏差値が 1.68 であり，他の学習目
標に比べて機能面で劣る．つまり，被験者の多くは重要ではないと判断しているが，一
部重要であると回答する被験者もおり，ばらつきが見られる． 
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図 16 機能性に問題がある学習目標（2） 
Fig. 16 Ineffective Learning Objective 2 
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図 16 も同様に機能性の問題がある学習目標の 2 つ目の事例である．コア・コンピタ
ンス「2.リーダーシップと管理能力」における学習目標“説明責任並びに組織への周知
徹底”は，平均値が 1.56，標本標準偏差値が 1.81 であった．この場合は，被験者のほ
とんどが重要ではないと回答しているが，一部例外がいることを意味している． 
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図 17 機能性に問題がある学習目標（3） 
Fig. 17 Ineffective Learning Objective 3 
出典；図 15,16,17は第 1回調査結果から筆者作成 
 
コア・コンピタンス「7．本計画と投資評価」（図 17）に関して，特に有効性評価が分
かれることが一目瞭然である．つまり，平均値も低く，且つ被験者のばらつきも大きい．
これは，被験者が 7.0のコア･コンピタンスに含まれる学習目標のうち，“連邦政府・州・
地方をつなぐ横断プロジェクトにおける連携”，“IT 投資における PDCA サイクルの実
施”，“ユーザー部門に IT 投資対効果の定期的な報告・評価の義務付け”，“社内部門間
での情報化成果についてのベンチマーク評価”，“撤退ルールの策定”，“同業他社との情
報化成果のベンチマーク評価”に関してあまり注力しておらず，被験者によって重要か
否かの賛否が分かれることを意味している． 
 
 
米国版 CIOコア・コンピタンス／学習目標の機能性の検証 
 
米国版の CIO コア・コンピタンスに対して，現場の CIO が期待するコア・コンピタ
ンス／学習目標には差異がある．日本版コア・コンピタンスを意味する（＊；経済産業
省追加分）（＊＊；筆者追加分）が，優先的コア・コンピタンス／学習目標の下位に属
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していることから理解できる．つまり，今回の被験者は，米国版は十分な内容であるこ
とを認め，日本版コア・コンピタンス／学習目標は米国の CIOなどにとって内容が異質
であったか，あるいは米国版に日本版コア・コンピタンス／学習目標の概念がなかった
ためか，のいずれかの理由によって，日本版の評価が相対的に低くなっていると言及で
きる．尚，調査の段階で，日本版／米国版のコア・コンピタンス並びに学習目標は被験
者に知らせていないことを付記しておく． 
しかし，優先的コア・コンピタンスの上位項目に再度目を転じると，上位 20 項目の
うち，“IT 予算管理”，“情報システムマネジメント”，“情報技術のマネジメント”，“予
算策定と執行”，“情報セキュリティの実行計画”が含まれる．これらは，日本版コア・
コンピタンス／学習目標で，いずれも経済産業省あるいは筆者が作成し追加した内容で
ある．つまり，今回の被験者は現行の米国版コア・コンピタンス／学習目標は不十分で
あり，新たに追加した日本版コア・コンピタンス／学習目標の項目の重要性を認識して
いる．そして，かなり高い比率で米国の被験者は重要であると認識していることが理解
できる． 
 
5.4. CIOの位置付け 
 
組織における CIO の位置づけが向上している．特に，企業 CIO の特徴は，社長に次
ぐ組織のナンバー2 と位置づけられる．そして，組織全体のコンダクター的な役割を果
たす CIOの社会的認知は，近年徐々に高まっている．それは，従来のように情報システ
ムを構築・運用し，あるいは維持していく監督者だけに留まらない．図 18 は，CIO に
とって兼務が可能であるとする役職を調査した結果である．1 位は，研究開発，ソフト
ウェア技術を統括する CTO（31%），2位は CEO（24%），3位はデータベース管理など，
組織に必要不可欠な知識を統括する役割を果たす CKO（16%）であった．そして，知的
財産の取り組みが進む中で知的財産の総責任者として，知的財産・リスク管理・コンプ
ライアンスを担当する CRO（9%），CAO，CSO（各６％）と続く．CEOの兼務が可能
とする要因には，近年 CIOには CEO的な高次元の役割が要求されることが背景にある．
これは，「CIO の役割が組織の全体最適を目指してマネジメントを重視していることを
証明している．CIOと CEOの協力によって構築される情報システム戦略が，組織力の向
上につながるとも評価する（マリー・ジョーンズ 1995）」．CIOが ITを理解し，情報
システム部門長が経営的な意識を持つような変革的な能力を持ち合わせている企業はイ
ノベーション偏重の昨今における成功企業といえるだろう．したがって，CIO は CEO
と同様に組織戦略などについて説明できる知見を身に付けなければならない． 
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CKO 16%
CRO 9%
CAO 6%
その他 7%
CSO 6%
CEO 24%
CTO 31%
無回答 1%
CTOCEOCKOCROCAOCSOその他 無回答
 
図 18 兼務が可能な役職 
Fig. 18 The other positions which CIOs can work 
出典：筆者作成 
 
その他，CIO にとって重要な役割は，ナレッジ・マネジメントである．実際に CIO
には的確な経営判断，戦略的思考，情報収集・活用などの能力が問われている．さて，
CKOとは，「全社的知識創造のプロセスについて経営レベルの責任を持つ役員あるいは
機能である5」と定義される．CIOと CKOは，役割や責任の面で重複する点も多く棲み
分けが難しい．ピーター・ドラッカーは，知識マネジメントが一定の成果を上げるため
には，知識ワーカーに対して情報についての責任を持たせることが重要であると言及し
ている．これは“知識”を司る CKOに，“情報”に対する的確な判断能力が要求されて
いるためである． 
この中で，最も兼務しやすい役職は CTOであった．これは，CIOが ITと経営の融合
を目指し誕生した歴史的推察からも容易に理解できる．また，経営偏重の中で，2006
年版のコア・コンピタンス／学習目標では，「技術経営」として CIOとしての役割と機
能が大幅に増加されるなど，CIOとCTOの役割が同義とみなされるようになっている．
つまり，CIOは知識深化型プログラムとして技術経営にも精通する専門知識を得ること
が求められる．したがって，現時点では CIO－MOTのためのカリキュラムやモジュー
ルは開発されていないが，可能な共通ルールと適用事例を開発する必要がある．技術工
学（エンジニアリング）を中心とする情報通信システムと社会環境領域の融合は，CIO
－MOTカリキュラムには必須であり，グローバルの視点での研究を目的としなければ
ならない．技術を生かし，育てるためにも経営領域との融合が鍵を握る．具体的な技術
工学領域とは，新世代ネットワーク，公共政策・電子自治体構築，先端ソフト応用事例，
通信と放送の融合，ネットワーク技術動向，ITアプリケーション技術，標準化，ユビキ
タスネットワーク技術，ソリューション，などである． 
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また，CIOの位置づけは組織において徐々に高まっている．CIOの活躍の場が広まっ
たことを背景に，リポートラインも CEO に変わりつつあり，組織内での交渉，均衡，
調整する機会が増加している．これまでの慣習を壊さなければ効率化や十分な対策を達
成することはできないケースが多く，他の役職やスタッフなどとのコミュニケーション
能力が求められるようになった．ユーザー部門からのニーズを上手に引き出して本質を
見抜く能力は，十分なコミュニケーション能力があってこそ成し遂げられるものだ． 
このように，兼務が可能な役職が拡大する中で，CIOの学習目標と役職との相関関係
について検証した．はじめに重回帰分析を行い，その結果から，さらに上位 5項目と下
位 5項目を抽出した結果が表 12である． 
重回帰分析の結果の決定係数（0.7124），修正済み決定係数（0.6083），重相関係数
（0.8441），修正済み重相関係数（0.78），ダービンワトソン比（1.2644），赤池の AIC
（675.6425）などは次の通りである． 
 
表 12 役職と学習目標との関係 
Table 12 Relation between the positions and Learning Objectives 
上位 5項目  下位 5項目  
連邦政府の意思決定・政策立案プロ
セス，予算編成・執行プロセス 
0.2894 情報システムの脅威と脆弱性 －0.0668 
連邦政府・州・地方をつなぐ横断プ
ロジェクトにおける連携 
0.2850 プライバシーとセキュリティ －0.0378 
有効な業績測定法の定義・選択法 0.2340 IT 投資の意思決定における
EAの利用 
－0.0276 
政府機関相互にわたるプログラム，
政策，プロセス 
0.2274 セキュリティの基本原則とベ
ストプラクティス 
－0.0263 
ソフトウェア経営 0.2255 情報配信技術 －0.0225 
資料：第 1 回目調査で，米国 CIO コア・コンピタンスの学習目標と役職との相関関係につ
いて重回帰分析を行い，上位，並びに下位 5項目を抽出した． 
 
検証の結果，－0.02＜X＜0.2894（X は学習目標）で，学習目標と役職の相関関係の
中には，影響のあるものと影響のないものが散在する．つまり，影響のある学習目標と
は役職によって重要度が変わる学習目標であり，表 12であれば上位 5項目を意味する．
一方，影響のない学習目標は，役職によって影響されない学習目標であり下位 5項目を
意味する．これらは，情報セキュリティやプライバシー，情報システムの脅威と脆弱性
といった項目であり，どの役職にも必要なスキルであることが理解できる． 
 
5.5. 民間 CIOと行政 CIOのコア・コンピタンスの共通項 
 
前述の通り，米国では官民 CIOの人事交流が盛んである．「第 3回 CIOコア・コンピ
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タンスの普遍性と質的変化の諸要因に関するアンケート」の結果では，“CIO コア・コ
ンピタンスは国家間，企業間，行政間，自治体間において普遍的である”とする回答が
38 名（全サンプル数の 81％）にも及んだ（図 19）．普遍性を可能にするには，CIO コ
ア・コンピタンスや学習目標などで，CIOの役割の標準化に伴うベストプラクティスの
交換をより簡単にすることも条件の一つである． 
 
普遍的である
81%
普遍的ではない
19%
 
図 19 米国官民 CIOの役割の普遍性6 
Fig. 19 Universality of the role of U.S. CIO 
出典：筆者作成 
 
また，官民 CIO の役割を普遍化させることで，CIO はシステマティックに，何が重
要なのか，どういった手順が求められるのか，を理解することが簡易にもなる．具体的
に，連邦政府や州政府に民間から登用された実力者の例として，コーニング社から国土
安全保障省の CIO に就任したスティーブン・クーパー氏，アクセンチュアから司法省
CIO に就任したヴァンス・ヒッチ氏，ロッキード・マーティン社から運輸省 CIO に就
任したダニエル・マシュー氏他，州レベルでも石油会社アマコ社からケンタッキー州
CIO のアルドナ・ヴァリセンティ氏，ミシガン・ナショナル銀行からミシガン州 CIO
のジョージ・バースマ氏等の名前を列挙することができる． 
次に，今回の調査結果で官民人事交流を可能にさせる要因について検証した．検証方
法は，7つのフェース（役職，業種，IT投資決定権限の有無，報告，雇用者数，企業規
模，IT投資額の増減傾向）の中で，どのフェースの影響を受けるか，いわゆる相関が高
いか否かという相関関係を明らかにした（表 13）． 
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表 13 官民人事交流との相関関係（独立性の検定） 
Table 13 Correlation with Intergovernmental Personnel exchange 
官民人事交流との 
相関関係 
役職 業種 権限 報告 雇用者数 企業規模 IT投資額
X2乗値 34.179 53.444 35.552 39.12 46.334 33.373 14.841 
自由度 12 52 8 20 32 40 12 
P値 0.4185 0.0006 0.0000 0.0064 0.049 0.761 0.25 
 － 1％有意 1％有意 1％有意 5％有意 － － 
資料；筆者作成 
注 1；独立性の検定により 有意確立（p値）＜有意水準であれば帰無仮説を棄却する．独立
性の検定により有意確立（p値）＞有意水準であれば帰無仮説を棄却できない． 
注 2；独立性の検定は，エクセル統計 2006を使用した．数式は巻末資料に掲載している． 
 
本検証結果から，業種，権限，報告に関しては p 値が 1％有意，雇用者数に関しては
5％有意で帰無仮説を棄却する．このことから，官民人事交流との相関関係が高いフェ
ースは，業種，権限，報告になる．つまり，業種，権限（この場合は IT 投資などの権
限），レポートライン（だれに報告をするか）などの点が，官民の役割分担を明確に区分
させることに重要性を見出しており，またその可能性について理解していることを意味
する． 
米国において CIOのコア・コンピタンスは，組織や業界を超えて普遍的とみなされて
いる．米国では民間活動における経験を有し，企業のベストプラクティスや，IT導入の
必要性についての判断能力を持つ CIO は，行政改革において貴重な人材とされている．
そのために，頻繁に人事交流が行われているのである． 
また，米国の CIO 大学では官民 CIO に共通のカリキュラムで人材育成が行われてい
る．つまり，米国における CIO コア・コンピタンスは，官民 CIO に対する評価が可能
となる．また，図 20 の通り，「第 3 回 CIO コア・コンピタンスの普遍性と質的変化の
諸要因に関するアンケート」の結果，官民 CIOの融合は e-ガバナンスの向上に寄与する
と思うか，の質問に対し，“ガバナンスに寄与する”と回答したものが 85％いたことか
らも官民 CIOの人事交流への期待の高さが理解できる． 
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官民CIOの融合はガバ
ナンスに寄与する
85%
官民CIOの融合はガバ
ナンスに寄与しない
10%
無回答
5%
 
図 20 官民 CIOの融合は e-ガバナンスの向上に寄与するか7 
Fig.20 Does integration of CIOs in public and private sectors contribute to the 
improvement of e-governance?  
出典：筆者作成 
 
つまり官民融合やそれに伴う e-ガバナンスへの寄与に関する論及は，米国では特異と
されない．日本ではこの概念はまだ成熟していない．しかし，基本的には CIOの役割や
機能は同一のものであって，企業や行政に特化した役割を除くことで，その普遍性を見
出し，双方の人事交流は可能である．普遍化の議論は，いわゆる双方の組織においてマ
イナスの側面が考えられる場合にのみ有効であり，米国の既存事例のように，企業のベ
ストプラクティスの利活用を前提にした官民人事交流の源泉となる CIOコア・コンピタ
ンスの普遍化は当然可能であるし，可能とさせるためのコア・コンピタンスの見直しが
求められる． 
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5.6. SOX法との関連性 
 
米国での CIO の役割変化の要因のひとつは，SOX 法の施行である．ジョージ・メー
スン大学の J.P オーフレット教授は，SOX 法が与えた CIO へのインパクトは甚大であ
ると述べている8．「第 3回 CIOコア・コンピタンスの普遍性と質的変化の諸要因に関す
るアンケート」の結果，CIOの役割は，SOX法の影響を受けている，と回答した被験者
は 71％にも及んだ． 
 
CIOの役割はSOX法によ
る影響を受けている
71%
CIOの役割はSOX法によ
る影響を受けていない
10%
無回答
19%
 
図 21 CIOの役割は SOX法の影響を受けているか 
Fig. 21 The influence of SOX Act on CIOs 
出典；筆者作成 
 
その影響もあって，最近は SOX 法による企業への負荷が大きいことから規制が緩和
された．米国の SOX 法の特徴は，不祥事対策として不正防止に力点を置いており，日
本ほど IT内部統制に重点を置いていない．そのため，SOX法対策は CIOの役割と言及
されるが，米国 CIOコア・コンピタンスにはそれを十分に満たす内容ではない． 
本節では，米国で SOX法施行によって求められる CIOの役割について，米国版コア・
コンピタンスと後述する COSOフレームワーク（内部統制フレームワーク）との関連性
について検証した．検証方法は，IDGによる CIO Online（Webサイト）に掲載されて
いる企業 CIO の SOX 法対策のコメントを利用し，CIO などが言及する SOX 法対策に
とっての CIOの役割をキーワードで抽出した．そして表 14の左列の CIOコア・コンピ
タンス 13項目に対して，SOX法対応に必要となる CIOの役割を右列に記載している． 
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表 14 SOX法に必要となる CIOの役割 
Table 14 Roles of CIO that are necessary to SOX Act 
CIOコア・コンピタンス SOX法対応に必要となる CIOの役割 
政策と組織  SOX法第 404条の理解 
 SOX法の本質の理解 
 意思決定権の確保 
 権限付与の設定 
 責任と権限の明確化 
 内部統制の取捨選択－実施基準の中身の検討 
 社内憲法の制定 
 法的部分に関する社内ルールの策定 
 情報セキュリティ・システム運用・管理要員の確保 
 IT要員の確保 
 CEOや CFOなど他の役員とのコミュニケーション 
 優秀なコンサルタント・監査人との協力 
 CEOの倫理観の共有・理解とそのサポート 
 ビジネスの現場とサポート部門の完全分離組織の構築 
 垂直統合型組織の構築 
 SOX法対応チーム（財務部，経営企画部，総務部，法務部，
人事部，関連企業部，監査部といった，経営やコンプライア
ンスにかかわりを持つ部門の担当課長および主査クラスと情
報システム部門を包括したチーム）の結成＝全社的な取組み
 ビジネススピードを落とさない為のビジネスインフラの整備
 ITの社内ポジショニングの改善 
 グループ IT経営の強化 
リーダーシップと管理能
力 
 従業員の意識改革 
 モチベーションの維持 
 SOX推進リーダーの任命 
 積極的な活動 
 積極的な参加 
 生産性の向上に向けた取組み 
 情報の流通，管理，監視の ITシステムの利用 
 情報システム部門，経営企画部門，経理・財務部門の経験 
プロセスと変革の管理  システム開発コスト削減のための ECMシステム導入 
 必要最小限の ITによる統制プロセスの自動化 
 変更プロセスの自動化 
 情報システムに監査に耐えうる機能・基盤装備 
 “変更管理”の体制や管理者の導入 
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CIOコア・コンピタンス SOX法対応に必要となる CIOの役割 
プロセスと変革の管理 
（続き） 
 ソフトウェア投資 
 業務プロセスの見直し 
 ビジネス・プロセスの改善と合理化 
 変革へのアイデアの創出 
業務評価モデル・手法  定期確認 
 自己診断（自社の状況判断，ベクトルの相違） 
 定性評価の実施 
 弱点把握と対応策 
 改善点の見直し 
 IT全般統制の部分についての事前の現状把握・問題点・改善
策の検討 
 自社の ITマネジメントの成熟度を客観的に評価 
 各組織・企業文化独自の内部統制整備 
プロジェクト・マネジメ
ント 
 プロジェクト・マネジメントの観点から，システムの品質把
握やネットワークやデータベースのセキュリティ対策 
資本計画と投資評価  コーポレート・ガバナンス 
 内部統制を意識した ITインフラやアプリケーションの整備 
 関連サービスに対する IT投資 
 リスクコントロールベースの投資 
 コスト削減 
 情報セキュリティ予算確保・支出管理 
 自社の ITマネジメント成熟度の客観的評価 
 第 3者による検証 
情報セキュリティ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 LANよりもアプリケーションのセキュリティ向上 
 業務のバックアップ 
 リスク（市場リスク，信用リスク，財務リスク，不動産リス
ク，自然要因リスク，人的要リスク，制度的リスク，情報シ
ステム・リスク，業務リスク，技術・製品要因リスク，レピ
ュテーション・リスク─の全 11項目）の洗い出し⇒リスクの
頻度，影響度によるマトリックス化⇒対策⇒統合管理による
攻めの戦略サイクルの構築 
 リスクの判断基準の設定 
 被害状況の把握 
 業務に関するリスクの評価 
 TRM（Total Risk Management）の強化 
 情報セキュリティ管理体制の確立と強化 
 標準 RCM（Risk Control Matrix）の導入  
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CIOコア・コンピタンス SOX法対応に必要となる CIOの役割 
情報セキュリティ 
（続き） 
 ERM（Enterprise Risk Management）の導入 
 ERMの本質的部分の理解 
 トラフィック監視 
 リスクの公開 
 コンプライアンスの強化 
 コンプライアンス文化の創造・醸成のサポート 
 透明性確保の実現のための IT利活用 
 業務の可視化 
技術とユーザー  ネットワーク／アプリケーション・アクセスのための厳格な
認証 
 いつでもどこでも承認プロセスへアクセスすることのできる
ネットワーク環境の整備 
 財務報告の信頼性に影響を及ぼすシステムの特定 
 財務報告の信頼性に影響を及ぼすプロセスを支えている情報
システム特定 
 将来予測のためのシステム整備 
その他 
＊筆者が新たに追加 
 IT関連業務における役割や手順の文書化 
 標準化 
 先行事例研究 効率化 
資料：米国 IDGに掲載されている企業 CIOの発言内容から，SOX法と関連性のある CIOの役割をキ
ーワードで抽出した．参考にした IDGのWebサイトは巻末に掲載している． 
 
本検証の結果，SOX 法対策に必要となる CIO コア・コンピタンスは，特に「政策と
組織」，「情報セキュリティ」の上で大きく重複している．米国では，情報の透明性やガ
バナンスの向上のためには，あらゆるリスクに対する体制の整備や，管理体制，あるい
はコンプライアンスの強化が求められ，ITを利用した強固な組織や政策の構築はその前
段となる．それゆえに，SOX法施行による米国 CIOへの影響は大きい． 
次に，米国 SOX法の内部統制の構築に用いられる「COSOフレームワーク」と「CIO
コア・コンピタンス」を比較分析した．「COSO フレームワーク」とは，内部統制フレ
ームワークであり，米国で頻発した不正行為に対応するため，米国公認会計士協会
（AICPA）が 1985 年に設置した「不正な財務報告全米委員会（The National 
Commission on Fraudulent Financial Reporting）」（通称この組織はトレッドウェイ委
員会と呼ばれている9）が，1987 年に同委員会報告書を公表し，その際に実質の具体的
な活動を開始したものが，COSO（the Committee of Sponsoring Organization of the 
Treadway Commission，トレッドウェイ委員会組織小委員会）で，策定されたものであ
る．COSO報告書には，内部統制の要素として「統制環境」，「リスク評価」，「統制活動」，
「情報と伝達」，「モニタリング」を掲げている．IT 内部統制の一翼を担う CIO は，こ
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の COSO フレームワークにしたがい，IT と経営の健全な管理監督を遂行しなければな
らない． 
次に，「COSO フレームワーク」と「CIO コア・コンピタンス」の互換性を把握する
ために，左側には「COSOフレームワーク」を，右側には「CIOコア・コンピタンスの
役割を記載し，それぞれの関連性を各項目レベルで照合した．○は「COSOフレームワ
ーク」と「CIOコア・コンピタンス」に一致，△は「COSOフレームワーク」と「CIO
コア・コンピタンス」にやや合致していることを意味している（表 15）． 
  
表 15 COSOフレームワークと CIOコア・コンピタンスの互換性 
Table 15 Exchangeability between COSO Framework and CIO Core Competencies 
CIOコア・コンピタンス（注＊） 
COSOフレームワーク 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
統制環境：積極的な統制を実行できる社風の
形成／適切な権限と責任の配分や従業員の
能力開発 
○
 
○            
リスク評価：企業の事業目的や方針の設定／
個別活動の目的や方針と事業目的の関連づ
け／目的達成に影響を与えるリスクの検
地・識別・評価 
   △ △ △    ○    
統制活動：事業目的や方針を遵守するための
活動／達成を脅かすリスク対処の活動実施 
         ○    
情報と伝達：情報伝達手段・経路の構築／適
切なタイミングによる情報提供／仕組みの
構築 
○   ○       △   
モニタリング：個別活動の中の監視項目の設
定／監視によって得られる情報の分析と報
告・適切な改善／PDCA 
    ○         
注 1；1.～13.の項目はそれぞれ，1. 政策と組織，2.リーダーシップと管理能力，3.プロセスと変革の
管理，4.情報資源戦略・計画，5.業務評価モデル・手法，6.プロジェクト・マネジメント，7.資本計画
と投資評価，8.調達，9.電子政府と電子商取引，10.情報セキュリティ（情報保護），11.全体最適，12.
技術とユーザー，13.予測，を意味している．出典；富樫明『内部統制今知りたい 50の疑問』（2006）
COSOフレームワークと米国 CIOコア・コンピタンスを元に筆者作成． 
 
上記の通り，「COSO フレームワーク」と「CIO コア・コンピタンス」の互換性につ
いては，「COSO フレームワーク」の条文を「CIO コア・コンピタンス」は十分に満た
していない．特に，「CIOコア・コンピタンス」には，「COSOフレームワーク」におけ
る「モニタリング」の脆弱性が目立つ． 
現行の「CIOコア・コンピタンス」には，IT投資評価は明記されているものの，個別
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活動の中の監視項目の設定や，監視によって得られる情報の分析と報告・適切な改善，
あるいは PDCA サイクルの要件などを満たしていない．たとえば，米国版 CIO コア・
コンピタンスには PDCAに関連する学習目標は設置されていない為，筆者が行った第 1
回目調査で，PDCAを追加し優先順位を検証した．しかし，PDCAの優先順位は極めて
低廉であった． 
そこで，「CIO コア・コンピタンス」と「COSO フレームワーク」の互換性や，現場
の CIOなどが言及する SOX法対策での CIOの役割について検証した．その結果，米国
SOX法によって，CIOに求められる役割は次の通りであることが分かった． 
第一に，透明性の高い組織の構築である．多数のシステムが多くの場所に分散してい
る組織は統制を困難にさせるため，IT部門の報告ラインを整備し，インフラとシステム
の相互連携を実施する必要がある．また，CIOは，SOX法施行に向けた問題点や不安を
取り除き，有効なビジョンを示し，自らがそのメリットを組織内に周知徹底させるため
のリーダーシップを執らなければならない．また，SOX 法は元来 CEO と CFO が中心
となって対応すべきとの認識が強く，CIOと CFOそれぞれの観点から SOX法対応が論
じられている．組織の透明性の向上には，全社対応が求められるだけに，CIO と CFO
間のコミュニケーションや連携が望ましい． 
第二に，IT政策の推進である．CIOには ITに関わる業務内容を文書化する作業を行
う必要がある．ポリシーや手続きを明文化し，組織内での体系的かつ明瞭なルールを構
築しなければならない． 
第三に，業務プロセスの策定と明確化である．必要以上の統制事項や業務プロセスの
定義・設定は，後の監査に苦労する．米国では COSOフレームワークにおける IT監査
のためのガイダンスが不足し，COBIT（Control Objectives for Information and related 
Technology）や， IT マネジメントのベスト・プラクティス集である ITIL（ IT 
Infrastructure Library）に依存するケースも多い．米国の場合，SOX法対策に十分な
時間が得られない企業が多く，業務フローに潜むリスクやリスクをコントロールするた
めの内部統制手法の洗い出しに多くの時間を要した．また，SOX法対応にかかるコスト
は，企業規模よりも業務の複雑さや既存文書の整備状況によって異なることから，独自
に設定することが求められ，IT投資の決定権を持つ CIOは SOX法にかかるコストも視
野に入れなければならない． 
 
5.7. 第 5章のまとめ 
  
 CIOコア・コンピタンス／学習目標には重要度と非重要度の項目に大別できた．さら
に CIOコア・コンピタンス／学習目標の新潮流としては，リスク・マネジメントや情報
セキュリティ対策を担う「防災 CIO」としての役割が浮上してきている．また，CIOの
位置づけは向上しており，CIO は CEO の役職と兼務できると認識されている．マネジ
メントや業務の効率化を目指す CIOが増加する一方で，技術工学あるいは技術経営とい
った，技術的な側面も回帰の傾向にあることが理解できる．これには，CIO本来の役割
である IT と経営の融合には，IT というツールをいかに使うか，という理解やスキルが
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必要不可欠なためである．このように CIOの役割は CEOと CTOの 2つのラインに集
約できる． 
また，SOX法対策に CIOの機能が求められる一方で，現行の CIOコア・コンピタン
スと学習目標は必ずしも SOX法対応に合致する内容ではないことが明確である．ただ，
米国では CIOのコア・コンピタンスは官民で共有が可能であり，さらに e-ガバナンスの
向上にも貢献するとの認識が大きく，その意味において人材育成や人事交流などを簡易
にさせているといえよう． 
 
参考文献・資料 
 
• “日米 CIO コア・コンピタンスの質的変化に関する考察－コア・コンピタンスの付加価
値向上の分析－”：岩崎尚子，小尾敏夫「国際 CIO 学会ジャーナル」2007 年 第 1 号
（p.13-23）国際 CIO学会，2007年 2月 23日発行 
• “Development of e-Government and CIO toward Ubiquitous Society in Japan in 
Comparison with USA”：Naoko IWASAKI，Toshio OBI Journal of Comparative 
Studies in e-Government Policy，2006 Annual Conference of Taiwan Academy for 
Information Society（p.1－19 ）Oct．15，2006  
• “New Trends of Core Competences for CIOs in the Private Sector in US and Japan 
based on the surveys on CIO Core Competences for ICT value-added -Additionally，
Its effect on Japanese Business-”：Naoko IWASAKI，Toshio OBI 
• International Academy of CIO US Chapter， George Mason University，USA，Sep．
26，2006 
• “Measuring Effective Core Competence for Business CIOs in the United States”：
Naoko IWASAKI，Toshio OBI Journal；「I-WAYS」Ohmsha / IOS press， ISSN 
1084-4678， Volume 30，2007 First quarter 
• “防災での IT活用と CIOの役割－横須賀市アンケート調査検証－”：岩崎尚子，小尾敏
夫 「GITS／GITI紀要 2004－2005」（p．172-196） 
• “未来型電子自治体モデルの構築－首都圏自治体での 2 アンケート調査実施による理想
と現実の乖離に対する問題解決策－”：岩崎尚子，小尾敏夫，津崎直也「プロジェクト
研究創刊号」早稲田大学総合研究機構，2005年度（ p.13－27 ）2006年 3月発行 
• “「防災 CIO」システムの確立と有効性の研究”：小尾敏夫，岩崎尚子 
• “A new Role for CIO in the Knowledge Society” ：Naoko IWASAKI, Toshio OBI, 
Waseda University, Knowledge Management, Proceeding of Knowledge 
Management 2005, 4th International Conference for IT and Higher Education 
Sept.28-30, 2005, Siam University, Bangkok, Thailand  
• “行政 CIOの現状と未来（3）”：小尾敏夫，岩崎尚子（社）行政情報システム研究所 2006
年 1月 
 
 95
                                                                                                                                                  
1＜CIO Magazine＞IT workforce Update  Fiscal year 2007 IT Budget Rollout  
Feb 9，2006 
2＜CIO Magazine＞“コダックに見るコンテンジェンシー・プランニングのあり方”を
参考にした http://www.ciojp.com/contents/?id=00001002;t=0  
3＜CIO Magazine＞“今明かされる世界最大のグローバル企業の IT哲学”を参考にし
た http://www.ciojp.com/contents/?id-00000729;t=0 
4＜CIO Magazine＞“自然の脅威から業務の継続性を守るための新たなる方策”を参考
にした http://www.ciojp.com/contents/?id=00001151;t=0 
5野中郁次郎，紺野登「知識経営のすすめ－ナレッジ・マネジメントとその時代」2004
年 3月 10日，第 8刷発行，ちくま新書 P. 91 
 
6“官民 CIOの役割の普遍性について”（調査概要） 
基本統計 普遍的である 普遍的ではない 合計 
サンプル数 38人 9人 47人 
合計 38人 9人 47人 
％ 81％ 19％ 100％ 
  
7“官民 CIOの融合はガバナンスの向上に寄与するか”（調査概要） 
基本統計量 寄与する 寄与しない 無回答 合計 
サンプル数 18人 2人 1人 21人 
合計 18人 2人 1人 21人 
％ 85% 10% 5% 100% 
  
8ジョージ・メースン大学 CIOコース教授 J.P.オーフレット氏へのインタビュー，2007
年 4月 23日に実施 
9富樫（2006）「内部統制フレームワークの原点」p.22 
 
 
 96
第６章 検証による日本型 CIOコア・コンピタンスの特徴 
 
 
6.1. 日本における優先的 CIOコア・コンピタンスと学習目標 
 
日本における CIO コア・コンピタンスの優先順位を調査した（第 5 回日本における
CIO コア・コンピタンス優先度に関するアンケート）．アンケート調査項目は米国と同
じものを使用した．結果は表 16の通りであった． 
 
表 16 日本における CIOコア・コンピタンス優先度に関するアンケート 
Table 16 Questionnaire on the Priority of CIO core competencies in Japan     
優先順位 学習目標優先順位 4段階評価 8段階評価 
1 情報資源戦略・計画 3.42  6.84 
2 情報セキュリティ（情報保護） 3.38  6.75 
3 リーダーシップと管理能力 3.23  6.47 
4 プロジェクト管理 3.23  6.47 
5 資本計画と投資評価 3.18  6.37 
6 予測 3.17  6.34 
7 プロセス・変革の管理 3.14  6.27 
8 政策と組織 3.13  6.25 
9 業績評価のモデル・手法 3.12  6.23 
10 EA 2.90  5.80 
11 電子政府と電子商取引 2.88  5.77 
12 技術 2.85  5.70 
13 調達 2.64  5.27 
出典：筆者作成 
 
日本では「情報資源戦略と計画」が 1 位（平均値 3.42）で，「情報セキュリティと情
報保護」が 2位（平均値 3.38），リーダーシップと管理能力（平均値 3.23）と続く．「情
報セキュリティや情報保護」に対する認識の高さが特徴的である．また，「電子政府と電
子商取引」，「技術」，「調達」に関してはあまり重要性を認識していない．電子政府の推
進は CIO の重要な役割のひとつであるが，日本では行政 CIO の役割が明確でないとこ
ろが検証結果に結びついている．次に学習目標の優先順位を見ていきたい．調査方法並
びに，調査項目はともに米国と同様である．105項目の学習目標を 4段階評価し，平均
値，並びに標本標準偏差値を測定した．結果は表 17 の通りである． 
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表 17 CIOに必要な学習目標優先順位 
Table 17 The Priority of the Learning Objectives for CIOs 
優先
順位 
学習目標 
平均値 
(4段階) 
平均値 
(8段階)
1 1-11  コミュニケーション能力 3.81 7.63  
2 
1-4  経営トップ，COO（最高執行責任者），CIO，CFO（最高
財務責任者）の間の相互連携 
3.75 7.50  
3 1-6  プライバシーとセキュリティ 3.63 7.25  
3 2-4  協力関係やチームの構築能力 3.63 7.25  
5 4-3  IT計画の方法論（優先順位付け，ギャップ分析など） 3.56 7.13  
5 
4-4  危機管理計画（データのバックアップ，災害復旧プランな
どの緊急プラン） 
3.56 7.13  
5 
7-4  各種 IT投資（あるいは非 IT投資）を選別するための評価
法 
3.56 7.13  
8 
1-1  任務・組織・機能・政策・手順 (情報部門のトップと経営
幹部としての CIOの役割) 
3.5 7.00  
8 
4-1  IT計画実施における現有 IT資源（ハードウェアや要員の
能力など）の能力評価分析 
3.5 7.00  
8 4-6  IT予算の管理 3.5 7.00  
8 
6-6  プロジェクトの調達管理（プロジェクト・ライフサイクル
における CIOの責任など） 
3.5 7.00  
8 10-1  セキュリティの基本原則とベストプラクティス 3.5 7.00  
8 10-3  経営者とエンドユーザーに関する法的・政治的課題 3.5 7.00  
8 10-4  セキュリティ強化手法 3.5 7.00  
15 2-7  優秀な IT要員の確保・維持方法 3.44 6.88  
15 2-8  説明責任並びに組織への周知徹底 3.44 6.88  
15 
4-5  モニタリング・評価の手法（ITの業務改善に関する費用対
効果） 
3.44 6.88  
15 6-3  プロジェクトの時間・費用・成果の管理 3.44 6.88  
15 6-5  プロジェクトのリスク管理 3.44 6.88  
15 6-7  システムのサイクルマネジメント 3.44 6.88  
15 7-3  リスク管理のモデル・方法 3.44 6.88  
15 7-5  投資分析のモデル・方法（正味現在価値法など） 3.44 6.88  
15 11-8  情報セキュリティの実行計画 3.44 6.88  
15 13-1  社会環境の把握 3.44 6.88  
25 2-2  IT管理体制の構築と技術専門職員の育成方法 3.38 6.75  
 98
優先
順位 
学習目標 
平均値 
(4段階) 
平均値 
(8段階)
25 
3-1  組織発展・変革の手法・モデル（SWOT分析，「抵抗勢力」
への対処法など） 
3.38 6.75  
25 
4-2  組織間における IT 機能分析（部門横断システムの構築手
法など） 
3.38 6.75  
25 6-4  プロジェクトの品質管理 3.38 6.75  
25 6-11  プロジェクト・マネジメントの概要把握 3.38 6.75  
25 10-8  IT投資評価分析 3.38 6.75  
25 13-2  社会変化の予測 3.38 6.75  
32 6-2  統合的なプロジェクト管理（複数プロジェクトの管理） 3.31 6.63  
32 7-1  ベストプラクティス 3.31 6.63  
32 7-2  費用対効果・経済性・リスク分析 3.31 6.63  
32 7-7  任務目標遂行と予算策定の整合性 3.31 6.63  
32 7-12  IT投資における PDCAサイクルの実施 3.31 6.63  
32 
7-13  ユーザー部門に IT 投資対効果の定期的な報告並びに評
価の義務付け 
3.31 6.63  
32 10-2  情報システムの脅威とぜい弱性 3.31 6.63  
32 10-5  情報システムへの侵入や誤用に対応する標準手段 3.31 6.63  
32 10-6 情報公開 3.31 6.63  
41 
1-2  法・規制管理（ITマネジメント改革法，政府業績成果法な
どの行政改革関連法規の習熟） 
3.25 6.50  
41 
3-5  BPR（ビジネスプロセス再構築）のモデル・手法（総合的
品質管理など） 
3.25 6.50  
41 4-8  情報システムのマネジメント 3.25 6.50  
41 
5-1  IT の業務的価値と顧客満足度の評価法（IT 戦略計画とビ
ジョン，政府業績成果法） 
3.25 6.50  
41 
5-3  ITにおける成功度の評価法（バランス・スコアカード・ベ
ンチマーキングなど） 
3.25 6.50  
41 5-4  ユーザー調査の作成・管理・分析方法 3.25 6.50  
41 9-3  コミュニケーション方法の業績標準と実践 3.25 6.50  
48 2-5  人事・業績管理方法 3.19 6.38  
48 4-7  情報技術のマネジメント 3.19 6.38  
48 
5-2  新システムのモニタリング・評価法（現システムの破棄と
新システム導入の時期・方法） 
3.19 6.38  
48 
7-10  組織内部門間での情報化成果についてのベンチマーク評
価 
3.19 6.38  
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優先
順位 
学習目標 
平均値 
(4段階) 
平均値 
(8段階)
48 
10-7 SOX法に基づく組織内コンプライアンスの調整 
 
3.19 6.38  
53 
1-7  （技術，法規類，その他の各種要因の動向に関する）情報
の管理 
3.13 6.25  
53 
3-2  プロセス管理・統制の手法・モデル（あるべき姿とのギャ
ップ分析，）シミュレーション 
3.13 6.25  
53 6-1  プロジェクト範囲・要件の管理 3.13 6.25  
53 
9-1  e-政府・e-ビジネス・e-コマースの出現に伴うビジネス戦
略上の課題と変化 
3.13 6.25  
53 9-7  社会的課題（個人情報保護，デジタルディバイドなど） 3.13 6.25  
53 12-4  ユーザーの状況把握 3.13 6.25  
59 1-10  予算策定と執行 3.06 6.13  
59 2-6  ナレッジマネジメントの理論と実践 3.06 6.13  
59 3-6  ベストプラクティスの収集と活用 3.06 6.13  
59 5-5  有効な業績測定法の定義・選択法 3.06 6.13  
59 5-7  ITレビュー・監査プロセスの管理 3.06 6.13  
59 7-8  投資レビューのプロセス 3.06 6.13  
59 11-6  データ管理（データ標準化，データマイニングなど） 3.06 6.13  
59 13-3  技術トレンドの予測 3.06 6.13  
67 
1-3  連邦政府の意思決定・政策立案プロセス，予算編成・執行
プロセス 
3.00 6.00  
67 2-3  要員の能力査定（基準，資格，業績評価） 3.00 6.00  
67 
3-3  モデリング・シミュレーション用のツール・手法（データ・
ウエアハウスなど） 
3.00 6.00  
67 
3-4  クオリティ（品質）改善のモデル・手法（活動基準原価計
算など） 
3.00 6.00  
67 5-8  サービス・レベル・アグリーメント 3.00 6.00  
67 6-9  システム監査 3.00 6.00  
67 7-6  ビジネスケース分析 3.00 6.00  
67 11-1  EAの機能とガバナンス 3.00 6.00  
75 7-11  同業他社との情報化成果についてのベンチマーク評価 2.94 5.88  
75 11-2  コアとなる EAの概念 2.94 5.88  
75 
12-2  情報配信技術（インターネット・イントラネット・キオ
スクなど） 
2.94 5.88  
78 5-6  業績評価の実例と基準 2.88 5.75  
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優先
順位 
学習目標 
平均値 
(4段階) 
平均値 
(8段階)
78 12-1  最先端技術 2.88 5.75  
80 1-5  政府機関相互にわたるプログラム，政策，プロセス 2.81 5.63  
80 1-12  組織内外における幅広い人脈の構築 2.81 5.63  
80 6-10  ソフトウェア経営 2.81 5.63  
80 
9-2  ウェブサイト構築戦略（アーキテクチャーとコンテンツ管
理） 
2.81 5.63  
80 9-4  チャンネル（サプライチェーン）の問題 2.81 5.63  
80 9-6  顧客・市民向け情報提供サービス 2.81 5.63  
80 12-5  アクセシビリティやユーザビリティの基本原則 2.81 5.63  
80 13-4  日常業務において利用される技術習得 2.81 5.63  
88 
2-1  上級幹部，CIO，職員，その他関係者のそれぞれの役割・
技能・責任の明確化 
2.75 5.50  
88 6-8  ソフトウェア開発 2.75 5.50  
88 8-3  合理的かつ統一的な調達方法論 2.75 5.50  
88 11-7  エンタープライズアーキテクチャーのための評価手法 2.75 5.50  
92 
7-9  連邦政府・州・地方をつなぐ横断プロジェクトにおける連
携 
2.69 5.38  
92 7-14  撤退ルールの設定 2.69 5.38  
92 
8-2  調達における代替モデルの選別（内製と外注，単一，マル
チベンダー体制など） 
2.69 5.38  
92 11-3  EAの発展と維持 2.69 5.38  
92 11-4  IT投資の意思決定における EAの利用 2.69 5.38  
97 
8-1  代替機能の選別方法論（実質的に業務上の同じ機能の代替
案を考え，最適な選択をする） 
2.63 5.25  
97 
8-4  実績評価を含む IT 契約管理モデル・方法（ベンチマーキ
ング，出来高制など） 
2.63 5.25  
97 8-5  IT調達のベストプラクティス 2.63 5.25  
97 11-5  EAモデルの理解や解釈 2.63 5.25  
101 1-8  政府・自治体の仕組み 2.56 5.13  
102 8-6  供給計画と評価 2.5 5.00  
102 12-3  パソコン・ツールを習熟するための学習計画 2.5 5.00  
104 9-5  機動的価格設定（無料と有料の線引きの仕方など） 2.25 4.50  
105 1-9  官民の役割分担の明確化 2.19 4.38  
資料：第 5 回「日本における CIO コア・コンピタンス優先度に関するアンケート」小尾・
岩崎（2007 年） 
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検証結果から，次のことが理解できる．特に日本では，CIOにコミュニケーション能
力や他の役職者との連携，協業，そのための良好な組織を構築することを主たる役割と
認識している点が顕著である．米国の既存の学習目標に独自に追加した“1-11コミュニ
ケーション能力”が 1位であることからも伺える（4段階平均値 3.81／8段階平均値 7.63）．
さらに，類似する“1-4 経営トップ，COO，CIO，CFO の間の相互連携（同 3.75／同
7.5）”で 2位，“2-4協力関係やチームの構築能力（同 3.63／同 7.25）”で 3位という結
果からも理解できる． 
また，経営やマネジメント，管理に関する学習目標は比較的上位に位置し，基本的な
技術的スキルやパソコン・ツールを習熟するための学習計画（同 2.25／同 5.0）などは
下位である．その他，“1-6 プライバシーとセキュリティ（同 3.63／同 7.25）”で 3 位，
“4-4 危機管理計画（データのバックアップ，災害復旧プランなどの緊急プラン）（同
3.56／同 7.13）”で 5 位にランクインするなど，米国と同様にセキュリティやリスク・
マネジメントが重要と認識されている． 
一方，米国と大きく異なる点は，“1-9官民の役割分担の明確化（同 2.19／同 4.38）”
である．米国では 79位，日本では最下位の 105位であった．このことから，日本では，
官民の役割分担は全く異なるものと理解され，あえて明確化する必要性を有していない
ことが分かる．したがって，この結果からも日本の現状においては，官民 CIOの融合を
図る，つまり民間 CIOのベストプラクティスを行政組織や政策策定に活かす事の難しさ
を意味しているといえよう． 
 
6.2. インタビュー結果に基づく官民 CIOコア・コンピタンスの差異 
 
日本における CIOの特徴と傾向を把握することを目的として，前述のアンケート調査
以外にインタビュー調査を実施し，CIOなどが重要と考えるコア・コンピタンスについ
て検証・分析した．インタビュー調査を実施した理由は，CIOの設置率や，CIOコア・
コンピタンスの普及率，さらに組織によって CIOに対する認識に日米で相違があり，米
国と同様の調査を行うことが困難であるため，インタビュー方式を採用した．こうした
違いが生まれる要因は次の通り 3つある．一つは，企業，行政における CIOの成熟度の
違いである．日本の場合，米国ほど CIO の専任化が進んでおらず，企業における CIO
設置率は米国が約 8割なのに対して日本は約 3割である．したがって，単純に米国と同
様の調査を実施するにはデータの信憑性に齟齬が出る恐れがある．二つ目は，専任と兼
任の違いである．米国はほとんどの企業の CIOは専任型であるが，日本は兼任型が中心
である．特に，大企業より中小企業に兼任型が多い．三つ目は，企業規模別による CIO
に対する認識の相違である． 
そこで，日本における CIO コア・コンピタンスの潮流や傾向を把握するために，「第
5回 日本における CIOの新潮流に関するアンケート」を実施した．これまで筆者が参
画して 2003年から開催してきた CIO国際会議（2003年 10月 26－28日），グローバル
e-ガバナンス国際会議（2006 年 6 月 26－29 日），CIO 経営セミナー（2004 年 2 月 16
日，7月 13日，2005年 6月 14日，2006年 1月 19日），国際 CIO学会（2007年 3月
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23 日）に登壇した CIO など，あるいは CIO 分野に関わる専門家などの意見，そして，
その他個別にインタビューをお願いした CIOなどとの討議内容をレビューし，企業，行
政，その他機関における CIOの特徴を検証分析したものであり，4年弱にわたり調査し
た内容の集大成の位置付けである． 
インタビューした企業，行政，その他機関の CIOなどのリストは巻末資料に添付した．
本調査は日本の CIOなどの特長を把握するための調査であるので，大部分が日本人であ
るが一部海外の CIO関係者も対象にしている．その理由は，研究の最後に補足として国
際 CIO比較分析しているが，その基本資料として実施した．インタビュー対象者の選択
理由として，①米国版 CIO コア・コンピタンスを満たす人物か否か，②他の CIO や役
職者にないそれぞれのベストプラクティスや教訓があるか否か，③ビジネス戦略と IT
の効果的利活用に成功した，あるいは政策・プロジェクトを推進したの人物か否かであ
る．そして，いずれもインタビュー当時，CIO としてあるいは CIO 関係者，CIO をサ
ポートするスタッフとして高く評価され，企業や行政，その他機関を支えてきた人材を
対象とした．インタビュー総数は，延べ 79名，内訳は行政 CIO関係者 12名，企業 CIO
関係者 59 名，その他（病院／教育機関関係者他）8 名である1．インタビュー対象者の
中でやや企業 CIO 関係者に偏りがあるが，行政 CIO の役割は画一されており，あまり
目立った特色が出ない点，その他病院や教育機関関係者は，まだ CIOの導入が始まった
ばかりで CIO 人材自体少ないことから，企業 CIO 関係者が必然的に多くなっている．
また，企業 CIOが多ければ多いほど独自且つユニークなコア・コンピタンスを集約させ，
共通項や差異が明確になる． 
そして特に，日本の CIOの中でも知名度はもちろん，活動の新規性や独自のベストプ
ラクティスで業績や改善に尽力し評価を受けた 2 名の CIO；トヨタ自動車／天野吉和
CIO，並びに東京証券取引所／鈴木義伯 CIOをケーススタディとして取り上げた．それ
ぞれ 3回，2回にわたるインタビューを実施したが，両者とも CIOとしての卓越した実
績を有している．そのインタビュー内容を元に，両者の比較研究分析を行い，CIOモデ
ル構築のための資料とした． 
 
6.2.1. インタビュー結果に基づく行政 CIOの役割 
 
行政 CIO，並びに行政 CIO関係者へのインタビューを 2003年から実施してきた．彼
等の発言内容をもとに現場の行政 CIOが必要と考える役割について検証した．検証方法
は，上記のインタビュー対象者の発言内容から，キーワードを抽出し，キーワードの登
場回数によって，CIO役割の優先順位を偏差値比較した．後述するインタビュー結果に
基づく企業 CIOの役割においても同様の検証方法をとっている． 
 
（1） 人材育成／戦略 
 
行政 CIO の役割として最も重視する点は，“人材育成”や“人材戦略”である．総務
省情報通信政策局情報通信利用促進課長の飯島信也氏によれば，効率的で質の高い電子
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自治体を実現するための高度 IT人材の育成を推進中だが，特に米国の CIO大学などの
先進事例を活用すべきであり，府省のみならず地方自治体の CIOを育成するために，教
育基盤となるスキル標準の構築が必要であると言及する．同氏は，官民が連携した形で
地方公共団体における様々なレベルでの IT人材の育成手法を確立する事が急務である，
とも述べている．そして，ほとんどの IT スタッフはプログラムの開発やシステムの問
題修正のための教育は受けているが，人をマネジメントする業務，管理のための教育は
受けていない点を，公正取引委員会 CIO補佐官の塩川鎮雄氏は指摘する．経済産業省で
実施されている行政 CIOを育成するための研修プログラムでは，経営よりは技術的なス
キルに比重が置かれている． 
 
（2） インフラの構築，システムの見直し 
 
一方，日本における行政 CIOの任務は，各府省における共通業務システム，レガシー
（旧式）システムの見直しである．それまで各府省がバラバラに整備，運用していたシ
ステムを共通化，統一化を図ることである．また，IT活用によって，業務改革や情報シ
ステムを分析・評価し，最適化計画を目指す．各省庁の中核に CIO が設置されたのは，
“e-Japan 戦略”を構成する重要要素として，タテ割りの部署間における情報共有化を
目指し，組織における足並みをそろえるためであった．また，省全体への最適化計画を
推進し，個別システムから組織全体の最適化を目指し，ITガバナンスを確立させること
である．そのためには府省間の協業，予算との連動が必要となる．CIOをサポートする
CIO補佐官の役割は，業務改革や情報システムの分析や評価，最適化計画を策定するに
あたり，CIO及び各所管部門長に専門家的見地から支援・助言を行うことである．その
意味で CIO補佐官には業務分析や，情報システム技術，情報セキュリティなどに関する
専門的な知識や経験が要求されている．CIO 補佐官の役割は，「電子政府構築計画」の
中に記載されており，主として各省庁の中での IT に関する役割を持ち，省庁に横断的
な推進を計るために「CIO補佐官など連絡会議」という全体会議を設置している．補佐
官はそこで各種助言を行う役割を持っている．しかし，CIO 補佐官には決定権はなく，
各省庁の CIOや，行政の専門家である行政スタッフの IT関連業務の遂行に助言を与え
ている．CIO補佐官は，特に ITの専門家ではない行政スタッフを IT構築などの方向性
や妥当性などの判断の助言と支援を行う役割を担う．CIO補佐官は，管轄部署と 3ヶ月
に 1 度の定期会合を持ち IT 化の進捗状況や補強すべき点，改良すべき点を中心に報告
している．CIOには横断的に組織内の人間関係を構築し最適化させる能力が求められる
ため，マネジメント能力は必要不可欠である． 
 
（3） 官民人事交流 
 
米国では頻繁に施行されている官民 CIO の人事交流制度は日本ではまだ定着してい
ないが，今後こうした制度が実現すれば，産官の壁を越えた人的コミュニケーションの
構築や最適化は今後 CIO の重要な役割となろう．塩川氏が指摘したように CIO には，
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今以上に経営やビジネス，戦略的思考が求められる．総務省 CIO（官房長）森清氏は，
官民人事交流の目標は IT業界での知識・経験の還元，日本全体の ITの促進することで
あって，官民 CIO のベースは同一とみなしている．同氏は，官民 CIO モデルの融合は
可能だが，働く場所に注意することが重要で，米国が先進事例になると言及してきた．
また，人事交流の有効性に関しても，民間では新しいテクノロジーによって新しいビジ
ネスモデルができ，さらに新しいテクノロジーが生まれる相乗効果と土壌があるが，行
政にはこの流れが生まれないため，官民の CIOの交流によって行政でもこうしたシステ
ムの創出に牽引すると期待を寄せていた． 
 
（4） セキュリティ対策 
 
インタビューを開始した時期は 2003年であり，2007年までに至る約 5年の間に，CIO
に求められる役割にも変化が見られる一方，府省，自治体 CIOは，極めて先見性が高く，
数年後の社会環境の変化や急激な情報システム環境の変化に順応すべき CIO の役割を
予見していた．たとえば，総務省行政管理局局長の松田隆利氏は，情報システム化は従
来，あくまでコンピュータ専門家だけの観点から整備していたものであり，今後 CIOを
中心に，予算や政策にも重点を置くことを主張し，セキュリティや個人情報保護の問題
などとも組織と業務の改革の観点などから統括し，リードしていく体制をつくることを
重要課題と認識していた．この傾向は，2006 年版の米国 CIO コア・コンピタンス／学
習目標でも重点分野と認識されている． 
 
（5） リーダーシップ 
 
総務省行政管理局行政情報システム企画課長の田部秀樹氏が二つの側面を挙げてい
る．ひとつは電子政府構築推進の責任者としての CIOであり，電子政府構築計画に沿っ
た各種の方針決定，IT化による業務改革，オンライン化状況の把握，電子政府構築計画
の改訂を行う役割である．もうひとつは，各省内の人事，会計，総務を所管する行政改
革の責任者としての官房長の役割である．特に後者の場合，府省内の予算配分でリーダ
ーシップが発揮される． 
 
（6） CIO補佐官としての役割 
 
行政には CIOの他，CIO補佐官という職務がある．前述の塩川氏や，経済産業省 CIO
補佐官の野村氏などは，次官あるいは官房長が務める CIOを補佐する役割を担う．彼ら
は民間から派遣された人材であり，民間ベストプラクティスを行政に生かす目的で導入
された．塩川氏によれば，CIO補佐官は，次の 3つの機能が求められるという．一つは，
経営戦略に基づいて IT 戦略の立案ならびに情報システムの構築，そして新たな業務組
織や業務プロセスを作り上げる機能である．二つ目は，コア・コンピタンスに基づいて，
業務ノウハウや知識を再構築し，業務組織や業務プロセスを再構成し，さらに情報シス
 105
テムを適合させていく機能である．三つ目は，IT資源，特にハード，ソフト及び人的資
源をどのように保有するかを考え，情報システム部門を再編成し，業務部門に適合させ
ていく機能である． 
 
（7） 組織間の連携／協業 
 
中央省庁では CIO ならびに CIO 補佐官の役割は法的に明確化されているが，地方自
治体などでは，CIOの役割が標準化されておらず，CIOの重責や業務の複雑化，あるい
は人材配置の面で問題を抱えている．高知県 CIO（国土交通省東京国道事務所長）石川
雄章氏によれば，CIOには，法律や住民ニーズなどの理解に基づく能力が必要であると
いう．また，岐阜県知事公室参事情報化推進担当の知地孚昌氏は PMO（プロジェクト・
マネジメント・オフィス）をつくり，行政として最低限のプロジェクト・マネジメント
の推進に努め，PMOの実施と円滑なプロジェクトの推進することが CIOの役目と認識
している．そのほかベンダーとユーザーのバランスを重視し，住民サービスの向上を図
るなど，ITを手段として，公共サービスを高めることに注力する行政 CIOもいる．1980
年代から，電電公社（現 NTT）とともに，「INS（情報ネットワークシステム）実験」
を行うなど，情報化に関する先進的な取り組みを行う自治体として知られる三鷹市では，
情報政策コーディネーターである前田隆正氏が，組織文化としての柔軟な対応や様々な
意見やアイデアを創出できる自由な風土の構築が成功要因と主張する．前田氏は「日本
発自治体 CIO」であり，三鷹市の情報政策内部の情報化ではなく，地域の情報化を推進
する立場として市全体の情報化を促進した． 
 
（8） 役割の拡大 
 
電子自治体として知られる横須賀市では，市長自ら CIOを名乗っていた．沢田市長は，
市長はいわば都市の CIO であり，IT 基本戦略の一部として，市役所内部の推進組織と
いう位置づけで「電子市役所推進本部」を市役所だけで設置した．そして，「電子市役所
推進本部」は，部局長以上がメンバーになり，市長が CEO，CIO，CISO的な立場とし
て，自然体で戦略を練って電子自治体実現のための施策を実施した．また，情報化とは，
コンピュータを導入することではなく，組織間の連携を円滑化し，市民の便益を最大化
することであり，そのためにリーダーシップと協働が大切であると主張している． 
 
（9） 住民サービスの向上 
 
三鷹市や横須賀市など市民サービスの向上に主眼を置くことが主要目的であるが，
CIO の役割に対する認識や概念は異なる．日本における行政 CIO の導入や取り組みは
開始されて 5 年が経過した．府省における CIO の導入は e-Japan 戦略で策定され枠組
みは確立しつつあるものの，機能性に問題があるといえよう．また，府省における CIO
と地方自治体における CIOとを比較した場合，権限や役割規定の面で標準化されておら
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ず，その効果の定量的効果を測定することは難しい．したがって，先進的な取り組みを
行っている地方自治体は，CIOの設置の相乗効果によって，さらに市民サービスを向上
させることにより，自治体間のデジタル・デバイドの発生は当然の帰結といえる．前述
の三鷹市の前田氏は元来より行政への市民参加に関する気運が高く，行政の側から「市
民との協働」を目指し，その体制作りについて精度的な蓄積を重ねてきた．こうした成
功体験や成功事例を植え付け，行政の垣根を低くしたことによって，市民サービス向上
の実現が可能になったと同氏は述べる． 
 
6.2.1.1結論－日本における行政 CIOが求める役割 
 
日本における行政 CIO が求めるコンピタンスをキーワードで抽出した前述の検証方
法の結果，偏差値比較をすると表 18の通りである．行政 CIOは，“人材戦略（69.97）”
“インフラ構築（情報基盤整備）／IT に関わる組織構築（サポート体制の充実）／IT
基盤構築（69.97）”ならびに“人材育成（教育）（57.36）”が圧倒的に重要と考える者
が多い．人材戦略や教育が特に重視される要因は，終身雇用や年功序列がある．省内に
おける人材の増減は不可能であるため，内部の人材育成と教育を重視しているためであ
る． 
表 18 行政 CIOが求める役割 
Table 18 The roles for Government CIOs 
優先
順位 
行政 CIOが求める役割 偏差値 
1 人材戦略 69.97 
１ インフラ構築（情報基盤整備）／ITに関わる組織構築（サポート体制
の充実），IT基盤構築 
69.97 
3 人材育成（教育） 57.36 
4 役割の拡大／業務の複雑化／重責／明確化 44.75 
4 セキュリティ／危機意識／BCP 44.75 
4 組織間の連携／協業／社内調整力 44.75 
4 リーダーシップ／改革の指導力 44.75 
4 経営戦略（IT戦略との一体化） 44.75 
4 ITシステムの構築 44.75 
4 標準化，情報システムの統合，再構築，スキル標準化 44.75 
4 全体最適化 44.75 
4 市民・顧客サービス 44.75 
出典；筆者作成 
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6.2.2 インタビュー結果に基づく民間 CIOの役割 
 
 本節では，企業 CIO 並びに企業 CIO 関係者へのインタビュー内容の要点から，民間
CIO の特徴を検証した．検証方法は前述の行政 CIO と同様に，インタビュー対象者の
発言内容からキーワードを抽出し，キーワードの登場回数で優先順位について偏差値比
較を行った．この作業を通して，日本企業の CIOあるいは CIO関係者が考える CIOの
役割や特徴を理解することが出来る． 
 
（1） 構造改革（業務改革）／イノベーション 
 
 直近 5年間で日本の CIOなどが最も重視する要素は構造改革，あるいは業務改革，そ
してイノベーションであった．たとえば，フューチャーシステム・コンサルティング取
締役副社長の碓井誠氏は，コンビニ最大手のセブン－イレブンの POS システムを手が
け，世界で初めてといわれる POS システムを利用した戦略的なマーチャンダイジング
とマーケティングを確立したが，CIOという言葉が世に出るはるか以前の1978年から，
ビジネスとシステムの融合を目指し，情報戦略担当者として，セブン・イレブンが独自
のシステム化に取り組んできた．そして，1990 年代に入り，IT の標準化とオープン化
を進めてきた．これらは IT を使って，業務改革とシステム改革は同時に進めるべきも
のであり，ビジネスとシステムと IT の三つのバランスを鑑み，全体最適を目指すこと
だと言及する．また，薄井氏は，ITはイノベーション，新しい価値を生み出す行為であ
り，ITなくしてイノベーションは創出することは出来ないと述べる． 
また，大阪ガス理事・情報通信部長の平山輝氏は，複数の組織で行っている業務を個々
の組織から切り離して独立させ，グループ企業で共有して集中／統合したサービス提供
を受ける間接業務のシェアードサービスによって，40％ものコストを削減した．IT戦略
の構築「エネルギー情報サービスの実現」「ユビキタスオフィスの実現」「ITガバナンス
の強化」によって，IT を最大限活用し，顧客満足を図るなど戦略性を重視する．また，
事業拠点が全国に点在し，従業員も多いため，組織内でのコミュニケーションを緊密に
とらなければならないため，現状のシステム運用コストを削減するために，IP化によっ
て経費節減を図り電話の利便性を向上させた．その他，固定の IP 化のみならず，いつ
でもどこでもアクセスできるユビキタス性を取り入れコスト削減を目的とした業務改革
によって，経営基盤のさらなる強化をめざしている．日本 CIO協会会長の真瀬宏司氏は，
理想の CIO 像として，「情報技術（IT）を活用し，統合化と見える化（Integration & 
transparency）を推進することによって，業務改革と構造改革（ Innovation & 
transformation）を実現する」と言及する．また，業務改革の主たる享受者は顧客であ
り，CS（顧客満足度）を高めるために，共立メンテナンス情報マネジメント部門取締役
の竹本泉氏は，自社の課題やトレンドを敏感に察知することの大切さを説く．同氏は大
局的に考えると，情報リーダーの仕事は各々の企業によって考えなければならない領域
が異なるという． 
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（2） セキュリティ／危機意識／イノベーション 
 
危機管理要請の高まりを受け，セキュリティ対策や BCP を導入する企業が増加して
いる．NEC代表取締役副社長（現社長）の矢野薫氏は，サイバー上のセキュリティだけ
でなく，災害・テロをはじめとする物理的セキュリティ対策の構築の必要性があると述
べる．同氏は，情報セキュリティ分野においては，個人情報保護，情報漏えい，システ
ムダウンによるセキュリティの側面が重視し，対策を講じてきた．その他，ネット関連
の新興企業も情報システムの強化には熱心である．ぐるなびの社長室室長である吉本匡
祐氏は，成長段階の企業では情報共有や社内ポータルによって社内の情報格差をなくす
など，情報システムの位置づけが高いため，情報セキュリティを強化している．ラスト
リゾート情報システムグループ・チーフの名取和高氏も，社内のセキュリティを強化し
た．そして，情報システムの重要性や有効性を経営層に啓蒙し，社内の IT 改革を推進
している．イー・エンジン代表取締役の植田健治氏も，情報サイトでは顧客情報の管理
が大切なため，個人情報保護に重点を置き情報セキュリティを管理している．そして，
いかなるビジネスにも最初に目標があるはずであり，求職者のニーズを満たす目的をビ
ジネスとして遂行するにあたって IT は柱でしかないことを理解しながらビジネスを俯
瞰し，遂行することの大切さを力説する．また，社員に対して，情報セキュリティに対
する理解を深めるために，ヤンセンファーマ執行役員 CIO兼情報システム部長の須佐秀
男氏は e-ラーニングによる教育を実施している． 
近年は，教育機関にも CIOが設置されるようになり，その一人が学校法人成蹊学園の
学園情報センター白井祐司氏である．成蹊学園には 1981 年，学園組織の中核を担う成
蹊大学において成蹊大学情報処理センター（現・成蹊学園 学園情報センター）が，全学
生を対象にした情報リテラシー教育の推進と工学部などの専門教育研究に活用できる先
進的な環境づくりを目的として設立された．ここではシステム構築だけでなく，利用者
教育への力点も重視し，マルチメディアに対応する高速性，信頼性の向上，セキュリテ
ィ機能の強化の実現を図っている．そして，個人情報保護の問題はあるが，要は情報の
中でも守るべきものは守り，そうでないものは公開する方針を決めるべきであり，情報
の正しい取り扱いに関心を払うことであると説く．実際に，2003年夏に大流行したブラ
スターの被害額は 1週間の業務停止によって 10億円程度の損失となるなど，CIOは IT
が及ぼすインパクトを定量的に捉えるべきであり，特にセキュリティ対策に関する注意
を払うことを，日経 BP社ガバメントテクノロジー編集長 土屋泰一氏は言及する． 
また，損害保険ジャパン常務執行役員（CIO）の望月純氏によると，事業継続計画（BCP）
などリスク・マネジメントも，企業の急務課題とされているが，災害に対しては会社全
体で危機管理対策のレベルをまず決めることが必要であり，同社は対策として，大枠は
情報部門から示し，継続必須業務を整理した．通常時に提供しているサービスを 100％，
ITでカバーするのか，代替手段があるのかというブレークダウンをし，そこから各部と
連携しながら全体整理をしているという．また，企業統合の際の経験から IT 統合リス
クについて，できるだけ広く文書化してリスクの所在を洗い出しておく必要があり，統
合自体の進め方によって全体のリスクは全く違ってくるため，各社のトップ同士がそれ
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を認識することが重要であると指摘する．また，国内外で法制化が進む米国企業改革法
への対応についても，会社法施行を機に専任部署を設置し，統合後も個別に推進してき
たセキュリティやリスク・マネジメントは継続的に行っていくべきであるとする．また，
品質管理の面でもリスク・マネジメントの概念が役に立つとし，品質の維持やリスク管
理のレベルを設定し，中間指標を設けてモニタリングするなど，一定水準の実績をしめ
すことの必要性を述べる．また，前述の真瀬氏は，BCP などリスク・マネジメントも，
企業の急務課題とされているが，いつでも元に戻せるシステムにすればコストがかかる
ため，ITの進歩で従来よりも安く実現できる方法は出てきたが，どこまでやるのかはト
ップの考え方や業界によっても異なるだろうと指摘する．また，国内外で法制化が進む
米国企業改革法への対応について日本の金融商品取引法や会社法で求められている内部
統制を構築すれば業務革新が完成するというわけではなく，法に合わせるシステム化は
本末転倒であり，会社にとってしかるべき日常のオペレーションがきちんと回るように
システムを構築して徹底すれば，法がどう変わっても対応できると期待する．このよう
なみえにくいリスクを可視化し，トップやステークホルダーに説明することもリスク・
マネジメントの一環であるとする．また，事前対策として予め関係者を説得してシステ
ムを準備しておくことが企業の存続の一助になるという． 
 
（3） IT経営／IT戦略／ビジネス戦略 
 
民間CIOにとっては，戦略的な IT経営やビジネス戦略も重要な役割のひとつである．
たとえば，前述の NEC 矢野氏によると，CIO に期待されている役割は，その会社の経
営改革・改善といったことを IT という道具立てを使いながら進めていくこと，そのた
めには当然会社の経営課題は何かということを把握し，方法を考え，実施していかなけ
ればならないと述べる．同氏は，CIOは CEOや CFOと同様にその会社の戦略などにつ
いて説明できる知識と見識を持つことが必要であると考えており，ビジネス・プロセス
の国内外へのアウトソーシング化や，選択と集中によるバリュー・チェーンの再構築と
高付加価値化の重要性を以前から指摘していた．また，CIOは基幹業務であれば経営に
参画すべきであり，CIOが参画するメリットは基本的には経営者目線でシステムを構築
が可能になると述べている．NTT副社長（元 CIO）の中村直司氏も，CIOは ITを導入
し，どう経営に役立てるか，どのように活用していくか，という考え方が弱いため，補
強する必要があるとし，企業経営に IT投資効果を生みだすためには，ただ単に ITを導
入するだけではなく，それをどう活かしていくかという活用能力が大変重要であると述
べる．これを高めるのが CIOにとって重要な役割になるという．同氏はこうした概念を
IT 活用ビジョン構築能力，IT 活用コミュニケーション能力，プロセスデザイン能力，
IT 投資デザイン能力，チェンジリーダー開発能力の視点から成る IT ケイパビリティと
称している． 
CIO の戦略性の重要性は，多くの企業が指摘するがその中でも特に金融業は CIO を
早くから導入するなど，CIO 人材を有効に活用した IT 戦略を講じてきた．金融業が力
点を置く理由として前述の望月氏は，金融業界では早い時期から経営戦略における IT
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の重要性に着目してきたためであると説明する．たとえば，損保ジャパンの場合，1990
年代から「IT と経営戦略の一体化」を掲げ，業務革新や組織改革を進めてきており，
CIOは，そもそもの経営戦略が何を実現しようとしているのかを見極め，確固たるビジ
ョンを持って構造改革に取り組む必要があるという．また，同社は，情報戦略のビジョ
ンをユーザー部門と共有するために「IT戦略委員会」を毎月開催しており，全社統一の
一貫した業務プロセスをどのように構築していくのか，保険商品開発から販売までの各
事業部門の役員や部長と話し合う．ITで何をどこまで標準化し，品質を維持してサービ
スレベルの向上につなげていけるのか，開発の優先順位などを理解してもらうことも企
業戦略の一環であり，それぞれの要求を理解した上で，全社的目標の実現に向けてカバ
ーし合う体制を創っているという．その他，東レ情報システム部門長である重松直氏は，
社内の提案を重視し情報システム部門以外の部署との共同起案，均衡，協力を重視し，
情報システム部門が戦略的にいかに重要な役割を担っているかを理解してもらうように
努める． 
 CIOの役割に戦略性が重視されるようになったのは，ここ十数年，ITの著しい進歩に
より，企業や自治体の情報システム部門を統括する CIOの指名，期待される役割，仕事
はますます複雑かつ責任が重くなってきたことによる．そして，ITマネジメントにとど
まらず，戦略調達，情報セキュリティ，知的財産管理，業務革新など多岐にわたる上に，
非常に高度化してきており，業界の情勢を熟知し，業界内で優位に立つ戦略を実現する
改革のリーダーが CIO であると，前述の真瀬氏は指摘する．そして，CIO は，組織全
体，あるいはビジネス全体を戦略的に見る重要なポジションであるにもかかわらず，日
本ではその役割や責務があいまいであることが多く，戦略的思考力を備え，CEOに対し
て適切な助言ができる CIOを育成していく必要性を説く．さらに同氏は，グローバル戦
略の一環として次のように述べる．グローバル化の進展に伴い，グローバル企業全体を
統合する大きなシステムを構築は必要不可欠であり，その際の留意点としては，徹底し
て統一した仕組みを構築する方法と，共通化は最低限にして地域の特色を生かしながら
構築する方法がある．システムを共通化すると全世界ではコストを抑えられるが，それ
だけでは業務の最適化は実現できず，現地の事情も考慮し，総合的に判断する必要があ
り，こうした事情は業界ごとに，あるいはその企業がその国や地域で採っている戦略ご
とに全く異なる．グローバル企業の CIO に求められる能力は一律なものではないため，
組織と業界，地域の実態に即した判断力とそれに基づく戦略立案力が求められると述べ
る． 
その他，福井県越前市に本拠を置く中小企業向けの情報化支援企業である経営戦略立
案から経営改革・戦略的情報化システム構築・アフターサポート・補助金獲得支援まで，
一連のシステム構築支援を行うコスモタウン代表取締役 IT コーディネーターの先織久
恒氏は，情報化を推進するためには，目標（戦略）を明確にし，具体的な目標達成のた
めのビジョンを構築し，実現を図ることであると述べる．その際に，顧客視点を重視し，
実現のための情報システムを有効活用し，処理ボリューム，コストパフォーマンス，社
員のモチベーションの向上を想定しているという． 
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（4） コスト削減 
 
コストの削減も重要な役割である．たとえば，アルク取締役インターネット事業部長
の森田正康氏は，負荷分散によるコスト削減に注力し，初期コストを極力抑える努力を
している．また，リコー専務であり自らをチーフ・イノベーション・オフィサーと呼ぶ
遠藤紘一氏は，費用コストの節約は CIOの重要な役割の一つであるとみなしており，同
社ではグローバルサプライチェーンの仕組みでは，外部コンサルタントの手は借りず，
ERP（統合基幹業務）パッケージのようなものは使わず，新しいシステムを構築するの
ではなく，既存システムを改修したことにより，大幅なコスト削減に成功した．また，
ソニー副社長兼 CIO堺文亮氏は ITのコストカットを推進するために，プロセス中心に
横串でシステムを構築し，ITとビジネスの違いを明確にした．そして，そのための予算
や人事の権限などの改革を実施している．デルのインフォメーションテクノロジー本部
本部長である高野篤典氏は，コストダウンを実現しながら，業務効率の向上を図り，「標
準化」と「統合化」という流れの中で提案している．マクロミル取締役 CIOの柴田聡氏
は，ITとは業務フローの改善を徹底的に追及するためのツールであり，技術面，ビジネ
ス面のトータルで，よりいっそうコストパフォーマンスの高いサービスを提供し，ひい
ては磐石な財務体質を構築していくことが求められるとしている．そのために CIOには
様々な業務の経験が必要であり，多角的にビジネスを捉えられる視点もコスト削減の成
功に牽引する．ライブスペック RFP 研究所代表取締役である木ノ下勝郎氏は，コスト
の透明性を示し，経費削減の重要性も指摘するが，職員に主体的に意識改革をさせるこ
とも CIOの役割のひとつであるとみなしている．同氏は，ユーザーもベンダーも本質的
な問題意識を持って取り組む姿勢を身に着けるべきであると指摘する．メリーチョコレ
ート・カムパニー取締役社長室兼総務部長である石井雅夫氏もコスト削減に注力してい
る社内戦略を説く．こうしたコスト削減には，組織内の意識改革を誘発するための，ト
ップのビジョンをいかにスピーディーに具現化するかが情報リーダーに求められる資質
であり，その役割そのものは社長主導であると述べる．同社は，社長が主導してシステ
ムの導入を決定しており，トップのビジョンが経営に直接的に作用しているため，具現
化する能力が特に求められていると述べる．ビッグ代表取締役の村上晶彦氏は，ITのメ
リットは情報を得るための省力化であると説く．その他，レガシーから一新するのでは
なく，コスト削減や利便性の向上を目指す企業は多く，その他シャボン玉石けんや神戸
製鋼所がある． 
 
（5） IT投資並びに評価 
 
IT投資並びに評価について前述の遠藤氏は，CIOの責任範囲は IT投資がきちんと効
果を出すようにしてもらうことであり，投資を実施するときには，実際に IT 投資が効
果を出しているのかを追跡することも CIOの責任とみなす．一方，デンセイ・ラムダ執
行役員 SPS営業本部長の熊澤壽氏は，マネジメント教育のポイントは「人が人を管理す
るのではなく，自分が自分を管理する」ことであり，そのために，早くから営業部全員
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にクライアント PC を与え，意識付けを徹底させるなど，同社は 1990 年代から社員一
人ひとりに PCを持たせ，莫大な IT投資を行ってきた．東京全日空ホテル副総支配人兼
IT推進室長である清田甚氏は，他社と差別化をするために，リノベーションを実現した．
例えば，積極的な IT 投資や「IT 推進室」の立ち上げ，「IT 検討委員会」での現場の意
見，要望の吸い上げ，啓蒙などのための組織作り，意見の集約と調整などである．一方，
山崎文栄堂代表取締役社長の山崎登氏は，大型投資に対しては慎重であり，少なく積み
重ねる IT 投資に傾倒する．その理由は，大型投資の場合，失敗した場合のリスクもそ
れに比例して大きくなるためである．企業の CIO戦略に詳しい日経 BP社日経情報スト
ラテジー編集長である多田和市氏は，CIO に求められる資質として，経営的なセンス，
プロジェクト・マネジメント，社内外に対する説明能力などであるとし，特に IT 投資
を判断する上で必要になる知識や，常に危機意識をもって会社を変革し続けるマインド
を有することであると説く． 
 
（6） 組織内外のコミュニケーション（経営者・ステークホルダー） 
 
組織内外とは，社内の経営者やステークホルダー，株主などを意味する．あずさ監査
法人代表社員である荒井卓一氏は，従業員にコミュニケーションの効果的な利活用方法
を実践し，反復実践が可能な場を提供することを重視する．そして，学ぶこと，知識開
発することに積極的であることに対するパフォーマンス評価を行っている．サン・マイ
クロシステムズ政策推進営業開発本部本部長の中村彰二朗氏は，CIOの権限を高めるた
めに，トップに重要性を認識させるうえでの説明責任の重要性を説き，さらに多くの人
材との交流を大切にし，コミュニケーションを重視している．近年大型合併やシステム
統合などで，合併先や統合先とのコミュニケーションは組織の行方を左右する．たとえ
ば，JFEスチールは NTTと川崎製鉄という大手高炉 2社が統合して出来た会社である
が，システム主監である菊川裕幸氏は，あらゆる業務の統合と最適化が図られる中で，
情報システムの統合と再構築が不可欠であると述べ，システムを全面的に再構築する必
要性の経営幹部への理解が必要であると説明する．同氏は，ITを梯子として，変革を起
こし経営のビジョンを実現するため，定期的にステアリング会議を開催し，経営者やス
テークホルダー（利害関係者）とのコミュニケーションをとることに務める．神戸製鋼
所 IT企画室長の林高弘氏は，そのため企業の変革を支える IT活用は，システム部門の
役割について他部門とのコミュニケーションが重要であり，技術そのものの説明よりも
各部門ニーズを引き出す力，コンサルティング能力も試されるものであると理解してい
る．同氏は，社内の理解を得るためのシステム導入後の姿を平易に説明している．出光
興産の執行役員情報システム部長である日比省吾氏は，人のためのシステム構築に力点
を置いており，システムは，使用者たる人間がシステムを利活用し，連携して最高のシ
ナジー効果を生むことが肝要であるため，システムを活用するために必要なのはコミュ
ニケーションであるとする．麒麟麦酒の情報企画部部長代理である高藤陽一氏もよりよ
いコミュニケーション環境を構築することが大事であると述べる．ドトールコーヒー情
報システム部ネットワーク課課長代理の三上貴康氏は個々の事業部が掲げる様々な戦略
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に対し，コミュニケーション面での手助けを行うことが情報システム部門のミッション
である，という．また，コミュニケーションとは，ネット上だけで成功するものではな
く，人とのつながりの大切さを説く企業も多い．たとえば，サイバーエージェント新規
開発局局長の宮塚功氏，イーディーコントライブの CIO兼取締役である松田誠氏は，真
のコミュニケーションとは，直接的なものであると強調する．また，企業規模がグロー
バル化する中で，リーバイ･ストラウスジャパンは，海外とのやり取りが急増するため，
英語によるコミュニケーションができるようになることなど，使用言語の標準化も欠く
ことはできない．その他，説明能力やコミュニケーション能力は，説得力とも同義であ
り，前述の吉本氏はトップの意識と社内改革をする際の社員への説明，説得力が大事で
あると解く．また，新システムを導入する際には経費，投資効果をはじめとする CIOの
説明力と説得力が求められ，たとえば黒部市民病院関節スポーツ科医長である今田光一
氏は，内部では最初批判があった病院の「クリティカルパス人員や工程管理などに使う
ガントチャートに似た手順書」を導入するために，周囲を説得し，理解を得て導入する
ことに成功した．その結果，カルテの統合によって，情報の共有が簡単になり，システ
ムを根本から変えて標準化するメリットを得，業務効率が向上したという． 
 
（7） 標準化，情報システムの統合，再構築，スキル標準化 
 
前述の荒井氏は，社内における共通の言語体系を構築し，標準化することに務め，組
織構造を重層的にしないことに注力した．これはリーバイス・ストラウスジャパンも同
様である．グローカル（グローバルでかつローカル）な対応が求められることから同社
は，日本のビジネスユーザにグローバル標準の意義を理解してもらうことと同時に，ア
ジア太平洋ビジョンの中で，日本の要望をグローバル標準会議で主張し，支持を取り付
けることが重要であり，積極的な国際化を促進するべきであると強調する．このほか，
標準化を推進してきた企業は，前述のフューチャーシステム・コンサルティングの碓井
氏，損保ジャパンの望月氏，デルの高野氏も同様である． 
 
（8） サービスレベルの向上／ユーザー重視 
 
顧客に対する企業責任の一つとして，顧客満足度の向上をはじめとするサービスレベ
ルの向上やユーザーの視点にたったビジネス展開である．たとえば，ケイブ専務取締役
兼 CIO高畠純一氏は，エンターテイメントに対する他社との徹底した厳選／差別化を図
るために，顧客サービスをワンストップ化し，ユーザーのロイヤリティを高め，ITを利
用したマーケティング志向を強化している．明豊ファシリティワークスの経営企画部で
ある大島和男氏は，CIOの役割とは，現場からの要請をタイムリーに解決する流れが会
社には不可欠で，理解力，サービス精神，先見性，などが開発スキル，経営的スキルの
ほかにも要求されると述べる．カブドットコム証券のシステム統括部長である阿部吉伸
氏は，ROIを維持しつつ，売り上げも伸ばして，サービスも向上させることを目指して
おり，役員も経営層も経営を理解，納得している環境を作ることに力点を置いている． 
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また，新興企業の場合，他社にない独自性を持ったビジネスモデルを構築することも
大切であり，たとえば，ビッグの村上氏は，競合する同業他社に対して ASP で情報を
提供する不動産業界では日本発のサービスを提供している．前述の全日空ホテルの清田
氏は，同社がサービス業界であることからも顧客満足を重視している．また，サービス
や顧客満足度の向上は業務の効率化やコストの削減の実現にも大きく寄与しており，前
述の大阪ガスはそのベストプラクティスともいえよう． 
 
（9） インフラ構築（情報基盤整備）／IT に関わる組織構築（サポート体制の充実）
IT基盤構築 
 
前述のラストリゾートは，社内のセキュリティを強化し，社内の PC や使われ方など
IT 資源を一元管理，把握できるインフラ構築のプロジェクトである「IT 資源管理プロ
ジェクト」を第一歩として情報セキュリティを強化した．アイスタイル取締役 CIOの菅
原敬氏は，CIOの役割として，メーカー主導であった企業をユーザー主導に変えて業界
全体を活性化する情報基盤の構築が目標としている．神戸製鋼所の林氏は，生産や出荷
システムから経理や人事といった業務システムの構築，全社的インフラの企画にいたる
まで，同社の情報基盤の確立に貢献している．日立テクノロジーズ情報システム推進部
ERP推進グループ部長代理の卜部良基氏は，メインフレームを撤廃し，オープンシステ
ムに完全移行するという全社的な IT 基盤の統一に向けて取り組みを行っている．同社
は慣れ親しんだ環境を変えることに抵抗を表す日本のシステムを変革するために，米国
の実利的なビジネス・プロセスを導入した．そして，システム構築には IT 部門ありき
でなく，エンドユーザー部門の明確な目的意識の元にスタートすべきであり，それを具
現化するのが IT 部門であって，IT がボトルネックにならないように，ミクロの目だけ
でなくマクロの目も必要であると説く．そしてそのために興味や探究心を旺盛にし，論
理的思考を身につける努力が必要であると述べている． 
 
6.2.2.1結論－日本における企業 CIOが求める役割 
 
 インタビューの結果，企業の CIOが重要であると考えるコア・コンピタンス偏差値比
較すると表 19の通りである．  
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表 19 企業 CIOが求める役割 
Table 19 The roles for Business CIOs 
優先順位 企業 CIOが求める役割 偏差値 
1 構造改革（業務改革）／イノベーション 94.44 
2 セキュリティ／危機意識／BCP 81.77 
2 IT経営／IT戦略／ビジネス戦略 81.77 
4 コスト削減 69.10 
5 IT投資並びに評価 65.93 
5 組織内外のコミュニケーション（経営者・ステークホルダー） 65.93 
7 標準化，情報システムの統合，再構築，スキル標準化 59.60 
7 サービスレベルの向上／ユーザー重視 59.60 
9 説明／説得力（組織内，経営幹部など，社内理解力） 56.43 
9 インフラ構築（情報基盤整備）／ITに関わる組織構築（サポート体制の
充実），IT基盤構築 
56.43 
出典；筆者作成 
 
圧倒的に“構造改革（業務改革）／イノベーション”の優先順位が高く（94.44），
その次に，“セキュリティ／危機意識／BCP（81.77）”，“IT経営／IT戦略／ビジネ
ス戦略（同）”，“コスト削減”（69.1）と続く．このように，企業の場合，変革や改
革，イノベーションには積極的であり，セキュリティ対策が上位に来る理由は，日米で
実施した学習目標をベンチマークとしての優先順位の結果と同様である．インタビュー
結果によって，さらにその結果の信憑性を高めることもできたといえよう．また，IT経
営や IT 戦略，ビジネス戦略も重視しており，CIO を導入することによって，コスト削
減を目指すことも企業戦略の一環であろう． 
 
6.2.3 日本における官民 CIOの役割の差異 
 
CIO などのインタビューの結果によれば，官民 CIO が必要とする役割には差異があ
る．CIOは非常に個性が強く，表 20は，日本における官民 CIOが求める役割の上位 10
項目である．CIOのコア・コンピタンスを標準化させることの難しさを痛感した．CIO
とは非常に特殊な人材であり，それぞれが特異な性質を有している．彼らは所属する組
織の中で自ら試行錯誤を重ね，独自のビジネスモデルを見出し，実践し，成功を手中に
している．調査結果からキーワードを抽出し，標本標準偏差によって，優先順位を明ら
かにした． 
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表 20 日本官民 CIOが求める役割の上位 10項目 
Table 20 Top 10 Priorities of CIOs in Private and Public sector 
順位 行政 CIOが求める役割 順位 企業 CIOが求める役割 
1 人材戦略 １ 構造改革（業務改革）／イノベーショ
ン 
1 インフラ構築（情報基盤整備）／ITに
関わる組織構築（サポート体制の充
実），IT基盤構築 
2 セキュリティ／危機意識／BCP 
3 人材育成（教育） 2 IT経営／IT戦略／ビジネス戦略 
4 役割の拡大／業務の複雑化／重責／明
確化 
4 コスト削減 
4 セキュリティ／危機意識／BCP 5 IT投資並びに評価 
4 組織間の連携／協業／社内調整力 5 組織内外のコミュニケーション（経営
者・ステークホルダー） 
4 リーダーシップ／改革の指導力 7 標準化，情報システムの統合，再構築，
スキル標準化 
4 経営戦略（IT戦略との一体化） 8 サービスレベルの向上／ユーザー重視
4 ITシステムの構築 9 説明／説得力（組織内，経営幹部など，
社内理解力） 
4 標準化，情報システムの統合，再構築，
スキル標準化 
9 インフラ構築（情報基盤整備）／ITに
関わる組織構築（サポート体制の充
実），IT基盤構築 
4 全体最適化 － － 
4 市民・顧客サービス － － 
資料：筆者作成 
 
結果的に，企業と行政では CIOに必要となるコア・コンピタンスが異なる．企業 CIO
には，業務改革のための IT，ビジネス戦略，マネジメントやコストの削減などの優先順
位が高い．近年 CIOの役割として浮上してきたセキュリティや BCPに対する意識の高
さも理解できる． 
行政 CIOには内部での人材育成の必要性から人材育成，人材戦略，教育が上位となる． 
そのほか，標準化に関しては，官民何れも重視している．これは情報社会の急激な進歩
に伴い，企業も行政も情報システム統合や，再構築，スキル／システムの標準化への対
応が必要不可欠になっているためである． 
マクロレベルのコア・コンピタンスの共通項は存在するが，ミクロレベルの学習目標
では，重要性の程度が異なる．特に，既存のコア・コンピタンス／学習目標には含まれ
ない新しい役割，あるいはこれまでにコア・コンピタンス／学習目標とは認識されなか
った役割も求められている．例えばそれは，変革に対するイノベーションや，人材を戦
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略的に利活用し，最大の成果を挙げる人材戦略，などである．これらは企業よりも行政
において非常に優先順位が高い．また，プロジェクト・マネジメント能力は日米で CIO
の中核要素であるが，散在する人材の能力を標準化させるための徹底した教育や，マネ
ジメントが，プロジェクト成功の鍵となることも，多くの現場 CIOは認識している． 
そのほか，インタビューの結果，優先順位は決して高くはないものの，例えば業務改
革に繋がる“コスト削減”や“IT システムの構築”，そして不可避なグローバル化への
対応として，日本の技術力や開発力を全世界で共通化（標準化）させるためのフレーム
ワーク作りも重要性が高かった．特定の“CIO”に対するイメージが強く，CIOとして
の活動が評価され，ベストプラクティスとして活かされる．また，組織活動におけるゴ
ールまでの業務内容や流れのプロセス，組織構造の分析や合理化のための BPR を実現
するためには，組織のあるべき方向への指標を築き，イノベーションを推進する牽引力
や意思決定が重視されるのである． 
このほか，CIO の人的資質にフォーカスした“感性”“アイデアの創出やクリエイテ
ィビティ性”，“モチベーションの維持”，“意思決定・決断力”“バランス感覚”が重要で
あるとする声もあった．円滑に業務を行うための組織のストレスフリー・オープン化，
サービスレベルの向上も特徴的である． 
その他，各人へのインタビューの要旨からキーワードを抽出すると，上記のほかに次
のようなコンピタンスが挙がった．“組織間の連携／協業／社内調整力”，“ITシステ
ムの構築”，“プロジェクト・マネジメント”，“先見性／予見”，“オープン化，ス
トレスフリー”，“ビジョンの実現”，“人材育成（教育）”，“グローバル化への対
応・グローカル”“感性”，“プロセス・マネジメント”，“品質管理”，“開発・技
術スキル”，“全体最適化”，“問題解決力”，“リテラシー向上”，“個人情報保護”，
“論理的思考力”，“トップダウン”，“リーダーシップ／改革の指導力”，“経験”，
“ITガバナンスの構築”，“ナレッジ・マネジメント”，“差別化”“人事・パフォー
マンス評価”，“人間関係”，“情報収集力”，“モチベーション”，“チャレンジ精
神”，“協業（情報システム部門以外の部署など）”，“戦略調達／調達モデル整備”，
“知的財産”，“権限委譲”，“可視化”，“CEOへの適切助言”，“キャリアパス”，
“理解力”，“人脈”，“アイデアの創出／クリエイティビティ”，“ビジネス・プロ
セスの導入”，“判断力”，“ユビキタス対応”，“SOX法の対応”，“コンサルティ
ング”，“最先端技術”，“意思決定・決断力”，“信念”，“スピード”，“情報の
透明性”“バランス感覚”，“官民人事交流”，“アウトソーシング”，“デジタル・
デバイドの解消”，“新規顧客獲得”である．このことからも，現在 CIOに求められる
役割は非常に幅広いといえる． 
 
6.3. ケーススタディ 
 
 次に本節では，CIOとして企業経営や，業務改革の推進者として大きな貢献を果たし
ているトヨタ自動車 CIO天野吉和氏，並びに，東京証券取引所鈴木義伯氏をケーススタ
ディとして取り上げ，CIOのコア・コンピタンスについて比較分析した． 
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両氏は，CIOのコア・コンピタンスや果たすべき任務をよく理解し，企業業績，ある
いは業務効率化，改革に多大な貢献をしたことで知られる．たとえばトヨタはカンバン
方式をはじめ，いまでは日本企業の多くがトヨタ WAY を教訓にしており，その中でも
天野氏はグローバル且つ情報化戦略の中で IT を有効に使って，開発から調達にいたる
工程の標準化に尽力した．トヨタ自動車の天野 CIOは指摘する．トヨタの事例は，国際
化を目指す多くの企業の教訓でもあり，トヨタのカイゼンやカンバン方式は，IT利活用
の新しいビジネスモデルでもある．この他，ユーザー視点を重視したサービスレベルの
向上や顧客満足度は，日本型 CIOの特徴でもある． 
また，東京証券取引所は 2005年 11月 1日の午前 6時 30分に東証の売買システムの
中核である「株式業務サーバー」の立ち上げ処理が途中停止した．停止の間，東証 1部・
2部とマザーズの上場株式 2401銘柄に加え，転換社債型新株予約権付社債券（CB），交
換社債券のすべてが売買停止になった．「システム障害により全銘柄の売買が停止したの
は初めて」（東証）であり，東証だけでなく，東証のシステムを利用している札幌，福岡
の両取引所でも売買がストップした2．その要因は，情報システムのそれまでのキャパシ
ティが急激なトランザクションに耐えることが出来なかったためであり，取引停止をも
たらし，甚大な被害を被った．東京証券取引所の市場拡大やビジネスモデルの展開に対
応するために，NTTデータフォース社長の鈴木善伯氏が CIOに就任した．そのため IT
の知識やスキルは勿論，CIOに必須とされるマネジメント能力にも優れ，現在東証の次
世代システム稼動のために貢献している．両氏とも企業拡大，グローバル化，ビジネス
モデルの急激な変化に対応しているところに，製造業と金融サービス業という業種の壁
を越えた共通項を見出すことが可能ではないかと判断し，2 社をケーススタディに取り
上げた． 
 
6.3.1. トヨタ自動車 CIO 天野吉和氏 
 
トヨタの置かれている立場は急激にグローバル化が進んだ．情報システム部門はそれ
を支える基盤を提供する部門だ．24 時間 365 日いつでもどこでもどこからでも情報に
アクセスできる環境を提供することが役目である． 
CIOとして実施してきたことは次の通りである．第一に，物理的なネットワーク，デ
ータセンターを充実させた．第二に，業務のアプリケーション，開発，生産，物流，調
達，などの分野の業務を標準化し，情報システム部門のアプリケーションを統一した．
第三に，アプリケーションを支えるためのコールセンターやヘルプデスクを整備し，グ
ローバルを支えるバックヤードの部分を強化した．第四に，現在推進中であるが，「情報
の清流化」である．情報は各ステージで重みがあり，それを清流化して，ユーザー（使
う側）にデータを渡すことが，CIO としてのミッションであり課題である．たとえば，
清流化とは，実際のデータを誰が見ても分かりやすいような使い勝手のいいレベルに正
規化することである． 
トヨタでは，CIOはチーフ・インベストメント・オフィサ （ーChief Investment Officer）
とも言われることがある．つまり，投機の統括責任者である．したがって，この面にお
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いても CIOの役割は重要である． 
トヨタは，グローバル化を推進してきており，各国各地域のマネジメントも検討しな
ければならない．日本のトヨタが本部となり，どこまでを管理して，どこまでを地域に
権限を委譲するか，といった仕組みを構築することも CIOの役割である．そのためには，
経営層として，システム・セキュリティやアクセス権限についても取り組みが必要であ
る．トヨタでは 2000 年初めごろから生産，販売の海外シフトを強化してきた．そのと
きユーザー部門と徹底的に話し合ったのは，全社的な目標や業務プロセス改革を実現す
るためにどういうオペレーションをどこまで世界共通化するかということ．たとえば新
車開発期間の飛躍的短縮を図るために，どういう共通化が必要なのか．ICTで設計情報
を共有することで業務プロセスを一新できるなら，そのために必要な世界全社共通の
CAD（コンピュータによる設計）システムを導入し，各国ごとに違っていた部品コード
を統一する．今では開発，生産，物流といったトヨタの生産方式を支える部分はほとん
どグローバルなシステムになっている． 
世界共通のインフラ整備については情報部門が支え，各国固有の法制や商習慣，リス
ク・マネジメントなどに対応するシステムについては各国独自につくってもらう．標準
化は，IT投資のみならず業務全般において重要である．今求められるのはグローバルで
の標準化である．統一すべきところのオペレーションは何か，全体として決定すべき項
目は何か，地域に対するオペレーションは何か，地域でやるべき業務は何か，というこ
とを，融通を利かせながら決めていくことが基本である．情報投資はそれに対してある
べきであると考えている．まず，情報投資の考え方としては，システムの寿命を考慮し
たうえで，インフラなどのハードを掛け合わせて検討するものである．また，長期的な
スパンでの視点が求められる．そして，全社的に，システム開発の管理用法や予算，費
用対効果などに関して，グローバル・スタンダードで構築しドキュメント化している．
もちろん評価項目も必要で事に決定している．しかし，この点は非常にむずかしく SOX
法対応に伴う費用対効果などの評価は困難である．したがって，J-SOX法ではシステム
部門とユーザー部門を区別して投資している．トヨタの基本的な評価手法は納期，開発，
納期，期間，などであり，今まで車両開発が 20ヶ月でできたことを 15ヶ月にするなど
で評価している．これらの評価判断は，役員会で議論されるものである．IT投資の意義
ははっきり理解しなければならない．IT 投資を促進する経営者との均衡は大切である．
ただ，IT投資と社内の仕事の仕方は同時並行で進めなければならない．社内の仕事の仕
方が変わらないにもかかわらず，IT投資をしても何の役にも立たない．CIOとしての責
任範囲のひとつだが，特に機能やシステムがどの程度使われているかとを判断し，抑制
する役割もある．たとえば，あるシステムに 1000個の機能をつけたとしたら，その 1000
個が本当に使われていなければならない．実際にはビジネス系のシステムの場合，日常
的に使われる機能は 3割くらいで，期末処理など時々使う機能が 2割くらい程度である．
ということは残りの 5 割はほとんど使われておらず，情報システムの投資額は予算の 5
割で十分である． 
IT 投資の考え方は，半歩先を行く程度の先見性が大切である．さらに IT 投資の絶対
額は変わらないが，質が変わってきている．理由は，世界共通で利用するシステムが増
 120
加したことで，地域ごとで手法が変わってきたためである．つまり，これまでは米国は
米国，欧州は欧州，というように独自で行ってきた．グローバル化の進展に伴い，共有
化すべきところ，共通にすべきシステムの比率が増えてきている．これまでのように，
地域毎にユニークなオペレーションをすると米国と日本との品質に差が生じてしまう．
そのため，オペレーションの資質や能力スキルの標準化が大きな課題である．すべて日
本の品質が求められるようになる場合の各地域の対応が大変である． 
その他，財務報告に関連してユーザーに対しては投資対効果について一定の説明責任
を果たしてきた．しかしこれからは一般の人に対しても，もっと分かりやすい言葉で説
明するべきかもしれない． 
トヨタでは，ユーザー部門の要求に即座に応えられる体制を事前につくっておくこと
が，情報部門の主要なミッションと考えている．我々が心がけているのは，二，三年お
きに示される中長期のビジョンをよく把握して，どのようなインフラ整備が必要になる
かを考えておくことである．たとえば世界全体での目標販売台数がビジョンで示された
ら「世界のどこの地域でどのように実現するか」という部分に注目してそれに対する準
備を整え，提案する．もちろん，情報部門が先走りしすぎると最終的に使ってもらえず，
時間をかけてつくったシステムが無駄になる．私のイメージでは「ユーザー部門の一歩
先ではなく，半歩先を行く」くらいが望ましいと考える． 
トヨタでは調達システムを一番先にグローバル化したが，グローバルなオペレーショ
ン化に対する発想がなかったところに，コンセンサスを取ることが大変だった．あえて
言えば，トヨタで初めてグローバルシステムで標準化を行う場合，多言語対応が最も苦
労した．その他，アジア地域でのデジタル・デバイドの解消も焦点であり，そのために
現地スタッフの人材育成がかぎとなる．トヨタでは，調達部がオペレーションに関して，
米国で 200人くらいを招集して，宣教師をつくり各国，各地域への弟子を育てていく仕
組みを作った． 
米国企業改革法に関しては，トヨタがニューヨークに上場しているために海外を含め
た内部統制を構築する必要があった．専門のチームを作って三年前から動き始めている．
すべての業務を対象にシステムを構築すると莫大なコストがかかるので，まず自分たち
の業務が基本的にどうなっているかの調査を行い，どこまでやるべきなのか運用を決め
た．その上でコンピュータを使って自動化，暗号化する部分，情報部門でトヨタ流にカ
スタマイズする部分，ユーザー部門の工夫に任せる部分を決めていった．やはり仕事の
ノウハウに関する重要な部分は自社流を通すべきだろう． 
自然災害や大規模な事故などでリスクレベルが上ったときに社長が直に指揮を執る
防災センターや世界中の日々のオペレーションを見るバックアップ情報システムを用意
し，一定の災害想定はしてある．しかし危機管理は日常のトラブルの延長線上でかなり
の部分をカバーできる．今後は自動車部品メーカーや部品メーカーへの災害時情報シス
テム投資をどこまで一緒にできるかが課題だ． 
トヨタは機能別の組織なので，それを実データに基づいて横断的に見る能力を持つ
CIOを育てたいと考えている．各部署，各機能別に持っているデータベースを見て，そ
の情報が他のデータベースとどのように関係するのか，どれくらいの情報量がどの部署
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にどういうタイミングで流れているのか，そしてその情報が何の目的でどのように使わ
れているのかという分析能力のある人が望ましい．情報部門で育った人が一度他部門で
キャリアを積んで戻ってくるのがいいと考えている． 
CIOに求められる資質に関しては，情報システムの造詣がある人が望ましい．要する
にコンピュータが分かることが前提である．そして，プロジェクト・マネジメントがで
きる人材が望ましい．また，最低限，情報システムへの造詣が深く，実際にモノを作っ
た経験のあることもベースとして必要である．さらに，ユーザー部門とのコミュニケー
ション能力をとることができることも大切である．そして，どこの部門でも大切だと思
うが，最後までやりきる能力を持ち，結果を出せることが大切である．途中であきらめ
てはいけない．特に製造業では金融業の CIOと異なる役割や資質が求められると思う． 
 
6.3.2. 東京証券取引所 CIO 鈴木義伯氏 
 
CIOにとって，ものごとの本質を見抜くためには，必然的に起こる変化に脅威を抱く
のではなく，積極的に行動をしかけることが大切だ．変化をチャンスと捉え，ビジネス
に生かすべきだと思っている．そうすることで，変化に対する強さや柔軟性が養われ，
リスクを軽減できる． 
市場全体の環境変化は非常に大きく，東京証券取引所は「世界の東京証券取引所」，
と変化していかなければならないし，変化することを求められている．もはや競争相手
は日本ではない．そのためには，市場全体を理解してもらい，市場の信頼性を確保する
ことが絶対条件であり，競争に負けないシステムを備え，市場の激変に対して，東証が
変わっていかなければならない．東証は，マーケットの変動に対して大規模システム改
善を行い，グローバル化にも対応できる，新しい次世代システムを 2009 年には確立す
るつもりである． 
大規模なシステムをマネジメントする際には，散在する人材の能力やスキルのバラつ
きをコントロールすることが決め手になる．バラつきを防ぐためには，標準化に向けた
教育と，浸透化が重要だ．国内，あるいはグループ内で，標準プロセスの共通化が出来
ないと，いくら標準化をしても効果が現れるまでに時間がかかる．この点を忘れると大
変苦労する．依然担当したプロジェクトの総数は全体で 1500 人いた．この中には SE，
プログラマー，CE，テスト要員などたくさんおり，たとえば，品質管理しかやっていな
い，要員管理しかやっていない，といったようにバラバラなスキルレベルを標準化させ
ることが最も苦労する点である． 
東証の場合，システムを作るというよりは，自分のビジネスに合うシステムをどのよ
うに調達をするかに重点が置かれる．調達した，あるいは開発したものをいかに上手に
運用していくか，が求められる．トランザクションの比率が急激に上昇するなど，予測
できない事態に対しては想定内なら問題はないが，急激な上昇を予測するマーケットニ
ーズに対する洞察力が求められる．その他，トランザクションの急増に対応できるだけ
のキャパシティの管理，マーケットを読んでキャパシティ管理に反映させていくこと，
対応していくこと，が大切であり，難しさだと思う．しかも，昔は東証のシステムは証
 122
券会社が取り次いで証券会社自身が端末をたたいていた．ところが，端末ではなくて，
投資家の人が直接コンピュータを持って注文を出していく．それが日本ではなく世界中
からトランザクションが来る．このように，ビジネスモデルが B2Bから B2B2Cに変わ
ってしまった変わり目で，キャパシティをどうしていくかといったマネジメントの変化
を捉えるということが大事だろうと思う．変化するビジネスモデルの対応が求められる． 
リスク・マネジメントについては，事業の継続性に対する備えを強化している．証券
業界はセキュリティ，に関していえば東証は自ら ISMSをとってそれに基づいて運用し
ており，一年に一回審査を受けている．ベースになるセキュリティは，一般的な意味で
いうと守られていると思う．セキュリティに関しての要望は年々変化しているので東証
が自らを守るためのセキュリティの備えに対して神経質になり，世の中の要求レベルの
変化やその変化を先取りしていくことが求められる．東証は信用が最大であるため，今
現在のサービス内容に対して，セキュリティの影響をうけ，どのように変化すべきか，
といった感受性よくモノを考えることの大切さを理解しなければならない． 
事業継続に関して，証券業界は遅れている．現在，証券業協会がリーダーシップをと
っている．東証の場合は大規模災害をベースにしているが，そのケースを想定してマー
ケットは 24 時間以内に，つまりできるだけ次の日の早朝から立ち上げるようにしてい
く．生産には 2時間にサービスを立ち上げるという目標を持って，そのサービスをして
いるところが順次開始していくと思う．東証も 2009 年の次世代が動くときにはバック
アップセンターを作って，事業の継続性に対する備えを強めると考える．会社全体とし
て事業の継続性が出来ることが求められるので，業界全体がそういう方向に向かってい
かなければならず，時間をかけて対応していきたいと考えている． 
CIOに必要な資質は，IT部門の経験者であれば事業のサービス，要するに ITを使っ
て創造するサービス，あるいはビジネスモデルの創造性が求められると思う．それに対
して，もともとビジネスをしてきた人で ITの責任者になった人は ITのそもそもの能力
が求められるだろう．そして共通的に求められるのは“創造性”であると考える． 
IT の使われ方が間接部門の省力化などに使われる場合，創造性は要求されないが IT
の使われ方がビジネスの中枢や企業の業務の中枢に使われて企業の業の本業に使われる
ところは，そこの事業自体の創造性が求められるだろう．経営，あるいはビジネスその
ものに求められる資質は CIOに求められていると考える． 
人材育成に関しては経営センスのある人達に IT の教育を行うのがひとつの方法だ．
会社の経営層にいる人達に IT について勉強してもらう．CIO の人材育成は難く一筋縄
ではいかない． 
専任化については，フルタイム CIOとしてはっきりしていて，事業の根幹に ITを使
っている企業は絶対に専任でなければだめだ．CIOは兼任がするほど生易しいものでは
ない．この点ははっきりしている． 
米国では，プロジェクト・マネジメントとリーダーシップが CIOに必須とされる理由
は，プロジェクトを推進する上で両者は切り離せないスキルであると考える．日本の場
合は少し異なり，ITを使って会社自体の経営の中に参画していく，経営に関してビジネ
スの創造性を提案していくそういうようなことが求められる．仮にそれがないと，日本
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の場合にはシステム部長なのか，程度に考えられてしまう．もちろん，米国の場合には
組織的に CIO を部門ごとにおいてもおかしくない．逆に日本は極端に CIO を設置しな
い傾向にある．その点が CIOというものが米国では非常に根付いて，ひとつの会社に 5
人いることが珍しいことではなく，各プロジェクトのリーダーが CIOであるほどの認識
であると思われる．それだけ米国は CIO が浸透している．日本では CIO というよりプ
ロジェクト・マネジメントである．同レベルの仕事も兼ね合わせているというのが強い．
アウトソーシングの利点を最大限生かすことも重要である．内部で人材を育成し続ける
ことの負担の軽減につながる． 
CIOの権限拡大については，東証の場合，執行役員が 7人のみであり，機能を分けて
いくと，IT部門の権限は相当出て来てしまう．自分で消化できるかといえば心配な面も
ある．業務のみならず，判断し，方向性を示唆することが要求される． 
権限は専任の場合フルに使える．問題は兼任である．他のこともいろいろしなければ
ならない．CIOは専任にしたほうがよいのか．日米で比較すると，東証はシステムに関
して言えば，海外の取引に比べると脆弱である．海外の取引所は自ら会社の中に IT 部
門を持っている．SE，プログラマーまで抱えているところが強い点である．そのため，
今のように CIOというときの役割も出てくるのではないかと考えている．日本の場合に
は内部で抱えるというようなことをやっていく時代は，去ったのではないか，と考えて
いる．理由は，いままでは内部に抱えたほうがよいといっていたのは，ソフトウェアを
作るときのソフトウェアの利用の仕方がまだ非常に発展途上で，モノを作る量が多かっ
た時代はそれでよいが，今のソフトはそういう作り方ではなくて，外部のソフトを集め
てきてカスタマイズする，今は全体の 3割くらいしか作らない時代になってしまってい
る．そういう時代で，自分の中にソフトウェアの要員を抱えても，その人たちの持って
いるソフトの調達力や世の中全体にどの程度あるか，そういう能力を自分の会社で維持
するのは困難である．会社の中で，世の中にいるシステム屋さんと比較した場合，優位
な提案が出来る能力をずっと会社の中で維持できるというくらいの教育が出来ていける
かというと，無理である．むしろ外の長けたとこを使っていく方がよい．だから東証は
割り切っていて，基幹システムについては要件・定義，外部設計まででよい．後は全部
発注している． 
 
6.3.3. ケーススタディの比較分析 
 
 トヨタ自動車天野 CIO と東京証券取引所鈴木 CIO の共通項，あるいは相違点を把握
するために，前述のインタビュー内容を表 21にまとめてみた． 
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表 21 トヨタ自動車と東京証券取引所の CIO比較 
Table 21 Case Study - TOYOTA CIO and Tokyo Stock Exchange CIO 
 
企業名 トヨタ自動車（製造業） 東京証券取引所（金融サービス）
CIO 天野吉和 
2007年 5月 1日時点 
鈴木義伯 
2007年 5月 1日時点 
位置づけ 常務役員・CIO（専任） 常務・CIO（専任） 
前職（前役職） トヨタ自動車 NTTデータ 
実施したプロ
ジェクト事例 
• 物理的ネットワーク，データ
センターの充実（365 日 24 時
間アクセス可能なインフラ整
備と提供） 
• 業務のアプリケーション，開
発，生産，物流，調達，アプ
リケーション（部品コード表
など）の世界標準化 
• 車両開発プロセス革新 
• 開発期間，納期の短縮化 
• 大規模なシステム改善 
• トランザクションの集中に対
するキャパシティ管理 
• 市場動向の管理新しいビジネ
スモデルへの対応（B2B→
B2B2C） 
 
CIOの役割 • ユーザー部門との均衡 
• コスト削減 
• 中長期ビジョン把握 
• 物理的ネットワーク，データ
センターの充実 
• 情報システム部門におけるア
プリケーションの標準化 
• コールセンターやヘルプデス
クの充実 
• 投機・顧問 
• システムやセキュリティ，ア
クセス権限の強化 
• IT投資と評価項目事前策定 
• EA化 
• 事業継続計画（BCP） 
• 自然災害や大規模事故などの
リスク・マネジメント対応 
• SOX法／内部統制対応 
 
 
• 積極的な行動 
• 変革力 
• 変化とビジネス戦略 
• 変化に対する強さや柔軟性 
• リスク軽減 
• 次世代システム強化 
• 大規模システム改善 
• 人的マネジメント 
• 変化するビジネスモデルへの
対応 
• 先見性 
• 創造性 
• 事業継続化への備えと強化 
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企業名 トヨタ自動車 東京証券取引所 
グローバル化
への対応 
• 品質管理 
• オペレーション資質の均一化
• 多言語対応 
• デジタル・デバイドの解消 
• 現地の人材育成と仕組みの構
築 
• トヨタ生産方式；開発，生産，
物流，調達のグローバルシス
テム化 
• 情報部門による世界共通のイ
ンフラ整備 
• 各国固有の法制や商習慣，リ
スク・マネジメントなどに対
応する各国独自のシステムに
依存 
• グローバル化に対応可能な新
しい次世代システムの確立
（2009年） 
• 競争相手はグローバルマーケ
ットであることへの認識 
人材育成 • 機能別組織において実データ
に基づいて横断的に見る能力
を持つ CIOの育成 
• 情報部門経験者の他部門での
キャリア経験 
• 大型プロジェクト推進におけ
る散在する人材の能力やスキ
ルのバラつきの調整 
• 標準化に向けた教育と浸透化
• 経営センス（あるいは経営者）
のある人達への IT教育 
意思決定／権
限 
• IT投資評価などは役員権限 
• システム開発，標準化 
• 保守，維持，調達など多面的
• システム開発，標準化などは
CIO 
CIO に求めら
れる資質 
• 分析能力 
• 変革力／先見性 
• 情報システムの造詣 
• モノ作りの経験 
• コンピュータ知識は絶対条件
• プロジェクト・マネジメント
• ユーザー部門とのコミュニケ
ーション能力 
• 結果を出せる能力 
• 経営戦略に実データをリンク
させる能力 
 
 
• 以前の役職と CIO自身が備え
るべき資質は別 
• プロジェクト・マネジメント
• リーダーシップ能力 
• IT部門経験者；事業のサービ
ス；ITを使って創造するサー
ビス，ビジネスモデルの創造
性 
• ビジネス・経営経験者；ITそ
もそもの能力や知識 
• サービスに対する感受性 
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企業名 トヨタ自動車 東京証券取引所 
専任化 • あらゆる役職者は CIO的なス
キルが必要 
• 事業の根幹に IT を使ってい
る企業は絶対に専任であるべ
き 
• CIO は兼任がするほど生易し
いものではない． 
アウトソーシ
ング 
• アウトソーシングや地域への
権限委譲の枠組みを構築 
• 2000年初めごろから生産，販
売の海外シフトを強化 
• ユーザー部門の全社的な目標
や業務プロセス改革を実現す
るためのオペレーションの世
界標準化への着手 
• 業務プロセスの一新 
• 部品コードの統一 
• アウトソーシングの利点を最
大限生かすことも重要であ
る．内部で人材を育成し続け
ることの負担の軽減につなが
る 
• 基幹システムの要件・定義，
外部設計以外は全て発注 
今後の課題 • 自動車部品メーカーや部品メ
ーカーへの災害時情報システ
ム投資の共有化  
• 社内役員会をいかに説得し，
現場との距離を縮めるか． 
• 大規模災害対策 
• BCP確立 
• 24時間以内のシステム立ち上
げ 
• 2009 年次世代システムの稼
動にあわせたバックアップセ
ンターの設立と事業継続性の
整備 
注 1；インタビューは，トヨタ自動車天野 CIOには，2006年 5月，2006年 9月，2007年 2月にイン
タビューを実施した． 
注 2；東京証券取引所の鈴木 CIOには 2007年 2月，3月にインタビューを実施した． 
注 3；専任の定義は，業務の 3分の 2以上を CIOとしての職務を遂行している場合，日本型の専任と
定義している． 
 
 表 21の通り，トヨタ自動車天野 CIOと東京証券取引所鈴木 CIOを比較分析した結果，
次の共通項を理解することができる．まず，CIOに就任する以前は何れも情報システム
部門に携わった経験の持ち主である．そして，大規模な情報システム改革や，プロセス
の改善に関わり，着実に結果を出してきた．CIOに就任してからは，単に情報システム
部門のみならず，IT 投資をはじめ，IT 人材育成，標準化など多面的な業務を委任され
ている．そして，役員として権限も任されている． 
さらに，CIOの役割としては，ユーザー部門並びに社内における他の役職者達とのコ
ミュニケーション能力の重要性を謳っている．変革（イノベーション）に対しては，両
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氏ともに積極的である．特に鈴木 CIOの場合，東京証券取引所のトランザクション問題
やグローバル化への取り組みの遅れから，前職経験を買われ，東京証券取引所からのア
プローチで CIOに就任した経緯がある．そのため鈴木氏は東京証券取引所のレガシー・
システムの抜本的改革を行う必要性に迫られており，必然的に変革力やシステムとビジ
ネス戦略とを融合させる役割が重要であると理解しているのである． 
また，企業方針として国際的なビジネス展開に注力しているため，グローバル戦略に
も造詣が深い．グローバル化に伴う各国間でのデジタル・デバイドや人材スキルの問題
点を克服するために，システムの標準化や，現地での人材育成にも取り組んでいる．鈴
木 CIOの場合は大規模プロジェクトを遂行する際に，散在する人材スキルを標準化する
ことの大切さに言及している．そして両氏は CIOの人材育成は必要不可欠であると述べ
ている．CIOに求められる役割や資質に関してはプロジェクト・マネジメント能力の重
要性を指摘した．その他，CIO がマネジメント領域にシフトしつつある中でも IT のス
キル，たとえばデータ分析，基本的な IT ツール，システム全般に関わる能力の習得の
必要性を説いている． 
先見性に関して，天野 CIOは，物事はユーザーの一歩先ではなく，半歩先を見つめる
ことが大切であると述べ，鈴木 CIOは新しい市場動向や，ビジネスモデルに対する先見
性を持つことの意味を述べている． 
意外にも，自動車産業という製造業と，証券業界という金融サービス業における CIO
の役割は異なるように思えるが，実際はかなりの面で共通項が存在する．両氏とも，多
面的な側面において，CIOの役割や資質，取り組み内容に共通項を持っていることが理
解できる．必ずしも，彼らの役割や認識が一致するとはいえないが，CIOの役割に対す
る捉え方はほぼ同義であるとみなすことができる．むしろそれほど大きな相違点は存在
しない．天野 CIO や鈴木 CIO 両氏のケーススタディは日本企業の先駆的事例になりえ
る． 
さらにいえば，急激なグローバル化やビジネスモデルの変化への対応に迫られており，
IT という分野で各 CIO に期待するところも大きい．そのため，彼らの社での位置づけ
や権限委譲など，専任 CIO としての貢献は図り知れないものとなっている．こうした
CIO と CIO を取り巻く組織の関係は米国型に近く，両氏の役割は日本企業の中でも特
に醸造されている．彼らが果たすべき功績は大きい．トヨタと東証の CIO は醸造され，
その功績は日本におけるあらゆる組織に対して有効な功績になるだろう． 
 
6.4. 専任 CIOと組織の関係 
 
日本における CIO の形態の特徴は兼任型3である．米国のように専任型は普及してい
ない．また，専任とはいえ，米国のようにフルタイムで CIO 活動に従事できる CIO は
少ない． 
CIOの役割が広範にわたり，役員レベルの決済業務や意思決定が委ねられ，本業の根
幹に携わる CIO が増加するにつれ，兼任レベルでは対応しきれぬ状況になりつつある．
したがって，専任化に移行すべき条件について，筆者がこれまでヒアリング調査を実施
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した企業 23社を選び，売上高／IT投資額／利益額／利益率と専任 CIOの関係について
調査した． 
 
表 22 専任化の条件 
Table 22 Condition of full-time CIOs 
企業名 
売上高 
（百万） 
利益額 
（百万） 
利益率 
（％） 
IT投資額 
（百万） 
トヨタ自動車 21,036,909 1,372,180 6.5 420,738
みずほフィナンシャルグループ 3,557,549 649,903 18.3 71,151
日産自動車 9,428,292 518,050 5.5 188,566
三菱商事 19,067,153 350,045 1.8 381,343
三井物産 14,885,728 202,409 1.4 297,715
東日本旅客鉄道 2,592,393 157,574 6.1 51,848
松下電器産業 8,894,329 154,410 1.7 177,887
ソニー 7,475,436 123,616 1.7 149,509
リコー 1,915,090 97,057 5.1 38,302
セブン＆アイ・ホールディングス 3,895,772 87,930 2.3 77,915
麒麟麦酒 1,680,000 54,000 3.2 33,600
大成建設 1,400,988 18,025 1.3 28,020
花王 971,230 71,140 7.3 19,425
富士通 4,791,416 68,545 1.4 95,828
損保ジャパン 1,394,783 67,377 4.8 27,896
川崎汽船 940,818 62,423 6.6 18,816
セコム 567,315 52,994 9.3 11,346
日立製作所 9,464,801 37,320 0.4 189,296
NTTデータ 907,281 28,190 3.1 18,146
ニチレイ 469,411 6,293 1.3 9,388
アスクル 161,694 4,469 2.8 3,234
明豊ファシリティワークス 5,650 230 4.1 113
ぐるなび 8,605 793 9.2 172
平均値 5,022,289 181,955 4.6 100,446
出典；東洋経済「四季報」を参考に，売上高，利益額を抜粋 
注 1；今回の調査対象の企業は CIOを設置している．それも大半は筆者の定義する専任 CIOを設置し
ているのが特徴である． 
注 2；IT投資額は，一般企業の平均 IT投資比率（2％）を採用し，売上高×0.02で計算した． 
注 3；利益率は，利益額÷売上高で計算した． 
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図 22 企業と専任 CIOの相関関係 
Fig. 22 Correlation between the enterprise and full-time CIOs 
出典；筆者作成 
 
右上にグループ化された企業群（トヨタ自動車，三菱商事，みずほなど）はいずれも
専任 CIOを設置している．企業規模が大きく，情報システムが基幹業務として完全に利
用されており，且つ利益額や売上高が大きく，専任 CIOを設置するだけの予算，人事面
における余裕がある．それに対して，左上にグループ化された企業（明豊ファシリティ
ーズ，ぐるなびなど）は，売上高，IT 投資額の面で CIO 専任化の基準に満たしていな
い．このことから，特に，売上高，IT投資額が大きいほど専任化が進んでいる．しかし
ながらこれらの企業群は大企業の中でもトップクラスの企業であり，条件を緩和させ，
散布図の右側に実線で囲んだ「専任 CIOの設置が望ましい」に該当する売上高 5000億
円，IT 投資比率 2－3％，IT 投資額 100 億円以上の企業は，専任 CIO を設置する条件
にもなるといえよう． 
 
6.5. J-SOX法と CIOへの影響 
 
日本でも組織の内部統制化を目指し，「金融商品取引法」いわゆる日本版 SOX法（以
下 J-SOX法）の制定に向けた検討が促進されている4．J-SOX法の概要は，2005年 12
月に金融庁の企業会計審議会が「財務報告に係る内部統制の評価および監査基準のあり
方について」を発表した．企業に対して①経営者による内部統制の整備及び運用，②経
営者による財務報告にかかる内部統制の評価，③監査人による財務報告にかかる内部統
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制の監査の実施を要請するとともに，評価・監査の際の基準に関する考えが示されてい
る5．金融庁の「財務報告に関わる内部統制の評価及び監査基準」では ITを活用した統
制を支援していくことを明確に謳っている6．日本では，基本的要素として「IT への対
応」が付記されている．IT 内部統制に力点を置く日本では，CIO のリーダーシップで
ITを利用し情報化・透明化を推進することが求められる． 
日本では J-SOX法の施行に向けて，企業内の情報管理を徹底するための IT関連投資
が行なわれている．その額は 2009年に 7,000億円にも達すると予測されている7．IDC
調査によれば，今後の成長を牽引するのは戦略的な業務を委託するサービスで，J-SOX
法などの法規制に伴うコンプライアンス対応への需要が増加し，財務・経理業務分野の
サービスは 2007年以降に高い成長を示すと予測されている8．つまり，CIOにビジネス
に対する理解の欠如や，技術一辺倒の CIOは，J-SOX法施行に困難を抱える．ITの知
識に加えて，ビジネスやプロセスの知識も同様に要求されるようになる．もちろん CIO
には，経営戦略に関わる責任者で企業では取締役レベルの CIOが必須となる． 
施行前であるゆえ，米国の先進事例に基づく予見しかできないが，IT内部統制によっ
て，J-SOX法対 CIOの関係は一層強くなるだろう．高度な次元の ITマネジメント能力
が要求されつつある CIOには，定期的な財務報告や有効性評価に伴う他の役職者，たと
えば CEO，CFO などとのコミュニケーション，協業，その他データ管理，保護，災害
時のデータリカバリなどの記録管理も重要である． 
現在，J-SOX法施行に向けて，企業による J-SOX法への作業状況に差が生じている．
たとえば売上高の大きい大企業は大半が対応に着手できているが，それ以外の文書化に
も対応できていない現状にある．利益が高ければ CIOの専任化は人事や予算の面で可能
である．専任 CIOを設置することで業務プロセスの向上など，業績拡大への牽引役とも
なり，透明性の向上を目指した改革を実現できるなど，利益や利便性の追求に大きな効
果があると期待できる．J-SOX法施行に向けて，前節のとおり，売上高，IT投資比率，
IT投資額が比較的大きい企業はやはり CIOの専任化が必須である． 
 
6.6. 第 6章のまとめ  
 
日本版 CIO コア・コンピタンスの新潮流は，“コミュニケーション能力”，“セキュリ
ティ”，“リスク・マネジメント”，“危機管理”を特に重視している．また，企業・行政
CIOが重要と考えるコア・コンピタンスには差異が生じている． 
このことから，企業・行政 CIOの役割を普遍化させることは困難である．また，専任
化が定着している企業は売上高 5000億円，IT投資比率 2－3％，IT投資額 100億円以
上の大企業に集中している．これらの企業は，CIO導入に掛かる人件費などの面で余裕
があるためである． 
そして，ケーススタディからは，日本の先進事例の発見（急激なグローバル化，その
中での標準化，ビジネスモデルの変化への対応など）に繋がる成果を得ることができた．
専任 CIOとしてトヨタ天野氏も東証の鈴木氏も自らの使命を深く理解しており，これら
の企業は特に日本企業の中でも CIOの領域で醸造され，日本の多くの企業に対して，先
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行事例として果たすべき功績は大きいといえよう．米国で CIO は定着してきているが，
日本はまだこのような成功ケースとしての CIOが脚光を浴びている． 
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第７章 検証結果に基づく CIOコア・コンピタンスの日米比較 
 
 
7.1. 優先的 CIOコア・コンピタンス／学習目標の日米比較 
 
CIOコア・コンピタンス／学習目標の歴史的進化については文献研究を主とした分析
に基づき第 2，3章で，日本と米国における現行コア・コンピタンス／学習目標の重要・
非重要カテゴリーの分類，現場の CIOなどが求めるニーズとの差異と要因分析は，日米
で実施したアンケート・インタビュー調査，ケーススタディ分析のデータを利用したク
ロス集計，並びに多変量解析に基づき第 5，6 章で論述した．本章では，日本と米国で
調査・分析した上記の検証結果から，日米における現行コア・コンピタンス学習目標と
現場のニーズの差異との要因比較分析を行った．そして，とりわけ日本版コア・コンピ
タンス／学習目標の普及の足かせとなる諸要因を明示した． 
日米 CIOの優先的コア・コンピタンスを比較した結果は，表 23の通りである． 
 
表 23 優先的コア・コンピタンスの日米比較 
Table 23 Comparative study on Core Competencies of CIOs between Japan and USA     
優先順位 米 国 日 本 
1 情報資源戦略・計画 情報資源戦略・計画 
2 政策と組織 情報セキュリティと情報保護 
3 情報セキュリティと情報保護 リーダーシップと管理能力 
4 プロセス･変革の管理 プロジェクト・マネジメント 
5 プロジェクト・マネジメント 資本計画と投資評価 
6 業務評価モデル・手法 予測 
7 リーダーシップと管理能力 プロセス・変革の管理 
8 技術とユーザー 政策と組織 
9 予測 業績評価のモデル・手法 
10 EA EA 
11 電子政府と電子商取引 電子政府と電子商取引 
12 調達 技術 
13 資本計画と投資評価 調達 
出典：「IT付加価値向上を目指すコア・コンピタンス調査」小尾・岩崎（2006年） 
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本節では，13のコア・コンピタンスを一項目ずつ分析する． 
 
（1） 政策と組織（米国 2位，日本 8位） 
 
 米国の場合「政策と組織」とは，ビジネス戦略を成功させるためのフレームワーク構
築や政策立案を意味する．米国の CIO関係者にインタビューした結果，政策と組織に関
わるスキルの重要性を認識しているものは多い．CIOには組織を横断的にまとめる能力
が求められるため，一部の部署間，あるいは部門間を超えた，全社的，あるいは全組織
的規模での経営幹部としてのコミュニケーション能力が問われる．また CIOは経営層の
他の役職（CTO，CFO，COO など）と相互連携を行わなければならない．さらに，法
規制や政策への理解も必要となる．そのためには CIOの地位と権限が明確にされなけれ
ばならない．米国で政策と組織が CIOの役割として重視される傾向にあることは，CIO
の機能が高く評価されていることの証明である． 
 
（2） リーダーシップと管理能力（米国 7位，日本 3位） 
 
 CIO は IT を利用して，ビジネス戦略やイノベーションを推進するためには高度なリ
ーダーシップ能力が問われる．米国では 1999年から学習目標数が減少している一方で，
日本における優先順位は依然高い．日本の現状を鑑みると，米国でコア・コンピタンス
が発表された頃の状況に類似している．米国でコア・コンピタンスが発表された当時，
リーダーシップ関連の学習目標に重点が置かれていた．ITと経営の融合を果たすために
はこれまで別々に存在していた両者を統率する力や，古いものを打破し新しいものを創
造するための絶対的なリーダーシップが不可欠であった． 
また，日本の CIOや CIO関係者などにインタビューした結果，日本では CIOの機能
性よりも CIOである“人物”がフォーカスされる傾向にあることが理解できた．たとえ
ば，トヨタ CIO，大成建設 CIO，パナソニック CIO の強烈なカリスマ性が圧倒的な存
在感を放っている．イメージ先行型の日本ではリーダーシップの優先順位の高さに影響
を及ぼしているともいえよう．CIOが必須とすべき個々の能力よりも，彼らのリーダー
シップや組織を牽引する管理能力が殊のほか注目されるのである． 
また，本学習目標は主として人材育成や要員の能力査定，協力関係やチームの構築と
いった従来の日本型組織が得意とする分野であり，CIOのみならず役職者が担うべき役
割として普遍的且つ必要不可欠なスキルと理解されているためである． 
 
（3） プロセス・変革の管理（米国 4位，日本 7位） 
 
米国では 1999 年から項目数を縮小している．主として組織目標までの業務内容やフ
ロー，組織構造の分析や最適化を目的とする学習目標である．合理化を図る BPR も含
まれる．そのほか，組織の発展や変革を推進するための手法やモデル，品質改善に関す
るスキルも要求される．リーダーシップや決定権限の有無がイノベーションや最適化実
 134
現の成功を左右する．CIOはCEOを筆頭にトップ集団との意思疎通を図る必要がある．
たとえばトヨタ天野 CIOがグローバル化に対応するため，全社的な合理化のための世界
標準を採用したが，徹底的なプロセス・マネジメントやデータ分析の必要性を訴えてい
た．トヨタなど日本のみならず世界を代表するグローバルカンパニーであるゆえに，CIO
活動でも先進的な米国企業の取り組みや認識に近い．多くの日本の組織はそこまで到達
しておらず，結果的に本コア・コンピタンスの重要性が低いのである． 
 
（4） 情報資源戦略・計画（米国 1位，日本 1位） 
 
日米で最も優先順位が高かった．情報資源戦略に関わるコア・コンピタンスと学習目
標は，コア・コンピタンスが発表された当初から設定されている．内容的には 2004年，
2006年に学習目標の入れ替えが行われた（第 3章米国 CIOコア・コンピタンスと学習
目標とその変遷）．2006年の最新版で削除された項目は，“IT計画実施における IT資源
（ハードウェアや要因能力など）能力評価分析”や，“データのバックアップや災害復旧
プランなどの緊急プラン”である．そして，“業務復興計画”や“災害復旧プラン”は，
コア・コンピタンス「10．情報セキュリティ」に移された．リスク・マネジメントと情
報リソースの戦略性は明確に区分された． 
情報資源戦略は，全社的なビジネス戦略との調和や組織間における IT 機能分析や，
モニタリング，評価が重点課題となる．日米で「情報資源戦略・計画」に対する認識が
非常に高く，調査の結果でも他の項目を引き離して最も優先度の高いコア・コンピタン
スとして認識されている．ITをツールとして何ができるか，何を行うべきかを理解する
CIOが増えつつあり，情報を利用してビジネスや経営戦略にいかに活かすべきかを考慮
しながら業務を遂行する CIOが増加していることを証明している． 
 
（5） 業務評価のモデル・手法（米国 6位，日本 9位） 
 
 米国では，1999年以降，学習目標数を縮小している．「業務評価」とは，ITの利活用
で業務や戦略計画を練り，顧客や住民ニーズをいかに満足させるか，あるいは戦略計画
とビジョンに対してどのように業績評価をしていくか，を意味する．たとえば，バラン
ス・スコア・カードやベンチマーキング，ユーザー調査などを用いて分析を行う．日本
に初めてコンビニエンスストアを導入し，普及させることに成功したセブン＆アイ・ホ
ールディングス会長の鈴木敏文氏は，顧客のニーズを天候や時期祭事などの多面的角度
から綿密なデータ分析を行い，仕入，棚卸商品，あるいはその個数を把握し，品物があ
るべきときに必ずあるという徹底したシステムを確立し顧客満足度を向上させた．IT活
用による収益向上をもたらした POS システム導入を含めたベストプラクティスは言う
までもなく，評価モデルを独自の手法でもって確立し，ビジョンを構築した成果と言え
る．米国では全般的に CIOにとって重要スキルと認識している． 
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（6） プロジェクト・マネジメント（米国 5位，日本 4位） 
 
 米国では 1999年以降，特に力点を置いている．1999年から 2006年にかけて学習目
標を細分化し増加した．改正の度に学習目標が増加されたコア・コンピタンスはプロジ
ェクト・マネジメントのみである．プロジェクト・マネジメントは，プロジェクト範囲
や要件，時間，費用，成果，品質，リスク，調達などに関するマネジメントを行う．た
とえばトヨタ自動車天野 CIO は，プロジェクト・マネジメントが出来ない人材は CIO
に不向きである，と主張する．個々のプロジェクト実現へのマネジメントは IT が基幹
業務に浸透するほどCIOの重要な役割となる．東京証券取引所の鈴木CIOのみならず，
インタビューを実施した多くの CIOが本スキルの重要性を唱えていた．プロジェクトは
規模の大きさに関係なく，あらゆる組織において存在するため，優先順位が高い理由が
理解できる．しｋし，現実的には日米においてプロジェクト・マネジメントが出来る人
材に限りがあり，民間と教育機関が協力連携しながら人材育成やフレームワークの構築
に力を入れ始めている．優先順位の高さはこうした現状の人材不足を反映した結果とも
読み取れる． 
 
（7） 資本計画と投資評価（米国 13位，日本 5位） 
 
 米国では学習目標数を年々縮小する傾向にある．具体的には，費用対効果や経済性，
リスク分析，IT投資を選別するための評価法の採用や正味現在価値法，ビジネス・ケー
スの分析などを行う．したがって CIOが IT経営を担う以上，必要不可欠である．「企業
における IT投資の目的は，業務のスピードアップが約 9割，営業・販売力の強化が約 6
割，組織の効率化など組織改革が約 3割であり，IT化の効果は，業務のスピードアップ
が約 9割，人件費の削減が約 5割，営業・販売力強化が約 4割である（内閣府経済社会
総合研究所）」とされ，CIO への期待も高いが，なぜ米国において本コア・コンピタン
スの重要性は低いのか．このことについて，米国所ジョージ・メースン大学において CIO
に対する IT 投資の役割と期待についてアンケート調査を実施した．理由は次の通りで
ある． 
一つ目は，IT投資効果の測定手法が難しい点である．あるいはその手法があるにせよ，
独自に利用している指標の一般的有効性や指標の構築方法が不明瞭である．二つ目は，
IT 投資効果測定の理解が低い点である．三つ目は，ROI を CIO の業務の一貫と認識し
ていない点である．IT 投資効果測定の課題としては，IT ケイパビリティによる業務最
適化モデルが不足している．組織の全体最適を実現するためには，最適な IT 投資のた
めの判断や決定，投資前後の整合性や乖離を評価・分析し，効果を創出するサイクルの
実施が CIO にとっての課題となる．しかし，IT 投資のリターンを決定付けることは非
常に難しく，通常リターンは，プロジェクトの成功や監査の結果を測定するが，購入し
た資産の損失や，失敗したプロジェクトの労働時間などで評価は可能であっても，経験
則や多くのファクター分析が必要となる．利便性や有効性を高めるためには，なんらか
の指標を構築する必要があるが，現時点ではそれらを測定するツールもプロセスも認識
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されていなければ構築もされていない厳しい現状にある．また，学習目標の優先順位か
ら分析すると，IT投資の重要性は認める一方，評価分析に対する認識は高くない．この
理由も上記の 3点が解となる． 
このように，米国でも依然として ROIに関して山積する課題を認識している．これは，
業務の利便性や効率性を高めるためには，なんらかの形で ROIを正確に測定するための
適切なマトリックスを構築する必要性があるとの回答が多かったことからも明らかであ
る．米国では，1990年代に行政改革のために集中的な IT投資をしたにもかかわらず効
果が現れず，パフォーマンスが十分に改善できない問題に直面していた．会計検査院は
94年に 11項目のベストプラクティスを発表し，CIOの設置を求めた．「そもそも IT投
資効果の分析をめぐっては，マクロ的，あるいはミクロ的視点から様々に議論されてき
たが，とりわけ米国では情報技術の「利用」を目的に実行された投資が経済の“供給サ
イド”をどの程度“効率化”したか，という投資効果に関心が置かれていた（篠崎 2003）
1」．CIO の導入は，ROI によって促されたが，現実には IT 投資の機能性の問題が表面
化した．したがって，学習目標の項目数を縮小している以上，「資本計画と投資評価」を
CFOの役割として完全に移行するか，あるいは早急に適切な評価指標を構築するなど政
策的措置を執る必要があるといえよう． 
 
（8） 調達（米国 12位，日本 13位） 
 
 米国も日本も調達の優先順位は低い．米国では 1999年から 2004年に学習項目数を若
干減少し，2006年は微増している．製品生産中心を ITサービス中心に変更している流
れをうけ，調達管理のサイクルも短くなり，経営の観点からビジネスモデルの展開や，
SCM や CRM などのソリューションによる発想力が要求される．CIO にとって調達は
重要な役割であり，日米ともに重要性が低い点で意外である．この点に関しては，兼任
CIO や役員クラスの CIO の場合，現場部門を簡単にコントロールできない要因が考え
られる．また，システムの部分最適化が中心となっている関係で全体最適化を軽視して
いる点も考えられ，「11．EA」の優先順位の低さ（米国 10 位，日本 10 位）と相関関
係があると考えられる． 
 
（9） 電子政府・電子商取引（米国 11位，日本 11位） 
 
 米国では 1999 年当時，電子政府関連のコア・コンピタンスも学習目標も皆無であっ
た．2004 年の改変で初めて米国で組み込まれた．2002 年に「電子政府法」が成立し，
連邦政府の電子政府の管轄としてOMBに ITを活用した行政サービスの改善や行政事務
のペーパーレス化，生産性向上とコスト削減に向けた政策の一環ともいえる．しかし，
CIOの役割として電子政府にかかわる学習目標の優先順位は日米ともに極めて低い． 
本来 CIO のためのコア・コンピタンスは，行政 CIO の活動指針として策定されたも
のである．したがって，コア・コンピタンスのすべてが電子政府に直結するものであり，
あえて電子政府関連のコア・コンピタンスを CIOの役割として，併記する必要性に疑問
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がある． 
一方で本調査の結果，電子政府推進のキーパーソンとして CIOは必要不可欠にもかか
わらず，優先順位の低さはその重要性を認識していない点で重大な欠陥であることを示
唆している．電子政府の要である CIOの重要性に対する認識不足，プロモーション不足
にあるといえよう．電子政府を推進するためには，CIOのリーダーシップと戦略性，ビ
ジョンが必要である． 
たとえば，筆者も協力している早稲田大学電子政府・自治体研究所が発表している「第
3 回世界電子政府進ちょく度評価ランキング調査 2007」（国家レベルの電子政府活動の
評価）を参考にすると，「理想の電子政府」に向けた電子政府の構築進ちょく度の調査項
目に CIOの導入と評価を取り入れている．本調査では，CIOの導入評価を①CIO の導
入レベル，②CIO 養成機関，③副 CIO などの補佐機能，④権限・役割の明確化で総合
的に判断している．つまり，CIOの機能が電子政府の推進と国際競争力向上に牽引して
いるとみなしている．この他，電子政府や電子商取引によって，大きく情報システムの
環境が変化し，より市民ニーズを満たし，利便性も向上した．さらなる電子政府の推進
と電子商取引の実現に向けた施策を図るために CIOのリーダーシップ及び戦略性や，他
のコア・コンピタンスとのバランス感覚が求められる．電子政府世界ランキング調査で
は，米国の戦略性は突出しており，32か国中 1位，日本は 5位である．さらに，電子化
することによるセキュリティや個人情報保護の関係で，CIOには次の“情報セキュリテ
ィや情報保護”との関連性が必要である． 
利潤の追求を目的とした民間企業と比較すると，行政における電子政府に対する取り
組みは遅れている．法律によって縛られているが故の自由の効かない行政体制にある．
政府の非効率性などはこれまでも指摘されてきたように，民間のビジネス戦略や経営の
ベストプラクティスをうまく導入して，行政に介在する弊害や非効率性といった弊害を
除去することが課題とされた．それが日本の場合，CIO補佐官制度である．電子政府の
推進や遅れを取り戻すためには，首長格である CIOのリーダーシップと，それを支える
CIO補佐官との協業がことのほか重要である．日米何れにおいても電子政府活動に対す
る理解がそれほど高くないところに電子政府の推進の観点に問題があるといえる． 
 
（10） 情報セキュリティ・情報保護（米国 3位，日本 2位） 
 
 両国ともに非常に優先順位が高い結果となった．1999年版には「情報セキュリティ・
情報保護」に関する項目は策定されておらず，2004年に初めて本項目が設置された．学
習目標数も多く CIOにとって重要な役割とみなされている．情報セキュリティ・情報保
護に関する大きな変化はその内容である．セキュリティの基本原則や情報保護にフォー
カスし，個人認証，プライバシーにも力点が置かれるようになった．情報漏えいの防止
を目的とした外部からの危機管理要請の高まりが背景にある．つまり，両国では近年，
人的・物理的災害による被害が数多く紹介されており，Y2K 問題や 9.11 同時多発テロ
をはじめとする緊急事態や脅威に備えるための早期対策が施されてきた．日本では台風
23 号や，地震，豪雨などによる自然災害のための事前対策に迫られ，BCP を導入する
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企業も増加している．情報セキュリティや情報保護に関する学習目標が相対的に高い評
価を受けるのは当然といえよう． 
また，米国では既に SOX 法が施行され，CIO にはコンプライアンスの確立や内部統
制を克服するための役割が早くから要求されてきた．日本では J-SOX法の施行を目前に
控え，米国の先進事例でしかその影響度を想定することができず，未知数である．した
がって，セキュリティやリスク・マネジメントへの事前対策の認識が急速に拡大しつつ
ある．基本的に，リスク対策は，災害の事前対策が被害軽減のカギとなる．有事はもち
ろん，被害規模を最小限にとどめ，業務をいち早く復旧するための枠組みを構築するこ
とは CIOの重要課題のひとつでもある．そのため，有事に迅速に対応するためには，不
定期な兼任型ではなく，専任型 CIOがリーダーシップをとることが最善策である．また，
IT予算やシステム構築・設計の任を負わなければならない． 
その他インターネットや WEB サービスの普及，ブロードバンド化など情報システム
の発展によって，情報セキュリティや情報保護の重要性は日米で高まってきた．セキュ
リティに関しては対策を講じる際に発生する初期コストだけでなく，日々連続した対策
が必要になるため，組織の中でも重要な役割を担うようになっている．2006年に初めて
“コンプライアンス”を CIO の役割として取り上げたことは，CIO の権限が経営層レ
ベルに向上したことを反映している．つまり，経営権を有する役員が担うべきコンプラ
イアンスが新しい CIOの役割として浮上したのである． 
その他，“インフラの保護”と“災害復興計画”が 2006年に新しく加味された最大の
要因は，ハリケーン・カトリーナ（2005年）など自然災害による被害の減災を目指す上
での CIO の活躍が脚光を浴びたことによるものである．CIO を設置している組織とそ
うでない組織では災害後の業務継続や復興計画に大きな差が生じたことが多数報告され
た．“情報セキュリティと情報保護”は，こうした突発的な事象に対する最善の対応策で
あり，CIOは“ITとインフラの維持”の関係を明確にしなければならない． 
これまで筆者は新しい CIOの役割として「防災 CIO」について言及してきた．「防災
CIO」と，「CIO」は同一の範疇であるが，これまでの CIO がこうした緊急時対応には
さほどコミットしていなかった，という意味で既存の CIOの役割を拡大した役職とのフ
レームワークになる．すなわち，「防災 CIO」は，個別に独立して存在するのではなく，
CIOの重要活動のひとつであり，その意味では，危機管理・防災にウェイトを置いてい
る．重要な点は，CIOに十分な予算，意思決定権限を所有し，円滑なコミュニケーショ
ンを図る環境が整備されていなくてはならない．「防災 CIO」とは，減災のための CIO
が本来果たすべき“職務”である．特に米国では，被害を軽減するために，こうした新
領域の CIOの重要性を強く認識しているのである． 
 
（11） エンタープライズ・アーキテクチャー（EA）（米国 10位，日本 10位） 
 
米国では 1999 年当時“EA”に関する項目は全く策定されていなかったが，2004 年
に初めて本項目が策定された．CIO は EA，つまり最適化計画，の推進役である．EA
とは，従来各システムにおいてばらばらな設計思想により設計され，開発されていた情
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報システムを各省庁内だけでなく，省庁間にまたがりより統一した設計思想のもとに，
設計図（アーキテクチャー）を構築し，情報検索を容易にするなど効率的で使いやすい
システムを構築することである．設計図が明確で，だれもが簡単に内容を確認できるよ
うにしておくことによって，担当者の異動などといった将来起こりえる変化にも容易に
対応できるようになるとともに，全体的に投資予算を削減する効果がある．これらの目
的を解決する手段としてのアーキテクチャーは 4 つの層（BA，DA，AA，TA）に分類
され，議論，管理されている．ちなみに，BAとは，政策・業務体系，DAとはデータ体
系，AAとは適用処理体系，TAとは技術体系である．従来型では，従来の理想モデルを
審議しないままに，開発に着手していたことがほとんどであった．“EA”では，分析の
結果，分析モデル（AsIs）を明らかにし，次に理想型モデル（あるべき姿としてのモデ
ル；ToBe）を検討し，将来その方向に向かわせることのコンセンサスを得る．それを踏
まえて，次期に開発すべき現実案（次期モデル）を検討する．さらに，“EA”では，業
務・システムの最適化検討を行うにあたり，業務の簡易化を行うことも目的のひとつで
ある．業務分析の結果，簡素化すべきもの，電子化し，効率を重視するもの，さらに民
間などに任せられるものの分類を行い，アウトソーシングを進める判断を行うことも求
められる．こうした“EA”は，米国で組織横断的な役割を担う人材が必要であるとされ，
CIOがその役割を担うようになった．“EA”のためには，横串を挿すための適切且つ広
範なコミュニケーション能力や，ITと経営を結びつけるための接着剤となる必要がある．
CIOは双方の意見を集約し，最終的な判断を下さらなければならない．しかし，予想に
反して優先順位は低く，電子政府の低さとの相関の高い． 
 
（12） 技術とユーザー（米国 8位，日本 12位） 
 
 米国では 1999年以降，項目数が大きく変化している．1999年の時点で，技術領域に
対する CIO への期待が高かった．その後 2004 年に大幅に削減され，2006 年に再度大
幅に増加している． 
日米において CIOの役割が経営にシフトしている現状から，最近では純粋な技術に関
する項目の優先性は低い．以前は，CIOが情報システム部門出身者であるケースが多か
ったことからもその優先順位は高かった．しかし，最新版の 2006 年コア・コンピタン
スでは，「技術とユーザー」から「技術経営と評価」と名前を改めたことからも，技術
経営（MOT）の要素も求められている．前述したように単なる技術スキルではなく，経
営の視点も併せ持つ MOTの能力である．CIOはマネジメントを重視する一方で，やは
り情報システム部門とのコミュニケーションによって，技術領域の専門用語やデータの
読み取り，分析，など広範にわたる専門知識が求められる．尚，ジョージ・メースン大
学 J.P.オーフレッド教授は，連邦政府コア・コンピタンスの改定メンバーの 1人であり，
同氏は 2004 年以降，コア・コンピタンス自体は大幅に改変していないが，“技術”に
関してはこれまでの純粋なシステム関連スキルではなく，MOT（技術経営）に沿ったス
キルに入れ替えた，さらにこの改変は，米国 CIO事情のニーズを満たすものである，と
言及している2． 
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（13） 予測（米国 9位，日本 6位） 
 
 「予測」は米国版コア・コンピタンスには策定されていない．日本版コア・コンピタ
ンスを元に，研究調査用に追加したものである．しかしながら学習目標まで掘り下げる
と，新しい技術トレンドを予測する能力に関するニーズは高く，日本では米国よりも予
測に対する重要性をより理解している傾向にある．CIOには，社会環境の変化や情報シ
ステムの変化にすばやく適応する能力が求められている． 
 
7.1.1 日米比較の結果 
 
コア・コンピタンス全 13 項目の優先順位を日米で比較した結果，次の点が明らかで
ある．まず，日米においてコア・コンピタンスの重要度，非重要度のカテゴリーが明確
になった．コア・コンピタンスの要不要の線引きを明確にすることはできないが，少な
くとも日本と米国で策定されているコア・コンピタンスには，重要度の高いものとそう
でないものとの差異が明確になった．このことから，現行の日米 CIOコア・コンピタン
スは機能性に問題があるといえる．したがって，コア・コンピタンスは現場の CIOなど
のニーズに基づいて優先付けを行うことが効果的であることが理解できた．理想モデル
として策定されたはずの公式の CIO コア・コンピタンスと現場の CIO などのニーズと
の不一致は，CIOコア・コンピタンスの存在意義に疑問が生じている．また，CIOの活
動や機能の妨げとなる．ゆえに，仮説で主張した CIOコア・コンピタンスと組織環境に
不一致や差異がなければ，理論的には日米ともに CIOの効果的活動は実現しやすくなる，
と言及できる． 
 
7.2. CIO設置形態と日米コア・コンピタンスの差異との相関関係 
 
それでは，日米間でコア・コンピタンス／学習目標の差異が生まれる要因は何か．そ
れは，日米 CIOの設置形態と因果関係がある． 
米国では，2001年の 9.11同時多発テロ以降，CIOの専任化が加速し今では専任 CIO
の設置率は 100％に近い．一方で，日本における CIO の専任比率は平均して約 30％で
ある．さらに，大企業のほうが中小企業より設置率が高く，地域によっても格差が生じ
ている．筆者は早稲田大学電子政府・自治体研究所の研究調査で，日本でも先進的な取
り組みをしている電子自治体の一つである横須賀市・横須賀商工会議所の協力によって，
CIOに関するアンケート調査を実施した3が，本調査でも CIOを設置している企業の割
合は約 20%であった．特に中小企業の場合，大企業と比べ売上高，雇用者数，利益額，
IT投資額が小規模なため，資金や人材不足で CIOの専任化を困難にしている． 
このように，日米で設置形態が異なるために，現場の CIOのニーズが変わることは当
然の帰結である．いわば，米国は専任 CIO のためのコア・コンピタンスを要しており，
日本は兼任 CIO のためのコア・コンピタンスが必要なのである．日本の場合，米国版
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CIO コア・コンピタンスをほぼ踏襲した内容であることから，当然専任 CIO を対象に
作られたコア・コンピタンスや学習目標の理解に齟齬が生じる．それは，日本において
普及しない要因ともなりえる． 
また，筆者は，インタビューを実施してきた対象企業の売上高，利益，利益率，そし
て IT 投資と CIO 専任化との相関関係を分析した．結果的には，売上高 5000 億円，IT
投資比率 2－3％，IT 投資額 100 億円以上の企業は，専任化がほぼ定着している．さら
に，前述の研究の通り，J-SOX法（金融商品取引法）実施に向け売上高，且つ利益の高
さは CIOの専任化を可能にし，組織内の透明性の向上を目指した改革を実現できるなど，
利益の追求と同時に透明性の確保に大きな効果があると期待できる． 
本研究によって，CIOの専任化と同様に，CIOが組織を動かすことのできる組織体制
の構築や権限体制の強化も求められる．CIOの専任化と優れた組織の構築の両輪によっ
て，ビジネス戦略の成功や，業務効率化の実現を図るなど，CIOの設置効果を期待する
ことができるのは筆者の検証結果が証明している． 
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7.3. CIOコア・コンピタンス国際比較 ―日本／米国／ASEAN― 
 
米国の CIOコア・コンピア tンスは普遍的ではないことが立証されたが，日本のみな
らず，他の国に対しても同様のことが言えるかどうか ASEAN で検証した．本節では，
日米比較に加えて ASEANを代表するタイとの 3国間の比較分析を実施した結果につい
てまとめている（表 24）．調査の内容や手法は日米で実施した CIO コア・コンピタン
ス調査と同様である．タイでの実施時期は 2007年 2月に，タイ政府 NECTEC（National 
Electronics and Computer Technology Center ；国家電子コンピュータ庁）に対して
行った．ASEAN諸国の中でもタイを選んだ理由は，他の ASEAN諸国と比較して CIO
活動の取り組みに極めて熱心な国であること，行政 CIO（Government CIO；GCIO）
の人材育成として APECプロジェクト；CIOトレーニングモデル並びにネットワークの
確立4を推進していること，多くのタイ企業で CIOの導入が進んでいる点にある． 
 
表 24 優先的コア・コンピタンス日米 ASEAN比較 
Table 24 Comparative study on Core Competencies of CIOs among Japan, USA and 
ASEAN 
優先 
順位 
米 国 日 本 ASEAN（タイ） 
1 情報資源戦略・計画 情報資源戦略・計画 政策と組織 
2 政策と組織 情報セキュリティと情報保護 リーダーシップと管理能力 
3 情報セキュリティと情報保護 リーダーシップと管理能力 プロセス・変革の管理 
4 プロセス･変革の管理 プロジェクト・マネジメント プロジェクト・マネジメント
5 プロジェクト・マネジメント 資本計画と投資評価 EA 
6 業務評価モデル・手法 予測 情報資源戦略・計画 
7 リーダーシップと管理能力 プロセス・変革の管理 業務評価モデル・手法 
8 技術とユーザー 政策と組織 技術とユーザー 
9 予測 業績評価のモデル・手法 資本計画と投資評価 
10 EA EA 調達 
11 電子政府と電子商取引 電子政府と電子商取引 電子政府と電子商取引 
12 調達 技術 情報セキュリティと情報保護
出典：「IT付加価値向上を目指すコア・コンピタンス調査」小尾・岩崎（2006年） 
 
表 24の通り，タイにおいて CIOが優先すべきコア・コンピタンスの第 1位は「政策
と組織」，第 2位は「リーダーシップと管理能力」，第 3位は「プロセス・変革の管理」
であった．日本，米国，ASEAN の優先的コア・コンピタンス調査の結果を比較分析す
ると次のことが明らかになる． 
第一に，各国によって，コア・コンピタンスの優先順位は異なる． 
第二に，順位に差はあるが，何れの国もコア・コンピタンスの重要性は“政策や戦略”，
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“組織の構築”や“マネジメント”などに集中している．タイの企業もグローバル化が
進展し，CIOは多国籍企業から広がり始めている． 
第三に，情報社会の成熟化に伴い，情報セキュリティや情報保護を強化する傾向が強
くなる．「情報セキュリティと情報保護」の優先順位の高さは米国（3位），日本（2位），
ASEAN（12位）であることから，情報通信インフラの敷設状況や，危機管理対応，SOX
法などの対応を見込んだ順位である． 
これらの前提となる各国の経済社会文化の相違に対し，普遍的なグローバル化に基づ
く経営の国際標準の重要性との“グローカル”の融合が課題である． 
 
 
参考文献・資料 
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敏夫「GITS／GITI紀要 2004－2005」（p．172-196） 
• “未来型電子自治体モデルの構築－首都圏自治体での 2アンケート調査実施による理想
と現実の乖離に対する問題解決策－”：岩崎尚子，小尾敏夫，津崎直也 「プロジェク
ト研究創刊号」早稲田大学総合研究機構，2005年度（ p.13－27 ）2006年 3月発行 
• “「防災 CIO」システムの確立と有効性の研究”：小尾敏夫，岩崎尚子「GITS／GITI 紀
要 2005－2006」（p.219-225）2006年 7月 31日発行 
• “CIOの役割と機能”（共著）「CIO戦略論（第 3章）」国際 CIO学会編， 東京大学出
版会，2007年 10月出版予定 
• “New Trends of CIO Core Competencies for Innovation”：Naoko IWASAKI 
• CIOs in a Decentralized World; Strengthening Capacities for e-Leadership 
Conference，Makati City Philippines，April 23，2007  
• “Innovative CIO”－Comparative Study on CIO Core Competencies Among US，
Japan and ASEAN：Naoko IWASAKI e-Indonesia Initiatives 2007 Jakarta，April 
26，2007 
• “第 4 回「欧州，アジアの電子政府・CIO 動向」” ：小尾敏夫，岩崎尚子 「行政＆
ADP（行政 CIOの現状と未来）」， ISSN 1346-1540，（p.44-47）（社）行政情報システ
ム研究所，2006年 2月 10日発行 
• “Evaluating 4 e-Gov Workshops in Philippines，  Indonesia，  Thailand and 
Vietnam”：Naoko IWASAKI ITU－Waseda International Workshop，  Waseda 
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1篠崎彰彦「情報技術革新の経済効果」p.77 
2ジョージ・メースン大学大学院 CIOコース J.P.オーフレット教授へのインタビュー，
2007年 4月 23日に実施 
3早稲田大学電子政府・自治体研究所では，2004年 12月 21日－2005年 1月 11日に神
奈川県横須賀市で「横須賀市民減災対策検証調査」を実施した．調査対象；横須賀市民・
横須賀商工会議所会員企業 3，124名 調査方法；FAXならびに直接アンケート 有効回
答数；496名（市民 76名，横須賀企業 420名） 
4 プロジェクト名は Establishment of Government CIO Training Model and Network 
for e-Government Development Final Project & Evaluation Report APEC 
Telecommunications and Information Working Group 
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第８章 結論 
 
 
8.1. CIOコア・コンピタンスの進化と機能性について 
 
本研究では，日米 CIOコア・コンピタンス／学習目標の進化と機能性について検証し
てきた．これまで，CIO層が薄い日本においては米国の人材育成モデルや政策，活動状
況，コア･コンピタンスが教訓になると考えていた．しかし結果として，米国版 CIO コ
ア・コンピタンスには現場の CIOが求める現実と，目標とする理想との矛盾点が存在し
た．本研究の仮説に基づく結論は次の通りである． 
第一に，日米コア・コンピタンス／学習目標にはそれぞれ優先順位があり，重要，非
重要のコア・コンピタンス／学習目標に大別できる．つまり，日米における優先的 CIO
コア・コンピタンス／学習目標には現実と理想との間に差異が発生している．したがっ
て現行の日米コア・コンピタンスは実務上 CIOにとって機能的とはいえない． 
第二に，日米 CIOのコア・コンピタンス／学習目標の優先順位はそれぞれ異なる．本
検証結果は，本論文の第 7章「優先的コア・コンピタンスの日米比較」で明解である． 
第三に，企業・行政 CIOのインタビュー調査した結果によるとコア・コンピタンス／
学習目標は，特に日本における官民において異質である．米国では，官民 CIOの人事交
流は活発に行われているが，日本では現時点においては適当ではない．ゆえに，CIOを
導入する目的は同義であっても，コア・コンピタンス／学習目標の官民共用は極めて困
難であり，効果的ではない． 
第四に，歴史的な変遷の中で CIO は質的に大きく変化してきている．そして，CIO
が誕生した当初は全く想像もつかなかったコア・コンピタンスが新しい役割として浮上
しており，そのひとつが，筆者が提唱する「防災 CIO」としての任務である．防災 CIO
に対する現場のニーズは日米ともに高い．しかしながら，現行のコア・コンピタンスは，
セキュリティやリスク・マネジメント要素を加味しつつもそれらの優先順位を無視した，
いわば他の機能と同一レベルで扱われていることに，CIOの核となるコア・コンピタン
スの意義が薄れている． 
第五に，米国版をほぼ踏襲する形で策定されている現行の日本版コア・コンピタンス
は，米国版が普遍的とはいえないことから，日本での機能性も低い． 
第六に，米国版 CIOコア・コンピタンスの普遍化は困難である．これは日欧アジアの
CIO関係者などにインタビュー調査をした結果，各国ともに優先順位は異なることから
明らかである．これらの要因の検証結果は次の 8.2.節でまとめる． 
 
8.2. コア・コンピタンス／学習目標の日米間の差異をもたらす諸要因 
 
なぜ日米 CIOのコア・コンピタンス／学習目標の優先順位に差が生じるのか．本論点
は次の検証結果が解となる． 
まず，日本と米国における CIO形態が異なる．つまり，米国版コア・コンピタンス／
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学習目標は，ほぼ 100％の比率で設置されている“専任”CIO向けに策定されたもので
ある．一方，日本においては米国のような“専任”化は進んでおらず，大部分が“兼任”
である．日本における専任 CIO設置比率は約 30％前後である．米国と日本の CIOの設
置形態を考慮しない現行の日本版コア・コンピタンス／学習目標が日本企業や行政のニ
ーズに合致しないことは当然である．CIOの設置形態の相違は，コア・コンピタンスの
優先順位に影響を与えている．こうした現状は，日本版コア・コンピタンスの普及の遅
れ，あるいは機能性の面において問題が生じる根幹となっている． 
米国が専任 CIO の設置を促進する背景には次のような重要な社会的背景によるもの
である．たとえば，2006 年版の CIO コア・コンピタンスで，セキュリティの基本原則
や情報保護にフォーカスし，個人認証，プライバシーに力点が置かれた．インターネッ
トやウェブ上のサービスの普及，通信のブロードバンド化など技術の進展によって，情
報漏えい防止などの危機管理の重要性の高まりが背景にある．セキュリティは初期の対
策だけでなく，継続的な対策や出費が必要であり，それらは CIOや担当部門が日々，そ
の役割を担うためである． 
さらに初めてコンプライアンス（法令順守）に関する学習目標が米国版に追加された
が，CIOの権限が経営層レベルにまで向上し，経営権を有する役員が担うべきコンプラ
イアンスが新しい CIOの役割として浮上していることを証明している．当然，専任レベ
ルの業務内容である． 
その他，基幹インフラ保護や災害時復旧計画が新しい役割として加味されたが，2005
年に多発したハリケーンなどの自然災害で，CIOを設置している企業とそうでない企業
では，被災後の業務継続や復旧に大きな差が生じた．突発的な災害や事象に対応するこ
とができるために，兼任ではなく専任でなければならない． 
J-SOX 法対策でも，企業規模による J-SOX 法への作業状況に差が生じている．大企
業では J-SOX法対策が実施できているところは多いが，それ以外の企業は対策に着手で
きていない．企業規模の大きさは CIO の専任化を可能にし，専任 CIO を設置すること
で業務プロセスの向上など業績拡大への牽引役ともなる．さらに，J-SOX法対策や行政
内の透明性の向上を目指した改革を実現できるなど，利益の追求と，透明性の確保に大
きな効果が期待できる．J-SOX法の最大の問題点は，内部統制に加え米国では追及され
ていない「IT 統制」の対応であって，米国以上に CIO への責務や役割は大きい．日本
が米国 SOX 法に倣い，新たに追加した「IT 統制」によって，J-SOX 法対 CIO の関係
は一層強くなる．高度な次元の ITマネジメント能力が要求されつつある CIOには，IT
分野に関わるマネジメントも要求される．また，定期的な財務報告や有効性評価に伴う
CEO，CFO，CIO間のコミュニケーションや協業，データマネジメント，災害時のデー
タリカバリなどについても力点を置くことが求められる．J-SOX 法で課せられる CIO
の任務はもはや兼任を超えるレベルが要求されている． 
このように，米国 CIOの役割は，兼任よりもむしろ専任であることを前提とした機能
を有し始めており，米国における CIOの専任制は，情報時代において極めて理に適った
組織体制といえる． 
では，果たして日本で専任化を促進するために必要な条件は何か．第 6章で論及した
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ように，売上高 5000億円，IT投資比率 2－3％，IT投資額 100億円以上の企業は，専
任化が定着している．売上高且つ IT 投資額の高さは，CIO の導入，設置，CIO を取り
巻くオフィスやチームの構築を可能にする．CIOが役員レベルであれば役員報酬も要し，
物理的コストのみならず人件費がかさむ．また，IT投資額にも比例する．システムの維
持費やメンテナンス，また大型システム開発などの面で多大なコストを要する．専任
CIOを 1人雇えばすべてが解決する問題ではなく，組織／人材育成（教育）／システム
の面で最適な環境を構築しなければならない．組織内の IT 投資に対する理解と，CIO
が他の役職者や内部の人間に対する説明責任や情報の透明性などを可能とするシステム，
ネットワークを整えられているかどうかが重要な視点となる．ゆえに，これらが実現可
能となるのは，少なくとも上記の売上高，IT 投資額の最低ラインは CIO 専任化の条件
となりえるのである． 
これらのことから，本研究の仮説に基づく検証結果をまとめると次の通りである．理
想とした政府公布の CIOコア・コンピタンス／学習目標は，現場のニーズ，すなわち現
実と目標とする理想の差異があるゆえに日米において，CIOの効果的な活動が妨げられ
ている．日米における現行のコア・コンピタンス／学習目標は，重要度の高い；いわば
優先されるべきものと，重要度の低い；いわば非優先的コア・コンピタンス／学習目標
が混在している．広範囲にわたるコア･コンピタンスに悩む CIO の重責を緩和させるた
めにも，コア・コンピタンスの優先付けを行うことは意義がある．その判断基準は，本
研究分析の調査結果が有効である． 
こうした差異が発生する主たる要因のひとつは，日米 CIOの設置形態にある．つまり，
米国版は専任 CIOを対象としたものであり，日本版は専任・兼任型併存を考慮していな
い．また，米国版 CIOコア・コンピタンス／学習目標は普遍的（国際標準）ではないこ
とから，米国版を踏襲した日本版は CIOの目標と現実が異なり，機能性に問題が生じて
いる．日本型 CIOに適さない部分も多く，結果的にコア・コンピタンス／学習目標の普
及や認知度は普及しない． 
現行の日米 CIO コア・コンピタンスと現場の CIO が目指すべき，あるいは必要とす
べき CIO の目標との間の矛盾点が，日米における CIO の効果的な活動の障害となって
いる．特に日本の場合，深刻な高度 IT 人材の不足は，人材育成機関の未整備はもちろ
ん，人材育成の基盤となる CIOコア・コンピタンス／学習目標の未確立，機能性の低さ
に問題がある．現場の声が反映されていないコア・コンピタンスゆえに，CIOの人材育
成，並びにその活動が妨げられている．したがって，前記の問題点の解決が可能な優先
CIOコア・コンピタンスが必要となる． 
 
8.3. 提言 
 
CIO による企業価値や国際競争力を高めるためには，日本の組織や CIO の形態を考
慮した最適且つ機能的なコア・コンピタンスを構築することが大前提である．さらに，
グローバル標準であれば世界的なネットワークの中で，高度 IT 人材の不足は解消され
るだろう．本研究が示唆するところの，日本の現場に求められるコア・コンピタンス／
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学習目標の優先順位や重要性を鑑み，経済，社会，企業のニーズを充足させなければな
らない．日本における CIO や CIO 関係者も指摘するように CIO コア･コンピタンスが
多様であればあるほど，その優先付けが CIO機能を向上させる上で得策である． 
もちろん，米国版コア・コンピタンス／学習目標を日本で普及させるための方法もあ
る．それは全く逆の論理展開手法である．米国版が日本で機能しない最大の要因は，既
存の企業組織文化や大統領制対議院内閣制に始まる企業・行政・官僚制度などの歴史，
文化に根ざした相違点が根底にある．したがって，西洋諸国の組織体制に合致するよう
な組織や意識改革を行い，米国型に類するフレームワーク構築が現実のものとなっては
じめて米国版コア・コンピタンス／学習目標（あるいは現行の日本版コア・コンピタン
ス／学習目標）は効果を発揮するだろう．しかし，本手法は日本における職位制度や組
織体制，人事，政府・経営手法，ビジネス環境などの多面的且つ様々な変革を伴う． 
米国のように 1996 年にコア・コンピタンスが確立し，これまで 3 回改正され，且つ
人材育成も積極的に推進されるなど成熟度の高い米国に比べれば，日本での CIO事情は
過渡期である．日本では CIOモデルがいまだ収斂されていないために，役割や機能がビ
ジネススキルにシフトしつつある米国と同じ路線を辿りつつも，依然としてコア・コン
ピタンスが画一されない現状にある．また，キャリアパスとしての CIOの人材育成は深
刻な人材不足の問題を早急に解決できるほどの体制（大学院教育機関など）は整備され
ていない．そのほか，大企業や中央省庁における CIOは確立しつつあるものの，中小企
業や自治体における CIO 普及はいまだ発展段階にある．IT 新改革戦略で謳われる電子
政府の利用率の向上を目指すためには，CIOによるリーダーシップがなにより不可欠で
ある．この他，高度 IT 人材の需要と供給バランスの不均衡を是正するには，民間から
のベストプラクティスを活かすことで，行政の活性化，電子政府の促進に牽引すること
ができよう．しかし，現行の CIO補佐官システムだけでは十分とはいえず，オフショア
リングや官民融合で解決させるためにも米国の教訓を活かすことが望ましい．米国では
行政内部の ROIの成果が見出せず，民間 CIOの導入を促し，結果的に ROIに寄与する
ことに成功した．こうしたベストプラクティスのほかにも，SCMをはじめ，EAモデル，
ITIL（ITインフラストラクチャ・ライブラリ），全体最適化の具体的な評価が望まれる．
米国との CIO事情に関わるデジタル・デバイドは早急に解消しなければならない． 
具体的には大学院などでの長期・短期的“CIOコース”の拡充，安全・安心の国家戦
略に沿った“防災 CIO”の設置，低廉な設置率の中小企業向けの“CIOコンサルタント”
の育成やアウトソーシング利活用，国家戦略を練る“グローバル CIO”の確立も必要で
ある．また，CIOコア・コンピタンスを資格化し，CIOの役割や機能を確立することで，
企業・業務効率化に牽引する．資格化にかかる研究会は，現在「国際 CIO学会」で検討
中である．また，CIO人材育成については，国際 CIO学会の海外の支部（米国，タイ，
インドネシア，フィリピン，台湾など）でも活発化しており，早稲田大学大学院国際情
報通信研究科 CIO・IT コースと当該諸国との大学間協定によって，グローカルな CIO
人材育成を推進することが望ましい．これらの取り組みは，今後，日本の国際競争力強
化に向けた重点課題となるだろう． 
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8.3.1. CIOコア・コンピタンス・モデル構築に向けたプロセス 
 
 これまでの研究結果を踏まえ，日本における CIO人材育成試案として「コア・コンピ
タンス優先モデルの構築（岩崎モデル）」を提案したい．現行のコア・コンピタンスとの
差別化を図るために次の諸点に留意している．まず，本モデルを策定するにいたるプロ
セスを紹介する． 
 
（1） CIOの機能と役割の拡大領域 
 
第 2 章で論及したとおり，CIO の機能と役割は拡大しつつある．CEO の下で，ハー
ドウェアやソフトウェアなどテクノロジーを元に事業戦略を立案し，新たな業務組織や
業務プロセスを創造し，通信と放送の融合も目指す CTO や，企業が所有するノウハウ
や知識，データベースを再構築して組織やプロセスを再編成し，情報システムに適用す
る CKO，リスク・マネジメントや IPR，コンプライアンス，デジタル・コンテンツに
よる知的所有権を担当する CRO，財務を担う CFO，セキュリティ対策を講じる CSO，
このほか，新世代ネットワークなど巨額 IT 投資の理解や予算決定の役割をも包含する
ように多面的コンピタンスが求められる．まず，「CIO学」の観点から CIOの定義を明
確にした．グローバル化が進展する中で，日本企業は国際競争力を強化する必要性に迫
られている昨今，IT と経営の両輪でビジネス戦略を担う CIO コア・コンピタンスを明
確にし，責任の所在を明らかにすることは必要不可欠である．もちろん，企業もみなら
ず行政 CIOの人材育成は，電子政府の国家戦略や IT新改革戦略が謳われる利用率の向
上に欠くことが出来ない． 
そして CIO を支える他の役職者，IT スタッフ，あるいは組織の枠組みを越えた協力
関係を確立することである．CIOは，CTOや CSO，CFOなど他の役職者と重複する役
割も多く，いかに協力関係を開拓し，維持することができるかが重要な役割となる．よ
りよい組織の構築は，業務の効率化や行政の透明化などあらゆる側面において効果的で
ある．CIOが潤滑油となり，プロジェクト・マネジメントや部分最適だけでなく全体最
適を目指すことが求められる．さらに，IT部門と経営部門が協業するための「PDCAサ
イクル（Plan-Do-Check-Action）」を組み込み，経営部門が考えた戦略を IT部門がシス
テム化するのではなく，連携を保ちながら戦略を構築する組織を生み出すことが可能と
なるコア・コンピタンスを念頭に置いた． 
 
（2） アンケートの検証結果に基づく CIOコア・コンピタンスの日米比較 
 
 第 5 章，第 6 章で論及したとおり，現場の CIO などが重要と考えるコア・コンピ
タンスは限定される．たとえば，現場の CIOなど優先的コア・コンピタンスとして，「情
報資源戦略・計画」，「情報セキュリティ／情報保護」，「リーダーシップと管理能力」な
どである．これらは日米で共通して重要と認識されているコア・コンピタンスであり，
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モデル策定の際に優先的に考慮した． 
一方，優先順位が決して高くはないコア・コンピタンスに対しては熟慮した．「EA」
に関しては優先順位こそ高くないが，電子政府の発展と促進を目指すためには基本的概
念として不可欠である．現場はその重要性を理解していない場合もあることから，「EA」
は「EAならびに評価手法」として新モデルに反映させた．特筆すべきは，日米 CIOな
どが問題とする評価手法を確立するための一対策である． 
 
（3） インタビュー調査に基づく CIOの普遍的役割 
 
第 6章で論及したとおり，企業ならびに行政，その他 CIOにインタビュー調査をした
結果，それぞれ CIOに求められる役割は異なる．しかしながら，戦略的思考力や，経営
能力，コスト削減や業務効率化など変革を遂行する際のリーダーシップ力などは官民共
通して重視される．情報・通信技術の発展にともない，膨大な量の情報を共有し，有効
活用するしくみの構築は競争力強化の面で必要となる．情報を取捨選択し，知識や知恵
としながら，組織ベースでビジネス戦略や IT 投資の戦略的活用，電子政府を推進する
ためには，ビジネス・プロセス・デザインを描かなければならない．情報システム戦略
の部分で競争力の差異を生み出す価値を創造するためのコア・コンピタンスを定義した． 
 
（4） ケーススタディによる先進的 CIOモデルの検証 
 
第 7章で論及したとおり，日本でも CIOをリーダーとして情報戦略を推進している先
駆的な取り組みを行っているトヨタ自動車と東京証券取引所をケーススタディとして検
証した結果，両者には CIOとして共通の資質を有していることが明確である．たとえば，
ユーザーを重視し，変革・イノベーションを行うリーダーシップ力，技術に対する深い
理解，ユーザーの半歩先を行く技術，開発，品質へのこだわり，情報戦略と政策策定な
どである．さらに，目覚しい情報社会の進歩に遅れをとらないためにも，常に最先端知
識とスキルを有することである． 
また，CIOの役割は歴史的な変遷から分析した結果，大きく質的変化を遂げてきたこ
とが明確である．そのため，CIOコア・コンピタンスやスキルの風化を防ぐためにも定
期的なスキルの確認や評価の導入は効果的である．また，CIOのみならず，部下の能力
成熟度管理や IT スタッフの再教育は必須である．常に変化と革新を迫られる情報化社
会において組織を維持する上で大切なのは，人材戦略や人的マネジメントである．トッ
プの育成に限らず，その土台となる IT スタッフには，常に時代に適応したものが要求
される．日本の場合，CIOの大半は情報システム部門出身者が多い．昨今，情報統括責
任者としてだけでなく企業やビジネス戦略のスキルが要求されるなかで，ITスタッフの
適材適所や業績向上に牽引する組織作りは組織の命運を握る決定打となる．また大型プ
ロジェクトや大規模なシステム開発などのプロジェクト・マネジメントを実行する際に，
散在するスタッフや部門を越えた人材をいかに統率し，スキルの標準化をさせるかにつ
いても重要な課題となる．したがって，人材の適正，パーソナリティ，パフォーマンス，
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モチベーション管理などの人事管理全般についての知識が要求される． 
 
（5） CIOエンジニアリングの重要性 
 
CIOの役割は経営領域に重心を置くようになりつつも，新世代ネットワークなどの技
術工学（エンジニアリング）領域も CIOにとって必要不可欠である．特に技術工学にお
いては技術経営，すなわち MOTが重視されることから CIOには，技術に立脚した経営
スキルを習得する必要がある．本論文の冒頭で述べたように，日本の国際競争力低下は，
IT の積極的利活用と組織改革のイノベーションの実現による生産性向上は必ずしも全
産業において十分に発揮されておらず，人材と技術の有効活用の機能性に問題がある点
を指摘した．高い技術力，開発力を有しながらも，経営，あるいは企業戦略，政策策定
との融合は徒労に帰している．これらの技術力を生かし，産業全体の底上げを図るため
には，経営と技術工学のスキルを担う CIOの育成が急務といえよう．日本の国際競争力
回復への期待に繋がるMOTの知見を有する CIO人材の育成は，国策として迅速に進め
なければならない．これらの最重要コア・コンピタンスを基礎として，本研究が示唆す
る CIO学の学術的見地に基づく理論と実践の両輪が必要不可欠である． 
そこで，現行のコア・コンピタンスに含まれる「技術とユーザー」は新モデルにおい
て「ユーザー重視の技術変革」と改めた．これは，CIOの潮流がマネジメントにシフト
する傾向と，技術回帰の傾向の二極化が進行しており，特に米国では技術よりむしろ
MOTに対する理解の浸透率が高く，ケーススタディからも「ユーザー重視」は CIOが
定着しつつある大企業は特にその概念を大切にしていることを考慮した．また，日本は
技術力や品質の面で世界最先端の地位を確立しており，今後，大企業のみならず中小企
業まで「ユーザー」や「顧客；カスタマー」を主体とした取り組みが着実に実行される
ことを予見し，最重要コア・コンピタンスの一つとした． 
 
以上の諸点を踏まえ，CIOコア・コンピタンス策定の際の最重要事項と捉え，旧コア・
コンピタンス（本研究調査で使用した現行の米国版コア・コンピタンスに日本版コア・
コンピタンスを一項目追加したもの）を元に，検証結果から最重要コア・コンピタンス
を抽出した． 
まず旧コア・コンピタンスのうち，「3．プロセス・変革管理」，「5．業績評価のモデ
ル・手法」，「8．調達」，「9．電子政府と電子商取引」，「13．予測」は，本検証結果から
重要度が低かったため，最重要コア・コンピタンスから除外した．次に既存のコア・コ
ンピタンスの中で相関が高いコア・コンピタンスは統合した．例えば，コ「1．政策と
組織」ならびに「リーダーシップと管理能力」は，「リーダーシップと組織管理」とした．
「4．情報資源戦略・計画」は「情報戦略と政策策定」と改めた．「6．プロジェクト・
マネジメント」ならびに「7．資本計画と投資評価」は，「プロジェクトならびに投資マ
ネジメント」としてマネジメント能力として集約した．「10．情報セキュリティ（情報
保護）」は，アンケート並びにインタビュー調査の結果，優先順位も非常に高かったこと
から，「情報セキュリティと知的財産」と改めた．特に，知的財産問題とセキュリティ対
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策は同時平行で対策を講じる必要性があることから同一とみなしている． 
 
表 25 最重要コア・コンピタンス抽出へのプロセス 
Table 25 Process to create the most effective core competencies for CIOs 
番号 旧コア・コンピタンス 
優先 
順位 
検証結果に基づく 
最重要コア・コンピタンス 
1 政策と組織 
2 リーダーシップと管理能力 
3 リーダーシップと組織管理 
3 プロセス・変革管理 － － 
4 情報資源戦略・計画 1 情報戦略と政策策定 
5 業績評価のモデル・手法 － － 
6 プロジェクト・マネジメント 
7 資本計画と投資評価 
4 
プロジェクトならびに投資マネジ
メント 
8 調達 － － 
9 電子政府と電子商取引 － － 
10 情報セキュリティ（情報保護） 2 情報セキュリティと知的財産 
11 EA 5 EAと評価手法 
12 技術とユーザー 6 ユーザー重視の技術改革 
13 予測 － － 
注 1；「旧コア・コンピタンス」とは，本研究で使用したコア・コンピタンス 13項目である． 
出典；筆者作成 
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8.3.2. 優先的コア・コンピタンス・モデル 
 
8.3.1 のプロセスを経て，図 23 の通り，「コア・コンピタンス優先モデルの構築」を
策定した． 
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図 23 コア・コンピタンス優先モデル 
Fig. 23 Core Competencies Priority Model between Japan and USA 
資料；筆者作成 補足；APEC CIO人材育成プロジェクトの研修モデルとして採用が決定し
た．（2007年 5月） 
 
本モデルは，2006年 9月に米国 CIO大学ジョージ・メースン大学での国際 CIO学会
で発表され，学会関係者，官民 CIO 関係者から優先的 CIO コア・コンピタンス／学習
目標の日米比較研究という初の試みに対し，高い評価を頂いた．これまでの過程は，日
本 CIO学会（2006年 6月，主催；早稲田大学），米国 CIO学会（2006年 9月，主催；
ジョージ・メースン大学），台湾 CIO学会（2006年 10月，主催；元智大学），フィリピ
ン CIO学会（2007年 4月，主催；ラサール大学），インドネシア CIO学会（2007年 4
月，主催；バンドン工科大学）において発表され，各国の評価並びに検討を踏まえ，各
種データの分析から生じた共通項，相違点，特異性を整理分析している． 
先行研究でも指摘されたように，多岐にわたる CIOの役割は，集約するにはあまりに
も多く，普遍性を追求するには標準化が極めて困難であり，CIOの数だけその役割が存
在することは本検証結果で明らかである． 
しかし，上記モデルはその中でも最低限必要不可欠なコア・コンピタンスを 6項目に
集約したものである．CIOという職務にはこれらのモデルに包含したコア・コンピタン
スの修得に務めることはもちろん，企業や行政で活かさなければならない． 
本モデルは，日米のみならず ASEAN各国や欧州の CIO関係者にも意見を求め，多く
の議論を重ねた．CIOの誕生目的や本質的役割などに関する原点を見直すとともに，現
時点で CIOなどが求めるコア・コンピタンスをインタビューやアンケート，統計解析手
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法によって考察して確立したものであり，今後長期にわたり普遍的要素を維持し続ける
ことを確信する．もちろん，CIOの資質は，環境変化や情報システムの変遷に対する順
応性や適応性を兼ね備えていることは言うまでもない． 
本研究成果をもとに，日本－米国－タイの国際 CIO学会会長が 2007年 4月 28 日に
バンコクで開催された APEC主催による CIO研修会議（国際 CIO学会共催）にて共同
議長会合が開かれ，3共同議長会議において，CIO研修プロジェクトの“Core Subjects”
として「コア・コンピタンス優先モデルの構築」を採用することが決定した1．本コア・
コンピタンス・モデルは，日－米－タイで実施した CIO調査結果を元に最適なコア・コ
ンピタンス・モデルであると確信している．今後急務である CIO人材育成の基盤となる
よう，政策提言に代えたい． 
 
 
最後に，本研究成果を踏まえ，今後の研究課題として次の 3つの諸点に関して具体的
に研究を推進していきたいと考えている． 
 
（１） CIOコア・コンピタンス・モデルの細分化による実証研究， 
（２） CIO設置による効果，並びに非効果の具体的な定量的検証，ならびに 
（３） 関心が急浮上してきたアジアでのコア・コンピタンス研究 
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• 小尾敏夫 岩崎尚子「行政 CIOの現状と未来（5）CIO学の構築」（社）行政情報システ
ム研究所 2006年 3月 
 
 
 
 
 
                                                  
12007年 4月 28日にバンコクで開催された APEC主催による CIO研修会議にて参加し
た各国 CIO学会代表の 3者は以下の通りである； 
米国 CIO学会会長；J.P.オーフレット（米国 CIO大学ジョージ・メースン大学教授），
日本 CIO学会会長；小尾敏夫（早稲田大学大学院教授），タイ CIO学会会長（世界 CIO
学会連合会会長）；パイラッシュ（NECTEC会長）． 
3者会合の結果，「コア・コンピタンス優先モデルの構築」は最適なコア・コンピタンス・
モデルとして合意に至った． 
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統計手法 
 
 第 5章ならびに，第 6章において利用した多変量解析などの統計手法を以下にまとめ
る．尚，参考として以下のソフトならびに資料を活用した． 
 
• エクセル統計 2006 （Ekuseru-Toukei 2006）株式会社 社会情報サービス（Social 
Survey Research Information Co., Ltd.） 
• 岩井浩，藤岡光夫，良永康平編著（2004）「統計学へのアプローチ」ミネルヴァ書
房 
• 菊池進，岩崎俊夫編著（2007）“経済系のための情報活用”実教出版 
 
まず，エクセル統計 2006の使用により，重回帰分析後，精度として「決定係数」「自由
度修正済決定係数」「重相関係数」「自由度修正済重相関係数」「ダービンワトソン比」「赤
池の AIC」が出力される．ここでは AICならびにダービンワトソン比の数式をまとめる． 
 
【１】AIC： 
AIC＝－2ln（最大尤度）＋2（自由パラメータ数） 
 
【２】ダービンワトソン比： 
統計的推論の観点から，系列相関がある場合，回帰係数の最小 2乗推定量bが有効推定
量にはならず，不偏推定量に留まるため，よりよい推定結果を与えることが出来ないこ
とを意味する．そこで系列相関が存在しているかを調べるために，以下のダービン・ワ
トソン統計量DW による検定がしばしば用いられる． 
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ただし te は， t期の残差をあらわす． 
【３】重回帰分析 
被説明変数 yに対して，k個の説明変数 1x ， 2x ･････ kx が与えられる場合，両変数の関
係がすべて線形であるという前提のもとで，重回帰モデルは次のようになる． 
uxxxy kk ++++= ββββ ････＋22110     （１） 
ここでuは誤差項とよばれるもので，説明変数では yを説明できないランダムなバラツ
キを意味する．また定数 1β 2β ････ kβ は偏回帰係数と呼ばれ，この場合，母集団の偏回
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帰係数を意味する．なお，データ数（標本数）は nとする．単回帰モデルと同様に，回
帰定数 0β および偏回帰係数 1β 2β ････ kβ をデータから推計するが，原則として最小 2
乗法が用いられる．今 2 個の被説明変数（ k＝2）からなる，もっとも単純な重回帰モ
デルについて推定値の計算方法を見ると，ここで標本データから推定された 0β 及び， 1β ，
2β の推定値を母集団の値として 0b ， 1b ， 2b とすると，これらの係数を求める正規方程
式は， 
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となり，各係数の最小 2乗推定量（OLS）は以下のように与えられる． 
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である．なお，重回帰モデルは，（１）からも明らかなように，説明変数をいくつでも加
えることができるが，その場合，煩雑な行列計算を必要とする． 
こうして得られた重回帰モデルは，決定係数 2R もしくはその平方根をとった重相関係数
R（観測地 xと予測値 yˆの相関係数）により，モデルのデータに対する適合の良さ，言
予測の精度を評価することが出来る． 
しかし重回帰モデルは理論的にも経験的にもまったく無関係と思われる説明変数を任意
にいくらでも加えてやることは可能であり，また加えることで決定係数はさらに高くな
る傾向がある．この場合，決定係数が高くなったからといって，よりよい重回帰モデル
に改良されたと評価するのは誤りである． 
不都合を回避するため，重回帰分析の場合（とくに説明変数が多い場合）は以下に定式
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化された自由度調整済みの決定係数（もしくは重相関係数）を用いてモデルの精度評価
を行うことが望ましい． 
決定係数； 2Rˆ （もしくは重相関係数； Rˆ） 
)1(
1
11ˆ 22 R
kn
nR −
−−
−
−=  
 
【独立性の検定】 
独立性の検定は，行要素の各カテゴリーの度数の合計と列要素の各カテゴリーの度数の
合計による比率から各セルに期待される期待度数と観測度数が等しいかどうかを検定す
る．「期待度数と観測度数が等しい」ということは，行要素と列要素の間に関連がなく独
立した事象であるということであり，そのため「独立性の検定」と呼ばれる． 
独立性が棄却された場合には判定欄に判定マークが出力され，行要素と列要素の間に関
連が存在することを示唆する．P値は判定の有意確率を示し，例えば0.01であった場合，
判定結果が誤りである確率が 1％であることを意味する． 
2×2を超える集計表 
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本論では，CIOの官民人事交流を可能にさせる要因について検証するために，7つのフ
ェース（役職，業種，IT 投資決定権限の有無，報告，雇用者数，企業規模，IT 投資額
の増減傾向）の中で影響を受けやすい，つまり相関が高いか否かを明らかにするために，
独立性の検定を行っている． 
 
【コレスポンデンス分析】 
コレスポンデンス分析によって，複数の因子を抽出する．抽出される因子軸の数は最大
でも「行数－1」か「列数－1」のどちらか少ない方となる．因子は寄与率の高いものか
ら順に出力される．本論では，コレスポンデンス分析によって得られた第 1軸と第 2軸
の行列要素のスコアを元に，ラベル付き散布図を作成した．  
本論では，CIO の役割が広範にわたり，役員レベルの決済業務や意思決定が委ねられ，
本業の根幹に携わる CIOが増加するにつれ，兼任レベルでは対応しきれぬ状況になりつ
つあることから，専任化に移行すべき条件について，筆者がこれまでヒアリング調査を
実施した企業 23社を選出し，売上高／IT投資額／利益額／利益率と専任 CIOの関係に
ついてコレスポンデンス分析を利用し，散布図でマッピングすることによって視覚的に
相関関係を検証した． 
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付録・資料 
 
第 1回 ITの付加価値を向上させるコア・コンピタンスの優先度に関するアンケート 
実施時期 2006年 3月 18日 
調査概要 2004年版のコア・コンピタンス 12項目，学習目標 75項目に，日本政
府（経済産業省1）が発表したコア・コンピタンス 1項目，学習目標 20
項目を追加した．さらに，筆者が CIOに必須と考えられる学習目標 10
項目を追加し，計 13のコア・コンピタンスと 105の学習目標をベンチ
マークとして優先順位について調査した． 
経済産業省が追加したコア・コンピタンス，及び学習目標の特徴は，行
政分野，並びに将来の社会変化，環境，技術トレンドなどの予測，など
である． 
また，独自に我々が追加した項目は，①組織内外における幅広い情報ネ
ットワークの構築，②説明責任並びに，組織への周知徹底，③組織内部，
部門間での情報化成果についてのベンチマーク評価，④同業他社（組織）
との情報化成果についてのベンチマーク評価，⑤IT 投資における
PDCAサイクルの実施，⑥ユーザー部門に IT投資対効果の定期的な報
告並びに評価の義務付け，⑦撤退ルールの策定，⑧情報公開，⑨SOX
法に基づく組織内コンプライアンスの調整，⑩IT 投資評価と分析，で
ある．これらの項目は，先行研究や既存のアンケート調査の対象項目を
参考に，CIO へのニーズと照合した結果選んだものであり，既存の日
米版には含まれていないことで独自性がある． 
第 1回目の調査では，米国 CIO大学のひとつであるジョージ・メース
ン大学（George Mason University）の CIOコース受講生 80人が対象
である．特徴は，全員社会人（専門家）で，平均 14年のキャリアを持
つ． 
 
アンケート調査内容 
 
The 1st Survey on CIO - Core Competences for ICT Value-added 
March 2006 George Mason University, USA 
Naoko IWASAKI, GITS, Waseda University 
 
Please complete with the appropriate information 
What is your title? 
 CIO 
 Director 
 Manager 
 Other ________________________ 
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What is your line of business? 
 Aerospace / Defense contractor  
 Manufacturing / Process industries (non computer related) 
 Finance / Banking / Accounting 
 Insurance 
 Real estate / legal 
 Government; federal (including military) 
 Government; state or local 
 Healthcare / Pharmaceuticals / Medical services 
 Hospitality 
 Wholesale / retail trade (non –computer related) 
 Transportation; land, sea or air 
 Telecommunications/ Electric/ Gas 
 Publishing / Advertising / Broadcasting / Public Relations 
 Internet service provider 
 Communications carrier 
 Mining / Construction / Petroleum 
 Refining / agriculture 
 Data processing services / Consulting 
 Education 
 Research / Development 
 Business services/ consulting (non- computer related) 
 Manufacturer of computer, communication peripheral equipment / VAR / 
VAD/ System or  network integrator 
 Computer-related retailer / wholesaler/ Distributor 
 Law enforcement 
 Other ________________________ 
Do you have decision power on IT investment, budget and evaluation issues? 
 Yes _______ 
 No _______ 
To whom do you report? 
 CEO 
 COO 
 CFO 
 CIO 
 Other _______________ 
Approximately how many people are employed by your organization? (Please include 
all plants, divisions, branches, parents, and worldwide subsidiaries)  
 40,000 or more 
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 30,000-39,999 
 20,000-29,999 
 10,000-19,999 
 5,000-9,999 
 1,000-4,999 
 500-999 
 Under 500 
Select the dollar amount that best represents the gross sales or revenues for your 
organization. Include all plants, divisions, parents and worldwide subsidiaries.  
 Greater than $40 billion 
 $30 billion to $40 billion 
 $15 billion to $29.9 billion 
 $10 billion to $14.9 billion 
 $5 billion to $9.9 billion 
 $1 billion to $4.9 billion 
 $500 million to $999 million 
 $100 million to $499 million 
 $50 million to $99 million  
 Less than $50 million 
Has your budget on IT increased, decreased or stayed the same in the past year?  
 Increased  
 Decreased 
 Stared the same 
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Please evaluate the importance of the following issues according to the given scale.  
Preferential Core Competence Survey based on Clinger Cohen 
Act 
１ ２ ３ ４ 
1.0-Policy and Organizational General Discussion: The CIO has one of 
the most serious positions in the government and must be able to talk to 
an extremely wide range of people. They work in a fast-changing 
environment (technology, legislation, policy, and politics) and there is a 
"felt pain" about the size and scope of the job. 
    
1.1-Department/Agency missions, organization, functions, policies, 
procedures 
    
1.2-Governing laws and regulations (e.g. the Clinger-Cohen Act, 
E-Government Act, GPRA, PRA, GPEA, OMB Circulars A-11 and 
A-130, PDD 63) 
    
1.3-Federal government decision-making, policy making process and 
budget formulation and execution process  
    
1.4-Linkages and interrelationships among Agency heads, COO, CIO, and 
CFO functions  
    
1.5-Intergovernmental programs, policies, and processes     
1.6-Privacy and security     
1.7-Information management     
1.8- Governmental mechanisms and procedures / autonomy     
1.9- (Identification of) Shared roles between government and industry     
1.10- Budget planning and execution     
1.11- Communication skills and Public Relations     
1.12- Construction of a wide information network inside and outside the 
organization 
    
2.0 Leadership/Managerial   General Discussion: Management concepts 
are important but CIOs must move beyond management to leadership. 
They must be able to understand the dimensions of Clinger-Cohen, and 
how they play out operationally in their organization. Interpersonal skills 
are essential for success because of the frequency of change, and the need 
to communicate vision. 
    
2.1-Defining roles, skill sets, and responsibilities of Senior Officials, CIO 
staff, and stakeholders 
    
2.2-Methods for building federal IT management and technical staff 
expertise 
    
2.3-Competency testing - standards, certification, and performance     
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assessment 
2.4-Partnership/team-building techniques     
2.5-Personnel performance management techniques     
2.6-Principles and practices of knowledge management     
2.7-Practices which attract and retain qualified IT personnel     
2.8 Accountability     
3.0: Process/Change Management   General Discussion: The paramount 
role of the CIO is as Chief Visionary of the organization. As such the CIO 
works in strong partnership with the CEO/COO who is the chief change 
agent. CIOs need to distinguish between the behavioral and affective 
dimensions of change management (including essential stakeholder 
"buy-in") that are more related to leadership and the cognitive dimensions 
of process management that provide "measuring points" and are a tool for 
change management. It is important that CIOs be familiar with 
Organizational Development (OD) concepts and OD's importance as an 
independent discipline. It is also essential for CIOs to be open to the role 
of Business Process Improvement as a frame/context for introducing any 
type of new business-based technology change including E-Government, 
Smart Cards and other government initiatives. 
    
3.1-Techniques/models of organizational development and change     
3.2-Techniques and models of process management and control     
3.3-Modeling and simulation tools and methods      
3.4-Quality improvement models and methods     
3.5-Business process redesign/reengineering models and methods     
3.6- Recollection and utilization of Best Practices     
4.0: Information Resources Strategy and Planning   General Discussion: 
IT must be a value-adding dimension of the business plan. IRM strategic 
planning must begin with the business strategic planning process and 
integrate with the organization's business functions and plans since 
business planning and IRM planning are parallel and coupled processes. 
Thus the CIO must be able to ask the right questions and understand the 
answers.  IRM planning should also address cross-governmental and 
inter-agency planning issues as these are becoming increasingly important 
in E-Government implementation. 
The planning process itself must be holistic, flexible (not platform or 
vendor specific), at a high level and must be in balance with the overall 
business strategy. IT's strategic plan must be a lesson in integrating since 
IT should be woven into the very fabric of the way the organization does 
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its work. Understanding IT architecture is essential. 
4.1-IT baseline assessment analysis     
4.2-Interdepartmental, inter-agency IT functional analysis     
4.3-IT planning methodologies     
4.4-Contingency Planning      
4.5-Monitoring and evaluation methods and techniques     
4.6- IT Funding     
4.7- Information Management     
4.8-Information system management     
5.0 IT Performance Assessment: Models and Methods   General 
Discussion: The basic question: Is IT meeting both the business plan 
goals and the needs of constituents? There must be a "balanced 
scorecard"-revenue/program accomplishment with both customer and 
employee satisfaction.  
The CIO must be aware of the range of perspectives on performance 
systems, and of the types of performance measures available and must 
embrace a systems perspective for IT and its assessment process. The CIO 
must understand the importance of baseline assessment 
measures-existence, qualitative measures and quantitative measures 
(example: ROI) in the performance assessment cycle. 
    
Competency 5.1-GPRA (Government Performance and Results Act) and 
IT: Measuring the business value of IT-and customer satisfaction  
    
5.2-Monitoring and measuring new system development: when and how 
to "pull the plug" on systems 
    
5.3-Measuring IT success: practical and impractical approaches      
5.4-Processes and tools for creating, administering and analyzing survey 
questionnaires 
    
5.5 Techniques for defining and selecting effective performance measures     
5.6-Examples of and criteria for performance evaluation     
5.7-Managing IT reviews and oversight processes     
5.8- Service level agreement     
6.0: Project/Program Management   General Discussion: Both program 
management and project management requires the same set of skills, 
including communication, effective decision making, adaptability, and 
team building. The Capers-Jones database of 10,000 projects shows that 
requirements change at an average rate of 2% a month.  This rate of 
change results in the need for flexible management, adaptive budgeting, 
and the need to distinguish between real requirements changes and 
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requirements creep. While both project and program management present 
similar challenges, there is a difference in scalability and granularity 
between the management of projects and programs, and therefore a need 
to distinguish between the two. 
Project Management: A project may be an element of a program, is 
relatively short term and has a defined beginning and end. Projects are 
often detail oriented and may change. 
Program Management: A program is considered to be a set of related 
on-going activities with a common focus and could include multiple 
projects. Although a program has a target, it is not bounded in time, and 
can accommodate change. 
Decision-making is essential to both project and program management. 
6.1-Project scope/requirements management     
6.2-Project integration management     
6.3 Project time/cost/ performance management     
6.4-Project quality management     
6.5-Project risk management     
6.6-Project procurement management     
6.7- System life cycle management     
6.8- Software development     
6.9-System auditing     
6.10-Software management     
6.11- Project management outline     
7.0 capital Planning and Investment Assessment   General Discussion: it 
is essential that CIOs understand the importance of Capital Planning and 
Investment Analysis. Clinger-Cohen mandated such planning and 
assessment and changed the "rules of the game." Successful industry does 
the same things.  Clinger-Cohen decentralized IT and made each agency 
autonomous in the way it plans, invests in and implements IT. Capital 
planning is needed to provide a framework for running government with 
the same disciplines as private business.  
In addition to Clinger-Cohen other legislation involved in these 
significant changes include:  
PRA-Paperwork Reduction Act of 1995,  
GPRA-Government Performance and Results Act (Results Act) (PL 
103-62),  
Title V Extract-Federal Acquisition Streamlining Act of 1994 (PL 
103-355) which sets standards for planning, organizing and monitoring 
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projects,  
Chief Financial Officers Act (PL 101 576)  
BEA-Budget Enforcement Act  
BBA-Balanced Budget Agreement  
The OMB and the White House have also issued guidance related to the 
acquisition and management of information resources, including:  
OMB Circular A-11  
OMB Circular A-94  
OMB circular A-109  
OMB Circular A-123  
OMB Circular A-127  
OMB Circular A-130  
Executive Order 13011 Sec. 2(b)(3)  
In the new paradigm IT decisions need to be supported by using business 
case analysis. Business cases will be presented to the Investment Review 
Board that includes the CIO. Finance and acquisition will need to be 
linked to capital planning. IT is only one of six CIO responsibilities 
emanating from the PRA and the Clinger Cohen Act. These 
responsibilities are: 1. Information collection and burden reduction, 2. 
Statistical activities, 3. Records management, 4. Privacy (Privacy Act), 5. 
Information Technology, 6. Security 
7.1-Best practices     
7.2-Cost benefit, economic, and risk analysis     
7.3-Risk management- models and methods     
7.4-Weighing benefits of alternative IT investments      
7.5-Capital investment analysis-models and methods     
7.6-Business case analysis     
7.7-Integrating performance with mission and budget process      
7.8-Investment review process     
7.9-Intergovernmental, Federal, State, and Local Projects     
7.10- Bench mark evaluation on the result of IT Management between 
in-house sections 
Benchmark evaluation of IT management (between in-house sections) 
    
7.11- Bench mark evaluation on the result of IT Management with the 
other companies 
Benchmark evaluation of IT management (with other companies) 
    
7.12- Implementation of the PDCA cycle on IT investment 
Implementation of the PDCA cycle for IT investments  
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7.13- Obliging to a regular report and the evaluation of investment effect 
to the user 
Users obligation to report and evaluate the investment effect regularly 
    
7.14- Setting of withdrawal rule 
Withdrawal rule setup 
The concept may need additional explanation 
    
8.0: Acquisition   General Discussion: Acquisition links technology 
investment to the business outcomes and results, as defined by the end 
consumer. Acquisition needs to move from what been a singular focus on 
process to one that considers both process and objectives. Acquisition 
anticipates what is needed before it is officially stated, and develops 
requirements that include the end users and must be linked to business 
outcomes. The CIO must understand the new dynamic, and understand 
lifecycle management. He/she must move from a risk adverse process to 
one of risk management, and create an innovative acquisition 
environment throughout the organization. The CIO should monitor 
changes in acquisition models and methods. Acquisition includes four 
stages- (1) Defining the business objective; (2) Requirements definition 
and approval; (3) Sourcing and (4) Post-Award management. The 
post-award management phase can be multi-year, and the CIO must be 
aware of technology cycles, and the impact of the length of the cycle. 
Acquisition needs to be seen as part of a larger structure or process in 
which it is one link in the capital planning and strategy process. It is the 
"cost" part of the cost/benefit analysis. The CIO must understand his/her 
role in business objectives, and forge a partnership with the other senior 
leaders of the organization. There needs to be a dynamic interplay 
between industry choices/resources and acquisition decisions. The CIO 
and senior management should understand the impact of government on 
industry, both in terms of laws and regulations, the impact of specific 
procedures, and the actual acquisition process. 
    
8.1-Alternative functional approaches (necessity, government, IT) 
analysis 
    
8.2-Alternative acquisition models     
8.3- Streamlined acquisition methodologies     
8.4-Post-award IT contract management models and methods, including 
past performance evaluation 
    
8.5-IT acquisition best practices     
8.6- Supply (procurement) planning and evaluation     
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9.0: E-Government/Electronic Business /Electronic Commerce 
E-Government, E-Business, E-Commerce are changing the look of 
business, the feel of business and the way business and government work. 
They are changing the traditional way of viewing the individual agency 
and its needs. E-Government demands that CIOs be aware of their 
stakeholders (program managers, functional areas, employees, suppliers, 
the public) as customers. Customers want to go to a single point for 
action/information-and they are not interested in distinctions among 
governmental entities. An enterprise cannot perceive itself as an "island," 
but may need to seek partnerships.  
CIOs need to have a strategic vision for E-Government and E-Business, 
and need to utilize business case analysis and BPR/BPI. Program 
leadership should be responsible for identifying and implement 
E-Government solutions that will improve business effectiveness. CIOs 
should be aware that there might be a distinction between E-Government 
and E-Commerce. They will be dealing with intra- and inter-governmental 
agencies, and external customers. There is a stewardship responsibility, 
and security/privacy concerns. Certain roles are inherently governmental 
and can't be "contracted out." CIOs must engage in risk management in 
making certain decisions regarding E-Government. Baseline technology 
underlies E-Government and CIOs should maintain a model of continuous 
improvement enabling the model of E-Business through utilization of 
emerging technologies. 
    
9.1-Strategic business issues and changes with the advent of 
E-Government/E-Business/E-Commerce  
    
9.2-Web development and maintenance strategies     
9.3-Industry standards and practices for communications     
9.4-Channel issues (supply chains)     
9.5-Dynamic pricing     
9.6-Consumer/citizen information services      
9.7-Social issues     
10.0: IT security/information assurance   General Discussion: IT 
security/Information Assurance (IA) involves critical infrastructure 
protection (CIP.) There is a clear link between CIP and IA, which may be 
defined as the preservation of the availability, integrity, and 
confidentiality of the mission critical information via resisting, 
recognizing and responding to attacks, accidents and adverse conditions. 
DoD defines IA as availability, integrity, confidentiality, non-repudiation, 
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and authentication.  
The CIO must constantly manage risk in which business competencies 
have to be balanced with lock down and lock out procedures. In addition 
there is the issue of balance--risk vs. cost. There may be a need for the 
CIO to categorize mission critical information for risk analysis and 
planning and implementation and to determine the level of protection 
required. 
10.1-Fundamental principles and best practices in IA     
10.2-Threats and vulnerabilities to IT systems      
10.3-Legal and policy issues for management and end users      
10.4-Sources for IT security assistance     
10.5-Standard operating procedures for reacting to intrusions/misuse of 
federal IT systems 
    
10.6-Freedom of information      
10.7- Compliance with SOX law     
10.8- Analysis of the effect on IT investment      
11.0 Enterprise Architecture   General Discussion:  Enterprise 
architecture (EA) establishes an agency-wide roadmap to achieve the 
agency’s mission through optimal performance of its core business 
processes within an efficient information technology (IT) environment. 
Enterprise architectures are “blueprints” for systematically and 
completely defining an organization’s current (baseline) or desired 
(target) environment.  Enterprise architectures are essential for evolving 
information systems and developing new systems that optimize their 
mission value.  This is accomplished in logical or business terms (e.g., 
mission, business functions, information flows, and systems 
environments) and technical terms (e.g., software, hardware, 
communications), and includes a sequencing plan for transitioning from 
the baseline environment to the target environment.  
    
11.1-Enterprise architecture functions and governance      
11.2- Key enterprise architecture concepts      
11.3- Enterprise architecture development and maintenance      
11.4- Use of enterprise architecture in IT investment decision making      
11.5- Interpretation of enterprise architecture models and artifacts      
11.6-Data management     
11.7- Performance measurement for enterprise architecture     
11.8- Information security implementation plan     
12.0 Technical   General Discussion: One must distinguish between     
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technical and technology. A CIO must have an integrative understanding 
of how technology works, but not be technical in the sense of a developer. 
The CIO must understand the strengths and weaknesses of tools, how they 
work, what they are good for, and also their limits.  
Communication skills are essential for CIOs. There is a huge dichotomy 
between the people and technology sides of an organization. The CIO 
must play the role of a "universal translator" especially regarding 
technical ideas and terms. The CIO must be able to ask the right 
technology questions and understand the answers since the CIO needs to 
make decisions and judgments.  
The CIO needs to know what the state-of-the-art technology is, and must 
have more breadth (rather than depth) in emerging technology.  
The CIO must be able to make use of analytical processes, including 
statistical measures, in order to make competent decisions.  
The CIO should bring technical vision (interaction between the business 
and technology) to guide the organization into new business directions 
while remembering that the business rules must be the drivers of the 
technology.  
It is critical that the CIO be "savvy" about the organizational culture and 
is able to manage not just the culture, but also the culture's expectations. 
Thus, interpersonal skills are as essential as technology in facilitating 
complex social and people issues.  
The CIO must distinguish between the technologies itself and the process 
of applying the technology, and must take a systems-approach to technical 
issues. 
12.1-Emerging/developing Technologies     
12.2 Information delivery technology (Internet, intranet, kiosks, etc.)      
12.3-Desk top technology tools     
12.4- Users situation grasp     
12.5- Basic principles of accessibility / usability     
13-0   Society environment and technology      
13.1- Social environment grasp     
13.2- Society trends prediction      
13.3- Technological trends prediction      
13.4- Technology used in daily businesses      
 
 176
 
第 2回 CIO概論に関するアンケート 
実施時期 2006年 5月 25日，29日 
調査概要 第 1 回「IT の付加価値を向上させるコア・コンピタンスの優先度調査」
の妥当性の検証，並びに CIO の歴史，誕生の目的，現状，問題点につい
て 
調査内容：調査項目：  
設問 1．前回の IT 付加価値向上を目指すコア・コンピタンス調査結果の
妥当性について 
設問 2．設問 1．の回答の根拠について 
設問 3．コア・コンピタンスの理想と現実の乖離について 
設問 4．専任と兼任の違いについて 
設問 5．CIOの役割の拡大，兼務可能な役職について 
設問 6．CIOが誕生した社会的背景・要因について 
設問 7．CIOの導入を促進させた要因あるいは背景について 
設問 8．技術のスキルの重要性について 
設問 9．CIOの“人間力－リーダーシップスキルなど”について 
設問 10．“IT投資対評価”の認識について 
設問 11．コア・コンピタンスの普遍性，並びにその理由について 
設問 12．今後必要となる新しいコア・コンピタンスについて 
 
被験者の属性 
 所属機関 役職 
1 Sparta － 
2 Lockheed Martin Staff Systems Engineer 
3 RSIS, Inc. Quality Improvement Specialist 
4 Lockheed Martin Corporation Software Build Lead 
5 Freddie Mac Technical Project Manager 
6 CSC President, Civil Enterprise Integration Division 
7 Bent Systems Inc. Founder 
8 Northrop Grumman System Engineer 
9 Department of the Army Sr. Analyst 
10 Mitretek Systems, Inc. Technical Lead 
11 3H Technology Deputy Program Director 
12 L-3 Communications Program Manager 
13 L-3 Communications Program Director 
14 GEICO Insurance Project Manager 
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15 Navy Sea Systems Command Combat Systems Engineer 
16 CSC Capture Manager 
17 CA Vice President, Sales 
18 Value Options Program Manager 
19 Cambridge Associates LLC Division Manager 
20 AMTRAK  Sr. Systems Engineer/Project Manager 
21 Sprint Nextel Corporation Senior Manager 
22 SAIC Sr. Information Security Analyst 
23 The CNA Corporation Senior Systems Engineer 
24 IT SQUAD, INC. Senior Manager 
25 Friedman, Billings & Ramsey － 
26 Soft Med Systems, Inc. Manager 
27 Northrop Grumman Corporation System Architect 
28 SAIC Technical Lead 
29 General Dynamics Project Engineer 
30 Urban Land Institute Director of Information Systems 
31 Time Warner Inc. Technical Team Lead 
32 Man Tech International Senior Systems Engineer 
33 Visa USA Sr. Network Engineer 
34 KPMG LLP Manger, Information Risk Management 
35 Sallie Mae Project Manager 
36 Digicon Senior Systems Security Manager 
37 Verizon Head of Technology and Architecture Evolution 
38 Freddie Mac CTO 
39 Central Intelligence Agency Project Manager 
40 Sprint Technical Writer 
41 Northrop Grumman Corporation Lead Technology Consultant 
42 Apex CoVantage Project Designer 
43 Datatel, Inc. Business Advisor 
44 Booz Allen Hamilton Technical Project Manager 
45 American Red Cross Project Manager 
46 Accenture Technology Consultant 
47 New Vectors Systems Engineer 
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アンケート調査内容 
 
The 2rd Questionnaire Survey on CIO 
– Core Competences for ICT Value-added 
(Results form the previous survey, held in March 2006) 
Naoko IWASAKI, GITS, Waseda University, May, 2006 
 
 The Top 5 Core Competencies are 1 Information Resources Strategy and Planning 2 
Enterprise Architecture (EA), 3 Policy and Organizational, 4 Information Security, 5 Leadership 
/ Managerial. Please fill in the blanks with numbers (1～5), to indicate what you consider may 
be  
A ; the adequate core competences  
B; the less expected core competences  
 Please choose 2 core competencies expected as the role of CIO which you consider 
may not be well accomplished. 
 Policy and Organizational   
 Leadership / Managerial   
 Process / Change Management  
 Information Resources Strategy and Planning   
 IT Performance Assessment: Models and Methods   
 Project / Program Management  
 Capital Planning and Investment Assessment   
 Acquisition   
 e-Government / Electronic Business / Electronic Commerce   
 IT security / Information Assurance   
 Enterprise Architecture  
 Technology and Users  
 Prediction   
In your opinion, which additional post function is available for CIO? Please choose two from the 
next options.  
 CEO (Chief Executive Officer)   
 CKO (Chief Knowledge Officer)   
 CRO (Chief Risk Officer)   
 CTO (Chief Technology Officer)   
 CAO (Chief Asset Officer)   
 CSO (Chief Security Officer)   
 Other position  
 Nonexistent  
Which one of the following factors or background situations may be considered as related to the 
 179
introduction of CIO? Please choose two of the following options.  
1. Promotion of IT revolution associated with the diffusion and popularization of Internet and 
computers 
2. Strength of the adjustment ability of information system division through the means that 
formation of dispersion style was constructed   
3. The need of fusion of IT and management   
4. Liberalization of the start and financial circles of a/the finance derivative commodity 
transaction 
5. Beginning of electronic commercialization due to the enforcement of the National 
Information Infrastructure NII plan  
6. Obligation of the introduction of CIO within the promotion and ministry of the electronic 
governance associated with implementation of "Clinger Cohen Act (IT management reform 
law)"   .   
7. Y2K computer glitch and natural disaster such as sudden, simultaneous frequent occurrence 
terrorism, hurricane etc. of the event/phenomenon that impossible to prediction in 2001  
8. Strength, "U.S. Corporate Reform Law (SOX act)" the implementation of the corporate 
governance as the start of the ENRON affaire  
9. Security of the internationally competitive power in strength and, market of group 
management and conglomerate organization    
The results for the need of technology are low in the core competence survey conducted in 
March.  What is the priority in the technology face?  Please choose 2 from the next choice.  
1. Integration/improvement of a/the system and business process     
2. Security of the security and complete status of data    
3. Design/economization of IT architecture   
4. Correspondence strength of electronic commerce   
5. Automation/optimization of supply chain management   
6. Introduction of new technology    
7. Global expansion and strategy     
8. Understanding of the concept of new technology   
9. Grasp of the technology risk based on the view point of the Meta  
 
What factors from the following list could influence the surrounding or social environment of 
CIO, when it supposes that the change of the achievement can break out by 'the human power' of 
CIO?  Please choose 2 from the next choice.    
1. Sense and feeling   
2. Self-confidence, including charisma  
3. Prediction / prescience / foresight nature  
4. Human relations / confidential relations  
5. Smooth communicative competence / adaptation ability   
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6. Political power  
7. Family / Networks  
8. Optimism  
9. Academic career and experience / biography  
10. Philosophy  
11. Creation / publication  
12. Luck / relation  
 
CIO is said that the measurement of IT investment effect is extremely difficult.  Because it is 
optimal the whole of the organization the important subject that CIO should accomplish makes 
the decision and judgment that do optimal IT investment and analyze/evaluate before investment 
after the goal and investment the adjustability and difference of an/the effect and be to bring 
forth an/the effect. However, the recognition to this ability is not high, although the recognition 
of the importance of IT investment is high, when prioritized within the 105 study items. Do you 
think why? 
Opinion  
 
Do you think that the core competences of CIO are able to become universal disregarding 
countries, businesses, Governmental systems, and other organizations? 
A Yes  
B No  
Thank you very much for your cooperation. 
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第 3回 CIOコア・コンピタンスの普遍性と質的変化の諸要因に関するアンケート 
実施時期 2006年 9月 25日 
調査概要 CIOの役割の質的変化の要因分析 
第 1回，2回の調査結果を受け，2006年 9月 25日に，米国ジョージ・メ
ースン大学で実施した．対象者は，当大学にて開催された国際 CIO 会議
に参加した CIO並びに CIOに準ずる他の役員，部長クラスを中心に直接
アンケート，並びにインタビュー調査形式で実施した．目的は，CIO に
影響を与える社会環境の要因，並びに ITの付加価値やガバナンスの向上
と CIO の関係を把握することである．本研究分析の検証結果を踏まえ，
日米 CIOのコア・コンピタンスの差異，潮流，米国 CIOコア・コンピタ
ンスの普遍性について検証している． 
 
調査項目： 
設問 1．官民 CIOの役割の普遍性の可能性とその要因について 
設問 2．官民 CIO の役割の標準化は e-ガバナンスの向上との関係につい
て 
設問 3．官民 CIOの役割の標準化も問題点について 
設問 4．SOX法によってもたらされる CIOへの影響の有無 
設問 5．SOX法によってもたらされる CIOへの影響の内容について 
設問 6．SOX法による CIOの役割や役職の変化について 
設問 7．SOX法の影響のほかに，今後 2年以内に CIOに影響を与える要
素について 
設問 8．CIO が担う Information のほかに，Innovation, Investment, 
Intelligenceの役割をも担うことに対する認識について 
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アンケート調査内容 
 
The 3rd Questionnaire Survey on CIO 
- Core Competences for ICT Value-added 
Naoko IWASAKI, GITS, Waseda University, 25 September 2006 
 
Please complete with the appropriate information 
What is your title?（     ）  
 A)CIO B) Director C) Manager D) Other 
Do you have decision power on IT investment, budget and evaluation issues? 
 A) Yes（    ）B) No（    ） 
To whom do you report? （   ） 
 A) CEO B）CIO C）CFO D）CTO E）CAO F）COO G）CKO H) 
Other 
Do you think the role of the CIO in the public and private sector is being 
standardized? 
 Yes （    ） No （    ） 
Why do you think so? 
If you answered “Yes”, please explain: 
______________________________________________________________________________ 
If you answered “No”, please explain: 
______________________________________________________________________________
Do you believe that standardization between the public and private CIO will 
enhance e-governance？ 
______________________________________________________________________________ 
What are the problems of standardization between the public and private CIO? 
______________________________________________________________________________ 
What is the major impact of on the CIO by SOX act? 
______________________________________________________________________________ 
Do you think the role and position of the CIO have changed by the SOX act? 
Yes （    ） No （    ） 
Please describe the impact of the SOX act. 
______________________________________________________________________________ 
Besides the impact of the SOX, what will be major effect on the CIO of other 
significant issues emerging in the near-term (next 2 years)? 
______________________________________________________________________________ 
The role of the CIO has grown increasingly diverse. It is said the “I” of CIO means 
“innovation”, “investment”, and “intelligence” as well as “information”. Do you agree 
or disagree with this assertion? 
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______________________________________________________________________________ 
Name of Organization    Title 
Thank you very much for your cooperation. 
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第 4回 日本における CIOコア・コンピタンス優先度に関するアンケート 
実施時期 2006年 6月 2日 
被験者 早稲田大学 CIOコース受講生，CIO予備軍，CIOに関わる社会人，学生
180人（内，社会人：61人／学生：119人） 
調査概要 日本における CIOに必要なコア・コンピタンスの優先度調査 
調査項目：政策と組織，リーダーシップと管理能力，プロセスと変革の管
理，情報資源戦略・計画，業務評価モデル・手法，プロジェクト・マネジ
メント，資本計画と投資評価，調達，電子政府と電子商取引，情報セキュ
リティ（情報保護），全体最適，技術とユーザーの中から必須と考えられ
る CIOの役割について 
 
アンケート調査内容 
設問：CIOにとって重要な役割は次のどれか？二つ選び○をつけて下さい． 
1 政策と組織  
2 リーダーシップと管理能力  
3 プロセスと変革の管理  
4 情報資源戦略・計画  
5 業務評価モデル・手法  
6 プロジェクト管理  
7 資本計画と投資評価  
8 調達  
9 電子政府と電子商取引  
10 情報セキュリティ（情報保護）  
11 全体最適  
12 技術とユーザー  
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第 5回 日本における CIOコア・コンピタンス優先度に関するアンケート 
実施時期 2007年 5月 23－25日 
被験者 第 4 回調査（１）の結果に偏りが見られたため，対象者を CIO ならびに
CIO 関係者に限定し，再調査を実施した．被験者は 9 であり，CIO 並び
に CIO関係者（全員社会人）である． 
調査概要 日本における CIOに必要なコア・コンピタンスの優先度調査 
調査項目：政策と組織，リーダーシップと管理能力，プロセスと変革の管
理，情報資源戦略・計画，業務評価モデル・手法，プロジェクト・マネジ
メント，資本計画と投資評価，調達，電子政府と電子商取引，情報セキュ
リティ（情報保護），全体最適，技術とユーザーの中から必須と考えられ
る CIOの役割について 4段階，ならびに 8段階評価した．アンケート調
査内容は，第 1回調査（米国で実施）した内容を日本語訳したものを利用
した． 
 
調査内容；CIOコア・コンピタンスの学習目標 105項目（日本語） 
1.  政策と組織 
1-1  任務・組織・機能・政策・手順 (情報部門のトップと経営幹部としての CIOの役割) 
1-2  法・規制管理（ITマネジメント改革法，政府業績成果法などの行政改革関連法規の習
熟） 
1-3  連邦政府の意思決定・政策立案プロセス，予算編成・執行プロセス 
1-4  経営トップ，COO（最高執行責任者），CIO，CFO（最高財務責任者）の間の相互連
携 
1-5  政府機関相互にわたるプログラム，政策，プロセス 
1-6  プライバシーとセキュリティ 
1-7  （技術，法規類，その他の各種要因の動向に関する）情報の管理 
＊1-8  政府・自治体の仕組み 
＊1-9  官民の役割分担の明確化 
＊1-10  予算策定と執行 
＊1-11  コミュニケーション能力 
＊＊1-12  組織内外における幅広い人脈の構築 
2.  リーダーシップと管理能力 
2-1  上級幹部，CIO，職員，その他関係者のそれぞれの役割・技能・責任の明確化 
2-2  IT管理体制の構築と技術専門職員の育成方法 
2-3  要員の能力査定（基準，資格，業績評価） 
2-4  協力関係やチームの構築能力 
2-5  人事・業績管理方法 
2-6  ナレッジ・マネジメントの理論と実践 
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2-7  優秀な IT要員の確保・維持方法 
＊＊2-8  説明責任並びに組織への周知徹底 
3.  プロセス・変革の管理 
3-1  組織発展・変革の手法・モデル（SWOT分析，「抵抗勢力」への対処法など） 
3-2  プロセス管理・統制の手法・モデル（あるべき姿とのギャップ分析，）シミュレーシ
ョン 
3-3  モデリング・シミュレーション用のツール・手法（データ・ウエアハウスなど） 
3-4  クオリティ（品質）改善のモデル・手法（活動基準原価計算など） 
3-5  BPR（ビジネス・プロセス再構築）のモデル・手法（総合的品質管理など） 
＊3-6  ベストプラクティスの収集と活用 
4.  情報資源戦略・計画 
4-1  IT計画実施における現有 IT資源（ハードウェアや要員の能力など）の能力評価分析
4-2  組織間における IT機能分析（部門横断システムの構築手法など） 
4-3  IT計画の方法論（優先順位付け，ギャップ分析など） 
4-4  危機管理計画（データのバックアップ，災害復旧プランなどの緊急プラン） 
4-5  モニタリング・評価の手法（ITの業務改善に関する費用対効果） 
＊4-6  IT予算の管理 
＊4-7  情報技術のマネジメント 
＊4-8  情報システムのマネジメント 
5.  業績評価のモデル・手法 
5-1  ITの業務的価値と顧客満足度の評価法（IT戦略計画とビジョン，政府業績成果法）
5-2  新システムのモニタリング・評価法（現システムの破棄と新システム導入の時期・方
法） 
5-3  ITにおける成功度の評価法（バランス・スコアカード・ベンチマーキングなど） 
5-4  ユーザー調査の作成・管理・分析方法 
5-5  有効な業績測定法の定義・選択法 
5-6  業績評価の実例と基準 
5-7  ITレビュー・監査プロセスの管理 
＊5-8  サービス・レベル・アグリーメント 
6.  プロジェクト・マネジメント 
6-1  プロジェクト範囲・要件の管理 
6-2  統合的なプロジェクト・マネジメント（複数プロジェクトの管理） 
6-3  プロジェクトの時間・費用・成果の管理 
6-4  プロジェクトの品質管理 
6-5  プロジェクトのリスク管理 
6-6  プロジェクトの調達管理（プロジェクト・ライフサイクルにおける CIOの責任など）
6-7  システムのサイクルマネジメント 
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6-8  ソフトウェア開発 
6-9  システム監査 
6-10  ソフトウェア経営 
6-11  プロジェクト・マネジメントの概要把握 
7.  資本計画と投資評価 
7-1  ベストプラクティス 
7-2  費用対効果・経済性・リスク分析 
7-3  リスク管理のモデル・方法 
7-4  各種 IT投資（あるいは非 IT投資）を選別するための評価法 
7-5  投資分析のモデル・方法（正味現在価値法など） 
7-6  ビジネス・ケース分析 
7-7  任務目標遂行と予算策定の整合性 
7-8  投資レビューのプロセス 
7-9  連邦政府・州・地方をつなぐ横断プロジェクトにおける連携 
＊＊7-10  社内部門間での情報化成果についてのベンチマーク評価 
＊＊7-11 同業他社との情報化成果についてのベンチマーク評価 
＊＊7-12  IT投資における PDCAサイクルの実施 
＊＊7-13  ユーザー部門に IT投資対効果の定期的な報告並びに評価の義務付け 
＊＊7-14  撤退ルールの設定 
8.  調達 
8-1  代替機能の選別方法論（実質的に業務上の同じ機能の代替案を考え，最適な選択をす
る） 
8-2  調達における代替モデルの選別（内製と外注，単一，マルチベンダー体制など） 
8-3  合理的かつ統一的な調達方法論 
8-4  実績評価を含む IT契約管理モデル・方法（ベンチマーキング，出来高制など） 
8-5  IT調達のベストプラクティス 
＊8-6  供給計画と評価 
9.  電子政府と電子商取引 
9-1  e-政府・e-ビジネス・e-コマースの出現に伴うビジネス戦略上の課題と変化 
9-2  ウェブサイト構築戦略（アーキテクチャーとコンテンツ管理） 
9-3  コミュニケーション方法の業績標準と実践 
9-4  チャンネル（サプライチェーン）の問題 
9-5  機動的価格設定（無料と有料の線引きの仕方など） 
9-6  顧客・市民向け情報提供サービス 
9-7  社会的課題（個人情報保護，デジタルディバイドなど） 
10.  情報セキュリティ（情報保護） 
10-1  セキュリティの基本原則とベストプラクティス 
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10-2  情報システムの脅威とぜい弱性 
10-3  経営者とエンドユーザーに関する法的・政治的課題 
10-4  セキュリティ強化手法 
10-5  情報システムへの侵入や誤用に対応する標準手段 
＊＊10-6 情報公開 
＊＊10-7 SOX法に基づく組織内コンプライアンスの調整 
＊＊10-8  IT投資評価分析 
11.  EA 
11-1  EAの機能とガバナンス 
11-2  コアとなる EAの概念 
11-3  EAの発展と維持 
11-4  IT投資の意思決定における EAの利用 
11-5  EAモデルの理解や解釈 
11-6  データ管理（データ標準化，データマイニングなど） 
11-7  EAのための評価手法 
＊11-8  情報セキュリティの実行計画 
12.  技術 
12-1  先端技術 
12-2  情報配信技術（インターネット・イントラネット・キオスクなど） 
12-3  パソコン・ツールを習熟するための学習計画 
＊12-4  ユーザーの状況把握 
＊12-5  アクセシビリティやユーザビリティの基本原則 
＊13.  予測 
＊13-1  社会環境の把握 
＊13-2  社会変化の予測 
＊13-3  技術トレンドの予測 
＊13-4  日常業務において利用される技術習得 
注 1：＊ ＝経済産業省が追加した新規学習目標 
＊＝独自に筆者が追加した新規学習目標 
注 2；実際の調査時には＊ ＊＊の明記はせず，4段階評価を行った． 
資料：米国 CIOコア・コンピタンス学習目標を翻訳，経済産業省が発表した日本版 CIOコ
ア・コンピタンス学習目標並びに独自に筆者が追加した新規学習目標を追加して作成した． 
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第 6回 日本における CIOの新潮流に関するアンケート（インタビュー調査） 
実施時期 随時 
調査概要 日本における CIO コア・コンピタンスの潮流や傾向を把握するために，
これまで筆者が参画して 2003 年から開催してきた CIO 国際会議（2003
年 10月 26－28日），グローバル e-ガバナンス国際会議（2006年 6月 26
－29日），CIO経営セミナー（2004年 2月 16日，7月 13日，2005年 6
月 14日，2006年 1月 19日），国際 CIO学会（2007年 3月 23日）に登
壇した CIOなど，あるいは CIO分野に関わる専門家などの意見，そして，
その他個別にインタビューをお願いした CIO などとの討議内容をレビュ
ーし，企業，行政，その他機関における CIOの特徴を検証分析した． 
 
国際会議，セミナーは次の通り． 
CIO国際会議：2003年 10月 26－28日 
グローバル e-ガバナンス国際会議：2006年 6月 26－29日 
第 1回 CIO経営セミナー ：2004年 2月 16日 
第 2回 CIO経営セミナー ：2004年 7月 13日 
第 3回 CIO経営セミナー ：2005年 6月 14日 
CIOフォーラム：2006年 1月 19日 
国際 CIO講演会：2007年 3月 23日 
 
企業 CIO関係者：59名 
行政 CIO関係者：12名 
その他 CIO関係者：8名 
海外 CIO関係者：15名 
CIOなどインタビュー
企業　73%
その他(病院／教育機関
ほか）　9%
行政　18%
 
資料：筆者作成 
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表 26 インタビュー対象者リスト 
Table 26 Interview List   
行政 CIO 
組織 役職 名前 実施年月 
総務省 CIO（官房長） 森 清 2005年 9月 
総務省 行政管理局局長 松田 隆利 2003年 10月
総務省 IT政策統括官 寺崎 明 2007年 3月 
総務省 行政管理局行政情報システム企画課
長 
田部 秀樹 2004年 2月 
総務省 情報通信政策局情報通信利用促進課
長 
飯島 信也 2004年 7月 
公正取引委員会 CIO補佐官 塩川 鎮雄 2004年 12月
経済産業省 CIO補佐官 野村 邦彦 2005年 6月 
経済産業省 商務情報政策局長 肥塚 雅博 2006年 9月 
高知県 CIO（国土交通省東京国道事務所長） 石川 雄章 2005年 6月 
岐阜県 知事公室参事 情報化推進担当 知地 孚昌 2005年 11月
三鷹市 情報政策コーディネーター 前田 隆正 2005年 9月 
横須賀市 市長兼 CIO 沢田 秀男 2004年 12月
企業 CIO 
組織 役職 名前 実施年月 
NEC 代表取締役副社長（現社長） 矢野 薫 2004年 12月
KDDI 代表取締役会長（元 CIO） 五十嵐 三津雄 2004年 10月
NTTデータ 副社長（元 CIO） 中村 直司 2004年 11月
損害保険ジャパン 常務執行役員（元 CIO） 望月 純 2006年 5月 
損害保険ジャパン 常務執行役員（元 CIO） 望月 純 2006年 9月 
トヨタ自動車 常務役員・CIO 天野 吉和 2006年 5月 
トヨタ自動車 常務役員・CIO 天野 吉和 2006年 9月 
トヨタ自動車 常務役員・CIO 天野 吉和 2007年 3月 
リコー 専務・CINO 遠藤 紘一 2005年 6月 
ソニー 副社長兼 CIO 堺 文亮 2005年 6月 
JR 東日本情報システ
ム 
取締役会長（元 CIO） 結城 淳一 2005年 6月 
NTT東日本 
 
 
代表取締役副社長（元 CIO）（現西
日本社長） 
森下 俊三 2003年 10月
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組織 役職 名前 実施年月 
セコム 取締役会長（日本 CIO 連絡協議会
顧問） 
木村 昌平 2006年 1月 
大成建設 CIO 木内 里美 2006年 9月 
大成建設 CIO 木内 里美 2007年 3月 
東京証券取引所 CIO 鈴木 義伯 2007年 3月 
東京証券取引所 CIO 鈴木 義伯 2007年 3月 
デンセイ・ラムダ 執行役員 SPS営業本部長 熊澤 壽 2005年 9月 
フューチャーシステ
ム・コンサルティング 
取締役副社長 碓井 誠 2005年 9月 
サン・マイクロシステ
ムズ 
政策推進営業開発本部本部長 中村 彰二朗 2005年 10月
ぐるなび 社長室室長 吉本 匡祐 2005年 12月
山崎文栄堂 代表取締役社長 山崎 登 2005年 11月
アルク 取締役インターネット事業部長 森田 正康 2005年 11月
ラストリゾート 情報システムグループ・チーフ 名取 和高 2005年 9月 
大阪ガス 理事・情報通信部長 平山 輝 2005年 10月
ケイブ 専務取締役兼 CIO 高畠 純一 2005年 10月
JFEスチール システム主監 菊川 裕幸 2005年 11月
デル インフォメーションテクノロジー本
部本部長 
高野 篤典 2005年 10月
東レ 情報システム部門長 重松 直 2005年 9月 
明豊ファシリティワ
ークス 
経営企画部 大島 和男 2005年 10月
ヤンセンファーマ 執行役員 CIO兼情報システム部長 須佐 秀男 2005年 9月 
アマナ 取締役 CIO 岩永 行博 2005年 12月
カブドットコム証券 システム統括部長 阿部 吉伸 2005年 9月 
マクロミル 取締役 CIO 柴田 聡 2005年 10月
アイスタイル 取締役 CIO 菅原 敬 2005年 10月
イーディーコントラ
イブ 
CIO兼取締役 松田 誠司 2005年 10月
インターネット総合
研究所 
CIO兼取締役 IX技術戦略担当 西野 大 2005年 11月
エルゴ・ブレインズ 取締役 CIO兼 CPO 田中 尚 2005年 12月
カカクコム 取締役 CTO 安田 幹広 2005年 12月
サイバーエージェン
ト 
新規開発局局長 宮塚 功 2005年 12月
イー・エンジン 代表取締役 植田 健治 2005年 12月
 192
組織 役職 名前 実施年月 
コスモタウン 代表取締役 ITコーディネーター 先織 久恒 2005年 10月
ライブスペック RFP
研究所 
代表取締役 木ノ下 勝郎 2005年 12月
共伸技研 村長 加藤 克典 2005年 9月 
ビッグ 代表取締役 村上 晶彦 2005年 10月
コロちゃん 経営企画室 IT課課長 伊藤 俊一朗 2005年 9月 
シャボン玉石けん 取締役副社長 森田 隼人 2005年 9月 
メ リ ー チ ョ コ レ ー
ト・カムパニー 
取締役社長室兼総務部長 石井 雅夫 2005年 10月
出光興産 執行役員情報システム部長 日比 省吾 2005年 10月
神戸製鋼所 IT企画室長 林 高弘 2005年 11月
東急建設 経営企画室課長 寺田 憲治 2005年 10月
東京全日空ホテル 副総支配人兼 IT推進室長 清田 甚 2005年 11月
日立テクノロジーズ 情報システム推進部 ERP 推進グル
ープ部長代理 
卜部 良基 2005年 12月
リーバイ･ストラウス
ジャパン 
情報システム統括部部長 畠山 勉 2005年 10月
キューピー 生産本部技術企画担当部長主席技術
員 
高山 勇 2005年 10月
麒麟麦酒 情報企画部部長代理 高藤 陽一 2005年 11月
共立メンテナンス 情報マネジメント部門取締役 竹本 泉 2005年 11月
ドトールコーヒー 情報システム部ネットワーク課課長
代理 
三上 貴康 2005年 11月
ソニー･コンピュータ
エンタテイメント 
コーポレート・エグゼクティブ兼
CIO 
西村 茂 2005年 11月
その他 CIO 
組織 役職 名前 実施年月 
日本 CIO協会 会長 真瀬 宏司 2006年 9月 
黒部市民病院 関節スポーツ科医長 今田 光一 2005年 9月 
学校法人成蹊学園 学園情報センター  白井 祐司 2005年 11月
日経 BP社 ガバメントテクノロジー編集長 土屋 泰一 2004年 2月 
日経 BP社 日経情報ストラテジー 多田 和市 2004年 2月 
メディアセレクト ITセレクト 2.0編集長 松岡 功 2004年 2月 
国際医療福祉大学 院長 開原 成允 2004年 10月
あずさ監査法人 代表社員 荒井 卓一 2005年 1月 
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海外 CIO 
組織 役職 名前 実施年月 
米国商務省 CIO カレン・ホーガン 2003年 10月
米行政改革協議会 
 
 
副理事長 デビッド・マクル
ーア 
2003年 10月
ジョージ・メースン大
学 
教授（米国 CIO学会会長） J.P.オーフレッ
ド 
2004年 11月
ジョージ・メースン大
学 
教授（米国 CIO学会会長） J.P.オーフレッ
ド 
2006年 6月 
ジョージ・メースン大
学 
教授（米国 CIO学会会長） J.P.オーフレッ
ド 
2006年 9月 
ジョージ・メースン大
学 
教授（米国 CIO学会会長） J.P.オーフレッ
ド 
2007年 4月 
欧州連合（EU） 電子政府部長 P・ティマーズ 2003年 10月
タイ政府情報通信技
術研究所 
所長（世界 CIO学会連合会役員） タウィサック･コ
ナンタクル 
2003年 10月
インドネシア 情報通信大臣 ソフィヤン 2007年 4月 
インドネシア 郵電庁部長 ボニ ・ープルジァ
ント 
2004年 11月
フィリピン デ・ラ・
サール大学 
教授（フィリピン CIO学会会長） フランシスコ・マ
グノ 
2007年 4月 
フィリピン デ・ラ・
サール大学 
助教授 シェウィン・オー
ナ 
2007年 4月 
台湾元智大学 教授（台湾 CIO学会役員） シュ・フェン・ツ
ェン 
2007年 4月 
シンガポール 国家コンピュータシステム部長 ジェームズ・S.L.
ヨン 
2004年 11月
OECD 電子政府部長 エドウィン・ラウ 2003年 10月
資料；筆者作成 
注 1；各機関の CIO などのインタビュー総数は前記の通りである．同一人に複数回インタビューした
場合は延べで換算している． 
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行政 CIOなどへのインタビューの要点 
 
行政 CIO，並びに行政 CIO 関係者へのインタビュー内容に基づき要因をまとめてい
る． 
 
総務省行政管理局局長 松田 隆利 
z 情報システム化は従来，あくまでコンピュータ専門家だけの観点から整備していた． 
z これからは CIOを中心に，予算や政策にも重点を置いていく． 
z セキュリティや個人情報保護の問題などとも組織と業務の改革の観点などから統括
し，リードしていく体制をつくる． 
 
総務省 CIO（官房長） 森 清 
z CIOの定義は難しい．CIOをどのように育成できるか，現場で経験を積み重ねるこ
とが大切である． 
z 官民人事交流の目標は IT業界での知識・経験の還元，日本全体の ITの促進するこ
とである． 
z 官民 CIO のベースは同じである．したがって官民 CIO モデルはひとつに融合する
ことは可能であると考える．要は，働く場を注意しさえすればよい．米国がひとつ
の例である． 
z 民間では新しいテクノロジーによって新しいビジネスモデルが出来，また新しいテ
クノロジーが生まれる相乗効果と土壌がある．行政にはこの流れが生まれない．官
民人事交流の有効性は，行政でもこうしたシステムが生まれるはずである． 
z さらに日米欧で誕生するはずである．CIOのイニシアチブの元で行政の新しいビジ
ネスモデルを創出したい． 
 
総務省 IT政策統括官 寺崎 明 
z 近年，ITをビジネス戦略に活用する意欲が向上しているが，その対応に遅れをとっ
ている企業が多数存在している．現在，高度 IT人材の不足数はおよそ 35万人と推
計され，中でも CIOの人材不足が著しい． 
z 企業の競争力を高める IT 人材の育成は急務である．また，地域の情報化は地域の
発展を目指す上で重点課題であり，自治体の IT ガバナンスの向上を目指して CIO
や CIOスタッフを対象にした継続的な研修が求められる． 
z 日本の IT 産業の実質 GDP 成長に対する寄与率は 40％で，経済成長に与える影響
は非常に大きい．ネットワーク系機器，端末，ソフトウェアなどでの国際競争力に
課題が残る分野を強化し，日本の IT 産業が世界市場を先導し貢献しなければなら
ない． 
z 日本には，ITを積極的に活用し，組織改革などのイノベーションを通して生産性を
向上する力はあるが，多くの分野で実現しておらず，競争力の差が生じている．ユ
ビキタス化に向けた組織改革を行っている企業とそうでない企業の全要素生産性を
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比較すると約 2 倍の開きがある．より多くの企業で IT 経営のベストプラクティス
を導入し，企業競争力，国際競争力を強化していく必要がある．そのためには，各
企業が ITイノベーションに積極的に取り組める環境を整備しなければならない．IT
を活用した具体的な経営革新を効率よく推進するためにも，ユビキタス社会に対応
した共通プラットフォームやインフラの構築，標準化が重要である． 
z 1990年代後半以降，日米における IT投資と労働生産性の伸びは，日本の 1.7倍で
あり，IT投資が経済成長にも貢献していることは明らかである．人口減少下で生産
性を向上させ，高い経済成長を実現するには ITの積極的利用が不可欠である． 
z 日本は，世界最先端のブロードバンド・ネットワークが整備されており，企業が IT
を積極的に活用するためのインフラ整備が進んでいるが，今後，各企業の IT 資本
の蓄積が進み，それがネットワーク化されることによって，飛躍的な生産性の向上
が実現する．日本には世界に先駆けてユビキタス化を実現し，経済成長の持続的な
拡大伸張段階に移行するポテンシャルがあるからこそ，日本の強みを生かす基本戦
略を産学官で共有し，実行することが重要である． 
 
総務省行政管理局行政情報システム企画課長 田部 秀樹 
z 行政 CIOの役割には二つの側面がある．ひとつは電子政府構築推進の責任者として
の CIO であり，役割としては，電子政府構築計画に沿った各種の方針決定，IT 化
による業務改革，オンライン化状況の把握，電子政府構築計画の改訂，などである．
もうひとつは，各省内の人事，会計，総務を所管する官房長としての役割であり，
行政改革の責任者としての位置づけである． 
z 人事運用，人事戦略も役割のひとつである． 
z 府省内の予算配分でもリーダーシップを発揮する． 
 
総務省情報通信政策局情報通信利用促進課長 飯島 信也 
z 高度 IT 人材を育成することで，効率的で質の高い電子自治体を実現していくとい
うもので，総務省の施策のひとつとして電子自治体を支える人材育成を推進してい
る． 
z 米国の CIO大学などの先進事例を参照しつつ，官民が連携した形で地方公共団体に
おける様々なレベルでの人材育成手法を確立する事が急務である． 
z 自治体の CIOについても ITスキル標準のようなスキル標準を作ることが必要であ
る． 
 
公正取引委員会 CIO補佐官 塩川 鎮雄 
z 経営戦略に基づいて IT戦略を立案し，情報システムを構築する． 
z 企業が必要とする新たな IT をもとに経営戦略を立案し，新たな業務組織や業務プ
ロセスをつくり出していく機能を持つ． 
z 企業のコア・コンピタンスに基づいて，業務ノウハウや知識を再構築し，業務組織
や業務プロセスを再構成し，さらに情報システムを適合させていく機能を持つ． 
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z IT資源，特にハード，ソフト及び人的資源をどのように保有するかを考え，情報シ
ステム部門を再編成し，業務部門に適合させていく機能を持つ． 
z CIO の人材育成が遅れている．ほとんどの IT スタッフはプログラムの開発やシス
テムの問題修正のための教育は受けているが人をマネジメントする業務，管理のた
めの教育は受けていない．人間関係を最適化させる能力が CIOには求められる． 
 
経済産業省 CIO補佐官 野村 邦彦 
z 中央省庁における CIOは次官クラス，官房長クラスである． 
z 官房長は CIOをサポートする立場というのが現実的である． 
z 産業育成が描ける． 
 
経済産業省商務情報政策局長 肥塚 雅博2 
z 1990 年代後半以降，IT はビジネスの仕組みを根底から変革し，IT でできること，
したいことは様変わりした．特定業務の効率化が情報化投資の中心だった時代から，
ITが経営戦略と不可分の時代となり，対象となる情報システムは質・量ともに深化，
拡大している．経済産業省としては，IT 投資を促進する税制や「IT 経営力指標」
の普及などの施策を通して，広範に支援していく． 
z 情報システムはいまやビジネス・プロセス全般にかかわり，企業活動そのものが情
報システムに体現されるようになっている．それに伴い，情報システムユーザーの
選択肢が増えている．自社のコア・コンピタンスにかかわる業務なら自社開発，差
別化に結びつかないならパッケージソフトの購入やサービスの外部調達を検討する．
独自のノウハウ，暗黙知を持つ強い企業であれば，自社の強みを独占することによ
っても，ノウハウをコンポーネント化して，システムとして売ることによっても利
益を得ることができる．この選択を的確にできる人材がいるかどうかが企業の命運
を分けるかも知れない． 
z 内外の法制度が求める内部統制により，企業の情報の流れは格段に良くなる．今後
は経営判断に必要な情報を過不足なく収集し，経営の舵取りを助ける「情報コック
ピット」が必要になってくるはずだ．部門を越えた情報の流れをリアルタイムに把
握することによって，新たな情報世界がひろがってくるだろう． 
z 情報システムを作る際のポイントは，企業内外のデータを自社の強みにつなげ，収
益を上げる仕組みを作ることだ．日本の企業の強みは情報システム自体にあるので
はない．ビジネスモデルやものづくりのノウハウ，顧客管理などのデータ処理の独
自性などが強いのだと考える．どこにリソースをかけて情報システムをつくるのか，
もしくは買うべきなのか，部門間あるいは企業間を越えて共有すべきなのかという
全体最適の視点が重要になってくる． 
z 社外にあふれる様々な情報を集めるコストは今後益々安くなるだろう．だからこそ，
収集した情報全体をどうやって可視化し，利益につなげていくのかが，新たな経営
の勝負になっていると感じる． 
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高知県 CIO（国土交通省東京国道事務所長） 石川 雄章 
z CIOの役割が組織の中で明確になっていない． 
z CIOは適切者でない場合には不要である． 
z 法律や住民ニーズなどの理解に基づく能力が必要である． 
 
岐阜県知事公室参事情報化推進担当 知地 孚昌 
z PMO（プロジェクト・マネジメント・オフィス）という組織をつくり，行政として
最低限のプロジェクト・マネジメントを行っている． 
z 日ごろからプロジェクト・マネジメントを徹底し，円滑なプロジェクトの推進を目
指す． 
z ベンダーとユーザーのバランスを重視し，住民サービスの向上を図る． 
z ITは目的ではなく手段であるため，公共サービスを高めるための手段である． 
 
三鷹市情報政策コーディネーター 前田 隆正 
z 1980年代から，電電公社（現 NTT）とともに，「INS（情報ネットワークシステム）
実験」を行うなど，情報化に関する先進的な取り組みを行う自治体として知られる
が，成功の秘訣は組織文化として，柔軟な対応ができたこと，そしていろいろな人
間が様々な意見やアイデアを出してもらえる風土が構築されていることにある． 
z 元来より行政への市民参加に関する気運が高く，行政の側から「市民との協働」を
目指し，その体制作りについて精度的な蓄積を重ねてきた． 
z ITの導入を成功させるために，成功体験や成功事例を植え付け，行政の垣根を低く
する． 
z 前田氏は「日本発自治体 CIO」であり，三鷹市の情報政策内部の情報化ではなく，
地域の情報化を推進する立場として市全体の情報化を促進した． 
 
横須賀市市長兼 CIO 沢田 秀男 
z 市長はいわば都市の CIOである． 
z IT基本戦略の一部として，市役所内部の推進組織という位置づけで「電子市役所推
進本部」を市役所だけで設置している． 
z 「電子市役所推進本部」は，部局長以上がメンバーになって，市長が CEO，CIO，
CISO 的な立場になり，自然体で戦略を練って電子自治体実現のための施策を実施
している． 
z 情報化とは，コンピュータを導入することではなく，組織間の連携を円滑化し，市
民の便益を最大化すること．そのためにリーダーシップと協働が大切である． 
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企業 CIOなどへのインタビューの要点 
 
企業CIO並びに企業CIO関係者へのインタビュー内容に基づき要点をまとめている． 
 
NEC代表取締役副社長（現社長） 矢野 薫 
z 米国では，CEOの代役は CFO，その代役は CIOである．したがって，CIOに期待
されているのは，その会社の経営改革・改善といったことを IT という道具立てを
使いながら進めていくこと，そのためには当然会社の経営課題は何かということを
把握し，方法を考え，実施していかなければならない．つまり CIOは CEOや CFO
と同様にその会社の戦略などについて説明できる知識と見識を持つことが必要であ
る． 
z インターネット上のサイバースペースで事業をやっている e-BAYやヤフー，アマゾ
ンなどでは CIOの役割は一層高まる．したがって，CIOとは単に ITのテクノロジ
ートレンドだけでなく，経済の動きや，企業の経営などについても関心を持つ必要
がある．日本でもこの傾向にある． 
z ビジネス・プロセスの国内外へのアウトソーシング化を促進すべきである． 
z 選択と集中によるバリュー・チェーンの再構築と高付加価値化が重要である． 
z ユビキタス環境と CIOの相互性は，オープン，ストレスフリー，セキュアな環境整
備が重要要素．さらにビジネスの継続性確保（BCP）の確立が重要である． 
z サイバー上のセキュリティだけでなく，災害・テロをはじめとする物理的セキュリ
ティ対策の構築の必要性がある． 
z 自立分散協調システムネットワーク／ストレスフリーで簡易に使えるシステムの実
現＝ユビキタス化において CIOの役割を追求すべきである． 
z セキュリティ対策における人の心情や過去の様々なしがらみといった部分への解決
策 
z CIOは基幹業務であれば経営に参画すべきである．CIOが参画するメリットは基本
的には経営者目線でシステムを構築できるという点にある． 
z グローバル化を促進するためには伝統的日本型企業は“純血主義”からの脱却，“幹
部入れ替え”“十分なローカル化”“即戦力よりも異なる文化”を重視しなければな
らない． 
 
NTTデータ副社長（元 CIO） 中村 直司 
z 日本は，ITを導入し，どう経営に役立てるか，どのように活用していくか，という
考え方が弱い． 
z 企業経営に IT投資効果を生みだすためには，ただ単に ITを導入するだけではなく，
それをどう活かしていくかという活用能力が大変重要であり，これを高めるのが
CIOにとって重要な役割になる． 
z ITケーパビリティとしては，IT活用ビジョン構築能力，IT活用コミュニケーショ
ン能力，プロセスデザイン能力，IT投資デザイン能力，チェンジリーダー開発能力
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の視点から成る． 
z 情報セキュリティ分野においては，個人情報保護，情報漏えい，システムダウンに
よるセキュリティの側面が重視される． 
 
損害保険ジャパン常務執行役員（CIO） 望月 純 
z 金融業界では早い時期から経営戦略における IT の重要性に着目している．損保ジ
ャパンでは 1990年代から「ITと経営戦略の一体化」を掲げ，業務革新や組織改革
を進めてきた．CIOは，そもそもの経営戦略が何を実現しようとしているのかを見
極め，確固たるビジョンを持って構造改革に取り組む必要がある．改革を推進する
指導力も必要だ． 
z 損保ジャパンでは，情報戦略のビジョンをユーザー部門と共有するために「IT戦略
委員会」を毎月開催している．全社統一の一貫した業務プロセスをどのように構築
していくのか，保険商品開発から販売までの各事業部門の役員や部長と話し合う．
ITで何をどこまで標準化し，品質を維持してサービスレベルの向上につなげていけ
るのか，開発の優先順位などを理解してもらうことは非常に重要だ．それぞれの要
求を理解した上で，全社的目標の実現に向けてカバーし合う体制を創っている． 
z ITを活用して企業がやるべきこと，新たに可能になったことがますます増えている．
グローバル企業全体を統合する大きなシステムを構築する際の留意点は，国内外を
問わず，最適な業務プロセスを構築するにはこうした「切り分け」が必要だ．損保
ジャパンは保険子会社を海外展開しており，業務プロセスの世界共通化が課題だ．
ITによるインフラ構築の面では，アプリケーションも含めて世界共通にするメリッ
トはやはり大きい．一方，現地法制など個別に対応すべき部分も大事だ．この切り
分けをして，できるだけ共通化していこうとしている．またグローバル化は一社だ
けで完結する問題ではなく，顧客自体のグローバル化も進展している．取引先の変
化への対応も同時に視野に入れなくてはいけない．グローバル化に伴って物流や IT
のネットワークの変化などが国際的な動静でどうなるのかを読み取る能力も重要な
ポイントになる． 
z 事業継続計画（BCP）などリスク・マネジメントも，企業の急務課題とされている
が，災害に対しては会社全体で危機管理対策のレベルをまず決めることが必要であ
る．損保ジャパンの場合，大枠は情報部門から示し，継続必須業務を整理した．通
常時に提供しているサービスを 100％ITでカバーするのか，代替手段があるのかと
いうブレークダウンをし，そこから各部と連携しながら全体整理をしていく． 
z 4社統合の際の経験から IT統合リスクについて言うと，できるだけ広く文書化して
リスクの所在を洗い出しておく必要がある．統合自体の進め方によって全体のリス
クは全く違ってくるので，各社のトップ同士がそれを認識することが重要だ．どう
いう形の統合がベストプラクティスなのか早い時期に方針を固められれば，システ
ム統合はスムーズにできる． 
z 国内外で法制化が進む米国企業改革法への対応について当社は会社法施行を機に専
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任部署を設置し，本格的取り組みを開始したところだ．業務の性格上，主要な業務
プロセスをほぼすべて内部統制の評価範囲に入れる必要がある．もちろん法令順守，
リスク管理，セキュリティ対策などのコーポレート・ガバナンスはこれまで個別に
やってきたので，それを企業改革法ベースで再整理することになる．大事なのは「内
部統制の仕組みを使って何をするのか」ということである．全体統制の中で，自社
にとって重要な部分を整備するチャンスととらえるべきだろう．経営戦略に役立つ
仕組みにできるかどうかが大きなポイントになる． 
z IT投資の価値をどうとらえるのか，ここを共有していく工夫は必要だ．私も，直接
収入に結びつく指標やみなし効果の数字などいくつかの考え方で示してはいるが，
それだけではなかなか難しい．今後は品質の維持やリスク管理のレベルを設定し，
中間指標を設けてモニタリングするなど，一定水準の実績をしめすことも必要かも
しれない． 
z 情報部門の人材を増やすため，二つの人材モデル；企画推進を担う「ITゼネラリス
ト」，開発管理を行う「ITスペシャリスト」を明示している．ITスキル標準を業務
形態に合わせて修正し，人材開発のトータルシステムの中に組み入れている．また，
CIO をサポートするチームをつくり，ここに組織的な形の経験値を蓄積している．
ITの価値観や，どういう情報を経営判断の材料にするといったノウハウを共有する
のだ．CIOになる人材には，情報部門の経験の他に幅広い経験を積んでほしい．意
図的に他部署を回るキャリア形成の仕組みも必要だろう．今後 IT 人材全体のマネ
ジメントにも積極的にかかわりたい． 
 
リコー専務（CINO） 遠藤 紘一 
z 私は社内における正式な役職として CIO 兼 CINO という位置づけになっている．
CINO とは，チーフ・イノベーション・オフィサー，つまり経営改革担当役員であ
る．「情報」と「経営改革」をセットでやることが重要だ．現在製品を海外の工場で
製造して，他の国へ運んで，販売チャネルからの情報をもとにカスタマイズして，
といったグローバルなサプライチェーン管理の仕組みを運用している．こうした業
務プロセスを作る仕事と，支援する情報システムを作る仕事を，両方とも担当して
いるが，業務プロセスを創る上で，必要ならば，製品の設計思想にまで踏み込む事
もある． 
z 責任範囲は IT 投資がきちんと効果を出すようにしてもらうことである．投資を実
施するときには，事業部門に投資効果を見積もってもらうが，本当に IT 投資が効
果を出しているのか，を追跡することも CIOの責任である． 
z 費用コストの節約も重要だ．グローバルサプライチェーンの仕組みでは，外部コン
サルタントの手は借りず，ERP（統合基幹業務）パッケージのようなものも使って
いない．新しいシステムを構築するのではなく，既存システムを改修したので，数
億円程度の費用で済んだ． 
z 昨年から他の業務でも，既存システムのデータを有効活用する活動を展開している．
たいていの情報は既存システムのどこかに入っているものである．それを集めてき
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て上手に使うだけでも大きな効果が出るはずである． 
 
ソニー副社長兼 CIO 堺 文亮 
z ITのコストカットを推進するために，プロセス中心に横串でシステムを構築した． 
z ITとビジネスの違いを明確にした． 
z そのための予算や人事の権限を変えることまで踏み込んだ改革を実施している． 
 
JR東日本情報システム取締役会長（元 CIO） 結城 淳一 
z 企業規模から ITガバナンスは困難なため，集団的 CIOという組織形態で，別会社
で運営している． 
z CIOは経営全体を鳥瞰し，ITを活用して何ができるか考え，実行する能力が求めら
れている． 
z CIOには，CEOとほぼ同じ要素が要求される． 
z CIOには，リーダーシップや社内・社外の調整力，ITの知識，業務知識，英語力な
どが必須能力とされる． 
 
あずさ監査法人代表社員 荒井 卓一 
z 共通の言語体系を構築し，標準化すること． 
z もっとも効果のある知識のみを共有化する． 
z 従業員にコミュニケーションの効果的な利活用方法を実践し，反復実践が可能な場
を提供する．そして，学ぶこと，知識開発することに積極的であることに対するパ
フォーマンス評価を行う． 
z 組織構造を重層的にしないこと． 
 
NTT東日本代表取締役副社長（元 CIO）（現西日本社長） 森下 俊三 
z ネットワークの設計や品質監視システムを構築すること． 
z 顧客管理や料金徴収システム，社内経理，人事システムなど全体で約 300のシステ
ム統合を行う． 
z システム統合には採算性とのバランス確保が大事である． 
 
大成建設 CIO 木内 里美 
z 企業における CIOの役割は技術から経営に移り変わりつつある． 
z 最近では CIOの業務のほとんどが経営の領域になっている． 
z CIOにはリーダーシップも重要である． 
 
デンセイ・ラムダ執行役員 SPS営業本部長 熊澤 壽 
z 社内改革には教育重視である． 
z マネジメント教育のポイントは「人が人を管理するのではなく，自分が自分を管理
する」こと．そのために，早くから営業部全員にクライアント PC を与え，意識付
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けを徹底させる．デンセイ・ラムダは 1990 年代から社員一人ひとりに PC を持た
せ，莫大な IT投資を行っている． 
z 後継者には，専門を極めるのではなく，マルチプレーヤーになるべきであり，優秀
な人材を抜擢するために，社内の体制や給与体系の改革も心がける． 
z 人脈を広げること． 
z 情報リーダーとしては，常に会社の利益を考えて行動し，常にアイデアを打ち出す
能力を磨くこと． 
 
フューチャーシステム・コンサルティング取締役副社長 碓井 誠 
z コンビニ最大手のセブン－イレブンの POS システムを手がけ，世界で初めてとい
われる POS システムを利用した戦略的なマーチャンダイジングとマーケティング
を確立した． 
z CIO という言葉が世に出るはるか以前の 1978 年から，ビジネスとシステムの融合
を目指し，情報戦略担当者として，セブン・イレブンが独自のシステム化に取り組
んできた．そして，1990年代に入り，ITの標準化とオープン化を進めた． 
z ITを使って，業務改革とシステム改革は同時に進めるべきである．ビジネスとシス
テムと ITの三つのバランスを鑑み，全体最適を目指すことである． 
z ITはイノベーション，新しい価値を生み出す行為である．技術と使い方としてのイ
ノベーション．それを組み込んだビジネスの在り方を実現できるのが ITであり，IT
なくしてイノベーションは創出できない．イノベーションと理解して ITを利用し，
合理化，手作業のプロセスをそのまま置き換えることがシステム化ではない． 
 
サン・マイクロシステムズ政策推進営業開発本部本部長 中村 彰二朗 
z 常に最新の技術を取り組むためにオープンスタンダードに基づく調達モデルを整備，
採用している． 
z 情報システムの調達側と提供側双方の技術者のスキルを向上させる． 
z 高度 IT人材育成の推進している． 
z CIOの権限を高めるために，トップに重要性を認識させる． 
z スキルは共有化させ，常にオープンを維持する． 
z 多くの人材との交流を大切にし，コミュニケーションを重視する． 
z IT技術のみならず社会構造や企業内の課題などを知る． 
 
（株）ぐるなび 社長室室長 吉本 匡祐 
z 成長段階の企業では情報共有や社内ポータルによって社内の情報格差をなくす． 
z 情報セキュリティを高める． 
z トップの意識と社内改革をする際の社員への説明能力，説得が大事である． 
 
（株）山崎文栄堂代表取締役社長 山崎 登 
z 改革が大切である． 
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z ユーザー重視，顧客満足を満たすための努力が必要である． 
z 新規システムの導入で不良債権を縮小した． 
z 社員全員が ITを駆使できるよう人材育成などを重視する． 
z 少なく積み重ねていく IT 投資にする．なぜなら大型投資は 1 度失敗しても捨てき
れない恐れがある． 
 
（株）アルク取締役インターネット事業部長 森田 正康 
z 変革を恐れないチャレンジ精神が大事である． 
z 負荷分散によるコスト削減に注力する． 
z 初期コストを極力抑える努力をする． 
z ITと教育の融合が必要． 
z 先端技術の理解と導入すること． 
 
（株）ラストリゾート情報システムグループ・チーフ 名取 和高 
z 社内のセキュリティを強化する． 
z ベンダーの選択が大事である． 
z 社内の PCや使われ方など IT資源を一元管理，把握できるインフラ構築のプロジェ
クトである「IT資源管理プロジェクト」を第一歩として情報セキュリティの強化に
乗り出す． 
z 情報システムの重要性や有効性を経営層に啓蒙し，社内の IT改革を推進する． 
z 他部門との調整に対処するために，スケジュールを決め，分担をさせるなど，社の
方針として実施する重要事項に関してはトップダウンとする． 
z 業務改革と情報システム改革の促進，企業の戦略や目標を定めてそれを達成し，事
業スピードを上げるために，業務内容や組織構造を分析，最適化する BPR を行い
基幹業務システム刷新する．業界の活性化と認知度アップに着手する． 
z 積極的な情報収集とアンテナを張り続けること． 
z 自分の会社をよく知ること．企業理念や文化を理解し，会社を取り巻く外部環境と
内部的な全社業務の流れや課題，問題点など現状を把握すること，その後は分析し，
改善策を導き実践すること．そしてあるべき姿を策定し，現状と理想を照合して，
ギャップを埋める努力と手段を決定すること． 
z 目標の共有や，メンバーへのモチベーションのマネジメントを行う． 
z 経験と意思を尊重する． 
 
大阪ガス（株）理事・情報通信部長 平山 輝 
z リーダーシップが大事である． 
z 人事／経理で行っていた業務を各自のパソコンから直接入力する「セルフエントリ
ー制」に変更．複数の組織で行なっている業務を個々の組織から切り離して独立さ
せ，グループ企業で共有して集中／統合したサービス提供を受ける間接業務のシェ
アードサービスによって，40％ものコストを削減した． 
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z IT戦略の構築「エネルギー情報サービスの実現」「ユビキタスオフィスの実現」「IT
ガバナンスの強化」によって，ITを最大限活用し，顧客満足を図るなど戦略性を重
視する． 
z 事業拠点が全国に点在し，従業員も多いため，組織内でのコミュニケーションを緊
密にとらなければならない．現状のシステム運用コストを削減するために，IP化に
よって経費節減を図り電話の利便性を向上させた．固定の IP 化のみならず，いつ
でもどこでもアクセスできるユビキタス性を取り入れようとした． 
z 新しい技術を取り入れながらコスト削減を目指す． 
z 最先端の IT活用を通じた業務改革によって，経営基盤のさらなる強化をめざす． 
 
（株）ケイブ専務取締役兼 CIO 高畠 純一 
z エンターテイメントに対する他社との徹底した厳選／差別化を図る． 
z 顧客サービスをワンストップ化し，ユーザーのロイヤリティを高める． 
z ITを利用したマーケティング志向を強化する． 
 
JFEスチール（株）システム主監 菊川 裕幸 
z NKK と川崎製鉄という大手高炉 2 社の統合のためにはあらゆる業務の統合と最適
化が図られる中で，情報システムの統合と再構築が不可欠である．システムを全面
的に再構築する必要性の経営幹部への理解が必要である． 
z ITを梯子として，『変革』を起こし，経営のビジョンを実現する． 
z システム開発期間中は情報発信がおろそかになるため，定期的にステアリング会議
を開催し，経営者やステークホルダー（利害関係者）とのコミュニケーションをと
る． 
z システムを完成させて，経営変革，ビジネス変革につながる姿を見せることが大切
である． 
z 新統合システムプロジェクトは規模が最大になった販売／生産／物流分野の基幹シ
ステムは慎重と万全を期すために，稼動をおくらせるという意思決定と決断力が求
められる． 
z 何が問題で何を解決しなければいけないかを考えて努力しなければならない． 
z 経営の基本は定量化であり，定量化して迅速に実態を把握するために IT を活用す
る． 
 
デル（株）インフォメーションテクノロジー本部本部長 高野 篤典 
z コストダウンを実現しながら，業務効率の向上を図る． 
z 「標準化」と「統合化」という流れの中で提案しないといけない． 
z ITはビジネスをいかにサポートするか，の手段が求められる． 
 
東レ（株）情報システム部門長 重松 直 
z 提案型重視である． 
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z 情報システム部門以外の部署との共同起案，均衡，協力しなければならない． 
z 情報システム部門が戦略的にいかに重要な役割を担っているかを理解してもらう． 
z 情報システム部門に対して適切な権限委譲が行われるようにする． 
z 独自の「情報システム白書」を作成し，取り組みを可視化する． 
z 計画的に（意図的に）部下に経験をつませることが上司の役目である． 
 
明豊ファシリティワークス（株）経営企画部 大島 和男 
z プロジェクト・マネジメントを行う「業務支援データベース」を導入する． 
z マンアワーコストで各人の働きを管理する． 
z 社内の情報リテラシーを向上させるための，情報通信ツール活用の社内選手権を開
催する． 
z ITは働く社員の意識を変えることができるツールである． 
z ITで情報をオープンにすることによって，社員がフェアに競争できる環境を構築し，
努力したものが報われる当たり前の会社にする． 
z 情報リーダーとは，現場からの要請をタイムリーに解決する流れが会社には不可欠
で，それに応えられるシステムのプロを培うこと．その人材には，理解力，サービ
ス精神，先見性，開発スキル，経営的スキルが要求される． 
 
ヤンセンファーマ（株）執行役員 CIO兼情報システム部長 須佐 秀男 
z 顧客満足度を高めるためのシステム構築が CIOの仕事である． 
z ITガバナンスの構築も手がける． 
z プロジェクト・マネジメントや技術的な部分での能力低下が問題である． 
z 最近のベンダーはプロジェクト・マネジメント能力が低い．本当の意味でのプロジ
ェクト・マネジメントができる人が少ない． 
z 部下にはアプリケーションの開発／運用→経営を学んでもらうことで IT と経営の
専門が分かる人材が育つ． 
z 情報セキュリティに対する社員への e-ラーニングを重視する． 
z ビジネスと ITが分かった上で変革に対する情熱を持つ事が CIOにとって大事であ
る． 
 
（株）アマナ取締役 CIO 岩永 行博 
z 情報リーダーとは，ITのテクニカルな知識だけでなく，ロジカルにビジネス全体を
考えることが一番大事．業務に関わる多くの人たちの共感をえることが出来ない．
プロジェクトに対する強い意志が求められる． 
z 感性が大事である． 
z クリエイティビティが求められる． 
 
カブドットコム証券（株）システム統括部長 阿部 吉伸 
z システム開発会社の出身である． 
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z ROIを維持しつつ，売り上げも伸ばして，サービスも向上させる． 
z 少数精鋭で，効率化できることは多くある． 
z 役員も経営層も経営を理解，納得している環境を作ること． 
 
（株）マクロミル取締役 CIO 柴田 聡 
z ITとは業務フローの改善を徹底的に追及するためのツールである．技術面，ビジネ
ス面のトータルで，よりいっそうコストパフォーマンスの高いサービスを提供し，
ひいては磐石な財務体質を構築していくことが求められる． 
z CIOには様々な業務の経験が必要である． 
z いろいろな角度からビジネスを捉えられる視点がビジネス感覚の向上につながる． 
 
（株）アイスタイル取締役 CIO 菅原 敬 
z 全体俯瞰，優先順位の決定，進捗，予算，クオリティ管理が重要な仕事である． 
z 様々な職種のスペシャリストが混在する社内で，システムのプロジェクトを進める
ためにはお互いが分かり合える仕様を明確にする作業が大事である． 
z 人の意識改革の難しさを理解すべきである． 
z 正しい情報を正しいタイミングで正しい形で伝えることである． 
z メーカー主導であった企業をユーザー主導に変えて業界全体を活性化する情報基盤
の構築が目標である． 
 
イーディーコントライブ（株）CIO兼取締役 松田 誠司 
z ITや情報はあくまでツールであって，ビジネスそのものではない．情報を上手に使
うのはコンピュータがない時代からやっていた． 
z コンピュータが出来て少し便利になって，ビジネスだ，と思い始めたようだが，本
当にコミュニケーションをとろうとしたら電話や直接会って話すなどしないと，成
立しないし，本音が出ない． 
z コラボレートする上で IT は十分な情報を与えてくれるが，商品やサービスに作り
手の思いがこもらない危険性もはらんでいる． 
 
（株）インターネット総合研究所 CIO兼取締役 IX技術戦略担当 西野 大 
z 人間関係が一番重要． 
z メールが情報共有の中心である． 
z ITは決して魔法の杖ではない． 
 
（株）エルゴ・ブレインズ取締役 CIO兼 CPO 田中 尚 
z ITを使うメリットとしてデジタルデータの利用は後々検索ができる事である． 
z CIOは情報を全て把握できる位置にいるはず．会社が持っている情報として情報本
部やシステムを構築する，あるいは情報を管理するというだけでなく，会社の経営
方針や社員の複利厚生などを含めた情報を持つことである． 
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z 情報保護も重要である． 
 
（株）カカクコム取締役 CTO 安田 幹広 
z 情報共有が大事である． 
z プロセス・マネジメントが求められる． 
z CTOとしては，大きな ITの絵を描いて，それを個々のプロジェクトとして定義す
る力，優先順位をつける力が大事である． 
z 調整力，整理する力に加え，決定力が重要である． 
z 調整範囲も広く，社長，副社長を含めた取締役会の中での調整も重要である． 
 
（株）サイバーエージェント新規開発局局長 宮塚 功 
z プロジェクトが目指している方向性，ビジョン，成功したときのイメージをヒアリ
ングする． 
z 社外のリソースを活用し解決策を模索する． 
z ベンダーとはプロジェクトゴールのイメージの共有を図る． 
z ITは所詮ツールであることを理解する． 
z コミュニケーションがベースなので，人とのつながりが大切である． 
z CIOのあるべき姿は，ITをどれだけ使いこなせるかがポイントである．いろいろサ
ービスを使ってみる．自分の意見を持ち，あるべき姿を具体的に考え，実際に行動
を起こすことである． 
z 信念も大事である． 
 
（株）イー・エンジン代表取締役 植田 健治 
z 情報サイトでは，顧客情報の管理が大切である． 
z 個人情報保護に重点を置く． 
z 情報セキュリティを管理する． 
z ITはあくまでツールでどんなビジネスにも最初に目標があるはずである．求職者の
ニーズを満たすという目的をビジネスとして遂行するにあたって IT は柱でしかな
い．それを理解しながら会社のビジネスを俯瞰し，遂行することが大切である． 
 
（株）コスモタウン代表取締役 ITコーディネーター 先織 久恒 
z コスモタウンは，福井県越前市に本拠を置く中小企業向けの情報化支援企業である．
経営戦略立案から経営改革・戦略的情報化システム構築・アフターサポート・補助
金獲得支援まで，一連のシステム構築支援を行う． 
z システム導入を前提とせず，そのシステムが本当に必要かどうかの判断まで踏み込
んだ経営価値判断まで踏み込むのが特色である． 
z ITコーディネーターの育成も重要である． 
z 情報化を推進するためには，目標（戦略）を明確にし，具体的な目標達成のための
ビジョンを構築し，実現を図る．その際に，顧客視点を重視し，実現のための情報
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システムを有効活用する．処理ボリューム，コストパフォーマンス，社員のモチベ
ーションの向上を想定する必要もある． 
 
（株）ライブスペック RFP研究所 代表取締役 木ノ下 勝郎 
z 電子自治体の推進において情報システム構築プロジェクトでの「発注者主導」と「分
離分割発注」を実現するために，業者側の受け皿としての役割を担う． 
z 経費削減も大事であるが，職員に主体的に意識改革をさせることも役割のひとつで
ある． 
z コストの透明性を示すことも仕事である． 
z ユーザーもベンダーも本質的な問題意識を持って取り組む姿勢を身に着けるべきで
ある． 
 
（株）共伸技研村長 加藤 克典 
z オーダーメイドでありながら最小ロット 1個より製作が可能で，且つ多品種の商品
を短い納期で提供することが可能である． 
z 他社が断るような厳しい要求にも工場と職人が応えることをウェブサイトでアピー
ルすることで新規顧客の獲得に成功した． 
z 情報発信によって別の情報を取り込むサイクルを構築する． 
 
（株）ビッグ代表取締役 村上 晶彦 
z 競合する同業他社に対して ASPで情報を提供するサービスは，不動産業界で日本初
である． 
z ITのメリットは情報を得るための省力化である． 
z 情報の本質を見極めるための知識を身につけることも重要である． 
 
コロちゃん（株）経営企画室 IT課課長 伊藤 俊一朗 
z 競争のない新領域分野からスタートする．例えば，他のフランチャイズに例がない
i-モードを利用したパート管理，受発注，営業報告などの店舗支援を行うことであ
る．それが社のビジネスモデルである． 
z 専門知識にとらわれないスキルアップが求められる． 
z ビジネス的な観点やヒューマンスキル的な観点から行うべきである． 
 
シャボン玉石けん（株）取締役副社長 森田 隼人 
z 顧客情報を瞬時に活用するために，CTI（コンピュータ・テレフォニー･インテグレ
ーション）システムを利用して CRM（顧客管理）を構築する 
z コンスタントに商品を購入するためのシステム構築を実現した． 
z ITによって，効率化，コストダウン，ミスの縮小に努める． 
z ITだけではなく，社内の様々なセクションを経験し，広い視野で見渡せることが大
事である．そのためにはある程度の長期的時間がかかることも考慮すべきである． 
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（株）メリーチョコレート・カムパニー取締役社長室兼総務部長 石井 雅夫 
z トップのビジョンをいかにスピーディーに具現化するかが，情報リーダーに求めら
れる資質である．社長主導である． 
z 社長が主導してシステムの導入を決定している． 
z トップのビジョンが経営に直接的に作用しているため，具現化する能力が特に求め
られている． 
z コスト削減に注力している． 
 
出光興産（株）執行役員情報システム部長 日比 省吾 
z 人のためのシステム構築に力点を置いている． 
z システムは，まず人ありきであり，使用者たる人間がシステムを利活用し，連携し
て最高のシナジー効果を生むことが肝要であるため，システムを活用するために必
要なのは「コミュニケーション」である． 
z 出光グループでは，本社から関係会社，販売店，全部含めて“出光”というブラン
ド名を名乗っている．ここで問題が起きると，出光興産本体が不祥事を起こしたこ
とになるため，日本版 SOX 法も施行されることもあり，ガバナンスの確立が急務
であるというように，ブランドの品質維持という点にまで言及している． 
 
（株）神戸製鋼所 IT企画室長 林 高弘 
z 生産や出荷システムから経理や人事といった業務システムの構築，全社的インフラ
の企画にいたるまで，同社の情報基盤の確立に貢献している． 
z 古いものを新しくするのではなく，コスト削減や利便性の向上を目指し，2004年に
最新技術を使った IP電話の導入に向けた取り組みがスタートした． 
z 社内の理解を得るためのシステム導入後の姿を平易に説明している． 
z データセンター内にある全社共通の電話交換機が壊れても，継続して通話が行える
ように，助長構成を実現した． 
z 情報リーダーとしては，経理部門のみならず企画部門や予算策定部門などと連携し
て進めてきたことである． 
z 企業の変革を支える IT 活用は，システム部門の役割について他部門とのコミュニ
ケーションが重要であり，技術そのものの説明よりも各部門ニーズを引き出す力，
コンサルティング能力も試される． 
z ひとつのことを極める場合，その周辺にも好奇心を持たなければ深く掘り下げる事
は出来ない．IT以外のいろいろなことに興味を持つことが重要である． 
 
東急建設（株）経営企画室課長 寺田 憲治 
z 建設業としてのシステムが構築に積極的な取り組みを行っている． 
z システムガバナンスの構築には，個人情報保護の対応，建設業として取り組む顧客
や社会基盤の復旧支援，自社の事業継続などである． 
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z 社内のコア・メンバー意識あわせが重要である．システムガバナンスを目指す議論
の中で，課題の本質，現状，あるべき姿などの切り口で意識あわせを行う． 
z 世の中に何があり，自社にどういう影響があるかを見分ける力が必要であり，同業
者，企業規模の中でどの程度の対応が必要で，適切かに主眼を置いた感性を養うこ
とが重要である． 
 
（株）東京全日空ホテル副総支配人兼 IT推進室長 清田 甚 
z 他のホテルとの差別化をするために，リノベーションを実現した．例えば，積極的
な IT投資，「IT推進室」の立ち上げ，「IT検討委員会」での現場の意見，要望の吸
い上げ，啓蒙などのための組織作り，意見の集約と調整などである． 
z サービス業界であることもあり顧客満足を重視している． 
z 血が通っているところを感じる必要があり，一方通行ではなく相互のコミュニケー
トが必要である． 
z ITを駆使したシステムも，そこに人間味を加味しなければ，システムと人間のお互
いの能力を十分に引き出すことができない． 
 
（株）日立テクノロジーズ情報システム推進部 ERP推進グループ部長代理  卜部 良
基 
z メインフレームを撤廃し，オープンシステムに完全移行するという全社的な IT 基
盤の統一に向けて取り組みを行う． 
z 慣れ親しんだ環境を変えることに抵抗を表す日本のシステムを変革するために，米
国の実利的なビジネス・プロセスを導入した． 
z 基本的に ITは道具であり，いい道具も使いこなせなければ意味がない． 
z 社内全体のスキル不足，つまり ITスキルでなく，業務スキルが問題である． 
z システム構築には IT 部門ありきでなく，エンドユーザー部門の明確な目的意識の
元にスタートすべきで，それを具現化するのが IT 部門である．IT がボトルネック
にならないように，ミクロの目だけでなくマクロの目も必要である．そのために興
味や探究心を旺盛にし，論理的思考を身につける努力が必要である． 
 
リーバイ･ストラウスジャパン（株）情報システム統括部部長 畠山 勉 
z グローカル（グローバルでかつローカル）な対応が求められる． 
z 日本のビジネスユーザにグローバル標準の意義を理解してもらうことと同時に，ア
ジア太平洋ビジョンの中で，日本の要望をグローバル標準会議で主張し，支持を取
り付けることが重要である． 
z システムがグローバル化するに伴い，海外とのやり取りも増え，英語でのコミュニ
ケーションができるようになること． 
z 積極的な国際化を促進するべきである． 
z 企業内での IT の役割のひとつは情報の透明性と迅速性，二つ目は将来のビジネス
がどうなるかを予測支援することである． 
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キューピー（株）生産本部技術企画担当部長主席技術員 高山 勇 
z あくまでもシステムは人的作業の補佐役である． 
z コンピュータ制御技術を用いて工場を自動化する FA（ファクトリーオートメーシ
ョン）に着手した．そして，「生産管理システム」「事故未然防止システム」「工程管
理システム」の 3つのシステムからなる FAシステム開発に着手する． 
z システムを構築するための業務への理解向上を図るべきである． 
z 情報公開を嫌う傾向にある食品業界であるが，トレーサビリティをめぐる法整備で
は情報開示を迫られることもあり，現場との調整を図りつつ，IT化による効果を最
大化する使命がある． 
 
麒麟麦酒（株）情報企画部部長代理 高藤 陽一 
z よりよいコミュニケーション環境を構築することが大事である． 
z IP電話の導入は目的ではなくツールに過ぎず，コミュニケーションツールとして一
番妥当なものを妥当な価格で実現できる形を進めていくことである． 
z IT化によるメリットは情報流通の迅速化だが，情報をどのように発信し，伝達して
いくかを先ず考える． 
z テクノロジーはその実現のために後から着いてくるものである．情報に軸足を置く
ことでメリットが得られる． 
 
（株）共立メンテナンス情報マネジメント部門取締役 竹本 泉 
z 何が大きな課題で，何がトレンドで動いているのか理解していないと仕事にならな
い． 
z 世の中の大きなトレンドを察知していくことが大切である． 
z 主に自社内のユーザーに対するアプローチを行っていた他企業とは異なり，共立メ
ンテナンスの行っている業務改革の主たる享受者は顧客，即ち宿泊客である．その
意味で，世の中のトレンドに対しても敏感になる必要がある． 
z 大局的に考えると，一言で情報リーダーの仕事と言っても，各々の企業によって考
えなければならない領域が異なる． 
 
（株）ドトールコーヒー情報システム部ネットワーク課課長代理 三上 貴康 
z 基幹システムの新構築を検討したが，システムのためのシステムではなく，人が使
ってくれて価値のあるものでなければならない． 
z 個々の事業部が掲げる様々な戦略に対し，コミュニケーション面での手助けを行う
ことが情報システム部門のミッションである． 
z 求められるものを効率よく，早く，的確に手今日するための IT スキルを向上する
ことに貪欲であるべきである． 
 
（株）ソニー･コンピュータエンタテイメントコーポレート・エグゼクティブ兼 CIO 西
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村 茂 
z CIOは隙のない仕事をするというよりも，ざっくりと『絵』を描いて各業務に落と
し込んでいくデザイナーのような仕事である． 
z 経営課題を適切に学び取り，それを IT で解決することを考えるリテラシーが必要
である． 
z CIOが課題に対し大局的な見地に立って解決策を探る事が必要である． 
z 問題を解決する上で，その詳細を知ることはもちろん必要であるが，細かいところ
にこだわり続けていては，結局，問題が収束に向かうのは難しい．時には，大鉈を
振るわなくてはならない場合もある． 
z CIOは問題に対して，大胆かつ繊細にアプローチをしていくバランス感覚が必要で
ある． 
 
その他 CIOなどへのインタビューの要点 
 
その他CIOならびにCIO関係者へのインタビュー内容に基づき要点をまとめている． 
 
日本 CIO協会会長 真瀬 宏司 
z ここ十数年，ITの著しい進歩により，企業や自治体の情報システム部門を統括する
CIOの指名，期待される役割，仕事はますます複雑かつ責任が重くなっている．IT
マネジメントにとどまらず，戦略調達，情報セキュリティ，知的財産管理，業務革
新など多岐にわたる上に，非常に高度化してきている．業界の情勢を熟知し，業界
内で優位に立つ戦略を実現する改革のリーダー，それが CIOだ． 
z 組織全体，あるいはビジネス全体を戦略的に見る重要なポジションであるにもかか
わらず，日本ではその役割や責務があいまいであることが多い．専任 CIOの設置率
を高め，最高経営責任者（CEO）に対して適切な助言ができる CIO を育成してい
く必要がある 
z CIOの役割は世界共通だ．CIOに期待される役割規定にはキャリアパスの構築が必
要だ．CIOの役割は企業の成熟度と関連性があり，米国の動向から学ぶべき点が多
い．日本版 SOX法への対応，大学ラボとの協調などが，日本の CIOにおける課題
である． 
z ITを活用して企業がやるべきこと，新たに可能になったことがますます増えている．
グローバル企業全体を統合する大きなシステムを構築する際の留意点は，グローバ
ル企業のやり方としては，徹底して統一した仕組みをつくってしまう方法と，共通
化は最低限にして地域の特色を生かしながら構築する方法がある．システムを共通
化すると全世界ではコストを抑えられるが，それだけでは業務の最適化は実現でき
ない．現地の事情も考慮して，総合的に判断する必要がある．こうした事情は業界
ごとに，あるいはその企業がその国や地域で採っている戦略ごとに全く異なる．グ
ローバル企業の CIOに求められる能力は一律なものではない．組織と業界，地域の
実態に即した判断力とそれに基づく戦略立案力，それを IT で実現する知識など非
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常に幅広く多様なものだ． 
z 事業継続計画（BCP）などリスク・マネジメントも，企業の急務課題とされている
が，いつでも元に戻せるシステムにすればコストがかかる．ITの進歩で従来よりも
安く実現できる方法は出てきたが，どこまでやるのかはトップの考え方や業界によ
っても異なるだろう．経営判断と密接にかかわる部分だ． 
z 国内外で法制化が進む米国企業改革法への対応について日本の金融商品取引法や会
社法で求められている内部統制を構築すれば業務革新が完成するというわけではな
い．法に合わせるシステム化は本末転倒だ．その会社にとってしかるべき日常のオ
ペレーションがきちんと回るようにシステムを構築して徹底すれば，法がどう変わ
っても対応できる． 
z こうした見えにくいリスクを可視化し，トップやステークホルダーに説明すること
も重要だ．災害や事故があれば分かることでも，事が起こる前に関係者を説得して
システムを準備しておくことが企業の存続に欠かせない． 
z CIO へのキャリアパスを含め，高度 IT 人材育成について，日本の企業では，社内
で現場を知る CIO を育てる意向が強い．しかし次の CIO 候補を選定して特別なキ
ャリアパスを考えているところは非常に少ない．日本 CIO協会では「CIOサロン」
という勉強会や分科会での研究などを通して，日本における CIOポジションの社会
的向上を目指している．ITと経営の課題に高い意識を持つ会員同士に，企業，業界
の垣根を越えた交流の場を提供し，世界で活躍できる次世代 CIO の育成および IT
スタッフのキャリア開発に資する活動をしていく．CIOサロンで，ある CIOが話し
てくれた CIO像は「情報技術（IT）を活用し，統合化と見える化（Integration & 
transparency）を推進することによって，業務改革と構造改革（Innovation & 
transformation）を実現する」というもの．CIOの役割をスマートに表している． 
 
黒部市民病院関節スポーツ科医長 今田 光一 
z 内部では最初批判があった病院の「クリティカルパス人員や工程管理などに使うガ
ントチャートに似た手順書」を導入するために，周囲を説得し，理解を得て導入し
た． 
z カルテの統合によって，情報の共有が簡単になった． 
z システムを根本から変えて標準化するメリットを得，業務効率が向上した． 
z ITと医療現場の融合によって，患者にとって信頼できる質の高い医療を提供できる
ようになる．医療の IT は医師の間での情報共有がメインであったが，その情報を
どこまで患者にオープンにしていくかが鍵である． 
 
学校法人成蹊学園 学園情報センター 白井 祐司 
z 1981年，学園組織の中核を担う成蹊大学において成蹊大学情報処理センター（現・
成蹊学園 学園情報センター）が設置された．目的は全学生を対象にした情報リテラ
シー教育の推進と工学部などの専門教育研究に活用できる先進的な環境づくりであ
る． 
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z システム構築だけでなく，利用者教育への力点も重視する． 
z マルチメディアに対応する高速性，信頼性の向上，セキュリティ機能の強化の実現
を図る． 
z 個人情報保護の問題はあるが，要は情報の中でも守るべきものは守り，そうでない
ものは公開する方針を決めるべきであり，情報の正しい取り扱いに関心を払うこと
である． 
 
日経 BP社ガバメントテクノロジー編集長 土屋 泰一 
z ブロードバンドの普及も末端までは機能していない現状である． 
z 自治体の首長はできる限り民間企業のトップクラスの出身者が努めるべきである． 
z CIOイコール経営者という考え方は当然ある．優れた経営者は，CIOの可能性，能
力，資質を秘めている．しかし必ずしも経営者が CIO をやればいいわけではなく，
補佐役が必要である．補佐役には，ITに立脚した新しいビジネスモデルを考えられ
ること，経営トップと意思疎通が行える能力が必要である． 
z ハードやソフトなどへの ITの細かい部分への理解はさほど必要ではない． 
z 成功の条件は①首長の理解があるか否か，②外部から来た人間が能力を発揮できる
環境が用意されているか否かである． 
z CIO もセキュリティに関する注意を払う．2003 年夏に大流行したブラスターの被
害額は 1週間の業務停止によって 10億円程度の損失となった．CIOは ITが及ぼす
インパクトを定量的に捉えるべきである． 
 
日経 BP社日経情報ストラテジー編集長 多田 和市 
z 2003年秋に実施した CIO調査で「社長が ITに関心がある企業ほど，利益率が改善
している」 
z 「社長が IT に関心がある」と回答した企業のうち 63.2％が，2002 年 3 月期から
2003年 3月期にかけて営業利益率が改善している．逆に関心がないと回答した企業
のうち営業利益率が改善した企業は半分以下である． 
z CIOに必要なのは全体感である． 
z 2003年秋の調査では CIO職専任は 417社中，27.2％，それ以外は全て兼任であっ
た． 
z CIOに求められる資質は次の通りである．経営的なセンス，プロジェクト・マネジ
メントに長けている，社内外に対する説明能力がある，IT投資を判断する上で，必
要になる知識がある，常に危機意識をもって会社を変革し続けるマインドがある． 
 
メディアセレクト ITセレクト 2.0編集長 松岡 功 
z 成功している企業は，CIO のほうが IT を理解し，情報システム部門長が経営的な
意識を持つ企業である． 
z 常に変化していることも重要である． 
z 行政の場合，IT専門家が電子政府の CIOになるのではなく，政策担当者が ITを理
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解することが大切である． 
 
国際医療福祉大学院長 開原 成允 
z 日本の医療の情報化はうまくいっているようで，非常にまだら模様であり無理やり
情報化を進めているところがあって，自然に情報化が進んでいるようにはみられな
い． 
z 日本の医療機関に CIOに当る人材はいなく，情報化政策がもたらした最大の原因だ
と考える． 
z 重要なのはリーダーシップを取れる人材がいるかいないかである．医療関係では病
院の場合，病院長が CIOに匹敵するが，病院長のリーダーシップのもとに情報化政
策やマネジメントを推進しなければならない． 
 
海外 CIOなどへのインタビューの要点 
 
海外 CIO並びに CIO関係者へのインタビュー内容に基づき要点をまとめている． 
 
スイス工科大学 マーシャス・フィンガー 教授 
z CIOの役割は産業界の変遷，組織の変革，発展についての洞察を通じて，ｅ-ガバナ
ンスの進化を把握することである． 
z ガバナンスツールとしての IT が，変化やダイナミズムを牽引しているという認識
が必要である． 
 
米国 CIO学会会長 J.Pオーフレット ジョージ・メースン大学教授 
z CIOはビジョン，リーダーシップおよび管理能力が必要である． 
z ITの価値を組織内やステークホルダーに伝えていく必要がある． 
z 情報セキュリティ，医療の IT化などの面でも CIOは大きな役割を担っている． 
 
ASEAN・CIO学会会長 パイラッシュ 氏（NECTEC会長） 
z 電子政府においては行政 CIOが必要になる． 
z プロジェクトの責任者として，ITの戦略を省レベル，部門レベルに落としていく役
割と，標準化などを通じて生産性向上と効率化を図る責任がある． 
z CIOの人材育成が極めて重要である． 
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第 7回 企業規模と CIO設置の相関関係調査 
企業規模などと CIO設置の相関関係と多変量解析に基づくコレスポンデンス検証し，専任
化の条件を明確にした．対象企業はこれまでにインタビューした企業（トヨタ，JR東日本，
ソニー，リコー，損保ジャパン，セコム，NTT データ）など計 23 社である．これらの企
業の売上高，雇用者数，利益額，IT投資額と専任 CIO設置の相関関係を検証し，結果は第
6章にまとめた． 
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表 27 日本版 CIOコア・コンピタンス並びに学習目標 
Table 27 CIO Core Competencies and Learning Objectives in Japan 
（１）政府，自治体の仕組み 
 1.1 行政のミッション，組織，機能，政策 
  ・行政学と行政改革 
  ・行政機関の役割 
  ・行政機関の組織構造 
  ・公務員制度 
  ・行政機関のミッションを反映した意思決定 
  ・行政機関のミッションと ITのミッションの関係 
  ・行政管理と行政評価 
  ・行政のアカウンタビリティ 
  ・審議会等の役割 
 1.2 大臣，事務次官，首長，CIOの機能および相互関係 
  ・行政機関の組織構造（再） 
  ・行政機関幹部の役割と機能 
  ・組織と意思決定構造 
  ・組織内の情報の流れ 
  ・組織文化と意思決定の関係 
  ・CIOの基本的役割 
  ・経営幹部と部門長の CIOの役割の２つの側面 
  ・CIO組織のあり方 
  ・CIOと官房業務との関係 
  ・CIOの有効性評価 
 1.3 法と規制 
  ・法や規制の概要 
  ・法律における ITの扱い 
  ・電子政府に関連する法律や制度 
  ・CIOの位置づけと関連する法律や制度 
  ・ITイニシアチブ作成のための関連法令制度 
  ・法律が電子政府に与えるインパクト 
  ・新規の法律や制度をフォローする仕組み 
  ・業績や法令遵守を評価する仕組み 
 1.4 政策形成プロセスと意志決定プロセス 
  ・政策形成プロセス 
  ・ITに関する戦略計画策定 
  ・ITに関する戦略計画から組織・プログラム戦略への展開 
  ・ITイニシアチブ作成のための関連法令制度（再） 
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  ・ITイニシアチブを策定するためのアプローチ 
  ・意思決定の手法とツール 
  ・意思決定アプローチ（再） 
  ・市民の声のインパクト 
 1.5 府省横断，自治体横断で行う政策およびプロセス 
  ・行政機関の役割(再) 
  ・行政機関の組織構造(再) 
  ・電子政府のための省庁間調整 
  ・府省と自治体の連携 
  ・法律の調整 
  ・新規の法律や制度をフォローする仕組み(再) 
 1.6 官民の役割分担 
  ・政策実施の必要性判断 
  ・特殊法人等，公益法人との役割分担 
  ・NPO，ボランティアとの役割分担 
  ・金融機関との協力関係 
  ・PFI 
  ・アウトソーシング，IDC，BPO 
 1.7 予算策定と執行 
  ・予算制度 
  ・予算策定プロセス 
  ・予算案評価 
  ・予算執行調査 
  ・会計検査 
  ・政策評価 
 1.8 行政機関におけるプライバシー 
  ・社会におけるプライバシー問題 
  ・プライバシーの定義 
  ・プライバシーに関する法律 
  ・情報公開におけるプライバシー 
  ・プライバシーに関する現行業務の分析 
  ・プライバシー・ポリシーに影響を与える各種要因 
  ・プライバシー関連システム 
  ・ITに起因するプライバシー問題 
  ・新技術による法的，社会的影響 
  ・利便性とプライバシーとのトレードオフ 
 1.9 行政機関におけるセキュリティ 
  ・社会におけるセキュリティ問題 
  ・セキュリティの定義 
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  ・セキュリティに関する法律 
  ・情報公開におけるセキュリティ 
  ・セキュリティに関する現行業務の分析 
  ・セキュリティ・ポリシーに影響を与える各種要因 
  ・セキュリティ関連システム 
  ・ITに起因するセキュリティ問題 
  ・新技術による法的，社会的影響 
  ・通商政策と ITセキュリティ 
  ・サイバー・テロ 
  ・電力など重要インフラ防衛との関連 
  ・利便性とセキュリティとのトレードオフ 
 1.10 情報管理，情報公開 
  ・情報管理ポリシーと情報公開ポリシー 
  ・情報公開に関する法律，制度 
  ・情報公開におけるプライバシー（再） 
  ・情報公開におけるセキュリティ（再） 
  ・技術が電子政府に与えるインパクト（再） 
  ・既存データの電子化 
  ・変更管理 
  ・情報の保管 
 1.11 コミュニケーション 
  ・コミュニケーションプロセスとスキル 
  ・メディア毎のコミュニケーション特性 
  ・ヒアリングとフィードバック 
  ・リアルコミュニケーションとネットコミュニケーション 
  ・活気ある組織の特徴 
（２）組織の管理と人材育成 
 2.1 組織設計と管理 
  ・省令や組織令 
  ・業務を適切に行うための組織設計コンセプト 
  ・組織構造とスタッフ配置 
  ・ニーズ把握，ギャップ分析，SWOT分析 
  ・組織に変更を与えるリーダーとしての役割 
  ・変更の必要性の評価 
  ・創造性を生み出す環境整備 
  ・組織ビジョン推進と組織コミュニケーションの向上 
  ・組織内に生じる摩擦と解決法 
  ・集団の行動と集団の中での個人の行動 
  ・モチベーションの重要性 
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  ・利害関係者の視点 
 2.2 幹部職員，CIOなど利害関係者の役割，能力，責任 
  ・リーダーシップの役割 
  ・経営とリーダーシップに必要なスキル 
  ・業務に強いリーダーと技術に強いリーダーの特徴と関係 
  ・CIOの役割とスキル 
  ・CIOスタッフの役割と責任 
 2.3 チーム作りと協力関係 
  ・チーム構築とパートナー提携のコンセプトと役割分担 
  ・チームに対する組織文化の影響 
  ・チーム構築アプローチ 
  ・チームでの業務推進プロセス 
  ・チームにおけるリーダーシップ 
  ・チームでの信頼感の醸成と権限の付与 
  ・チームメンバーの多様性と個人差 
  ・チーム参加による職員の成長 
  ・チームにおける様々な学習スタイル 
 2.4 IT管理に関する職員の専門性の強化 
  ・知的資産の重要性 
  ・職員能力の最大活用（人材資源管理） 
  ・組織構造とスタッフ配置（再） 
  ・スキル体系 
  ・キャリアパスの計画と評価 
  ・継続的な学習 
  ・様々な学習スタイル 
  ・人材開発・管理ツール 
 2.5 職員のコンピテンシの確認 
  ・業務の中での資格の役割 
  ・法律で規定された職員，有資格者 
  ・スキル体系（再） 
  ・ITの資格，認定 
  ・職員能力の最大活用（人材資源管理）（再） 
  ・業績査定プロセスへの反映 
 2.6 職員のパフォーマンス管理 
  ・業績管理の様々な手法 
  ・業績の自己評価 
  ・タイムリーな業績の反映 
  ・業績向上を促すスタッフ配置 
  ・個人の成長を促す業績管理の効果 
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 2.7   優秀な職員の確保 
  ・採用や雇用維持，業績改善のためのビジョン 
  ・奨励制度と表彰制度 
  ・キャリアパスの明確化 
  ・継続的な学習環境 
  ・信頼感向上へのアプローチ 
  ・モチベーションと業績向上の効果 
  ・性差，世代差による多様性の対応 
 2.8 ナレッジ・マネジメントの実践 
  ・知的資産の重要性（再） 
  ・ナレッジ・マネジメントの定義 
  ・データ，情報，知識，知恵の定義 
  ・CIOがナレッジ・マネジメントに果たす役割 
  ・戦略目標達成のためのナレッジ・マネジメント 
  ・ナレッジ・マネジメントを推進する政策，体制 
  ・ナレッジ・マネジメントと組織の文化 
  ・データや情報をナレッジに変換するプロセス 
  ・ナレッジ・マネジメントを実現するツール 
  ・ナレッジ・マネジメントに関する教育訓練 
  ・ナレッジ・マネジメントの評価 
（３）業務の管理と変更管理 
 3.1 業務手続の管理 
  ・業務手続の管理方法 
  ・ワークフローなど業務管理のための技術とツール 
  ・現在の業務と理想の業務のギャップ分析 
  ・業務の変更管理のためのシミュレーションの利用 
  ・業務に対する監査 
  ・業績などの指標 
 3.2 業務手続の変更管理 
  ・変更管理の役割 
  ・権限を持った変更と自発的な変更の違い 
  ・変更の必要性の評価 
  ・変更への抵抗とその対策 
  ・リスク評価と多面的視点からの評価 
  ・変更を準備するプロセス 
  ・変更の実装 
 3.3 業務の再構築 
  ・組織の業務改善と CIOのリーダーシップ 
  ・業務再構築（BPR）と業務改善（BPI）の定義 
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  ・BPR，BPIの成功要因 
  ・BPR，BPIに活用されるモデルと手法 
  ・BPR，BPIで出てくる問題 
  ・BPR，BPIのインパクト 
  ・ＡＢＣの活用 
 3.4 業務モデリングとシミュレーション 
  ・業務モデリングの方法 
  ・シミュレーションの方法 
  ・業務の変更管理のためのシミュレーションの利用（再） 
  ・業務目標と解決策へのアプローチ 
  ・モデリングとシミュレーションのツール 
  ・設計と開発のためのツール 
 3.5 情報管理 
  ・知的資産の重要性（再） 
  ・組織の持つ情報の重要性 
  ・情報の価値 
  ・情報の収集方法 
  ・情報の整理，分析，体系化 
  ・ナレッジ・マネジメントの定義（再） 
 3.6 品質管理 
  ・品質の様々な意味 
  ・業務における品質要素とその評価 
  ・顧客満足度のための品質の重要性 
  ・品質と組織文化 
  ・品質管理と業績管理の分離 
  ・品質改善にかかる CIOの責任 
  ・品質とコストのトレードオフ 
  ・品質に関する教育・訓練 
  ・サービスレベル管理 
 3.7 ベストプラクティスの収集と活用 
  ・ベストプラクティスの評価と活用 
  ・ビジネス・ケース分析 
  ・ケーススタディによる検証 
  ・行政機関と民間におけるビジネス・ケース分析の違い 
  ・継続的な学習 
   
（４）情報資源戦略および計画 
 4.1 情報技術の持つ可能性 
  ・情報技術による経営革新 
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  ・情報技術による業界構造の変革 
  ・情報技術の組織へのインパクト 
  ・情報技術の特徴 
  ・情報技術が行政経営に与える影響 
  ・今後１０年の技術変革予測とそのインパクト 
  ・情報サービスのユーティリティ化 
 4.2 情報技術の基礎 
  ・アーキテクチャー 
  ・OS 
  ・ハードウェア 
  ・ソフトウェア 
  ・ネットワーク 
  ・モバイル 
  ・オブジェクト指向技術 
  ・ソフトウェア構築技術 
  ・システム構成方式 
  ・サービス提供形態 
  ・最新技術動向 
  ・ベストプラクティスの評価と活用（再） 
 4.3 情報化状況の分析と情報化計画 
  ・ITシステムと上位施策との関係 
  ・IT戦略計画とプロジェクト／プログラムとの関係 
  ・ITアーキテクチャー 
  ・基準となるアーキテクチャーの評価 
  ・技術アーキテクチャーの利用 
  ・現状分析と評価 
  ・機能分析をもとにした ITによる解決候補の抽出 
  ・組織横断プロジェクトに関する判断基準 
  ・情報化計画策定プロセス 
  ・情報化計画の活動とタスクの定義 
  ・情報化計画におけるシミュレーションの有用性 
  ・組織設計への反映 
 4.4 情報資産管理 
  ・情報資産管理の対象 
  ・情報資産の分析方法 
  ・情報資産の管理方法 
  ・財務諸表のための情報資源（知的財産，システム等）の時価評価 
  ・コンフィグレーション管理の概要 
  ・コンフィグレーション管理の実装とツール 
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 4.5 情報システム管理 
  ・システム開発のライフサイクルとシステムのライフサイクル 
  ・システムのライフサイクルに適用される標準規格 
  ・SLCP 
  ・システムのライフサイクルコスト，利益，リスク，資源 
  ・ライフサイクルにおける評価 
  ・品質管理（ＳＰＩ，ＣＭＭ，ＩＳＯ等） 
  ・情報システムとソフトウェアの保証 
  ・セキュリティ 
  ・システム構成 
  ・コンフィグレーション管理の概要 
  ・コンフィグレーション管理の実装とツール 
 4.6 モニター手法と評価手法 
  ・プログラム／プロジェクト管理手法 
  ・ITのマイルストーンと組織構造 
  ・モニター基準の策定 
  ・IT技術要素の評価 
  ・EVM 
  ・プロジェクト管理のツール 
  ・IT資産管理ツール 
 4.7 緊急対策 
  ・情報システム停止時のインパクト 
  ・緊急事態の候補の検討 
  ・緊急対策計画 
  ・緊急対策の開発 
  ・緊急時に必要な資源の選定 
（５）パフォーマンス管理 
 5.1 パフォーマンス指標の定義と測定 
  ・戦略目標と業績評価 
  ・政策評価と業績評価 
  ・プロジェクトにおけるステークホルダーの定義 
  ・業績評価の情報源 
  ・業績評価のアプローチ 
  ・業績評価指標の定義と業績標準の活用 
  ・業績評価の可視化 
  ・各種ベンチマーク手法 
  ・バランスト・スコアカード 
  ・業績評価のフィードバック 
  ・サービス調達，パフォーマンス・ベース調達への展開 
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 5.2 業務の生み出す付加価値と利用者満足度の測定 
  ・プロジェクトにおけるステークホルダーの定義（再） 
  ・業務が生み出す付加価値の重要性 
  ・業務が生み出す付加価値の定義 
  ・非財務指標の評価と数値化 
  ・利用者満足度の測定 
 5.3 システム開発のモニタリングおよび測定 
  ・ITのマイルストーンと組織構造（再） 
  ・ライフサイクルを通じた評価アプローチ 
  ・基準の明確化・変更の管理 
  ・システムの成熟度 
  ・問題解決のためのコントロール方法 
  ・EVM（再） 
 5.4 情報収集とアンケート調査 
  ・情報収集フレームワーク 
  ・情報収集手法の強みと弱み 
  ・優れた調査手法の特徴 
  ・手法間の相互関係 
  ・アンケート手法 
  ・アンケートの作成 
  ・アンケートの分析 
  ・IT調査プロセスにおける管理者の役割 
 5.5 サービス・レベル・アグリーメント 
  ・サービスレベルによる契約 
  ・サービス・レベル・アグリーメント導入プロセス 
  ・パフォーマンスによる管理 
  ・パフォーマンスによる評価 
   
（６）プロジェクト/プログラム管理 
 6.1 プロジェクト/プログラム管理の概要 
  ・プロジェクト/プログラム管理の定義 
  ・プロジェクト/プログラム管理の委員会，組織の設立，運営 
  ・プロジェクト/プログラムの分類 
  ・プロジェクト/プログラムの範囲とその要素 
  ・外部プロジェクトとの統合・連携 
  ・プログラム，プロジェクト管理のライフサイクル 
  ・プロジェクトやプログラム管理ライフサイクルにおける責任 
  ・ITポートフォリオ 
  ・プロジェクトのライフサイクルコスト，スケジュール，業績管理 
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 6.2 プロジェクト目標/要求管理 
  ・プロジェクト要求とスコープ管理 
  ・プロジェクトの要求の正当化 
  ・プロジェクト資源の最大活用 
  ・プログラム全体に影響を与える要素 
  ・プログラムの脅威となるリスク 
  ・変更による潜在的プラス効果とマイナス効果 
  ・組織変更やプロジェクト変更 
  ・技術変化とユーザーニーズの反映 
  ・意思決定の手法とツール（再） 
 6.3 プロジェクト統合管理 
  ・複数プログラムの統合 
  ・プロジェクト統合の判断と実装 
  ・代替案作成時の発想の重要性 
  ・プロジェクト管理と業務管理の統合 
  ・ナレッジ・マネジメントの統合 
  ・電子コミュニケーションツールの統合 
 6.4 プロジェクトの時間/コスト/パフォーマンス管理 
  ・プログラム管理プロセスとベストプラクティスの重要性 
  ・プロジェクト管理計画における技術とツール 
  ・プロジェクト/プログラムの業績管理と方法論 
  ・基準の明確化と業績，資源，コスト，スケジュールの分析 
  ・財務管理の技術とツール 
  ・時間/コスト/パフォーマンスのトレードオフ 
 6.5 プロジェクト品質管理 
  ・品質の特徴 
  ・品質要求とそれを実現する方法論 
  ・システム品質向上のための手法（ＳＰＩ，ＣＭＭＩ） 
  ・ユーザーからのフィードバックを得るアプローチ 
  ・検証部分を独立させることによる利点 
 6.6 プロジェクト・リスク管理 
  ・リスクの定義 
  ・リスク管理，問題管理，危機管理の違い 
  ・プロジェクト管理でのリスク評価 
  ・リスク分類法 
  ・リスクの定量化評価 
  ・リスク削減プロセス 
  ・リスク監視・統制システム 
  ・システムにおけるリスク管理 
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  ・リスク管理プロセス 
 6.7 システム監査 
  ・システム監査方法 
  ・システム監査基準 
  ・システム監査のスケジュール 
 6.8 ソフトウェア管理 
  ・ソフトウェア仕様管理 
  ・ソフトウェア開発管理 
  ・ソフトウェア構成管理 
  ・ソフトウェア品質管理 
   
（７）投資評価  
 7.1 政策目標および予算策定と投資パフォーマンス 
  ・組織ミッションと予算の関係 
  ・重点予算イニシアチブの策定 
  ・IT投資モデルや手法 
  ・IT投資を分析する適切な手法 
  ・財務指標と非財務指標による評価の方法論 
  ・IT投資の評価アプローチ 
  ・IT投資評価のライフサイクル 
  ・バランスト・スコアカード（再） 
  ・アウトソーシング，再設計に対する IT投資評価の役割 
  ・ポートフォリオによるプロジェクトの統一した評価アプローチ 
  ・ITの戦略性・戦術性の評価 
 7.2 費用便益分析，経済性分析，リスク分析 
  ・費用便益分析，経済性分析，リスク分析方法 
  ・コスト，経済性データ，品質の評価 
  ・リスク評価における定性的アプローチ 
  ・定性的データの定量化 
  ・リスク調整 ROIの検討 
  ・投資の代替案による投資評価手法 
  ・代替案の評価と意思決定プロセス 
 7.3 投資リスク管理モデルおよび方法 
  ・投資リスク分析と投資リスク管理 
  ・投資に対するコストリスク，技術リスク，管理リスク 
  ・投資リスク管理の標準的手法 
  ・投資リスク管理のベストプラクティス 
  ・投資リスク管理モデルと手法の適用準備 
  ・投資リスクを多面的に評価するアプローチの開発・実施 
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 7.4 投資見直しプロセス 
  ・投資見直しプロセスの必要性と意思決定者 
  ・投資見直しプロセスにおける情報や評価ツール 
  ・投資見直しのアプローチ 
  ・投資見直しのスケジュール 
 7.5 ベストプラクティスの収集と活用 
  ・資本計画の策定と投資におけるベストプラクティス 
  ・ベストプラクティスの評価と活用（再） 
  ・ベストプラクティスを使ったベンチマーキング 
  ･ビジネス・ケース分析（再） 
  ・ケーススタディによる検証（再） 
  ・行政機関と民間におけるビジネス・ケース分析の違い（再） 
  ・継続的な学習（再） 
   
（８）調達   
 8.1 調達戦略の策定と変更 
  ・調達戦略と戦略計画，業績計画等の関係 
  ・調達理念の比較・評価 
  ・調達のライフサイクル 
  ・調達の方式（随意契約，競争入札） 
  ・ＷＴＯの仕組み 
  ・調達の体制 
  ・調達における CIOの役割 
  ・低価格入札など不公正取引の防止 
  ・コスト，スケジュールの策定と業績目標の利用 
 8.2 調達モデル 
  ・調達のライフサイクル（再） 
  ・調達の方式（随意契約，競争入札）（再） 
  ・調達の体制（再） 
  ・調達の設計プロセス 
  ・行政機関とベンダーとの契約関係 
  ・調達におけるプロセスや手法 
  ・事業目的から調達要求への展開 
  ・仕様書の作成 
  ・ＣＯＴＳ，ＧＯＴＳの使用 
  ・計画した調達と突発的な調達 
  ・調達における成功事例の評価 
  ・知的財産の扱い 
  ・ソフトウェアライセンスに対するポリシーの必要性 
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 8.3 見積と評価 
  ・評価体制の整備 
  ・見積もり手法 
  ・提案評価の体制 
  ・提案評価手法 
  ・異議申し立ての仕組み 
 8.4 合理的な調達手法（アウトソース，PFI，ASP等） 
  ・調達における様々な手法 
  ・アウトソース 
  ・PFI 
  ・ASP 
  ・調達における様々な手法に対する評価 
 8.5 過去の実績評価と落札決定後の契約管理 
  ・過去の実績の調達への反映 
  ・ベストプラクティスの作成 
  ・調達に関連するナレッジ・マネジメントと知識共有の定義 
  ・プログラム，プロジェクト管理のライフサイクル（再） 
  ・プロジェクトやプログラム管理のライフサイクルにおける責任（再） 
  ・プロジェクトのライフサイクルコスト，スケジュール，業績管理（再） 
  ・プロジェクト/プログラム管理の委員会，組織の設立，運営（再） 
 8.6 行政機関横断的に行う調達の計画と評価 
  ・共通化業務選定プロセス 
  ・共同調達のライフサイクル 
  ・共同調達のための設備の整備 
  ・共同調達における責任 
  ・共同調達における知的財産権の扱い 
  ・共同調達における資金分担 
  ・脱退，追加参加の扱い 
  ・規制によるインパクトの評価 
  ・共有ソリューションの明確化 
   
（９）電子政府/eビジネス/電子商取引に関する動向 
 9.1 電子政府/eビジネス/電子商取引による影響 
  ・市民の視点の重要性 
  ・電子政府・電子商取引による外部・内部環境変化 
  ・電子政府に対する要求とミッション，資本計画 
  ・電子政府のビジョンを実現する戦略策定 
  ・電子政府イニシアチブを支援するベストプラクティス 
  ・電子政府サービスの代替案 
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  ・電子政府プロジェクトの開発 
  ・電子政府による潜在的インパクト 
  ・電子政府のためのタイムフレームと技術 
 9.2 ウェブサービス戦略 
  ・電子政府実現のためのウェブ技術のインパクト 
  ・ウェブサービスによる戦略実現 
  ・ウェブベースサービスにおける組織へのインパクト 
  ・ウェブ開発の問題点 
  ・ウェブコンテンツの管理アプローチ 
  ・共通インフラにおける各府省のアプローチ比較 
  ・プライバシーとセキュリティ及びアクセシビリティ 
  ・ブラウザベースアプリケーションとクライアントベースアプリケーション 
  ・携帯電話などのモバイルサービス 
 9.3 相互運用性のための業界標準および情報流通手段サプライ・チェーン 
  ・電子政府における相互運用性 
  ・民間との相互運用性 
  ・業界標準 
  ・電子政府・電子商取引における情報流通とサプライ・チェーン 
  ・情報流通の最適化 
  ・サプライ・チェーン 
  ・流通経路の変更と拡大 
 9.4 変動型価格決定のメカニズム（オークション，逆オークション） 
  ・変動型価格取引の様々な手法 
  ・変動型価格取引のベストプラックティス 
  ・変動型価格取引の法的問題 
  ・払い下げ物品への活用 
 9.5 市民向け情報サービス 
  ・電子政府における市場調査の重要性 
  ・電子政府への消費者ニーズの理解 
  ・ポータルサイト 
  ・プッシュ型情報サービス 
  ・相談コーナーなど既存のＣＲＭモデル 
  ・民間セクターにおけるＣＲＭ 
  ・政府の電子サービスのメリット・デメリット 
  ・デジタル・デバイド解消のための代替法 
  ・プライバシーとセキュリティ及びアクセシビリティ（再） 
  ・電子決済，電子認証サービス 
  ・デジタルテレビのインパクト 
（１０）エンタプライズ・アーキテクチャー 
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 10.1 エンタプライズ・アーキテクチャーを使った行政経営 
  ・アーキテクチャー構築の必要性 
  ・アーキテクチャーの多次元性と時間超越性 
  ・政府のアーキテクチャーとガイダンスの必要性 
  ・アーキテクチャーの分類 
  ・現行のエンタプライズ・アーキテクチャーの主要要素 
  ・他アーキテクチャーとの比較 
  ・EAフレームワーク基づく IT活用ソリューションの実施 
  ・セキュリティの必要性 
 10.2 エンタプライズ・アーキテクチャーのモデルと構成物 
  ・アーキテクチャーの分類（再） 
  ・現行のエンタプライズ・アーキテクチャーの主要要素（再） 
  ・他アーキテクチャーとの比較（再） 
  ・新規アーキテクチャーと既存インフラとの統合 
  ・要求定義の重要性 
  ・EAを構成するモデリング手法 
  ・モデリングツールのメリット，デメリット 
  ・新規開発，サービス購入，再利用かの意思決定 
 10.3 情報管理とデータ管理 
  ・情報管理とデータ管理 
  ・情報分析，データ分析の手法 
  ・データ管理の特性 
  ・データの相互運用性とデータ標準化 
  ・データの信頼性と正当性 
  ・データ管理のコンセプトや技術の新旧比較 
  ・データのコスト，価値，品質の評価 
 10.4 技術管理 
  ・技術のアーキテクチャー 
  ・情報技術ニーズの分析 
  ・情報技術の傾向 
  ・情報技術の推移計画 
  ・先進的技術と既存技術のリスク管理アプローチ 
  ・ミッション実現のための代替法の検討 
  ・最先端技術の組織別分類 
  ・新技術とその評価 
  ・民間既製品の利用可能性 
 10.5 開発と維持管理 
  ・EAを発展させるプロセス 
  ・EA管理組織 
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  ・EAにおける CIOの役割 
  ・EA規格外の活動の承認プロセス 
  ・組織教育と個人教育 
  ・教育計画と効果測定 
  ・モラル問題と知的財産問題 
  ・コミュニケーション手段別のメリット，デメリット 
  ・メディア選択と公共ポリシー 
 10.6 意思決定における EAの利用 
  ・重複投資の防止 
  ・システムやソフトウェアの再利用 
  ・ベストプラクティスの活用 
  ・変更管理の重要性 
 10.7 エンタプライズ・アーキテクチャーのためのパフォーマンス測定 
  ・パフォーマンス体系の整備 
  ・パフォーマンス測定手法 
  ・パフォーマンス指標の評価 
  ・定性的パフォーマンスの定量化（再） 
   
（１１）情報セキュリティと情報保全 
 11.1 情報セキュリティと情報保全に対する基本原則 
  ・情報セキュリティ情報保全の定義とその重要性 
  ・組織文化やミッションの重要性 
  ・セキュリティに関する重要事項の定義 
  ・情報保全のための戦略提携とアウトソーシング 
  ・迅速で順応性のある情報保全体制 
  ・セキュリティ基準の実装評価 
  ・情報保全の制度と CIOの役割 
  ・リスク管理計画 
  ・リスク管理と組織の責任問題 
  ・情報保全普及のための教育計画 
 11.2 情報セキュリティの実装計画 
  ・情報保全の原則を実装するアプローチ 
  ・情報セキュリティや情報保全のベストプラクティス 
  ・脅威に対する基準確立と組織整備 
  ・迅速で順応性のある情報保全体制（再） 
  ・情報保全における人的要因（再） 
  ・IT固有のリスクに対する緊急時計画 
 11.3 セキュリティに関する法や制度 
  ・セキュリティに関する法や規制の概要 
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  ・セキュリティに関するガイドライン 
  ・侵入の法的解釈と法の執行機関 
  ・新規の法律や制度をフォローアップする仕組み（再） 
 11.4 情報システムへの脅威と脆弱性 
  ・情報システムへの脅威 
  ・情報セキュリティや情報保全の欠陥が引き起こすインパクト 
  ・ソフトウェアへの脅威と脆弱性 
  ・ハードウェアとアーキテクチャーへの脅威と脆弱性 
  ・脆弱性のあるアーキテクチャーにおける費用便益 
  ・情報化に伴う犯罪 
  ・情報セキュリティと情報保全における人的要因 
  ・IT固有のリスクに対する緊急時計画（再） 
  ・バックドアの仕組み 
 11.5 情報セキュリティ確保のための選択肢 
  ・セキュリティ技術 
  ・セキュリティ評価ツール 
  ・情報保全のための手法とポリシーの確立 
  ・侵入の検知と報告のポリシー策定 
  ・緊急対策計画（再） 
  ・情報セキュリティサービスの活用 
  ・情報保全問題を解決するためのワークフローの活用 
 11.6 情報システムへの侵入と誤操作に対する標準運用手順 
  ・侵入の検知と報告のポリシー策定（再） 
  ・脅威レベルと対応方法の仕様の整備と評価 
  ・侵入及び誤動作の通知ポリシー 
  ・侵入の法的解釈と法の執行機関（再） 
  ・復元方法と復元時のポリシー 
  ・誤動作時のポリシーと CIOの役割 
  ・学習の機会とフィードバックプロセス 
   
（１２）アクセシビリティとユーザビリティ 
 12.1 利用者の状況把握 
  ・対象者の現状と特徴 
  ・利用者調査の方法 
  ・高齢者・障害者の IT利用 
  ・障害者法定雇用率 
 12.2 アクセシビリティ／ユーザビリティの基本原則 
  ・デジタル・デバイドの定義 
  ・デジタル・デバイド解消のための代替法 
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  ・交通インフラでの取り組み 
  ・アクセシビリティに関する制度・ガイド 
  ・アクセシビリティに関する問題点 
  ・ベストプラクティス 
 12.3 アクセシビリティ確保のための選択肢 
  ・IT利用の支援制度 
  ・IT利用支援ツール 
   
（１３）社会環境と技術 
 13.1 社会環境の把握 
  ・人口の現状と展望 
  ・環境問題の現状と展望 
  ・国際化の影響 
  ・情報技術により解決が期待される社会問題 
  ・社会問題解決に向けた CIOの役割 
  ・社会問題に関係する法律と規制 
 13.2 社会予測の方向 
  ・社会予測関連情報の入手 
  ・社会予測の手法 
  ・社会予測の評価 
 13.3 技術トレンドの予測 
  ・技術予測関連情報の入手 
  ・技術予測の手法 
  ・技術予測の評価 
  ・最近開発された技術と開発中の技術 
  ・新技術が業務へ与える影響 
  ・ITのライフサイクル管理 
 13.4 日常業務で使用する技術 
  ・業務用ツールの種類 
  ・OAツールの種類 
  ・デスクトップ技術の習得環境 
  ・研修委託の影響，費用便益，生産性 
資料；経済産業省発表による日本版コア・コンピタンス／学習目標 
 
                                                  
1経済産業省（2004）「CIO育成のためのコア・コンピタンスと学習項目の調査研究」 
商務情報政策局情報政策課 http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/ea/data/report/r5/ 
2日本経済新聞 A3面 2006年 9月 29日 
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